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概   要 
 

１．背景・目的 

 建築関連の製品規格の要求事項は、その多くがメーカーの品質管理事項であり、住宅に求められる性

能と必ずしも対応していない。そのため、ユーザーである設計者や施工業者は、製品規格の要求事項と

は別に、その使用目的に合わせて、試験結果や経験に基づいて建材を選定しているというのが現状であ

る。 
このような状況を改善するためには、住宅に求められる性能を壁・床・天井等の部位別に分類し、部

位別の性能を評価する方法を標準化することが有効である。このような状況を実現するため、建築材料

側から可能なアプローチとしては、部位別性能評価を確実に行うために必要な建材への要求事項や特性

値を製品規格などで示し、活発な情報提供を行うことがある。これらの整備が進めば、ユーザーによる

建材の選定の合理化、JIS マーク制度の普及、活用が期待される。 
本事業は、上に述べたような状況を整備するために、客観性、信頼性の高い部位別性能評価法 JIS 原

案及び ISO 原案を作成するものであり、平成 19 年度から平成 21 年度までの３カ年で実施した。 
本事業で取り組んだ具体的な課題としては、次の３つが挙げられる。 
① 各部位の要求条件及び要求性能の明確化 
② 部位別性能評価法の検証（シミュレーション及び実証試験を含む。） 
③ 部位別性能評価法の JIS 原案及び ISO 原案の作成 
なお、調査研究の成果を踏まえ、部位別性能評価を確実に行うために必要となる、建材 JIS のあり方

についてもとりまとめを行い、TS 原案として整備した。 

上記の課題に対して次の具体的な成果を得ることができた。 

・JIS/ISO 原案（建築物の部位の性能記述方法）の作成（第３章にて記述） 

・TS 原案（建築物の部位の性能記述方法による解説的な規格作成の手順）の作成（第４章にて記述） 

・部位別性能評価方法規格事例としての JIS 骨子案（窓の熱性能計算方法）作成（第５章にて記述） 

 
２．本事業の全体像について 

本事業では、冒頭に述べたように、建築材料の特性が、どのように建築物の性能に寄与するのかをわ

かりやすくユーザーに示す仕組みを構築することを目的とした。 

ユーザーの要求を具体的性能に落し込み施工を行うプロセスにおいては、ユーザー要求から材料まで

の関係は図１に示すようになるが、この関係が設計者、施工者に適切に認識されなければ、本事業で整

備しようとする材料情報が十分に活かされない。したがって、これらのプロセスについて、規格を作成

し手順等を示すことにした。また、住宅に要求する性能に寄与する材料特性を示す仕組みとしては、建

築材料の品質証明として社会的な信頼を得ている JIS 規格において記述する方法を選択した。 

具体的には、前者は JIS 原案「建築物の部位の性能記述方法」として、後者は TS 原案「建築物の部位

の性能記述方法による解説的な規格作成の手順」として作成した。 

また、ここで示した仕組みが効果的に動いていくためには、各性能や仕様毎で示されている「部位を

対象とした方法規格（試験方法、評価方法）」を充実していく必要がある。これらについては、既に数

多くの国内規格、国際規格として存在し、それらの整合性を確保する努力がなされているが、より活発

な活動が必要となる。本事業においては、この一例として国内で強く要望のある窓の性能に関する方法

規格を整備することとした。 

これらの各成果については、４に詳細を示す。 
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これら本事業において達成された成果が社会的に認知されることによって、以下のような効果が期待

される。想定される効果の詳細については、５に示す。 

①ユーザーにとって信頼できる建築材料のデータが入手しやすくなることによって、より適切な建築物

の設計、施工が容易となり、社会的資本である建築物の質の向上につながる。 

②建築材料に関わる情報収集・分析の効率化が進むことで、建築関連の各産業全てにおいて、生産性の

向上が図られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 ユーザー要求を製品にまで落とし込むプロセス 

 

３．本事業の成果と既存の国内規格、ISO との関係について 

本事業の成果を、具体的にどのような形で ISO へ提案を行うかの検討を行った。また、同時に本事業

の成果と既存の類似規格との関係についても整理を行った。これらについての現状の枠組みを図２に示

す。 
図中のオレンジ色の部分は、本事業で作成した規格群が示すビジョンの範囲を示している。 
図中の「部位分類、部位別のユーザー要求項目」については、本事業で作成した JIS 規格に含まれる

ものであり、現状の JIS A 0030 に関連する。現在の JIS A 0030 では、性能とその代用特性意外に、等

級も示しているが、他の制度で示されている基準等との整合性がとれていないため、ほとんど使用され

ていないという現状も踏まえ、今後、この二つの規格の関係性を検討していく必要がある。 
また、「部位分類、部位別のユーザー要求項目」の国際規格に対応するものとしては、ISO 6241 が存

在する。ISO 提案を行うには、ISO 6241 との関係性を考慮する必要があるが、ISO 6241 は現在関連す

る複数の規格とともに改訂作業に入った状態である。したがって、本事業で作成した JIS 規格との整合
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性を考えつつ、日本としての提案を行っていくことが必要となる。 
本事業で示した JIS 規格、TS の枠組みの中で行う構法別の要求性能の整理については、その結果を規

格化することは、関連する複数の協会が合意することが必要となり、現実的には行われない可能性が非

常に高い。また、構法別となると、各国の事情が大きく異なるため ISO 化は不可能であろう。現在、ISO
において、思想的に非常に近い規格が 1 例存在するが（ISO 7361「同一供給元の構成部品からなるファ

サードの性能基準」）、この規格の後は類似の規格の整備は全く行われていない。 
 部位を対象とした方法規格については、国内規格でも、国際規格でも、数多く存在する。これらにつ

いては、それぞれの分野で JIS と ISO との整合性を取る活動が活発に行われる必要がある。本事業では、

国内で求められているが存在しない方法規格を、海外の規格を引用することで整備することを試みた。 

 
図２ 本事業の成果と既存 JIS、ISO との関係（外壁の事例） 
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４．具体的成果 

 

(1)JIS/ISO 原案（建築物の部位の性能記述方法）の作成 
本規格は、建築物の部位の性能を記述しようとする主体（発注者、設計者、生産者など）が、想定す

る部位に対して考慮すべきユーザー要求性能を選択し、評価する手順とその記述方法を定めたものであ

る。 
関連事項は、JIS A 0030 部位別ユーザー要求性能項目となる。JIS A 0030 では単に部位別の性能を定

義し、その代用特性や評価指標を示していた。今回提案するものに関しては、記述方法ということで、

部位別の性能をいかに記述するかを提案している。 
部位の性能には、構成要素単体で評価される性能、組み合わされて評価される性能、部位全体で評価

される性能が想定され、また、求められる性能と評価方法や評価する対象範囲は、設計法や主体によっ

て異なることが考えられる。したがって、本規格では、各部位のどのような性能をどのような方法で評

価したかを記述する手順を示し、同時に、それらを示す際の一助となる、部位の区分け（図３）、ユーザ

ー要求性能項目（表１）やその代用特性を例示している。 
ただし、本規格では、空間として評価する必要がある性能の記述方法は含まないことに注意が必要で

ある。 

本規格で示す記述方法の手順は、a)対象とする部位の決定、b)記述するユーザー要求性能項目の決定、

c)性能の評価方法の決定（評価対象、評価手法）、d)評価、e)結果の記述 となる。 
           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 代表的な部位 
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  表１ 建築部位に求められるユーザー要求性能項目（抜粋） 

 

 

 

(2)TS 原案（建築物の部位の性能記述方法による解説的な規格作成の手順）の作成 
本 TS 原案では、建築関連の JIS 規格（製品規格・方法規格）について、統一的な方向性をもって整

備が進められるように、規格作成の手順を示した。 

本事業で作成した TS 原案では、建築関係の JIS 規格を全く新たに作成することはまれであると考え、

既存の規格の改訂の際の考え方と手順を示すこととした。 

この新しい TS 原案では、改訂の対象となる製品規格においては、当該製品が使用される工法を想定し

た上で、建築物の性能に関わる当該製品の特性に関する情報について情報提供を行うことを求めた。こ

の際、JIS 規格の本来の目的である製品の品質確保については影響を与えないよう、細心の注意を払うこ

ととした。方法規格においても製品規格と同様に、それが適用される範囲や工法を明確にし、ユーザー

に情報提供を積極行うことを求めている。 

図４に、本 TS 原案を遵守して改訂された製品規格と現在の製品規格との関係を示す。現在の製品規格

においては、一部の例外はあるものの、品質確保のための材料特性のみが示されているが、新しい製品

規格では、部位別性能確保のための材料特性も示すことになる。これらの情報は、各製品規格の附属書

として整備し、ユーザーへの情報提供を目的として柔軟に記述することになる。 
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図４ 製品規格の構成 

  

本 TS 原案と(1)で述べた規格の関係を図５に示す。建築関連規格の作成・改訂手順に関する本 TS では、

その作業を行う上で、建物の性能（部位別性能）から建築材料の特性に至る思考のプロセスに必要な分

類や要求性能項目等の考え方を示した規格を引用する構成となっている。 

現在、「建築物の部位の性能記述方法」JIS 原案、「建築物の部位の性能記述方法による解説的な規格

作成の手順」TS 原案という位置付けになっているが、来年度以降、規格化を進める際に、その関係性を

見直すこともあり得る。 

 

図５ TS 原案と JIS 原案との関係 
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 (3) JIS 骨子案（窓の熱性能計算方法）作成 
部位の性能評価法として複数の製品が組み合わさってできる部位は、そこで選択される製品によって

性能が異なることが多い。しかし、部位別性能評価を行う上で、この多様な組み合わせを全て試験によ

って求めることは不合理であり、性能評価に対する理論的裏付けがなされたり、シミュレーション手法

が開発されているものについては、計算によってその性能を評価することが合理的となる場合もある。 

本事業で示した仕組みが効果的に動いていくためには、こういった「部位を対象とした方法規格（試

験方法、評価方法）」が充実していく必要がある。本事業においては、この一例として国内で強く要望

のある窓の性能に関する方法規格を整備することとした。 

本事業で対象とした窓のおける熱性能の評価手法の現状を表２に示す。窓は、サッシとガラスが組み

合わされてできる部位であるが、建築の熱性能を考える上では重要な要素である。また、サッシの種類

とガラスの種類も多様化しており、その組み合わせは無数に存在する。このような中、熱性能の理論的

検討やシミュレーション手法の開発が行われてきたが、現状の JIS 規格には、計算法がない。計算法規

格があれば、全ての組み合わせを試験する必要がなくなり、設計者にとっても、製品開発者にとっても

有用なツールとなると考えられる。 

 本事業では、このような関係性を明らかにした上で、窓の熱性能に関する計算規格の骨子作りに注力

することとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２ 窓における熱性能の評価手法の現状 

試験規格 計算規格 シミュレーション 備考

断熱

窓全体

ISO 12567-1

ISO 12567-2 (天窓・出窓)

ISO 10077-1

ISO 15099

WIS(CEN)

WINDOW(U.S)

FRAME plus(Canada)

複層ガラス周辺部分の取扱
い方法の違いにより、計算規

格が2種類ある

JIS A 4710

JIS A 1492(天窓・出窓)
WindEye 日本には計算法の規格なし

ガラス
ISO 10292

OPTICS (U.S)

VISION (Canada) 断熱試験規格が無い

JIS R 3107 WindEye

フレーム
EN 12412-2 ISO 10077-2

THERM  (U.S)

FRAME  (CANADA)

TB2D/BEM フレームの評価法なし

遮熱

窓全体
ISO 15099

断熱と同じ

JIS A 1422(日除けSC)※１） JSTM K 1601

ガラス
ISO 9050 (分光測定） ISO 15099 ガラスの評価は中央部だけ

を対象にしているJIS R 3106(分光測定）

フレーム
ISO 15099

試験規格 計算規格 シミュレーション 備考

断熱

窓全体

ISO 12567-1

ISO 12567-2 (天窓・出窓)

ISO 10077-1

ISO 15099

WIS(CEN)

WINDOW(U.S)

FRAME plus(Canada)

複層ガラス周辺部分の取扱
い方法の違いにより、計算規

格が2種類ある

JIS A 4710

JIS A 1492(天窓・出窓)
WindEye 日本には計算法の規格なし

ガラス
ISO 10292

OPTICS (U.S)

VISION (Canada) 断熱試験規格が無い

JIS R 3107 WindEye

フレーム
EN 12412-2 ISO 10077-2

THERM  (U.S)

FRAME  (CANADA)

TB2D/BEM フレームの評価法なし

遮熱

窓全体
ISO 15099

断熱と同じ

JIS A 1422(日除けSC)※１） JSTM K 1601

ガラス
ISO 9050 (分光測定） ISO 15099 ガラスの評価は中央部だけ

を対象にしているJIS R 3106(分光測定）

フレーム
ISO 15099

※1） JIS A 1422：日よ（除）けの日射遮へい（蔽）係数簡易試験方法

※現場測定 ISO 9869 Thermal insulation – Building elements – In-situ measurement of thermal resistance and 
thermal transmittance （熱流計法、熱画像法、熱板法、壁内断面温度測定）

サッシ協会資料

－7－



  

５．期待効果 

 

建築における各事業（建築の計画から施工、維持管理、解体に至るプロセス全てを含む）においては、

非常に多様なユーザーからの要求を整理し、それを実現することが目的となるが、これらに関わる産業

の生産性は必ずしも高いとは言えない。 

本事業では、このような状況を改善するために、建築材料側から可能なアプローチとして、各関係者

による材料関連の情報の収集・分析の効率化を目指して、情報整備の仕組みを構築することを目標とし

た。その結果２で示したような仕組みを提案した。本項では、この提案を実現した場合に、戸建住宅に

関わる関係者において想定される具体的な効果を以下に示した。 

 
【施主・所有者（最終需要者）】 
 住宅は個人の資産としてだけでなく、社会的資産としての一面もある。近年、住宅の長寿命化が強く

求められるようになったが、それに応じて、住宅の所有者に対しての維持管理面での要求も大きくなっ

てきている。維持管理を適切に行うためには、建物の仕様を十分理解し、適切な維持管理計画を立案・

実施する必要があるが、それには使用されている各材料の特性を理解しておく必要がある。これらは、

設計者、工務店が代理で行うことが多いが、それでも、費用を負担し、建物に対しての責任があるのは

所有者である。所有者に対して建築材料についてのわかりやすいデータを示すのは建材製造者の責務で

ある。 
 とは言うものの、施主となる最終需要者には、材料選択が建築物の性能、特に耐久性に関わるという

意識がない人が多い。一生に一度の買い物になることが多いことや、住み継ぎの経験を持つ人が少ない

ことも強く影響して、これらの情報を持たないためと考えられる。したがって、まずは、材料選択の意

味するところを認識してもらう必要がある。 
また、施主が材料選択の重要性に気づいているとしても、何を選択すれば良いかの情報は不可欠であ

る。適切な情報が入手しにくい状況では、「高価なものならば良いのか？」「設計者や工務店、建材メ

ーカーの説明を鵜呑みにしていいのか？」という疑問が生じ、それがもとで不安が解消されず、造り手

とのコミュニケーションを困難に感じる状況が生じ易い。このような状況は、産業全体としてもマイナ

スである。 
材料選択のための情報ベースが整えば、施主への情報提供も容易となり、このような状況を解消する

ことが可能となる。 
 

【設計者・工務店】 
 設計者・工務店は、施主・所有者に対して、建設した住宅の性能について説明をする義務がある。設

計とは、要求性能を確保するために、様々な材料・工法を選択していく行為そのものでもあるが、その

判断のための情報は必須である。 
その判断のための情報には、設計者や設計組織の過去の経験や、建築材料製造者や試験機関が示すデ

ータ等があるが、新しい材料や工法を採用する際には、特に建築材料製造者から示されるデータが重要

となる。 
また、自身の判断のためだけでなく、施主への説明のためにも、根拠のあるデータを示す必要がある

場面が存在する。特に昨今、建築物の長寿命化が強く求められ、長期的な維持保全計画を施主に示す必

要があるが、そのためには、耐久性に関する情報が重要となる。竣工時に確認できない耐久性等につい

ては、実験データ等を根拠に説明を行うことが非常に有効となる。しかし、このデータを１から設計者、
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工務店が用意することは困難を極める。これらの情報について、社会的信頼の高い JIS 規格を根拠に系

統だった開示がなされていれば、混乱が少なく、業界全体の効率化が図られる。 
 

【専門工事業者】 
 最も建築材料に近いところに位置し、類似の製品の特性の違いなども肌で感じている立場が専門工事

業者だと言える。彼らは、設計者や工務店に彼らの経験をもとにした特性の違いを述べる能力を持って

いるが、現状はそういったものが有効に活用されている状況ではない。それは、製品毎の性能を明らか

にする手法やデータがオープンにされておらず、彼らが持つ情報に信頼性を与える情報が存在しないこ

とが大きく影響している。 
高品質な材料を使用する場合、コストアップとなる場合が非常に多いが、これを実現するためには、

各工事別費用の枠内で解決するのではなく、総工事費全体の割合を変える必要があり、それには設計者、

工務店の理解と決断が必要になり、施主への説得も必須となる。 
材料の特性に関する情報が社会的信頼の高い JIS 規格を根拠に系統だった開示がなされていれば、材

料特性とコストの関係などの説明が容易となり、結果、住宅の質の向上に大きく寄与することになる。 
 
【建築材料製造者】 
 建築材料製造者にとっては、建築物の性能に影響を与える材料特性について、本事業で提案した仕組

みで情報提供することで、第一に正しい判断材料をユーザー側に効率的に提供できるということがある。

新しい品質の高い製品を開発した場合、その特性については、各社のカタログ等で示し地道に営業活動

をするしかない。特に、イニシャルコストが増加しても維持管理コストの低下等が見込まれる製品の普

及には、設計者、工務店の理解、施主の理解が極めて重要となる。この場合、カタログよりも、社会的

に信頼が高い JIS 規格でその特性についての情報を示すことができれば、製造者側の努力が報われやす

くなる。 
第二に、本事業の仕組みでは、材料の特性を示す場合に、想定される工法を示すことが前提となるが、

そのことから、想定外の使われ方による問題を防止しやすくなることが挙げられる。 
第三に、情報提供に要する効率化である。例えば、工法開発や各性能についてより詳細なシミュレー

ションを行っている工務店、設計者にとっては、現在の製品規格やカタログに示されているもの以外の

特性値を必要とする場合が多い。その際に、その情報の入手のしやすさをあらかじめ示しておくことで、

双方の効率を上げることが可能となる。 
製品規格で示される特性を「品質確保のための最低限の特性」と考えると、現在の日本においては、

規格で示されているよりより高いレベルで品質管理を行っているのは常識であり、「品質確保のための

最低限の特性」を示すことは現実的には大きな意味はなく、これ以外の付加価値について示すことが、

ユーザーへのアピールとなる。そもそも、JIS 規格の見直しは、業界として５年ごとに行わなくてはなら

ない。この労力を考えると、本事業で提案する仕組みを活用することで、新たに大きな労力をかけずに、

効果的な情報提供が可能となる可能性が高い。 
以上 
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第１章 はじめに 
 
１．１ 事業の目的 
建材JISの要求事項は、その多くがメーカーの品質管理事項であり、住宅に求められる性能と建材JIS

の要求事項が必ずしも対応していない。そのため、建材JISのユーザーである設計者や施工業者は、JIS
の要求事項とは別に、その使用目的に合わせて、試験結果や経験に基づいて建材を選定しているという

のが現状である。 
このような状況を改善するためには、住宅に求められる性能を壁・床・天井等の部位別に分類し、部

位別の性能を評価する方法を標準化する必要がある。その結果、部位別性能評価を確実に行うために必

要な建材 JIS が整備され、ユーザーによる建材の選定の合理化、JIS マーク制度の普及、活用が期待さ

れる。 
 本事業は、部位別の要求性能を明確にし、建築材料の製品性能データなどによるシミュレーションと

実証試験等から、客観性、信頼性の高い部位別性能評価法のJIS原案及び ISO原案を作成するものであ

り、平成19年度から平成21年度までの３カ年を計画している。 
本調査研究の具体的な目標として次の課題について取り組む。 
① 各部位の要求条件及び要求性能の明確化 
② 部位別性能評価法の検証（シミュレーション及び実証試験を含む。） 
③ 部位別性能評価法のJIS原案及びISO原案の作成 

なお、調査研究の成果を踏まえ、部位別性能評価を確実に行うために必要となる、建材 JIS のあり方

について提言を行う。 
 
１．２ 事業の概要 
１．２．１ 研究内容 
次の調査研究を実施する。 

(1) 部位別要求性能と製品性能の関連規格のあり方調査 
① 平成19年度から平成21年度にかけて、部位として壁・開口部、床、屋根・天井についての性能と試験

方法について現状調査を行い、課題を抽出・検討し、建材の部位別性能評価法を確立する。平成18年度の

FS調査では外壁の調査研究を先行しており、まずは壁・開口部について調査し、その結果を床、屋根・天

井の性能評価調査に反映させ、研究開発の効率を上げる。 
② 平成19年度に海外調査（欧州：イギリス・フランス・ベルギー・オランダなど）を行い、部位別性能

評価法に係る研究者や関係者から関連情報を入手する。（平成19年度に実施済み） 
 また、平成21年度にはISO原案を作成し、e-メールなどにより情報を発信し、海外のISO関係者と意見

交換を行う。 
(2) 建材の部位別性能評価方法の検討 
平成19年度にシミュレーションを行うための環境を構築し、壁・開口部についてのシミュレーションを

試行する。平成20、21年度は、建材の部位別性能評価法の検討を行うことと部位別性能評価シミュレーシ

ョンによる検証を行う。また建材の部位別性能評価実証試験も行いシミュレーション結果との整合性を確

認し、シミュレーションの確度の向上を図る。 
(3) 平成20年度以降に部位別性能評価に係るJIS/ISO原案を作成する。 
 
１．２．２ 目標とする国際標準の内容 
本研究開発事業においてISO 6241「ユーザー要求性能」、JIS A 0030「建築の部位別性能分類」等を基
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企画調整委員会 

【委員長】清家 剛(東京大学 准教授) 

盤として、建材の部位別要求性能評価項目の体系分類及び部位別要求性能評価法等をJIS及びISO規格原案

として作成する。 
(1)JIS規格原案 
1) 建築における部位（壁・開口部、屋根・天井、床）の要求性能JIS規格作成 
部位に要求される性能を地震荷重、風荷重、雨水、水蒸気、内部及び外部火災、音、熱などの作用因子

毎にまとめたものである。 
2) 部位別、構法別の要求性能項目、代用特性に関するJIS規格化の検討 

部位の構法で要求性能が異なることがあり、構法別の要求性能項目や代用特性の規格を検討する。 
3) 建築の部位別性能評価方法に関するJIS規格化の検討 
既に、部位別性能評価法として確立しているものがあるが、本事業では新たな部位別性能評価方法の規

格を検討する。 
4) 部位別、構法別JIS作成ガイドライン 
1)、2)、3)を検討する上で、それらの関係を明確にするものとしてガイドラインが必要である。また部位

別性能・評価方法に関わる規格と評価個別建材JISとの関わりについても本ガイドラインにて明示する。 
注) JISのユーザーとしては設計者、施工者、施主、材料メーカー開発者などを想定しており、設計者・

施工者にとっては当該JISを活用することで適切な材料を選定が可能になる。また設計者が新たな仕様、

新たな設計を行うときに活用できる。さらにエンドユーザーにとっては、公共工事の場合はJIS・JAS
品を使うが、戸建住宅では公共工事と比べ一般ユーザーにJIS品の認識が少なく、一般ユーザーも含め

JIS品の認識を高めることができる。 
(2)ISO国際規格原案（検討規格原案の事例） 
1) 建築における部位（壁・開口部、屋根・天井、床の基本性能）の要求性能ISO規格作成 
2) 部位別、構法別の要求性能項目、代用特性に関するISO規格化の検討 
3) 建築の部位別性能評価方法に関するISO規格化の検討 
 
１．２．３ 平成21年度委員会体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（注）企画調整委員会は幹事会的な役割を有し、各分科会の分科会長を集めた事業調整、規格（JIS/ISO）

の共通項目の検討、共通するその他の調査項目を検討した。 

壁・開口部 
分科会 
(WG4) 

 
主査:名取 発 

(東洋大学) 

建材の部位別性能評価法に関する標準化調査研究本委員会 

【委員長】菅原進一(東京理科大学 教授) 

床分科会 
 

(WG5) 
 

主査：横山 裕 

(東京工業大学) 

 

部位別性能 
評価法規格 
作成分科会

(WG3) 
主査：小山明男 

(明治大学) 

 

部位別標準化 
方針検討 
分科会 
(WG2) 

主査：清家 剛 

(東京大学) 

部位別要求 
項目規格作成 

分科会 
(WG1) 

主査:兼松 学 

(東京理科大学) 

屋根・天井 
分科会 
(WG6) 

 

主査：小山明男 

(明治大学) 
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１．３ 実施時期 
１．３．１ 実施期間 
平成21年4月1日から平成21年3月16日 

 
１．３．２ 委員会活動状況 

(1)本委員会 
回 数 開催日 主 な 審 議 内 容 
第１回 H21.9.1 ○平成20年度成果について報告 

○平成21年度の実施計画について検討 
○平成21年度の具体的な取組みについて検討 

第２回 H22.3.3 ○平成21年度の成果について報告 
○平成22年度以降の事業展開について検討 

 
(2)企画調整委員会（幹事会含む） 

回 数 開催日 主 な 審 議 内 容 
第１回 

（幹事会） 
H21.4.30 ○平成21年度事業内容の検討 

第２回 
（幹事会） 

H21.5.12 ○平成21年度事業内容の検討 

第３回 H21.7.23 ○平成21年度実施計画書についての検討 
○各分科会の平成21年度の役割について検討 

第４回 
(幹事会) 

H21.8.30 ○標準仕様書(案)「部位別性能確保に資する建材JISの作成方法」の検

討 

第５回 H21.9.1 ○各分科会の取込み状況の検討 
第６回 H21.10.1 ○第１回ワークショップに向けての対応を検討 
第７回 H21.11.12 ○各分科会の取込み状況の検討 

○平成22年度以降の事業展開について検討 
第８回 H22.1.26 ○各分科会の取込み状況の検討 

○平成22年度以降の事業展開について検討 
第９回 

(幹事会) 
H22.2.19 ○平成21年度の事業報告書の検討 

○平成22年度以降の事業展開について検討 
第１０回 
(幹事会) 

H22.3.2 ○平成21年度の事業報告書の検討 
 

調査研究項目 H21/ H22/ 備考 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 １ 2 3 

1)部位別要求性能項目

JIS/ISO原案の作成 
2)構法別要求性能項目

JIS/ISO原案の検討及び

建材JIS作成ガイドライ

ンなどの作成 
3) 部位別性能評価法

JIS/ISO原案の作成 
 

            WGにて

JIS/ISO原

案などを作

成 

4)JIS/ISO原案に関する

国内外の情報収集 
 

     
 
 

  

○ 

 

   
 
 

 
○ 
 

 ワークショ

ップを２回

開催 
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(3) 部位別要求項目規格作成分科会（規格分科会(WG1)） 

回 数 開催日 主 な 審 議 内 容 
第１回 H21.6.18 ○平成21年度実施計画書について検討 

○部位別要求項目規格原案の検討 
第２回 
(ﾀｽｸ) 

H21.6.25 ○部位別ユーザー要求性能項目のまとめ方、及びJIS規格原案作成方法

について検討 
第３回 
(ﾀｽｸ) 

H21.7.14 ○ISO6241のサブシステムに対応する部位別性能のたたき台を検討 

第４回 H21.8.4 ○部位別要求項目の規格原案の検討 
第５回 
(ﾀｽｸ) 

H21.8.19 ○部位別要求項目の規格原案の検討 

第６回 H21.9.11 ○部位別要求項目の規格原案「建築物の部位別性能評価方法」の検討 
第７回 
(ﾀｽｸ) 

H21.9.29 ○規格原案「建築物の部位別性能評価方法」の検討 

第８回 H21.10.16 ○規格原案「建築物の部位別性能評価方法」の検討 
第９回 H22.1.6 ○規格原案「建築物の部位別性能記述方法」の検討 
第１０回 

(ﾀｽｸ) 
H22.1.22 

 
○規格原案「建築物の部位の性能記述方法」の検討 

 
(4) 部位別標準化方針検討分科会（方針検討分科会(WG2)） 

回 数 開 催 日 主 な 審 議 内 容 
第１回 H21.6.16 ○平成21年度実施計画書について検討 

○構法別要求性能項目規格原案の検討 
第２回 H21.8.4 ○部位別性能評価のためのガイドラインの検討 
第３回 
(ﾀｽｸ) 

H21.8.31 ○標準仕様書(案)「部位別性能確保に資する建材JISの作成方法」の検討 

第４回 H21.9.16 ○標準仕様書(案)「部位別性能確保に資する建材JISの作成方法」の検討 
第５回 H21.1.19 ○標準仕様書(案)「建築物の部位別性能記述方法に準拠した建材JISの作

成方法」の検討 
第６回 
(ﾀｽｸ) 

H21.1.27 ○附属書(案)「建築物の部位別性能記述方法による解説的な規格作成の

手順」の検討 
 
(5) 部位別性能評価法規格作成分科会（評価法分科会(WG3)） 

回 数 開 催 日 主 な 審 議 内 容 
第１回 H21.6.23 ○平成21年度実施計画書について検討 

○平成20年度実施のサッシ枠と壁の熱流の試験とシミュレーションの

実績の確認 
○既存の部位別性能評価方法の確認 

第２回 
(ﾀｽｸ) 

H21.7.10 ○平成21年度の具体的な取組みの検討 

第３回 
(ｻﾌﾞ分科会) 

H21.10.9 ○平成21年度実施計画書、事業概要について説明 
○窓の熱性能計算方法のJIS化についての検討 

第４回 
(ｻﾌﾞ分科会) 

H21.11.19 ○窓の熱性能計算方法のJIS骨子（案）の検討 

第５回 
(ｻﾌﾞ分科会) 

H22.1.14 ○窓の熱性能計算方法のJIS骨子（案）の検討 

第６回 
(ｻﾌﾞ分科会) 

H22.2.18 ○窓の熱性能計算方法のJIS骨子（案）の検討 
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第７回 
(ｻﾌﾞ分科会) 

H22.3.9 ○窓の熱性能計算方法のJIS骨子（案）の検討 

 
(6) 壁・開口部分科会(WG4) 

回 数 開 催 日 主 な 審 議 内 容 
第１回 H21.12.4 ○平成21年度の取組みの報告 

○JIS/ISO規格原案「建築物の部位別性能記述方法」及び標準仕様書(案)
「部位別性能確保に資する建材JISの作成方法」について検討 

 
(7) 床分科会(WG4) 

回 数 開 催 日 主 な 審 議 内 容 
第１回 H21.12.7 ○平成21年度の取組みの報告 

○JIS/ISO規格原案「建築物の部位別性能記述方法」及び標準仕様書(案)
「部位別性能確保に資する建材JISの作成方法」について検討 

 
(8)屋根・天井分科会(WG6) 

回 数 開 催 日 主 な 審 議 内 容 
第１回 H21.12.8 ○平成21年度の取組みの報告 

○JIS/ISO規格原案「建築物の部位別性能記述方法」及び標準仕様書(案)
「部位別性能確保に資する建材JISの作成方法」について検討 

 
 

(8)合同分科会(ワークショップなど) 
回 数 開催日 主 な 審 議 内 容 
第１回 
ﾜｰｸｼｮｯﾌ  ゚

(合同分科会) 

H21.10.23 ○規格分科会WG1と方針検討分科会WG2の成果の発表と意見交換 
○ISO活動発表と意見交換 

第２回 
ﾜｰｸｼｮｯﾌ  ゚

(合同分科会) 

H22.2.2 ○規格分科会WG1、方針検討分科会WG2、及び評価法分科会WG3の成

果の発表と意見交換 
○ISO活動発表と意見交換 
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１．４ 委員会構成 
(1) 本委員会  
  氏  名 所  属 ・役  職 

委員長 菅原 進一 東京理科大学 総合研究機構 教授 
企画調整委員会 

委員長 清家 剛 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 准教授 

企画調整委員会 
副委員長 兼松 学 東京理科大学 理工学部 建築学科 准教授 

委員 奥田 宗幸 東京理科大学 理工学部 建築学科 教授 
： 平野 吉信 広島大学大学院工学研究科 教授 
： 渡邊 宏 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課長 
： 春原 浩樹 経済産業省 産業技術環境局 認証課JISマーク認証業務室長 
： 橋本 公博 国土交通省 住宅局 住宅生産課長 
： 鈴木 千輝 国土交通省 大臣官房官庁営繕部 整備課長 

： 高見 真二 国土交通省 国土技術政策総合研究所建築研究部  
基準認証システム研究室長 

： 長谷川 直司 独立行政法人 建築研究所 材料研究グループ長 
： 春川 真一 財団法人建材試験センター理事・性能評価本部長  
： 狩野 一光 独立行政法人 都市再生機構 技術・コスト管理室 企画課 専門役 
： 海野 敦 独立行政法人 住宅金融支援機構 CS推進部 技術支援グループ長 
： 西野 加奈子 建築・住宅国際機構 事務局長 
： 藤村 孝夫 社団法人 住宅生産団体連合会 住宅性能部長 
： 青木 宏之 社団法人 全国中小建築工事業団体連合会 会長 
： 坪内 信朗 日本ビソー株式会社 事業推進部 技術統括チーム技術顧問 
： 富田 育男 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 専務理事 
： 松本 実 社団法人 日本サッシ協会 業務部長 
： 牧 有二 板硝子協会 専務理事 
： 西尾 マサル 硝子繊維協会 専務理事 
： 小林 浩二 押出発泡ポリスチレン工業会 事務局長（前任） 
： 中尾 哲朗 押出発泡ポリスチレン工業会 事務局長（後任） 
： 帖佐 憲男 ALC協会 常務理事 
： 森田 育男 日本窯業外装材協会 専務理事 
： 林 宏治 社団法人石膏ボード工業会 専務理事 
： 涌田 良一 日本繊維板工業会 専務理事 
： 井上 照郷 日本建築仕上材工業会 専務理事 
： 田門 恒夫 日本防音床材工業会 事務局長 
： 渡辺 光雄 フリーアクセスフロア工業会 事務局長 
： 山口 輝光 日本鋼製下地材工業会 事業委員長 
： 濱野 浩幸 社団法人日本金属屋根協会 専務理事 
： 五十嵐 重雄 全国陶器瓦工業組合連合会 専務理事 
： 中沢 裕二 アスファルトルーフィング工業会 技術委員長 
： 藤木 俊昭 合成高分子ルーフィング工業会 専務理事 
： 滝口 武志 NPO法人日本健康住宅協会 理事 

関係者 平野 由紀夫 経済産業省 産業技術環境局 産業基盤標準化推進室長 
： 乾 俊輔 経済産業省 産業技術環境局 産業基盤標準化推進室 
： 堀越 裕太郎 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（前任） 
： 池田 雅俊 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（後任） 
： 喜美候部 直子 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 経済産業技官  
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： 山田 一美 財団法人日本規格協会 規格開発部 調査役 
： 栗田 紀之 建築環境ワークス協同組合 代表理事 
： 平野 陽子 株式会社 ドット・コーポレーション 代表取締役 
： 森 実 NPO法人 住宅外装テクニカルセンター 専務理事 

事務局 伊熊 敏郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 小林 祥一郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 佐伯 秀雄 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 

 
(2) 企画調整委員会 
 氏  名 所  属 ・ 役  職 

委員長 清家 剛 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 准教授 
副委員長 兼松 学 東京理科大学 理工学部 建築学科 准教授 
委員 平野 吉信 広島大学大学院工学研究科 教授 
： 秋元 孝之 芝浦工業大学 工学部 建築工学科 教授 
： 横山 裕 東京工業大学 大学院理工学研究科 准教授 
： 小山 明男 明治大学 理工学部建築学科 准教授 
： 名取  発 東洋大学 ライフデザイン学部人間環境デザイン学科 准教授  
： 小見 康夫 東京都市大学 工学部建築学科 准教授  
： 永田 明寛 首都大学東京 大学院 都市環境科学研究科 建築学域 准教授 
： 中野 淳太 東海大学 工学部 建築学科 専任講師 
： 小野 正 経済産業省 住宅産業窯業建材課 企画官 
： 春原 浩樹 経済産業省 産業技術環境局 認証課JISマーク認証業務室長 
： 楢橋 康英 国土交通省 住宅局 住宅生産課 企画専門官（前任） 
： 宿本 尚吾 国土交通省 住宅局 住宅生産課 企画専門官（後任） 

： 槌本 敬大 国土交通省 国土技術政策総合研究所  
総合技術政策研究センター評価システム研究室長 

： 古賀 純子 独立行政法人 建築研究所 材料研究グループ 主任研究員 
： 西野 加奈子 建築・住宅国際機構 事務局長 
： 春川 真一 財団法人建材試験センター理事・性能評価本部長  
： 坪内 信朗 日本ビソー株式会社 事業推進部 技術統括チーム技術顧問 
： 富田 育男 社団法人日本建材・住宅設備産業協会 
： 栗田 紀之 建築環境ワークス協同組合 代表理事  
： 平野 陽子 株式会社ドット・コーポレーション 代表取締役 

関係者 平野 由紀夫 経済産業省 産業技術環境局 産業基盤標準化推進室 室長 
： 乾 俊輔 経済産業省 産業技術環境局 産業基盤標準化推進室 
： 堀越 裕太郎 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（前任） 
： 池田 雅俊 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（後任） 
： 喜美候部 直子 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 経済産業技官  
： 山田 一美 財団法人日本規格協会 規格開発部 調査役 

事務局 伊熊 敏郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 小林 祥一郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 佐伯 秀雄 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 

 
(3) 部位別ユーザー要求項目規格作成分科会（略称：規格分科会WG1） 
 氏  名 所  属 ・ 役  職 

主査 兼松 学 東京理科大学 理工学部 建築学科 准教授 
副主査 名取  発 東洋大学 ライフデザイン学部人間環境デザイン学科 准教授  
委員 清家 剛 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 准教授 
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： 横山 裕 東京工業大学 大学院理工学研究科 准教授 
： 小山 明男 明治大学 理工学部建築学科 准教授 
： 小見 康夫 東京都市大学 工学部建築学科 准教授  
： 中野 淳太 東海大学 工学部 建築学科 専任講師 
： 古賀 純子 独立行政法人 建築研究所 材料研究グループ 主任研究員 
： 西野 加奈子 建築・住宅国際機構 事務局長 
： 若木 和雄 財団法人 建材試験センター 製品認証本部 本部長代理 
： 富田 育男 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 専務理事 
： 栗田 紀之 建築環境ワークス協同組合 代表理事  
： 平野 陽子 株式会社ドット・コーポレーション 代表取締役 

関係者 乾 俊輔 経済産業省 産業技術環境局 産業基盤標準化推進室 
： 堀越 裕太郎 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（前任） 
： 池田 雅俊 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（後任） 
： 喜美候部 直子 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 経済産業技官  
： 山田 一美 財団法人日本規格協会 規格開発部 調査役 

事務局 伊熊 敏郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 小林 祥一郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 佐伯 秀雄 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 

 
(4) 部位別標準化方針検討分科会（略称：方針検討分科会WG2） 
 氏  名 所  属 ・ 役  職 

主査 清家 剛 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 准教授 
副主査 名取  発 東洋大学 ライフデザイン学部人間環境デザイン学科 准教授  

委員 槌本 敬大 国土交通省 国土技術政策総合研究所  
総合技術政策研究センター評価システム研究室長 

： 小見 康夫 東京都市大学 工学部建築学科 准教授  
： 西野 加奈子 建築・住宅国際機構 事務局長 
： 若木 和雄 財団法人 建材試験センター 製品認証本部 本部長代理 
： 富田 育男 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 専務理事 
： 坪内 信朗 日本ビソー株式会社 事業推進部 技術統括チーム技術顧問 
： 栗田 紀之 建築環境ワークス協同組合 代表理事  
： 平野 陽子 株式会社ドット・コーポレーション 代表取締役 

関係者 乾 俊輔 経済産業省 産業技術環境局 産業基盤標準化推進室 
： 堀越 裕太郎 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（前任） 
： 池田 雅俊 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（後任） 
： 喜美候部 直子 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 経済産業技官  
： 山田 一美 財団法人日本規格協会 規格開発部 調査役 

事務局 伊熊 敏郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 小林 祥一郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 佐伯 秀雄 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 

 
(5) 部位別性能評価法規格作成分科会（略称：評価法分科会WG3） 
 氏  名 所  属 ・ 役  職 

主査 小山 明男 明治大学 理工学部建築学科 准教授 
副主査 中野 淳太 東海大学 工学部 建築学科 専任講師 
委員 秋元 孝之 芝浦工業大学 工学部 建築工学科 教授 
： 二宮 秀與 鹿児島大学 工学部 建築学科 教授 
： 永田 明寛 首都大学東京 大学院 都市環境科学研究科 建築学域 准教授 
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： 兼松 学 東京理科大学 理工学部 建築学科 准教授 
： 伊丹 清 滋賀県立大学 環境科学部 講師 

： 倉山 千春 国土交通省 国土技術政策総合研究所 建築研究部 
環境・設備基準研究室 主任研究官 

： 西野 加奈子 建築・住宅国際機構 事務局長 
： 藤本 哲夫 財団法人 建材試験センター 
： 富田 育男 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 専務理事 
： 木下 泰斗 板硝子協会 
： 田代 達一郎 新日軽株式会社 
： 宮沢 千顕 新日軽株式会社 
： 上乗 正信 三協立山アルミ株式会社 
： 折原 規道 三協立山アルミ株式会社 
： 石積 広行 トステム株式会社 
： 伊藤 春雄 ＹＫＫ ＡＰ株式会社 
： 齊藤 孝一郎 ＹＫＫ ＡＰ株式会社 
： 平野 陽子 株式会社ドット・コーポレーション 代表取締役 

関係者 乾 俊輔 経済産業省 産業技術環境局 産業基盤標準化推進室 
： 堀越 裕太郎 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（前任） 
： 池田 雅俊 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（後任） 
： 喜美候部 直子 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 経済産業技官  
： 山田 一美 財団法人日本規格協会 規格開発部 調査役 

事務局 伊熊 敏郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 小林 祥一郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 佐伯 秀雄 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 

 
(6) 壁・開口部分科会（WG4）                         
 氏  名 所  属 ・ 役  職 

主査 名取  発 東洋大学 ライフデザイン学部人間環境デザイン学科 准教授  
副主査 兼松 学 東京理科大学 理工学部 建築学科 准教授 
委員 秋元 孝之 芝浦工業大学 工学部 建築工学科 教授 
： 小山 明男 明治大学 理工学部建築学科 准教授 
： 小見 康夫 東京都市大学 工学部建築学科 准教授  
： 永田 明寛 首都大学東京 大学院 都市環境科学研究科 建築学域 准教授 
： 中野 淳太 東海大学 工学部 建築学科 専任講師 

： 槌本 敬大 国土交通省 国土技術政策総合研究所  
総合技術政策研究センター評価システム研究室長 

： 古賀 純子 独立行政法人 建築研究所 材料研究グループ 主任研究員 
： 坪内 信朗 日本ビソー株式会社 事業推進部 技術統括チーム技術顧問 
： 藤村 孝夫 社団法人 住宅生産団体連合会 
： 青木 宏之 社団法人 全国中小建築工事業団体連合会 会長 
： 富田 育男 社団法人日本建材・住宅設備産業協会 
： 松本 實 社団法人 日本サッシ協会 業務部長 
： 荒木 宏昌 板硝子協会  
： 鵜澤 孝夫 硝子繊維協会  
： 山口 輝光 日本鋼製下地材工業会 事業委員長 
： 小林 浩二 押出発泡ポリスチレン工業会 事務局長（前任） 
： 中尾 哲朗 押出発泡ポリスチレン工業会 事務局長（後任） 
： 塩出 有三 ALC協会 専任技術委員 
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： 森田 育男 日本窯業外装材協会 専務理事 
： 林 宏治 社団法人石膏ボード工業会 専務理事 
： 涌田 良一 日本繊維板工業会 専務理事 
： 栗田 紀之 建築環境ワークス協同組合 代表理事  
： 平野 陽子 株式会社ドット・コーポレーション 代表取締役 

関係者 乾 俊輔 経済産業省 産業技術環境局 産業基盤標準化推進室 
： 堀越 裕太郎 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（前任） 
： 池田 雅俊 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（後任） 
： 喜美候部 直子 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 経済産業技官  
： 森 実 NPO法人 住宅外装テクニカルセンター 専務理事 

事務局 伊熊 敏郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 小林 祥一郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 佐伯 秀雄 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 

 
(7) 床分科会（WG5）                         
 氏  名 所  属 ・ 役  職 

主査 横山 裕 東京工業大学 大学院理工学研究科 准教授 
副主査 小見 康夫 東京都市大学 工学部建築学科 准教授  
委員 兼松 学 東京理科大学 理工学部 建築学科 准教授 
： 中野 淳太 東海大学 工学部 建築学科 専任講師 
： 古賀 純子 独立行政法人 建築研究所 材料研究グループ 主任研究員 
： 坪内 信朗 日本ビソー株式会社 事業推進部 技術統括チーム技術顧問 
： 青木 宏之 社団法人 全国中小建築工事業団体連合会 会長 
： 富田 育男 社団法人日本建材・住宅設備産業協会 
： 小西 悟 日本防音床材工業会 技術委員 
： 渡辺 光雄 フリーアクセスフロア工業会 事務局長 
： 小林 浩二 押出発泡ポリスチレン工業会 事務局長（前任） 
： 中尾 哲朗 押出発泡ポリスチレン工業会 事務局長（後任） 
： 山口 輝光 日本鋼製下地材工業会 事業委員長 
： 栗田 紀之 建築環境ワークス協同組合 代表理事  

関係者 乾 俊輔 経済産業省 産業技術環境局 産業基盤標準化推進室 
： 堀越 裕太郎 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（前任） 
： 池田 雅俊 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（後任） 
： 喜美候部 直子 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 経済産業技官  

事務局 伊熊 敏郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 小林 祥一郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 佐伯 秀雄 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 

 
(8) 屋根・天井分科会（WG6）                         
 氏  名 所  属 ・ 役  職 

主査 小山 明男 明治大学 理工学部建築学科 准教授 
副主査 名取  発 東洋大学 ライフデザイン学部人間環境デザイン学科 准教授  
委員 兼松 学 東京理科大学 理工学部 建築学科 准教授 
： 藤村 孝夫 社団法人 住宅生産団体連合会 
： 青木 宏之 社団法人 全国中小建築工事業団体連合会 会長 
： 坪内 信朗 日本ビソー株式会社 事業推進部 技術統括チーム技術顧問 
： 富田 育男 社団法人日本建材・住宅設備産業協会 
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： 濱野 浩幸 社団法人日本金属屋根協会 専務理事 
： 五十嵐 重雄 全国陶器瓦工業組合連合会 専務理事 
： 森田 育男 日本窯業外装材協会 専務理事 
： 中沢 裕二 アスファルトルーフィング工業会 技術委員長 
： 吉岡 孝治 合成高分子ルーフィング工業会 
： 山口 輝光 日本鋼製下地材工業会 事業委員長 
： 栗田 紀之 建築環境ワークス協同組合 代表理事  

関係者 乾 俊輔 経済産業省 産業技術環境局 産業基盤標準化推進室 
： 堀越 裕太郎 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（前任） 
： 池田 雅俊 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 課長補佐（後任） 
： 喜美候部 直子 経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 経済産業技官  
： 森 実 NPO法人 住宅外装テクニカルセンター 専務理事 

事務局 伊熊 敏郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 小林 祥一郎 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
： 佐伯 秀雄 社団法人 日本建材・住宅設備産業協会 
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第２章 部位別評価のための仕組みの構築 
 
２．１ 本事業の目的と具体的成果 

 本項では、本事業で掲げたビジョンとそれに対する成果について述べる。本事業の成果は、掲げたビジョンを

実現する仕組みの具体的な提案を行ったものであり、実現にはまだ多くの課題があるが、方向性は示せたと考え

ている。 
 
（１）本事業の目的 
建築材料の特性が、どのように建築物の性能に寄与するのかをわかりやすくユーザーに示す仕組みを構築する。 

 
（２）目的を達成するための方策 
建築材料の品質証明として社会的な信頼を得ているJIS規格において、建築物の性能に寄与する建築材料の特

性について記述するルールを構築する。 
 
（３）本事業の社会的意義（事業成果はどのように役立つのか？） 
ユーザーにとって信頼できる建築材料のデータが入手しやすくなることによって、より適切な建築物の設計、

施工が容易となり、社会的資本である建築物の質の向上につながる。また、建築材料に関わる情報収集・分析の

効率化が進むことで、建築における各産業全てにおいて、生産性の向上が図られる。 
 
（４）本事業の具体的成果（２の解説） 
本事業では、建築材料側から情報発信をしていく仕組みを構築することが、国内向けへの当初からの目的であ

ったが、社会的に意義を持たせ大きな方向性を示すためには、社会的信頼性があり、統一感をもった仕組みが求

められた。そのためには、JIS 規格の枠組みを活用し、それを変革することが最も効率的で効果的であると判断

し、具体的には、建築関連のJIS規格（製品規格・方法規格）において、統一的な方向性をもって整備が進めら

れるようにガイドとなる表示のための規格を制定することとした。 
作成する表示方法のガイドとなる新しい規格案では、建築関係のJIS規格を全く新たに作成することはまれで

あると考え、既存の規格の改訂の際の考え方と手順を示すこととした。 
この新しい規格案では、改訂の対象となる製品規格においては、当該製品が使用される工法を想定した上で、

建築物の性能に関わる当該製品の特性に関する情報について情報提供を行うことを求めた。この際、JIS 規格の

本来の目的である製品の品質確保については影響を与えないよう、細心の注意を払うこととした。方法規格にお

いても製品規格と同様に、それが適用される範囲や工法を明確にし、ユーザーに情報提供を積極行うことを求め

ている。 
 ユーザーの要求を具体的性能に落し込み施工を行うプロセスにおいては、ユーザー要求から材料までの関係は

図 2.1.1 に示すようになるが、この関係が設計者、施工者に適切に認識されなければ、本事業で整備しようとす

る材料情報が十分に活かされない。したがって、このプロセスの思考を示すための記述方法についても、同様に

手順を示すことにした。 
 図 2.1.2 に、本事業で作成した新しい規格の構成を示す。前段で述べた建築関連規格の作成・改訂手順に関す

るものと、建物の性能（部位別性能）から建築材料の特性に至る思考のプロセスに必要な分類の考え方を示した

ものの二本立てとなっている。現在、後者が JIS、前者がＴＳという位置付けになっているが、来年度以降、規

格化を進める際に、その関係性を見直すこともあり得る。 
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また、ここで示した仕組みが効果的に動いていくためには、各性能や仕様毎で示されている「部位を対象とし

た方法規格（試験方法、評価方法）」を充実していく必要がある。これらについては、既に数多くの国内規格、国

際規格として存在し、それらの整合性を確保する努力がなされているが、より活発な活動が必要となる。本事業

においては、この一例として国内で強く要望のある窓の性能に関する方法規格を整備することとした。詳しくは

５章に示すが、このような評価方法を規格として整備するには、非常に大きな労力が必要である。これらの整備

には、国際規格にどう取り組んでいくかも含め、性能分野や各建材を横断する包括的な視点をもって、戦略的に

動いていく必要がある。 

 
 

 
 

図2.1.1 ユーザー要求を製品まで落とし込むプロセス 
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図2.1.2 TS原案とJIS原案との関係 
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２．２ 期待される効果と課題 

 
２．２．１ 各関係者の立場からみた期待される効果 

建築における各事業（建築の計画から施工、維持管理、解体に至るプロセス全てを含む）においては、非常に

多様なユーザーからの要求を整理し、それを実現することが目的となるが、これらに関わる産業の生産性は必ず

しも高いとは言えない。 
本事業では、このような状況を改善するために建築材料側から可能なアプローチとして、各関係者による材料

関連の情報の収集・分析の効率化を目指して、仕組みを構築することを目標とした。その結果 2.1 で示したよう

な仕組みを提案したわけであるが、本項では、この提案が実現した場合に想定される具体的な効果を示すことと

する。具体的な効果は、逆に言うと、本事業において想定した課題をどう解決することになるかを示したもので

もある。 
ここでは、読者の理解が容易なように、各関係者の立場での記述を試みる。したがって、同じ一つの事項が、

角度を変えて記述されていることにご注意願いたい。また、具体的な効果を記述するために、本事業において主

たる対象とした戸建て住宅に関わる関係者を想定していることにもご注意願いたい。 
 
【施主・所有者（最終需要者）】 
 住宅は個人の資産としてだけでなく、社会的資産としての一面もある。近年、住宅の長寿命化が強く求められ

るようになったが、それに応じて、住宅の所有者に対しての維持管理面での要求も大きくなってきている。維持

管理を適切に行うためには、建物の仕様を十分理解し、適切な維持管理計画を立案・実施する必要があるが、そ

れには使用されている各材料の特性を理解しておく必要がある。これらは、設計者、工務店が代理で行うことが

多いが、それでも、費用を負担し、建物に対しての責任があるのは所有者である。所有者に対して建築材料につ

いてのわかりやすいデータを示すのは建材製造者の責務である。 
 とは言うものの、施主となる最終需要者には、材料選択が建築物の性能、特に耐久性に関わるという意識がな

い人が多い。一生に一度の買い物になることが多いことや、住み継ぎの経験を持つ人が少ないことも強く影響し

て、これらの情報を持たないためと考えられる。したがって、まずは、材料選択の意味するところを認識しても

らう必要がある。 
また、施主が材料選択の重要性に気づいているとしても、何を選択すれば良いかの情報は不可欠である。適切

な情報が入手しにくい状況では、「高価なものならば良いのか？」「設計者や工務店、建材メーカーの説明を鵜呑

みにしていいのか？」という疑問が生じ、それがもとで不安が解消されず、造り手とのコミュニケーションを困

難に感じる状況が生じ易い。このような状況は、産業全体としてもマイナスである。 
材料選択のための情報ベースが整えば、施主への情報提供も容易となり、このような状況を解消することが可

能となる。 
 

【設計者・工務店】 
 設計者・工務店は、施主・所有者に対して、建設した住宅の性能について説明をする義務がある。設計とは、

要求性能を確保するために、様々な材料・工法を選択していく行為そのものでもあるが、その判断のための情報

は必須である。 
その判断のための情報には、設計者や設計組織の過去の経験や、建築材料製造者や試験機関が示すデータ等が

あるが、新しい材料や工法を採用する際には、特に建築材料製造者から示されるデータが重要となる。 
また、自身の判断のためだけでなく、施主への説明のためにも、根拠のあるデータを示す必要がある場面が存
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在する。特に昨今、建築物の長寿命化が強く求められ、長期的な維持保全計画を施主に示す必要があるが、その

ためには、耐久性に関する情報が重要となる。竣工時に確認できない耐久性等については、実験データ等を根拠

に説明を行うことが非常に有効となる。しかし、このデータを１から設計者、工務店が用意することは困難を極

める。これらの情報について、社会的信頼の高いJIS規格を根拠に系統だった開示がなされていれば、混乱が少

なく、業界全体の効率化が図られる。 
 

【専門工事業者】 
 最も建築材料に近いところに位置し、類似の製品の特性の違いなども肌で感じている立場が専門工事業者だと

言える。彼らは、設計者や工務店に彼らの経験をもとにした特性の違いを述べる能力を持っているが、現状はそ

ういったものが有効に活用されている状況ではない。それは、製品毎の性能を明らかにする手法やデータがオー

プンにされておらず、彼らが持つ情報に信頼性を与える情報が存在しないことが大きく影響している。 
高品質な材料を使用する場合、コストアップとなる場合が非常に多いが、これを実現するためには、各工事別

費用の枠内で解決するのではなく、総工事費全体の割合を変える必要があり、それには設計者、工務店の理解と

決断が必要になり、施主への説得も必須となる。 
材料の特性に関する情報が社会的信頼の高いJIS規格を根拠に系統だった開示がなされていれば、材料特性と

コストの関係などの説明が容易となり、結果、住宅の質の向上に大きく寄与することになる。 
 
【建築材料製造者】 
 建築材料製造者にとっては、建築物の性能に影響を与える材料特性について、本事業で提案した仕組みで情報

提供することで、第一に正しい判断材料をユーザー側に効率的に提供できるということがある。新しい品質の高

い製品を開発した場合、その特性については、各社のカタログ等で示し地道に営業活動をするしかない。特に、

イニシャルコストが増加しても維持管理コストの低下等が見込まれる製品の普及には、設計者、工務店の理解、

施主の理解が極めて重要となる。この場合、カタログよりも、社会的に信頼が高いJIS規格でその特性について

の情報を示すことができれば、製造者側の努力が報われやすくなる。 
第二に、本事業の仕組みでは、材料の特性を示す場合に、想定される工法を示すことが前提となるが、そのこ

とから、想定外の使われ方による問題を防止しやすくなることが挙げられる。 
第三に、情報提供に要する効率化である。例えば、工法開発や各性能についてより詳細なシミュレーションを

行っている工務店、設計者にとっては、現在の製品規格やカタログに示されているもの以外の特性値を必要とす

る場合が多い。その際に、その情報の入手のしやすさをあらかじめ示しておくことで、双方の効率を上げること

が可能となる。 
製品規格で示される特性を「品質確保のための最低限の特性」と考えると、現在の日本においては、規格で示

されているよりより高いレベルで品質管理を行っているのは常識であり、「品質確保のための最低限の特性」を示

すことは現実的には大きな意味はなく、これ以外の付加価値について示すことが、ユーザーへのアピールとなる。

そもそも、JIS 規格の見直しは、業界として５年ごとに行わなくてはならない。この労力を考えると、本事業で

提案する仕組みを活用することで、新たに大きな労力をかけずに、効果的な情報提供が可能となる可能性が高い。 
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２．２．２ 今後の課題 

 本事業の過程で様々な課題が示されたが、ここでは、そのうち最後まで残った課題について、整理を行う。こ

こで示す課題のうち、いくつかは、本事業の提案内容にその解決策を組み込むことができたが、共通の課題とし

て認識していただくことで、その効果が増すと考えられるので、同時に示している。 
 
【建築関連規格の課題】 
 当初から指摘されていたことであるが、規格内に示されている試験方法の目的が明確でないことが一点目に挙

げられる。二点目としては、ユーザー側から見て使われ方が似た、代替可能な製品において、その特性を比較し

ようとした際に試験方法が異なっているためて比較できないことが挙げられる。 
 これらについては、本事業で作成した規格において、目的を経緯も含めて記述することと、可能な限り試験方

法を統一し、それが困難な場合には、その理由を記述することを求めている。このような情報は、時代と共に不

明になることもあり、公的な資料として残しておくことが必要である。 
 

【工法開発における課題】 
 本事業においては、当初、建築物の性能は建物全体で示されるものであり、部位で示す意味はないとの意見も

あった。しかし、実際の材料選択や施工のプロセスにおいては、部位の単位で考えることが不可欠で、特に工法

開発は部位別に行われることが多く、それを確認することの意味は、本事業においても合意された（平成２０年

度の報告書参照）。しかし、取合い部分の扱いについては、課題として残っており、この部分の性能の担保の仕方

については、議論を継続する必要がある。 
また、建築基準法が仕様設計から性能設計に大きく舵を切ったことも影響して、工法設計の際に、特に焦点を

あてて評価をしようとしている性能以外のものを見落とすという危惧も生じている。このような危惧は従来から

も存在したが、性能別の評価方法が複雑で多様化される一方である現状を考えると、このような傾向は続くと考

えられる。 
特に大臣認定等では、その性能のみを確認することとなっており、その他の性能については、工法開発者が注

意しなければならない。全体を通して性能のバランスを確保するのは工法開発者の責務であるが、そのベースと

なるチェックリスト的なものが存在する方が望ましい。本事業においては、ユーザー要求項目と代用特性の事例

を示すことで、それの一部を整備した。しかし、これらは完璧ではなく、部位によっても追加が必要であったり、

時代とともに変化する可能性もある。それらを継続的に確認していく仕組みが必要となる。 
 

【耐久性能の考え方】 
 本事業で作成した規格には、建築に求められる性能について部位・工法で整理し記述する方法を示したが、ユ

ーザー要求項目に耐久性に関する独立した項目がない点に注意し、今後の対応に備えて頂く必要がある。 
耐久性は、建築物の各種の性能が劣化外力等の作用によって低下する程度としたために、各種性能毎、または

各種劣化外力毎による性能の低下を総称するものとなる。 
 材料単体までブレークダウンした場合、建築物の各種性能を担保している材料が、それが使われている工法に

おいて、通常の使用状態（通常の確率で生じる不具合も含む）で期待される性能を確保し続けることが求められ

る。この場合、想定された工法において、どのような劣化外力にさらされるかを明らかにし、それに耐えうるこ

とを示して初めて耐久性が満足されると考えられる。 
わが国においては、昨今、建築物の長寿命化は社会的に強く求められており、それらに向けた法整備もやっと

動き出した。しかし、このような考え方で材料生産、工法開発を行ってきたとは言い難く、社会的状況は整って
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いない。今後、維持管理や更新の充実を図り、建築物の寿命の伸ばしていくためには、材料レベルでもこういっ

た情報を適切に示し、ユーザーに適切な負担とリターン（建物の寿命と性能の低下の防止）について説明できる

体制を整えていく必要がある。 
建築関連規格、特に製品規格の改訂の際には、こういった点についても考え方を示すことが求められる。 

 
【建築基準法との関係】 
建築物の性能を考える際に忘れてはならないのが、建築基準法で求められている性能を担保しておくことであ

る。ただし、建築基準法で求められている性能を担保しておくことは、製品規格であるための必要条件であるが、

十分条件ではない。建築材料の立場から、建築基準法においてどのような形でその特性が求められているかは、

下の３種類に集約されよう。 
①材料指定（法第37条）：製品規格との関係、具体的に求められている特性は明確。 
②仕様規定（大臣が定めた方法）：対象となる製品規格は明示されているが、具体的に求められる特性については

読み解く必要がある。 
③大臣認定（大臣が認めた方法）：認定書の別添等に製品規格は明示されるが、具体的に求められている特性につ

いては読み解く必要がある。また、一部は公開されているが、詳細については大臣認定を取得した企業・団体が

持っている情報であるため、必ずしも適切な情報が入手できるとは限らない。 
 
製品規格を改訂する際には、既にこれらの方法で建築材料に求められている特性が明確である場合があること

を十分認識した上で、慎重に行うことが求められる。 
また、これ以外に、建築基準法との関係では様々な問題点が指摘されている。それは、JIS 規格品であること

が求められている部分に、実際に使われているということを、建設現場や中間検査時、完了検査時にどのように

確認するかという点である。運用上、様々な書類を整備することが求められてはいるが、偽造の書類が使用され

ている場合もある。しかしこれは、不良品を使用するということを意味しているのではなく、単に製造現場管理

や現場管理の手間とコストの増加を嫌った結果であることも、本事業の調査で明らかとなっている。大きな課題

である上に、建築材料側としてはできることは限られているが、JIS 規格品であることの確認を行う方法につい

ても、低コストで実施できる方法を模索していくべきであろう。 
 

－29－



－30－



第３章 建築物の部位の性能記述方法（JIS/ISO原案）の作成

３.１ 建築物の部位の性能記述方法（JIS/ISO原案）の概要

平成 19 年度から平成 20 年度にかけて、部位別のユーザー要求性能について検討を重ね

てきた。この成果を踏まえ、部位の性能既述を有意確実なものとするため、平成 21 年度の

具体的な目標として、各部位の要求条件及び要求性能を明確化し、JIS 規格及び ISO 規格

を確立するための原案を作成することが提示された。

平成 21 年度は、部位別要求項目規格作成分科会(規格別分科会 WG1)において、JIS/ISO
原案の検討を進め、具体的には JISの様式で原案を作成した。

本規格案は、建築物の部位の性能を記述しようとする主体(発注者、設計者、生産者等)が、

想定する部位に対して考慮すべき「ユーザー要求性能」を選択し、評価する手順とその記述

方法を定めたものである。特に、部位のユーザー要求項目を示すとともに、その「代用特性」

を例示している。

３.２ 建築物の部位の性能記述方法（JIS原案）

次ページより、JISの原案を掲載する。
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まえがき

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，社団法人日本建材・住宅設備産業協会

(J-CHIF)から，工業標準原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出があり，日本工業標準調査

会の審議を経て，主務大臣名大臣が制定した日本工業規格である。

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権又は出願公開後の実用新案登録出

願に抵触する可能性があることに注意を喚起する。主務大臣名大臣及び日本工業標準調査会は，この

ような特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権及び出願公開後の実用新案登録出願にかかわる確

認について，責任はもたない。

A XXXX：201X

(2)
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日本工業規格(案) JIS
A XXXX：201X

建築物の部位の性能記述方法
(規格の英語の名称)

序文

本規格は，建築物の部位の性能を記述しようとする主体（発注者，設計者，生産者など）が，想定す

る部位に対して考慮すべきユーザー要求性能を選択し，評価する手順とその記述方法を定めたもので

ある。特に，部位のユーザー要求項目を示すとともに，その代用特性を例示した。部位の性能には構

成要素単体で評価される性能，組み合わされて評価される性能，部位全体で評価される性能が想定さ

れ，また，求められる性能と評価方法や評価する対象範囲は，設計法や主体によって異なることが考

えられる。したがって，どのような方法でどのような性能を評価したかを記述するひな型を示した。

1 適用範囲

この規格は，建築の部位の性能を記述する方法を定めるものである。

ここでは，空間として評価する必要がある性能の記述方法は含まないものとする。

2 引用規格

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これ

らの引用規格のうちで，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その後の改正版（追

補を含む。）は適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。

JIS A 0000 ○○○○○○○○

JIS A 0000 ○○○○○○○○

3 用語及び定義

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。

3.1 部位

建築物を構成する要素である壁・天井・床などの全体あるいは一部。

3.2 ユーザー要求性能

個別の建築物の目的・用途に応じて，建築物あるいはその部分などに確保することが要求される性

能。

3.3 代用特性

ユーザー要求性能項目の評価に用いられる評価対象の特性または物性。

4 建築物の部位の性能記述方法

本規格に定める，建築物の部位の性能の記述方法は以下の手順による。

a) 対象とする部位の決定

b) 記述するユーザー要求性能項目の決定

A XXXX：201X
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c) 性能の評価方法の決定（評価対象，評価手法）

d) 評価

e) 結果の記述

5 対象とする部位の決定

性能を記述しようとする部位の対象範囲及び全ての材料構成を決定する。

一般的な建築物における，層全体を構成する部位及び表層を構成する部位を表 1及び図 1に示す。

6 ユーザー要求性能項目の決定

箇条 5で決定した対象範囲とする部位に対して，要求されるユーザー要求性能項目を定める。

ここで、箇条 5で決定した部位が，表 1に掲げる部位(“その他”を除く)に該当する場合は，表 2に

○で示されたユーザー要求性能項目を評価対象とするか否かを決定する。

箇条 5で決定した部位が，表 1に掲げる“その他”の部位に該当する場合，表 2に掲げる全てのユ

ーザー要求性能項目について評価対象とするか否かを決定する。このとき，関連する部位のユーザー

要求性能項目を参考としてよい。

7 対応する性能の評価方法の決定

箇条 6で決定したそれぞれのユーザー要求性能項目に対して，評価の対象とする材料及び範囲，並

びに評価の方法を決定する。

評価の対象とする材料及び範囲は、(イ)部位全体，(ロ)部位に含まれる構成要素の組み合わせ，(ハ)

構成要素単体のいずれかとする。

性能評価の方法は，(1)性能評価試験による方法，または(2)解析・計算等により評価・検証する方

法による他，(3)みなし仕様による方法による。ただし，対象範囲及び材料構成によりその性能を満

たすことが自明の場合は（4）自明としてよい。また，評価に際しては，評価項目ごとに代用特性を

定め，評価基準，具体の試験方法，解析に用いる手法や変数など，評価仕様を評価項目ごとに定める。

（1）及び（2）による場合の，性能評価に用いる代用特性を表 3に示す。

8 評価

箇条 7で選択した評価方法毎に，箇条 7で定めた評価仕様にしたがい評価を行う。

9 結果の記述

箇条 8で得られた結果を，以下の内容について記述する。

a) 一般事項

個別の評価に関する一般事項(例：評価者，日時，場所，天候，温・湿度，機器・仕様など)。

b) 評価する部位の対象範囲及び全ての構成材料

c) ユーザー要求性能項目に関する事項

ユーザー要求性能項目ごとに，以下の項目について記述する。

1) 対象としたユーザー要求性能項目

2) 評価の対象とする材料及び範囲（単体，組み合わせ，全体）

3) 評価方法（試験方法（JISなどによる），解析・計算，みなし仕様など）

A XXXX：201X
2
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4) 評価仕様及び結果（合否，性能値，等級など）

5) 関連事項

表 1－層全体を構成する部位及び表層を構成する部位

部位

分類 ID 小分類

1．層全体を構成する部位 1.1 外周壁

1.2 外周開口部

1.3 間仕切り壁

1.4 屋根天井

1.5 屋内床天井

1.6 ピロティ床天井

1.7 接地階床版

1.99 その他

2．表層を構成する部位 2.1 外壁面

2.2 屋内壁面

2.3 勾配屋根面

2.4 陸屋根面

2.5 屋内天井面

2.6 屋内床面

2.7 屋外天井面

2.99 その他

99．その他 99 その他

図 1－代表的な部位

陸屋根面
勾配屋根面

外周壁

外壁面

外周開口部

間仕切り壁

屋内壁面

屋内天井面

屋内床面

接地階床版

屋外天井面

屋内床天井

屋根天井

ピロティ床天井

層全体を構成する部位

表層を構成する部位

A XXXX：201X
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表 2－建築部位に求められるユーザー要求性能項目

外 外 外 間 屋 屋 勾 歩 屋 屋 接 ピ 屋 屋

周 壁 周 仕 内 根 配 行 内 内 地 ロ 内 外

壁 面 開 切 壁 天 屋 屋 天 床 階 テ 床 天

ユーザー要求性能項目 口 り 面 井 根 根 井 天 床 ィ 面 井

部 壁 面 面 面 井 版 床 面

天

井

1 地震荷重 1.1 地震によって破損，脱落しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1.2 地震による変形によって破損，脱落しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1.3 地震力を適切に伝達する ○ ○ ○ ○ ○

2 風荷重 2.1 風によって，破損，脱落しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.2 風による変形によって，破損，脱落しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.3 風圧力を適切に伝達する ○ ○ ○ ○ ○

3 雪荷重 3.1 雪によって，破損，脱落しない ○ ○ ○ ○ ○ ○

3.2 雪による変形によって，破損，脱落しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3.3 積雪荷重を適切に伝達する ○ ○ ○

3.4 積雪の落下を適切にコントロールできる ○ ○ ○

4 常時の荷 4.1 常時荷重によって，破損，脱落しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

重 4.2 常時荷重による変形によって，破損，脱落しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 局部荷重 5.1 局部荷重によって所要の性能が劣化しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 繰り返し 6.1 繰り返し荷重によって所要の性能が劣化しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

荷重

7 衝撃 7.1 人や物体の衝突等による衝撃によって破損，脱落しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 内部応力 8.1 温度，湿気等の影響によって想定以上の内部応力や不具 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

合が発生しない

9 雨・雪 9.1 雨水，融雪水が想定した層より内側に入らない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.2 雨水，融雪水を適切に排出できる ○ ○ ○

9.3 雨水，融雪水の影響によって所要の性能が劣化しない ○ ○ ○ ○ ○

9.4 つららや巻き垂れを発生させない ○ ○ ○

10 水蒸気 10.1 水蒸気が想定した層より内側に入らない ○ ○ ○ ○ ○ ○

10.2 水蒸気の影響で所要の性能が劣化しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10.3 室内の湿度を適切に制御できる ○ ○ ○ ○

11 内部火災 11.1 内部火災によって所要時間内に破損，脱落しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11.2 内部火災によって所要時間内に有害なガスを発生しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11.3 内部火災による煙，有害ガスを排出する ○

11.4 内部火災による煙を拡散させない ○ ○ ○

11.5 内部火災が生じた場合に，所要時間内に他の部位や他の ○ ○ ○ ○

建築物への延焼を防止する

12 外部火災 12.1 外部火災によって所要時間内に延焼しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12.2 外部火災によって所要時間内に破損，脱落しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 振動 13.1 音，振動を発生させない，または適切に制御できる ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 音 14.1 音の反射，吸収，流出入及び反響を適切に制御できる ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14.2 外力による衝撃音を適切に制御できる ○ ○ ○

15 熱 15.1 熱の流出入を適切に制御できる ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15.2 室温変動を適切に制御できる ○ ○ ○ ○ ○ ○

15.3 熱の影響によって所要の性能が劣化しない ○ ○ ○ ○

16 室内水 16.1 生活水，人体から生ずる水が想定した層より内側に入ら ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ない

16.2 室内水の影響によって所要の性能が劣化しな ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 日射 17.1 日射を適切に制御できる ○ ○ ○ ○ ○

18 紫外線 18.1 紫外線の影響によって所要の性能が劣化しない ○ ○ ○ ○ ○

19 光 19.1 光を適切に制御できる ○

20 空気 20.1 空気，臭気を適切に制御できる ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21 電磁波 21.1 人工的に発生する電磁波の出入り，反射を適切に制御で ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

きる
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外 外 外 間 屋 屋 勾 歩 屋 屋 接 ピ 屋 屋

周 壁 周 仕 内 根 配 行 内 内 地 ロ 内 外

壁 面 開 切 壁 天 屋 屋 天 床 階 テ 床 天

ユーザー要求性能項目 口 り 面 井 根 根 井 天 床 ィ 面 井

部 壁 面 面 面 井 版 床 面

天

井

22 化学物質 22.1 酸，アルカリの影響によって所要の性能が劣化しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22.2 塩分，海水の影響によって所要の性能が劣化しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22.3 薬品の影響によって所要の性能が劣化しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22.4 有害な化学物質を出さない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 生物 23.1 虫，微生物等の影響によって所要の性能が劣化しない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

23.2 虫，微生物等の繁殖を防止し，衛生環境を確保する ○ ○ ○

23.3 虫，鳥，鼠等の侵入を防止し，衛生環境を確保する ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 汚染 24.1 汚染が所要期間生じない，汚れがつきにくい ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24.2 汚染が除去しやすい ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25 摩耗，傷 25.1 摩耗しにくい，傷が付きにくい ○ ○ ○ ○ ○ ○

つき 25.2 摩耗によって所要の性能が劣化しない ○ ○ ○ ○ ○ ○

26 人，機器 26.1 可動部の動きがスムーズで，快適に操作できる ○

との関係 26.2 可動部の繰り返し使用によって所要の性能が劣化しない ○

26.3 人が衝突しても怪我をしない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

26.4 人が接触した際痛くない，擦り傷等を生じない ○ ○ ○ ○ ○

26.5 人が接触した際の感触がよい ○

26.6 人，機器の動作時に適切な弾力性，剛性を有する ○ ○ ○ ○ ○

26.7 人，機器の動作時に適切な表面の硬さを有する ○ ○

26.8 人，機器の動作時に適切な表面のすべりを有する ○ ○

26.9 人，機器の動作時に適切な表面の粗さを有する ○ ○

26.10 静電気を帯びない ○ ○ ○

26.11 感電しない ○ ○

26.12 ほこり，塵埃を発生しない，帯びない ○ ○ ○ ○ ○ ○

26.13 侵入犯に対して，所要時間内に侵入させない ○ ○ ○

26.14 視線を適切に制御できる ○

26.15 配線，配管，機器類の設置が容易である ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27 維持管理 27.1 部位，部品の点検，清掃，更新等が容易である ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27.2 きずやへこみが容易に回復できる ○ ○ ○ ○ ○ ○

28 生産性等 28.1 生産，施工が容易である ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

28.2 他の部位との取り合い，納まりがよい ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

28.3 解体が容易である ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

29 環境負荷 29.1 生産時，施工時の環境負荷が小さい ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

29.2 使用時の環境負荷が小さい ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

29.3 解体時，廃棄時の環境負荷が小さい ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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表 3－ユーザー要求性能に対する代用特性の例

ユーザー要求性能項目 代用特性の例

1 地震荷重 1.1 地震によって破損，脱落しない 強度，許容耐力，塑性率，倍率

1.2 地震による変形によって破損，脱落しない 変形追随性

1.3 地震力を適切に伝達する 剛性，強度，許容耐力，倍率

2 風荷重 2.1 風によって，破損，脱落しない 強度，許容耐力，塑性率，倍率

2.2 風による変形によって，破損，脱落しない 変形追随性

2.3 風圧力を適切に伝達する 剛性，強度，許容耐力，倍率

3 雪荷重 3.1 雪によって，破損，脱落しない 強度，許容耐力，塑性率

3.2 雪による変形によって，破損，脱落しない 変形追随性

3.3 積雪荷重を適切に伝達する 剛性，強度，許容耐力

3.4 積雪の落下を適切にコントロールできる 形状，勾配，摩擦係数

4 常時の荷 4.1 常時荷重によって，破損，脱落しない 強度，許容耐力，塑性率

重 4.2 常時荷重による変形によって，破損，脱落しない 変形追随性

5 局部荷重 5.1 局部荷重によって所要の性能が劣化しない 強度，許容耐力

6 繰り返し 6.1 繰り返し荷重によって所要の性能が劣化しない 耐摩耗性，硬度

荷重

7 衝撃 7.1 人や物体の衝突等による衝撃によって破損，脱落しない 耐衝撃性，強度，許容耐力，塑性率

8 内部応力 8.1 温度，湿気等の影響によって想定以上の内部応力や不具 熱膨張率，乾燥収縮率

合が発生しない

9 雨・雪 9.1 雨水，融雪水が想定した層より内側に入らない 水密性，止水性，水勾配，水切り

9.2 雨水，融雪水を適切に排出できる 通気量，排水口，勾配，吸水性

9.3 雨水，融雪水の影響によって所要の性能が劣化しない 耐水性，電食性能，吸水性，耐凍結融解

9.4 つららや巻き垂れを発生させない 形状，寸法

10 水蒸気 10.1 水蒸気が想定した層より内側に入らない 結露防止性能，透湿抵抗，通気量，気密性

10.2 水蒸気の影響で所要の性能が劣化しない 耐水性，吸水性，吸湿性

10.3 室内の湿度を適切に制御できる 吸放湿特性

11 内部火災 11.1 内部火災によって所要時間内に破損，脱落しない 耐火性

11.2 内部火災によって所要時間内に有害なガスを発生しない ガス濃度

11.3 内部火災による煙，有害ガスを排出する 排煙性，開口位置，面積

11.4 内部火災による煙を拡散させない 防煙性，遮煙性，区画位置

11.5 内部火災が生じた場合に，所要時間内に他の部位や他の 防火性，不燃性，難燃性

建築物への延焼を防止する

12 外部火災 12.1 外部火災によって所要時間内に延焼しない 防火性，不燃性，難燃性

12.2 外部火災によって所要時間内に破損，脱落しない 耐火性

13 振動 13.1 音，振動を発生させない，または適切に制御できる 剛性，固有周期，免振，制振

14 音 14.1 音の反射，吸収，流出入及び反響を適切に制御できる 遮音性，吸音性，透過損失，残響時間

14.2 外力による衝撃音を適切に制御できる 床衝撃音遮断性，床衝撃音レベル

15 熱 15.1 熱の流出入を適切に制御できる 断熱性，遮熱性，対流制御，気密性，換気

15.2 室温変動を適切に制御できる 熱容量，蓄熱性，室容積

15.3 熱の影響によって所要の性能が劣化しない 耐熱性

16 室内水 16.1 生活水，人体から生ずる水が想定した層より内側に入ら 防水性，止水性

ない

16.2 室内水の影響によって所要の性能が劣化しない 耐水性

17 日射 17.1 日射を適切に制御できる 透過率，反射率

18 紫外線 18.1 紫外線の影響によって所要の性能が劣化しない 耐紫外線

19 光 19.1 光を適切に制御できる 透過率，反射率，照度

20 空気 20.1 空気，臭気を適切に制御できる 気密性，換気性能，脱臭性能，臭気吸着

21 電磁波 21.1 人工的に発生する電磁波の出入り，反射を適切に制御で 電磁遮蔽，アンテナ性能，携帯電話のアンテ

きる ナ表示本数

22 化学物質 22.1 酸，アルカリの影響によって所要の性能が劣化しない 耐食性，耐酸性，耐アルカリ性，中性化速度

22.2 塩分，海水の影響によって所要の性能が劣化しない 耐塩性，耐食性

22.3 薬品の影響によって所要の性能が劣化しない 耐薬品性

22.4 有害な化学物質を出さない ホルムアルデヒド放散濃度，VOC放散濃度

23 生物 23.1 虫，微生物等の影響によって所要の性能が劣化しない 耐食性，耐菌性

23.2 虫，微生物等の繁殖を防止し，衛生環境を確保する 防水性，防湿性，耐菌性，抗菌性

23.3 虫，鳥，鼠等の侵入を防止し，衛生環境を確保する 侵入防止性
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ユーザー要求性能項目 代用特性の例

24 汚染 24.1 汚染が所要期間生じない，汚れがつきにくい 耐汚性

24.2 汚染が除去しやすい 清掃容易性

25 摩耗，傷 25.1 摩耗しにくい，傷が付きにくい 耐摩耗性，硬度

つき 25.2 摩耗によって所要の性能が劣化しない 耐摩耗性，硬度

26 人，機器 26.1 可動部の動きがスムーズで，快適に操作できる 動作荷重，潤滑性，摩擦係数

との 26.2 可動部の繰り返し使用によって所要の性能が劣化しない 耐摩耗性，硬度

関係 26.3 人が衝突しても怪我をしない 弾力性，剛性，形状(尖突，面取り)

26.4 人が接触した際痛くない，擦り傷等を生じない 表面凹凸，粗さ，硬さ，形状

26.5 人が接触した際の感触がよい 表面凹凸，粗さ，硬さ，形状，熱伝導率

26.6 人，機器の動作時に適切な弾力性，剛性を有する 剛性，弾力性

26.7 人，機器の動作時に適切な表面の硬さを有する 硬度

26.8 人，機器の動作時に適切な表面のすべりを有する すべり抵抗係数

26.9 人，機器の動作時に適切な表面の粗さを有する 表面凹凸，粗さ

26.10 静電気を帯びない 帯電性，接地性

26.11 感電しない 電気絶縁性

26.12 ほこり，塵埃を発生しない，帯びない 表面凹凸，粗さ，耐摩耗性，帯電性

26.13 侵入犯に対して，所要時間内に侵入させない 耐衝撃性，解錠時間，寸法

26.14 視線を適切に制御できる 透過率，遮光性，模様

26.15 配線，配管，機器類の設置が容易である 形状，寸法

27 維持管理 27.1 部位，部品の点検，清掃，更新等が容易である

27.2 きずやへこみが容易に回復できる

28 生産性等 28.1 生産，施工が容易である

28.2 他の部位との取り合い，納まりがよい

28.3 解体が容易である

29 環境負荷 29.1 生産時，施工時の環境負荷が小さい

29.2 使用時の環境負荷が小さい

29.3 解体時，廃棄時の環境負荷が小さい
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３.３ 建築物の部位の性能記述方法（JIS原案）の解説と事例

３.３.１ JIS原案の本文の解説

3.2 ユーザー要求性能

個別の建築物の目的・用途に応じて、建築物あるいはその部分などに確保することが要求され

る性能。

〔解説〕

ユーザー要求性能は，個別の建築物の目的・用途に応じて、いわゆるユーザー(住み手・

使用者など)が求める性能及び水準が異なる。本規格では，ユーザー要求性能をこの規格を

用いる主体(発注者，設計者，生産者など)が選択して記述することが可能であるが，ここで

いうユーザー要求性能は，単にこれら主体の要求のみならず、建築物に関わる住み手や使用

者，その建築に関わる者などの観点から，個別の建築に本質的に要求される性能であると考

える。

3.3 代用特性

ユーザー要求性能項目の評価に用いられる評価対象の特性または物性。

〔解説〕

代用特性とは，ユーザー要求性能を評価するのに用いられる特性または物性である。ユー

ザー要求性能の直接的評価は，ユーザーの価値判断を伴うものであり，本質的には直接的に

評価することは困難である。このようなユーザー要求性能を評価するのには，代用的にさま

ざまな物性や指標が用いられるが，これら物性や指標を代用特性と定義した。これら物性や

指標は設計法や評価法により定められ，試験や計算に基づき測定・算定することが可能であ

る。

〔例〕

ユーザー要求性能 ： 紫外線の影響によって所要の性能が劣化しないなど

代用特性 ： キセノンランプによる耐侯性試験によるサイクル数

5 対象とする部位の決定

性能を記述しようとする部位の対象範囲及び全ての材料構成を決定する。

一般的な建築物における，層全体を構成する部位及び表層を構成する部位を表 1 及び図 1 に示

す。

〔解説〕

本規格を用いるユーザーは，まず評価対象となる部位を具体的に示す必要がある。ただし，

層全体を構成する部位及び表層を構成する部位に該当しない部位，例えば階段や手すりなど

や，複数の部位の境界を含むような部位，例えば隅角部などについても，“その他の部位”

として定義することが可能であるとした。

ただし，層全体には，部位全体から見て層状でないもの，例えば間柱や胴縁なども含まれ
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る。

7 対応する性能の評価方法の決定

箇条 6で決定したそれぞれのユーザー要求性能項目に対して，評価の対象とする材料及び範囲，

並びに評価の方法を決定する。

評価の対象とする材料及び範囲は、(イ)部位全体，(ロ)部位に含まれる構成要素の組み合わせ，

(ハ)構成要素単体のいずれかとする。

性能評価の方法は，(1)性能評価試験による方法，または(2)解析・計算等により評価・検証す

る方法による他，(3)みなし仕様による方法による。ただし，対象範囲及び材料構成によりその

性能を満たすことが自明の場合は（4）自明としてよい。また，評価に際しては，評価項目ごと

に代用特性を定め，評価基準，具体の試験方法，解析に用いる手法や変数など，評価仕様を評価

項目ごとに定める。（1）及び（2）による場合の，性能評価に用いる代用特性を表 3に示す。

〔解説〕

性能評価方法としては，JIS，その他のオーソライズされた方法，基規準に示される設計

法，解析・計算などが考えられる。また，みなし仕様により性能を満たしているものとする

手法もありうる。みなし仕様は，本来は性能評価方法とは言えないが、オーソライズされた

仕様(JASS や国交省営繕仕様など)によることで性能を担保していること(担保したとした

こと)を記述することを認める。

－42－



３.３.２ JIS原案の表の解説

(１) 表 1の補足説明

JIS原案の表 1に説明を補足したものを、表 3.3.2-1に示す。

表 3.3.2-1 JIS原案の表 1の補足説明

部位 補足説明

分類 ID 小分類

1．層全体を構成する部位 1.1 外周壁

1.2 外周開口部

1.3 間仕切り壁 界壁を含む。

1.4 屋根天井

1.5 屋内床天井 界床を含む

1.6 ピロティ床天井

1.7 接地階床版 外気に通じる床下のある場合の床版

主に在来木造住宅(基礎断熱仕様でないもの)を想定

1.99 その他 垂れ壁、腰壁などが想定できる

2．表層を構成する部位 2.1 外壁面 「外面壁」と称す場合もある

2.2 屋内壁面 「内面壁」と称す場合もある

2.3 勾配屋根面 下葺きまでを対象とすることを想定

2.4 陸屋根面 歩行屋根及び非歩行屋根

2.5 屋内天井面

2.6 屋内床面

2.7 屋外天井面 ピロティ天井面、軒天井面など

2.99 その他 屋外床面、ポーチ、ベランダなどが想定できる

99．その他 99 その他 階段、複合部位(取り合い部)などが想定できる

(２) 表 2及び表 3におけるユーザー要求性能項目の定義メモ

JIS原案の「表 2－建築部位に求められるユーザー要求性能項目」及び「表 3－ユーザー

要求性能に対する代用特性の例」において、「ユーザー要求性能項目」を示している。ユー

ザーが想定する性能がどの項目に含まれるか、性能としてどの範囲まで対象とするかなどに

ついては、曖昧な点も多いため、厳密に定義したうえ、これを JIS 解説に記載するべきで

ある。

そのため、ユーザー要求性能項目の一通りの定義を試みたが、範囲が多岐にわたっており、

厳密を期すためには、それぞれの性能分野の専門家による精査が必要であると考えられる。

現段階では、JIS 原案作成段階において WG1 で想定してきた内容にとどまっているため、

本報告では「定義メモ」として掲載する。
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1 地震荷重

地震動によって生ずる地震力に対する力学的性能。

1.1 「地震によって破損，脱落しない。」

地震力が当該部位に直に入力される場合を想定した性能。耐力部材，非構造部材ともに対

象となる。

1.2 「地震による変形によって破損，脱落しない。」

地震力によって耐力部材が変形した場合に，これに取り付く当該部位の変形追随性能。非

構造部材，開口部等が対象である。

1.3 「地震力を適切に伝達する。」

ある部位に生じた地震力をしかるべき耐力部材に伝達する性能。耐力壁，床版，屋根版等

が対象である。

2 風荷重

風によって生ずる風圧力に対する力学的性能。

2.1 「風によって破損，脱落しない。」

風圧力が当該部位に直に入力される場合を想定した性能。耐力部材，非構造部材ともに，

建物の外面のみが対象となる。暴風，突風のほか，必要に応じて竜巻等も対象とする。

2.2 「風による変形によって破損，脱落しない。」

風圧力によって耐力部材が変形した場合に，これに取り付く当該部位の変形追随性能。非

構造部材，開口部等が対象である。建物の内部部位も対象となる。

2.3 「風圧力を適切に伝達する。」

ある部位に生じた風圧力を，しかるべき耐力部材に伝達する性能。耐力壁，床版，屋根版

等が対象である。建物の内部部位も対象となる。

3 雪荷重

積雪によって生ずる積雪荷重に対する力学的性能。

3.1 「雪によって破損，脱落しない。」

積雪によって生ずる積雪荷重に対する力学的性能。耐力部材，非構造部材ともに，建物の

外面のみが対象となるが，主に屋根に係わる性能である。雪や氷の付着による荷重も含める。

3.2 「雪による変形によって破損，脱落しない。」

積雪荷重によって耐力部材が変形した場合に，これに取り付く当該部位の変形追随性能。

非構造部材，開口部等が対象である。建物の内部部位も対象となる。

3.3 「積雪荷重を適切に伝達する。」

積雪による鉛直荷重を下部の耐力部材に伝達する性能。主に壁式構造の耐力壁が対象であ

る。木造在来軸組構法の耐力壁等の，水平力のみ負担する部位は対象外である。

3.4 「積雪の落下を適切に制御できる。」

主に屋根に係わる性能である。適切に制御とは，落雪すさせる場合と，無落雪(戴雪)の場

合の両方の考え方を含む。屋根の勾配や形状，雪止め，雪下ろしの容易性等が関連する。熱

源を用いて融雪する場合も含む。
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4 常時の荷重

固定荷重及び積載荷重に対する力学的性能。

4.1 「常時荷重によって破損，脱落しない。」

固定荷重及び積載荷重に対する力学的性能。耐力部材，非構造部材ともに対象となる。非

構造部材については，部品の自重に対しての性能となる。部品自重に対しては，建物に取り

付いている状況よりも，運搬時や施工時により問題になる場合もある。

4.2 「常時荷重による変形によって破損，脱落しない。」

常時荷重によって耐力部材が変形した場合に，これに取り付く当該部位の変形追随性能。

非構造部材，開口部等が対象である。

5 局部荷重

局部荷重に対する力学的性能。

5.1 「局部荷重によって所要の性能が劣化しない。」

常時の荷重が特に集中する場合の，当該部位の諸性能。主に，人がもたれかかる場合等の

力学的性能。

6 繰り返し荷重

繰り返し生ずる荷重に対する力学的性能。

6.1 「繰り返し荷重によって所要の性能が劣化しない。」

繰り返し生ずる荷重に対する，当該部位の諸性能。温冷または乾湿繰り返しによって生じ

る内部応力に対する力学的性能(8.1 と重複)。開口可動部の開口部品を対象とした性能は

26.2で扱う。

7 衝撃

衝撃荷重に対する力学的性能。

7.1 「人や物体の衝突等による衝撃によって破損、脱落しない。」

衝撃荷重に対する力学的性能。人や移動家具(台車等)の衝突。強風時の飛来物(debris)，
野球のボール，鳥等の衝突。高所よりの落雪。通常の歩行による衝撃は含めない。また，打

ち破りに対する防犯性能は 26.13に含む。

8 内部応力

膨張収縮の際に生ずる内部応力に対する力学的性能。

8.1 「温度、湿度等の影響によって想定以上の内部応力や不具合が発生しない。」

熱による膨張収縮，乾湿による膨張収縮の際に生ずる内部応力に対する力学的性能。主に，

屋根部材の留め付けに係わる性能。素材により応力発生のメカニズムが異なる。

9 雨・雪

雨水及び融雪水に対する性能。

9.1 「雨水、融雪水が想定した層より内側に入らない。」

想定した層より内側に，想定した以上の雨水，融雪水が浸入しない性能。雨水の場合は強
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風を伴う降雨に対する性能。主に屋根面，外壁面，外周開口部に係わる性能。

9.2 「雨水、融雪水を適切に排出できる。」

9.1 で想定した層まで，想定した量の雨水，融雪水が浸入した場合に，速やかに排水また

は乾燥できる性能。

9.3 「雨水、融雪水の影響によって所要の性能が劣化しない。」

雨 水，融雪水によるふくれ，はがれ，溶解，溶出等を生じない性能。水分による金属の電

食に対する性能も含む。凍結融解による凍害に対する性能も含む。

9.4 「つららや巻き垂れを発生させない。」

積雪時に，つららや巻き垂れを発生させない性能。主に屋根に係わる性能。

10 水蒸気

水蒸気に対する性能。

10.1 「水蒸気が想定した層より内側に入らない。」

水蒸気の流出入を適切に制御し，想定した層より内側に入れない性能。主に各部位の防湿

層に係わる性能。結露を防止する性能も含む。

10.2 「水蒸気の影響で所要の性能が劣化しない。」

結露が生じた場合に，結露水による諸性能の劣化が生じないこと。断熱材の吸湿による断

熱性能の劣化等を含む。

10.3 「室内の湿度を適切に制御できる。」

木材や珪藻土等による，調湿等の積極的な性能を対象とする。

11 内部火災

自建物火災時の耐火性能及び防火性能。

11.1 「内部火災によって所要時間内に破損，脱落しない。」

自建物火災時に，火熱によって当該部位が破損，脱落しない耐火性能。

11.2 「内部火災によって所要時間内に有害なガスを発生しない。」

自建物火災時に，火熱によって当該部位より有害なガスを発生しない性能。

11.3 「内部火災による煙、有害ガスを排出する。」

自建物火災時に発生した煙や有毒ガスを速やかに排出させる性能。外周開口部に係わる性

能。

11.4 「内部火災による煙を拡散させない。」

自建物火災時に発生した煙を，他室等に拡散させない性能。防煙垂れ壁等。

11.5 「内部火災が生じた場合に，所要時間内に他の部位や他の建築物への延焼を防止する。」

自建物火災時に，火炎が燃え広がらない防火性能。

12 外部火災

外部の火災に対する，自建物の耐火性能及び防火性能。

12.1 「外部火災によって所要時間内に延焼しない。」

外部の火災に対し，自建物に延焼させない防火性能。

12.2 「外部火災によって所要時間内に破損、脱落しない。」
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外部の火災に対する，自建物の耐火性能。

13 振動

地震動以外の振動に対する性能。

13.1 「音，振動を発生させない。または適切に制御できる。」

自建物内部の人や機械より発生する振動，風や交通振動を抑制する性能。

14 音

建物内外で発生する音に対する性能。

14.1 「音の反射，吸収，流出入及び反響を適切に制御できる。」

自建物内部で発生する音を制御し，外部に流出させない性能。また，外部騒音を建物内部

に流入させない性能。音響効果等の積極的な性能も含む。金属屋根等の場合，雨音や熱伸縮

による発生音も対象となる。

14.2 「外力による衝撃音を適切に制御できる。」

主に，重量，軽量の床衝撃音を，下階に伝達させない性能。

15 熱

火災時以外の熱に対する性能。

15.1 「熱の流出入を適切に制御できる。」

建物内部と外部の温度差に対し，熱の流出入を制御する。主に流出入の抑制性能が対象で

あるが，積極的な熱の取り入れや排出も含む。周辺環境に対するものを含む。

15.2 「室温変動を適切に制御できる。」

積極的な蓄熱性能を対象とする。

15.3 「熱の影響によって所要の性能が劣化しない。」

火気まわり部位や，床暖房，設備排熱等により高温となる部位の耐熱性能。屋根の加熱時

降水等の急激な温度変化に対する性能も含む。

16 室内水

室内で発生する水に対する防水性能及び耐水性能。

16.1 「生活水，人体から生ずる水が想定した層より内側に入らない。」

主に台所，洗面所，浴室等の水まわりの部位の防水性能。

16.2 「室内水の影響によって所要の性能が劣化しない。」

主に台所，洗面所，浴室等の水まわりの部位の耐水性能。

17 日射

日射に対する性能。

17.1 「日射を適切に制御できる。」

主に開口部の日射遮蔽。周辺環境に対する建物外部の反射の制御性能も含む。

18 紫外線
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紫外線に対する耐久性能。

18.1 「紫外線の影響によって所要の性能が劣化しない。」

主に日射による紫外線によって、劣化しない性能。

19 光

光に対する性能。

19.1 「光を適切に制御できる。」

人工光を含む。周辺環境に対するものを含む。

20 空気

空気及び臭気に対する性能。

20.1 「空気，臭気を適切に制御できる。」

22.4(有害化学物質)以外の臭気が対象。周辺環境に対するものを含む。

21 電磁波

電磁波に対する性能。

21.1 「人工的に発生する電磁波の出入り，反射を適切に制御できる。」

有害な電磁波を建物内部に入れない性能。放送，通信等の有用な電磁波利用に障害がない

こと。周辺環境に対するものを含む。

22 化学物質

化学物質に対する耐久性能等。

22.1 「酸，アルカリの影響によって所要の性能が劣化しない。」

主に酸性雨に対する，屋根，外壁面の性能。空気中の炭酸ガスに対するコンクリート部材

の対中性化性能。化学薬品を取り扱う室の内装も対象。

22.2 「塩分，海水の影響によって所要の性能が劣化しない。」

主に沿海地域における海水の塩分に対する外装部位の耐久性能。特に粘土瓦の耐食性能。

22.3 「薬品の影響によって所要の性能が劣化しない。」

主に化学薬品を取り扱う室における内装部位の性能。

22.4 「有害な化学物質を出さない。」

品確法上の特定測定物質(ホルムアルデヒド，トルエン，キシレン，エチルベンゼン，ス

チレン)，その他の化学物質(VOC)の発散量の少なさ。主に内装部位の性能。石綿について

は 26.12で扱い，ここでは対象外。

23 生物

有害生物に対する耐久性能等。

23.1 「虫，微生物等の影響によって所要の性能が劣化しない。」

主に木材が対象。しろあり，キクイムシ，腐朽菌，苔，キノコ等が発生しても侵されない

性能。

23.2 「虫，微生物等の繁殖を防止し，衛生環境を確保する。」
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主に木材が対象。しろあり，キクイムシ，腐朽菌，苔，キノコ等が発生しにくい性能。

23.3 「虫，鳥，鼠等の侵入を防止し，衛生環境を確保する。」

防虫(ハエ、カ等)，防鳥(鳥が建材を啄む，巣を作る)，防鼠。開口部，換気口に取り付け

る部材の網目寸法等。葺き土は鳥が啄むことがある。

24 汚染

汚染に対する性能。

24.1 「汚染が所要期間生じない。汚れがつきにくい。」

美観上問題のある汚れのつきにくさ。光触媒等の積極的な性能も対象に含む。

24.2 「汚染が除去しやすい。」

汚染が生じた場合の除去(清掃)のしやすさ。

25 摩耗，傷つき

摩耗または傷つきに対する耐久性能。

25.1 「摩耗しにくい。傷が付きにくい。」

傷やへこみの付きにくさ。風雨，砂塵等に対する表面部位の性能。人や機器の接触に対す

る表面部位の性能(26.7、26.12と関係あり)。

25.2 「摩耗によって所要の性能が劣化しない。」

部位が想定する摩耗を生じても，各種の所要性能が劣化しないこと。

26 人，機器との関係

人や機器との関係についての性能。

26.1 「可動部の動きがスムーズで，快適に操作できる。」

主に，開口可動部に開口部品を対象とした性能。

26.2 「可動部の繰り返し使用によって所要の性能が劣化しない。」

主に，開口可動部の開口部品を対象とした耐久性能。

26.3 「人が衝突しても怪我をしない。」

人の衝突に対する日常安全性能。主に壁面と床面を対象とした表面性能。クッション性能

のほか，局部の尖突等がないことも含む。

26.4 「人が接触した際痛くない，擦り傷等を生じない。」

人の接触に対する日常安全性能。主に壁面と床面を対象とした表面性能。肌が擦った場合

の表面の粗さ。

26.5 「人が接触した際の感触がよい。」

温熱感や足触り。主に床面を対象とした表面性能。

26.6 「人，機器の動作時に適切な弾力性，剛性を有する。」

主に床を対象とした性能。表面部材のクッション性だけでなく，床版自体のたわみの少な

さ(水平確保)も含む。

26.7 「人，機器の動作時に適切な表面の硬さを有する。」

主に床面を対象とした表面性能。人の動作，機器の運搬(キャスター)に対する，適切な表

面の硬さ。25.1，26.3，26.12と関係あり。
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26.8 「人，機器の動作時に適切な表面のすべりを有する。」

主に床面を対象とした表面性能。人の動作，機器の運搬(キャスター)に対する，適切な表

面のすべり。主に人の転倒に対する日常安全性能む。

26.9 「人，機器の動作時に適切な表面の粗さを有する。」

主に床面を対象とした表面性能。人の動作，機器の運搬(キャスター)に対する，適切な表

面の粗さ。主に人の転倒に対する日常安全性能む。

26.10 「静電気を帯びない。」

静電気の発生のしにくさ。除電も対象とする。

26.11 「感電しない。」

電気機器が漏電した場合等に対する電気絶縁性。主にフリーアクセスフロアを対象とした

性能。。

26.12 「ほこり，塵埃を発生しない，帯びない。」

定常状態または人や機器の接触時に，ほこりや塵埃を発生しない性能。またはほこりや塵

埃を帯びにくい性能(26.10と関係あり)。特に石綿粒子が発生しないこと。

26.13 「侵入犯に対して，所要時間内に侵入させない。」

建物外部からの侵入に対する防犯性能。主に開口部に係る性能。ピッキング等による解錠，

バール，ハンマー等による打ち破り。

26.14 「視線を適切に制御できる。」

建物内部からの眺望が確保できる。建物外部からの視線を，住宅の場合は遮る，店舗等の

場合は確保する。

26.15 「配線，配管，機器類の設置が容易である。」

主にスリーブ，さや管，ヘッダ等の設置。フリーアクセス性能，モデュラーコオーディネ

ーションによる寸法整合性等も含む。27.1と関係あり。

27 維持管理

維持管理の容易さについての性能。

27.1 「部位，部品の点検，清掃，更新等が容易である。」

点検，清掃，更新等の維持管理が容易である性能。26.15と関係あり。

27.2 「きずやへこみが容易に回復できる。」

局部にきずやへこみが生じた場合に，容易に回復(修繕)できる性能。熱や水湿による膨張

を利用した回復，パテ等処理。部材交換によるものは対象外とする。

28 生産性等

生産性等に関する性能。

28.1 「生産，施工が容易である。」

工場での生産性。現場での施工性。

28.2 「他の部位との取り合い，納まりがよい。」

当該部位と、他の部位の取り合いが適切であり、納まりがよいこと。

28.3 「解体が容易である。」

分別解体時の解体の容易性。分別のしやすさ。
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29 環境負荷

建物のライフサイクルにおいて環境負荷が小さいことを示す性能。

29.1 「生産時、施工時の環境負荷が小さい。」

生産時の省資源，エネルギー。施工時の資材ロスの少なさ。生産時，工時に環境負荷物質

を発生しない。

29.2 「使用時の環境負荷が小さい。」

省エネルギー効果，ヒートアイランド防止等の効果を含む。

29.3 「解体時、廃棄時の環境負荷が小さい。」

解体時(分別想定)に環境負荷物質を発生しない。適切な廃棄方法が確立されていること。
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３.３.３ JIS原案箇条 9「結果の記述」の例

「開口部を有する木造戸建住宅の窯業系サイディングボード通気構法」を例にとり、JIS
原案箇条 9 の、「b)評価する部位の対象範囲及び全ての構成材料」及び「c)ユーザー要求性

能項目に関する事項」について、実際の記述を試行したものを以下に示す。

b)評価する部位の対象範囲及び全ての構成材料

性能評価の対象は，開口部を有する木造戸建住宅の窯業系サイディングボード通気構法で

あり、その仕様を図 3.3.3-1 に，材料仕様を表 3.3.3-1 に示す。ここでは外周壁面を部位と

して想定し室内側の構成材料の多くは評価対象外とした。

図 3.3.3-1 対象構法の仕様(開口部以外)

表 3.3.3-1 材料仕様

構成材料 詳細 商品名･品番 仕様

建築用仕上塗材

窯業系サイディングボード

通気層

透湿防水シート

構造用パネル（OSB）
断熱材

防水フィルム

せっこうボード

c)評価する部位の対象範囲及び全ての構成材料

表示例を表 3.3.3-2に示す。

具体的な仕様を例示
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表
3.
3.
3-
2

部
位
の

性
能
評
価
方
法
と
結
果
の
記
述
例

建 築 用 仕 上 塗 材

シ ー リ ン グ 材

窯
業

系
サ

イ デ
ィ

ン
グ

ボ
ー

ド

通 気 層 ( 必 要 か
)

透 湿 防 水 シ ー ト

O
S

B
断 熱 材

防 水 フ ィ ル ム

石 膏 ボ ー ド

1.
1

地
震

に
よ

っ
て

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
－

－
○

－
－

－
－

－
○

計
算

(慣
性

力

×
保

持
力

)

想
定

慣
性

力
で

取
付

部
が

損
傷

し
な

い
重

量
，

保
持

力

1.
2

地
震

に
よ

る
変

形
に

よ
っ

て
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

－
○

○
－

－
－

－
－

－
JI

S
A

5
7
5
8
及

び
JI

S
 A

　
1
4
3
9

‘
伸

び
特

性
の

ｸ
ﾗ
ｽ

×
想

定
変

形
角

’
で

破
断

，
剥

離
し

な
い

保
持

機
構

，
納

ま
り

，
想

定
挙

動
量

1.
3

地
震

力
を

適
切

に
伝

達
す

る
×

×
×

×
×

×
×

×

2.
1

風
に

よ
っ

て
，

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
－

×
○

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

2.
2

風
に

よ
る

変
形

に
よ

っ
て

，
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

－
○

○
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

2.
3

風
圧

力
を

適
切

に
伝

達
す

る
×

×
×

×
×

×
×

×

3.
1

雪
に

よ
っ

て
，

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
－

－
○

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

3.
2

雪
に

よ
る

変
形

に
よ

っ
て

，
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

－
－

○
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

3.
3

積
雪

荷
重

を
適

切
に

伝
達

す
る

×
×

×
×

×
×

×
×

3.
4

積
雪

の
落

下
を

適
切

に
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
で

き
る

×
×

×
×

×
×

×
×

4.
1

常
時

荷
重

に
よ

っ
て

，
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

4.
2

常
時

荷
重

に
よ

る
変

形
に

よ
っ

て
，

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

5
局

部
荷

重
5.
1

局
部

荷
重

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

－
－

○
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

○
－

－
－

－
－

－

耐
疲

労
試

験

(
現

行
JI

S
:

な

し
?
)

仕
上

材
料

，
取

付
部

が
疲

労
破

壊
し

な

い

－
－

－
○

－
－

－
－

－
JI

S
 A

 6
9
0
9

ひ
び

割
れ

の
繰

返
挙

動
で

破
断

な
し

○
－

○
○

－
－

－
－

－

Ｊ
Ｉ
Ｓ

A
1
4
0
8

又
は

Ｊ
Ｉ

Ｓ
A

1
4
1
4

(現
行

：
ま

ち
ま

ち
)

仕
上

材
料

の
窪

み
が

小
さ

い
，

破
壊

し
な

い ・
試

験
体

条
件

は
材

料
・
構

法
で

種
々

想
定

衝
撃

物
・
力

○
－

○
○

－
－

－
－

－
仕

上
塗

材
＋

基

盤
ＪＩ

Ｓ
 A

　
1
4
0
8

ひ
び

割
れ

，
変

形
，

剥
れ

な
し

合
格

ニ
ー

ズ
：
？

8
内

部
応

力
8.
1

温
度

，
湿

気
等

の
影

響
に

よ
っ

て
想

定
以

上
の

内
部

応
力

や
不

具
合

が
発

生
し

な
い

○
－

○
○

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

9.
1

雨
水

，
融

雪
水

が
想

定
し

た
層

よ
り

内
側

に
入

ら
な

い
○

○
○

＊
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

9.
2

雨
水

，
融

雪
水

を
適

切
に

排
出

で
き

る
×

×
×

×
×

×
×

×

9.
3

雨
水

，
融

雪
水

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
○

○
○

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

9.
4

つ
ら

ら
や

巻
き

垂
れ

を
発

生
さ

せ
な

い
×

×
×

×
×

×
×

×

表
2
に

示
す

ユ
ー

ザ
ー

要
求

性
能

の
例

　
外

周
壁

　
(層

全

体
)

　
　

　
　

　
　

　
　

　
ユ

ー
ザ

ー
要

求
性

能

× × ××

板
状

仕
上

材
料

層
＋

取
付

部

仕
上

塗
材

＋
基

盤

ﾎ
ﾞｰ

ﾄﾞ
，

金
属

ﾊ
ﾟﾈ

ﾙ
層

＋
取

付
部

7.
1

人
や

物
体

の
衝

突
等

に
よ

る
衝

撃
に

よ
っ

て
破

損
，

脱
落

し
な

い

○

衝
撃

力
に

よ
る

等
級

6
繰

り
返

し
荷

重
6.
1

繰
り

返
し

荷
重

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

× ×

シ
ー

リ
ン

グ
材

合
格

ﾀ
ｲ
ﾙ

，
石

，
モ

ル
タ

ル
層

合
格

1
地

震
荷

重

2
風

荷
重

3
雪

荷
重

4
常

時
の

荷
重

9
雨

・
雪

7
衝

撃

評
価

対
象

に
用

い
る

構
成

材
料

○
：
評

価
に

用
い

る
　

－
：
評

価
に

用
い

な
い

*
：
み

な
し

仕
様

に
よ

る

評
価

対
象

詳
細

評
価

手
法

評
価

仕
様

評
価

結
果

関
連

事
項

合
格

想
定

繰
返

回
数

許
容

繰
返

に
よ

る
等

級
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建 築 用 仕 上 塗 材

シ ー リ ン グ 材

窯
業

系
サ

イ デ
ィ

ン
グ

ボ
ー

ド

通 気 層 ( 必 要 か
)

透 湿 防 水 シ ー ト

O
S

B
断 熱 材

防 水 フ ィ ル ム

石 膏 ボ ー ド

10
.1

水
蒸

気
が

想
定

し
た

層
よ

り
内

側
に

入
ら

な
い

×
×

×
×

×
×

×
×

10
.2

水
蒸

気
の

影
響

で
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
○

○
○

－
○

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

10
.3

室
内

の
湿

度
を

適
切

に
制

御
で

き
る

×
×

×
×

×
×

×
×

11
.1

内
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

破
損

，
脱

落
し

な
い

×
×

×
×

×
×

×
×

11
.2

内
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

有
害

な
ガ

ス
を

発
生

し
な

い

×
×

×
×

×
×

×
×

11
.3

内
部

火
災

に
よ

る
煙

，
有

害
ガ

ス
を

排
出

す
る

×
×

×
×

×
×

×
×

11
.4

内
部

火
災

に
よ

る
煙

を
拡

散
さ

せ
な

い
×

×
×

×
×

×
×

×

11
.5

内
部

火
災

が
生

じ
た

場
合

に
，

所
要

時
間

内
に

他
の

部
位

や
他

の
建

築
物

へ
の

延
焼

を
防

止
す

る

×
×

×
×

×
×

×
×

12
.1

外
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

延
焼

し
な

い
○

○
－

○
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

12
.2

外
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
○

○
○

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

13
振

動
13
.1

音
，

振
動

を
発

生
さ

せ
な

い
，

ま
た

は
適

切
に

制
御

で
き

る
○

○
－

○
－

－
－

－
－

○
－

－
－

－
－

－
－

14
.1

音
の

反
射

，
吸

収
，

流
出

入
及

び
反

響
を

適
切

に
制

御
で

き
る

○
○

－
○

－
－

－
－

－
○

－
－

－
－

－
－

－

14
.2

外
力

に
よ

る
衝

撃
音

を
適

切
に

制
御

で
き

る
×

×
×

×
×

×
×

×

15
.1

熱
の

流
出

入
を

適
切

に
制

御
で

き
る

×
×

×
×

×
×

×
×

15
.2

室
温

変
動

を
適

切
に

制
御

で
き

る
×

×
×

×
×

×
×

×

○
○

＊
－

－
－

－
－

－

― J
IS

 A
 5

2
0
9

及
び

1
5
0
9
-
7

同 5
2
0
9
/
1
0
5
9
-
9

熱
膨

張
率

：
挙

動
量

の
推

定

熱
衝

撃
　

 ：
切

れ
，

貫
入

な
し

耐
凍

害
性

：
ひ

び
割

れ
，

は
が

れ
無

挙
動

量
推

定

合
格

合
格

－
－

○
○

＊
－

－
－

－
－

－
Ｊ

ＩＳ
 A

 5
7
5
8
及

び
変

形
量

と
温

度
の

組
合

わ
せ

で
異

常
の

有
耐

久
性

区
分

－
－

16
.1

生
活

水
，

人
体

か
ら

生
ず

る
水

が
想

定
し

た
層

よ
り

内
側

に
入

ら
な

い

×
×

×
×

×
×

×
×

16
.2

室
内

水
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

×
×

×
×

×
×

×
×

17
日

射
17
.1

日
射

を
適

切
に

制
御

で
き

る
○

×
×

×
×

×
×

×

仕
上

塗
材

耐
久

形
J
IS

 A
 6

9
0
9

耐
候

性
 Ｂ

法

・
ひ

び
割

れ
，

剥
れ

，
膨

れ
が

な
し

・
光

沢
保

持
率

：
8
0
％

以
上

・
変

色
：
グ

レ
ー

ス
ケ

ー
ル

3
号

以
上

・
白

亜
化

等
級

：
１

以
下

促
進

暴
露

と
実

暴
露

の

換
算

情
報

シ
ー

リ
ン

グ
材

Ｊ
ＩＳ

 A
 5

7
5
8
及

び
「
高

温
及

び
湿

潤
状

態
で

の
ガ

ラ
ス

越
し

の合
格

　
　

　
　

　
　

　
　

　
ユ

ー
ザ

ー
要

求
性

能

表
2
に

示
す

ユ
ー

ザ
ー

要
求

性
能

の
例

　
外

周
壁

　
(層

全

体
)

評
価

対
象

に
用

い
る

構
成

材
料

○
：
評

価
に

用
い

る
　

－
：
評

価
に

用
い

な
い

*
：
み

な
し

仕
様

に
よ

る

評
価

対
象

詳
細

評
価

手
法

評
価

仕
様

評
価

結
果

関
連

事
項

× ×

○
○

○

15
.3

熱
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

× × ×

＊
－

－
－

× × × × × × × ×

－
－

－

タ
イ

ル

シ
ー

リ
ン

グ
材

等
級

(時
間

)

2
種

：
1
,2

0
0

10
水

蒸
気

11
内

部
火

災

12
外

部
火

災

14
音 熱

16
室

内
水

18
紫

外
線

18
.1

紫
外

線
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い

15
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建 築 用 仕 上 塗 材

シ ー リ ン グ 材

窯
業

系
サ

イ デ
ィ

ン
グ

ボ
ー

ド

通 気 層 ( 必 要 か
)

透 湿 防 水 シ ー ト

O
S

B
断 熱 材

防 水 フ ィ ル ム

石 膏 ボ ー ド

19
光

19
.1

光
を

適
切

に
制

御
で

き
る

○
＊

＊
＊

＊
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

20
空

気
20
.1

空
気

，
臭

気
を

適
切

に
制

御
で

き
る

○
＊

＊
＊

＊
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

21
電

磁
波

21
.1

人
工

的
に

発
生

す
る

電
磁

波
の

出
入

り
，

反
射

を
適

切
に

制
御

で
き

る

○
－

－
○

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

22
.1

酸
，

ア
ル

カ
リ

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
○

○
○

－
－

－
－

－
－

仕
上

塗
材

JI
S
 A

 6
9
0
9

耐
ｱ

ﾙ
ｶ
ﾘ性

：
ひ

び
割

れ
，

剥
れ

，
膨

れ
施

工
時

想
定

22
.2

塩
分

，
海

水
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

×
×

×
×

×
×

×

22
.3

薬
品

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
×

×
×

×
×

×
×

22
.4

有
害

な
化

学
物

質
を

出
さ

な
い

○
○

○
○

－
－

－
－

－
－

JI
S
 A

1
9
0
1

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

放
散

量

23
.1

虫
，

微
生

物
等

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

23
.2

虫
，

微
生

物
等

の
繁

殖
を

防
止

し
，

衛
生

環
境

を
確

保
す

る
×

×
×

×
×

×
×

×

23
.3

虫
，

鳥
，

鼠
等

の
侵

入
を

防
止

し
，

衛
生

環
境

を
確

保
す

る
○

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

24
.1

汚
染

が
所

要
期

間
生

じ
な

い
，

汚
れ

が
つ

き
に

く
い

○
○

○
○

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－

24
.2

汚
染

が
除

去
し

や
す

い
○

○
○

○
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

25
.1

摩
耗

し
に

く
い

，
傷

が
付

き
に

く
い

○
○

－
－

－
－

－
－

－
－

JI
S
 A

 6
9
0
9

ﾌ
ﾞﾗ

ｯ
ｼ

ﾝ
ｸ
ﾞに

よ
る

剥
れ

，
摩

耗
有

無

25
.2

摩
耗

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

○
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

26
.1

可
動

部
の

動
き

が
ス

ム
ー

ズ

で
，

快
適

に
操

作
で

き
る

×
×

×
×

×
×

×
×

26
.2

可
動

部
の

繰
り

返
し

使
用

に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

×
×

×
×

×
×

×
×

26
.3

人
が

衝
突

し
て

も
怪

我
を

し
な

い
○

×
×

×
×

×
×

×

26
.4

人
が

接
触

し
た

際
痛

く
な

い
，

擦
り

傷
等

を
生

じ
な

い
○

×
×

×
×

×
×

×

26
.5

人
が

接
触

し
た

際
の

感
触

が
よ

い
×

×
×

×
×

×
×

×

26
.6

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

弾
力

性
，

剛
性

を
有

す
る

×
×

×
×

×
×

×
×

26
.7

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

表
面

の
硬

さ
を

有
す

る
×

×
×

×
×

×
×

×

26
.8

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

表
面

の
す

べ
り

を
有

す
る

×
×

×
×

×
×

×
×

26
.9

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

表
面

の
粗

さ
を

有
す

る
×

×
×

×
×

×
×

×

26
.1

静
電

気
を

帯
び

な
い

×
×

×
×

×
×

×
×

26
.1
1

感
電

し
な

い
×

×
×

×
×

×
×

×

26
.1
2

ほ
こ

り
，

塵
埃

を
発

生
し

な

い
，

帯
び

な
い

○
×

×
×

×
×

×
×

合
格

合
格

　
　

　
　

　
　

　
　

　
ユ

ー
ザ

ー
要

求
性

能

表
2
に

示
す

ユ
ー

ザ
ー

要
求

性
能

の
例

　
外

周
壁

　
(層

全

体
)

評
価

対
象

に
用

い
る

構
成

材
料

○
：
評

価
に

用
い

る
　

－
：
評

価
に

用
い

な
い

*
：
み

な
し

仕
様

に
よ

る

評
価

対
象

詳
細

評
価

手
法

評
価

仕
様

評
価

結
果

× ×

合
成

樹
脂

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

系
複

層

仕
上

塗
材

× × × ×× × × ×

仕
上

塗
材

× × × × ×

22
化

学
物

質

人
，

機
器

と
の

関
係

26

生
物

25
摩

耗
，

傷
つ

き

23 24
汚

染

関
連

事
項
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建 築 用 仕 上 塗 材

シ ー リ ン グ 材

窯
業

系
サ

イ デ
ィ

ン
グ

ボ
ー

ド

通 気 層 ( 必 要 か
)

透 湿 防 水 シ ー ト

O
S

B
断 熱 材

防 水 フ ィ ル ム

石 膏 ボ ー ド

26
.1
3

侵
入

犯
に

対
し

て
，

所
要

時
間

内
に

侵
入

さ
せ

な
い

×
×

×
×

×
×

×
×

26
.1
4

視
線

を
適

切
に

制
御

で
き

る
×

×
×

×
×

×
×

×

26
.1
5

配
線

，
配

管
，

機
器

類
の

設
置

が
容

易
で

あ
る

×
×

×
×

×
×

×
×

27
.1

部
位

，
部

品
の

点
検

，
清

掃
，

更
新

等
が

容
易

で
あ

る
○

×
×

×
×

×
×

×

27
.2

き
ず

や
へ

こ
み

が
容

易
に

回
復

で
き

る
○

×
×

×
×

×
×

×

28
.1

生
産

，
施

工
が

容
易

で
あ

る
○

×
×

×
×

×
×

×

28
.2

他
の

部
位

と
の

取
り

合
い

，
納

ま
り

が
よ

い
○

×
×

×
×

×
×

×

28
.3

解
体

が
容

易
で

あ
る

○
×

×
×

×
×

×
×

29
.1

生
産

時
，

施
工

時
の

環
境

負
荷

が
小

さ
い

○
×

×
×

×
×

×
×

29
.2

使
用

時
の

環
境

負
荷

が
小

さ
い

○
×

×
×

×
×

×
×

29
.3

解
体

時
，

廃
棄

時
の

環
境

負
荷

が
小

さ
い

○
×

×
×

×
×

×
×

× × × ×× × × ×× × ×

評
価

対
象

に
用

い
る

構
成

材
料

○
：
評

価
に

用
い

る
　

－
：
評

価
に

用
い

な
い

*
：
み

な
し

仕
様

に
よ

る

29
環

境
負

荷

27
維

持
管

理

28
生

産
性

等

表
2
に

示
す

ユ
ー

ザ
ー

要
求

性
能

の
例

　
外

周
壁

　
(層

全

体
)

評
価

対
象

詳
細

人
，

機
器

と
の

関
係

26

　
　

　
　

　
　

　
　

　
ユ

ー
ザ

ー
要

求
性

能
評

価
手

法
評

価
仕

様
評

価
結

果
関

連
事

項
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３.４ 作成過程の検討事項(WG1)

３.４.１ 部位についての検討

平成 20 年度までにおいては、部位を「外壁･開口部」、「床」、「屋根」及び「天井」に大

別し、それぞれの部位ごとに分科会を設けて検討を行ってきた。

その中で、部位のユーザー要求性能との関係を整理してみると、以上のように分類した部

位が異なっていても、それが建物の外被(envelope)であるか、建物の表面であるかといっ

た部位の見方によって決まってくる要求性能項目が多いことが明らかであるという指摘がな

されている。平成 19年度報告書「3.3.1『ユーザー要求性能』リストの意味と使用方法」(P.70)
では、部位について(a)～(e)の切り口を提示している。

(a)構成される層全体で、外部空間と内部空間を仕切る部位

(b)構成される層全体で、内部空間どうしを仕切る部位

(c)外部空間に面する表面

(d)内部空間に面する表面

(e)外周開口部

その上で改めて部位の分類について細分化を図り、平成 19年度報告書「表 3.3.1 部位別

要求性能の一覧対応表」(P.71)において次の 12の部位を示している。

・外周壁(層全体)

・外壁面

・外周開口部

・間仕切り壁、界壁

・内面壁

・屋根天井(層全体)

・勾配屋根面

・歩行屋根面

・室内天井面

・ピロティ床天井

・室内床天井、界床

・室内床面

JIS 原案作成に当たっては、この分類方法を叩き台として部位を規定する方針で検討を行

った。

その際、部位の詳細な規定を行った既存事例として、ISO 6241-1984 の「Table 3 -
Sub-systems of the building fabric (表 3 建築構成材のサブシステム)」を参考とし、対応

関係の整理を試みた。同表(一部略)に邦訳を書き加え整理したものを、表 3.4.1-1 に示す。
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表 3.4.1-1 ISO 6241-1984 Table 3 - Sub-systems of the building fabric (一部略)

Sub-system Examples of assemblies or components
サブシステム 組立部材または部品の例

1 Structure 1.1 Foundations Shallow(ground beam,raft,etc.),
構造躯体 基礎 Deep(deep footing,pile,diaphragm wall,etc.)

浅部(基礎はり、ラフト等)、深部(深礎、杭、地下連続壁、等)

1.2 Carcass Column,beam,panel,slab,shell,lattice structure,etc.
上部架構 柱、はり、パネル、スラブ、シェル、ラチス、等

2 External envelope 2.1 Envelope below ground Base,s ide ,and top envelope ( so l id f loor ,basement
外部エンベロープ 地下部エンベロープ wall,underground roof,etc.),Openings(pipe entry,shaft,etc.)

底部、側部及び頂部エンベロープ(基礎床、基礎壁、地下屋根、等)、

開口部(配管貫入口、シャフト、等)

2.2 Envelope above ground Base,side,and top envelope(exposed floor over external
地上部エンベロープ space,wall,roof),Openings(door,window,roof-light,etc.)

底部、側部及び頂部エンベロープ(開放床、壁、屋根)、開口部(ドア、

窓、天窓、等)

3 Spatial dividers 3.1 External vertical divider Partitions(wall,balustrade,etc.),Openings(door,grille,etc.)
o u t s i d e t h e 外部垂直区画 区画(壁、手すり、等)、開口部(ドア、格子等)

envelope
エンベロープ外側の 3.2 External horizontal divider Floors(terrace,balcony,porch,roof,etc.),Openings(trap-door,etc.)
空間区画 外部水平区画 床(テラス、バルコニー、ポーチ屋根、等)、開口部(はね上げ戸、等)

3.3 External staircase Stairs,ramp,etc.
外部階段室 階段、斜路、等

4 Spatial dividers 4.1 Internal vertical divider Partitions(wall,balustrade,cupboard,etc.),Openings(door,etc.)
w i t h i n t h e 内部垂直区画 区画(壁、手すり、食器棚等)、開口部(ドア、等)

envelope
エンベロープ内側の 4.2 Internal horizontal divider Floors,Openings(trap-door,etc.)
空間区画 内部水平区画 床、開口部(はね上げ戸、等)

4.3 Internal staircase Stairs,ramp,etc.
内部階段室 階段、斜路、等

5 Services 5.1 Water distribution and 略

設備 disposal

5.2 Heating and ventilation 略

5.3 Gas distribution 略

5.4 Electrical 略

5.5 Tele-communication 略

5.6 Mechanical and 略

electro-machanical transport

5.7 Pneumatic and gravity 略

transport

5.8 Safety 略
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ISO 6241 Table 3では、まず部位を Structure(構造躯体)、Envelope(エンベロープ)、

Spatial dividers(空間区画)、Services(設備)に分類している。このうち、本WGで対象と

しようとしている部位は、主に Envelope及び Spatial dividersに対応するものである。

ここで Envelopeと Spatial dividersは明確に区別されており、ユーザー要求性能との関

係を考慮すれば、こうした区別の必然性はきわめて高いと言える。すなわち、単に壁、屋根、

床といった部位分類ではこの区別は説明できない。

外部空間に面する壁、屋根、床等はすべて Envelopeにまとめられ、その区別は、base(底
部)、side(側部)、top(頂部)という位置を示す形容詞で表現されている。また Spatial dividers
についても、まず External(外部)と Internal(内部)に大別され、それをさらに vertical(垂
直)と horizontal(水平)という面の方向性を示す言葉で区分している。

本 WG で対象としようとしている部位は、表 3.4.1-1 で太字(Arial Black)で表した部位

の表現と対応している。具体的な対応関係を示したものが次の表 3.4.1-2である。

表 3.4.1-2

ISO 6241-1984
表 3 建築構成材のサブシステム 外壁･ 床 屋根 天井

Table 3 - Sub-systems of the building fabric 開口部

2 外部エンベロ 2.2 地上部エン 底部、側部及び頂部エンベロープ(開 外周壁 歩行屋根面 屋根天井 屋根天井

ープ ベロープ 放床、壁、屋根) 外面壁 (屋上床) 勾配屋根面 天井面

E x t e r n a l Envelope above 開口部(ドア、窓、天窓、等) 外周壁の内 開放床(ピ 歩行屋根面

envelope ground Base,side,and top envelope(exposed 面壁 ロティ、最

floor over external space,wall,roof) 外周開口部 下階床)

Openings(door,window,roof-light,etc.)

3 エンベロープ 3.1 外部垂直区 区画(壁、手すり、等)

外側の空間区画 画 開口部(ドア、格子等)

Spatial dividers External vertical Partitions(wall,balustrade,etc.)
outside the divider Openings(door,grille,etc.)
envelope

3.2 外部水平区 床(テラス、バルコニー、ポーチ屋根、

画 等)

Externa 開口部(はね上げ戸、等)

horizontal Floors(terrace,balcony,porch,roof,etc.)
divider Openings(trap-door,etc.)

4 エンベロープ 4.1 内部垂直区 区画(壁、手すり、食器棚等) 間仕切り壁

内側の空間区画 画 開口部(ドア、等) (界壁)

Spatial dividers Internal vertical Partitions(wall,balustrade,cupboard,et 間仕切り壁

w i t h i n t h e divider c.) の内面壁

envelope Openings(door,etc.)

4.2 内部水平区 床 床天井(界 床天井(界

画 開口部(はね上げ戸、等) 床) 床)

Internal Floors 室内床面 天井面

horizontal Openings(trap-door,etc.)
divider

ISO 6241 Table 3においては、Envelopeと Spatial dividersの区別はあるが、これらを

層全体としてみた場合と、その表面あるいは表層に注目した場合との区別はされていない。

平成 20 年度までの検討において、層全体と表面とでは、必要とされるユーザー要求性能
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項目が異なることは明らかにされており、それを区別することで、部位の性能記述が明瞭に

なり、ユーザーによる建材の選定の合理化等に有効に寄与しうるという前提に立ってきた。

そこで、本 WG では、JIS 原案において部位を定義するにあたって、層全体と表面とを

区別したものを採用することとした。

本WGにおいて検討した部位区分と、ISO 6241 Table 3におけるサブシステムの区分、

また、平成 20 年度に設置した各部位別の分科会(WG4、WG5、WG6)での検討対象及び検

討内容の関係をまとめたものを表 3.4.1-3に示す。

表 3.4.1-3

検討部位 分科会区分

層全体を 表層を 壁･開口部 床 屋根･天井

ISO 6241のサブシステム 構成する部位 構成する部位 WG4 WG5 WG6
頂部エンベロープ ・屋根天井 ・勾配屋根面 △ ○

(Top envelope) ・陸屋根面、屋上床面

・室内天井面

側部エンベロープ ・外周壁 ・外壁面 ○

(Side envelope) ・外周開口部 ・屋内壁面

底部エンベロープ ・1階床 ・屋内床面 ○ △

(Base envelope) ・ピロティ床 ・土間床面

・軒天井面

・ピロティ天井面

内部垂直区画 ・間仕切り壁、界壁 ・屋内壁面 ○

(Internal vertical divider)
内部水平区画 ・床天井、界床 ・屋内床面 ○ ○

(Internal horizontal ・屋内天井面

divider)
○：平成 20年度WGにおいて検討した

△：平成 20年度WGの対象であるが検討していない

以上示した資料を材料として WG1 において検討し、最終的に JIS 原案(本章 3.2)の表 1
及び図 1を作成した。その検討過程においてなされた議論の概要を以下に示す。

○ JIS 原案案の中での「対象とする部位の決定」と「ユーザー要求項目の決定」の記述の

順序について議論があり、部位の記述を先にしたほうがよいと結論した。

○ 「部位」について、既存の JISでは JIS A 2101で定義されているが、想定する部位の

概念が全く異なるため、JIS A 2101の記述にこだわらず、本 JIS原案で改めて定義する

こととした。

○ 主要な部位を 14 に区分して例示しているが、国内での使用を想定した区分けであり、

ISO 規格を提案する際には、もっと単純となるよう改めて検討するべきという意見が出
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された。

○ JIS原案において、作成当初は、表 1及び図 1はあくまでも「部位の例」とし、これを

参考としてユーザーが自由に部位を設定してよいものとし、部位の定義に曖昧さを残して

あった。

しかし、規格として曖昧さを残すべきではないという意見、また全ての部位を網羅的に

定義したほうがよいという意見があり、例示としての位置付けをやめ、14 区分に含まれ

ない部位を「その他」と定義して表 1に含めることとした。

また表 1 の有効性は部位のディレクトリーであるという意見があったため、ISO に倣

い、各部位に番号を付けることとした。

○ 部位を層と表面に分ける必要があるか、また分ける場合、表面はどこまで含むと考える

べきかについて議論がなされた。壁、屋根、床等の部位の位置によって、また具体的な構

法、材料によって、表面の概念は全く異なってくる。そこで、用語を「表層を構成する部

位」と改め、その範囲は JIS 原案箇条 5 において、ユーザーが必要とする範囲を決定し

て定義する仕組みとした。

３.４.２ ユーザー要求性能項目についての検討

平成 20 年度までにおいて、ユーザー要求性能項目については議論を繰り返し、検討を加

えてきた。

平成 18 年度の FS 調査においては、既存の JIS 等の規格でなされている要求性能項目の

記述は、材料生産者による品質管理を指向したものに過ぎ、ユーザーにとっては使いづらい

ものであるという指摘がなされた。

これをもとに平成 19 年度は、よりユーザーオリエンティドな要求性能項目を確立するべ

く、項目を抽出し、いく通りかの方法による整理分類を試行し、また性能の「適切な制御」

ということを基本とした表現方法を検討した。また抽出する要求性能項目は、それぞれの部

位に要求される可能性のある性能項目をできるだけ網羅的に取り上げた「ユーザー要求リス

ト」を作成した。

ここでは、要求性能の重要性や必要性の頻度に優劣を付けず、したがってかなり特殊な性

能項目も挙げられている。また、例えば床でも、床材表面の性能、床下地まで含んだ性能、

屋上床等の外被性能、床版としての構造性能を全て盛り込み、対象建物の規模、立地、用途

等も特定していなかった。

そこで平成 20年度は、部位として基本的な性能に重点を置き、外壁･開口部WG、床WG、
屋根･天井 WG それぞれに分かれて検討を行い、ユーザー要求性能の絞り込みの作業を行っ

た。

JIS 原案作成に当たっては、要求性能は絞り込まず、検討したものを全てを記載したもの

を原案として残し、バックデータとして持っておくべきであるという議論があった。そこで、
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平成 19年度の成果を基礎データとして原案作成を進めることとした。具体的には、平成 19
年度報告書「表 3.3.1 部位別 要求性能の一覧対応表」(P.71)をもとに、内容の整理検討、

表現の検討を行い、JIS原案の「表 2－建築部位に求められるユーザー要求性能項目」を作

成した。

並行して代用特性の例を挙げた「表 3 －ユーザー要求性能に対する代用特性の例」及び

3.3.2(2)に示した定義メモを作成した。

素案段階のものを、壁･開口部分科会(WG4)、床分科会(WG5)、屋根･天井分科会(WG6)
に諮って検討を加え、その成果を反映して JIS原案(本章 3.2)とした。

主にWG1における検討の仮定においてなされた議論の概要を以下に示す。

○ 原案におけるユーザー要求性能は 29に分類されている。ISO 6241-1984の「Table 1 -
User requirements」では 14 Category、ENの「Basic works requirements」では 7分
類である。これらに倣い、もっと大きな括りでまとめたほうがよいのではないかという意

見が出されたが、3 箇年の調査の継続性を考慮し、当面は 29 分類のままで原案とするこ

ととした。

○ ユーザー要求性能項目の「環境負荷」の分類等については、上の意見とは逆に、もっと

細分化したほうがよいのではないのかという意見があり、建築に対する作用因子として、

インプット(エネルギー、資源、資材)側と、アウトプット(大気、水、熱等)側で細分する

という案が示された。規格原案としては、あまり細かくせず、現状案通りとすることとし

た。

○ JIS原案の表 2は、ユーザー要求性能項目と部位とのマトリクスとなっており、○印が

記入してある。

各部位 WG において、業界団体として○の位置を精査しなければ安易に認め難いもの

となるであろうという意見が出された。これに対し、○印は、当該性能を担保しなければ

ならないという意味ではなく、性能検討時に見落とさず留意するべき項目という意味であ

るという説明がなされた。表 2 の使われ方は、マトリクスにメーカーが縛られるもので

はなく、ユーザー側とメーカー側の意思伝達の契機となるためのチェックリストの位置付

けである。

JIS 原案箇条 6 においては、「○で示されたユーザー要求性能項目を評価対象とするか

否かを決定する。」という記載とした。

○ 上の議論に対し、の○印が規定でなく参考程度のものであるのならば、議論する意味が

ないという意見も出された。規定ではないが、ユーザーやメーカーが、当該部位に当該性

能が要求されることがあるということを認識するために有効であるという説明がなされ

た。

○ JIS原案の表 2について「○印－空欄」を「空欄－×印」に変更してはどうかという案
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が出たが、×印を付すことは、当該部位に当該性能が要求されることがあり得ないことを

規格で認めることとなり、不適切であるという結論となった。

○ JIS 原案の表 3 の代用特性の例については、部位別の WG において専門的な指摘があ

り、最終原案に反映した。また「石綿含有率」は新たに製造される製品ではあり得ない特

性ということで削除した。

３.４.３ その他の検討

○ JIS 原案の当初段階では、タイトルを「建築物の部位別性能評価方法」としており、そ

の他に「評価手法」、「評価手順」という対案があった。しかしこれらの内容は、部位ご

と、構法ごと、要求性能ごとに独立した別規格で定められるものであり、この規格で規定

しようとしている内容を的確に表す表現として、「記述方法」とすることとした。また必

ずしも「部位別」の性能記述となるとは限らないため「部位の」に改めた。最終的な JIS
原案のタイトルは「建築の部位の性能記述方法」とした。

○ 規格の適用範囲として、部位に限らず、「空間として評価する必要のある性能の記述方

法」は対象外とする旨が確認され、規格原案に記載した。また、建築物の構造耐力に関す

る性能の記述方法を対象外とする意見も出されたが、建築基準法等の強制法規とここでの

性能記述は独立のものであるため、除外しないこととした。
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第４章 建築物の部位別性能記述方法に準拠した製品 JISの作成方法 
  
本事業で作成した標準仕様書（TS）案を4.1に、その解説を4.2に示す。 

 ３章で示した規格との関係を含め、この案がTSとなるか、附属書となるかは来年度の検討による。 
 
４．１ TS原案 

 
標準仕様書（TS）（案）      TS 

 X XXXX：0000 

建築物の部位の性能記述方法による 

解説的な規格作成の手順 

 
序文 この標準仕様書（TS）は，建築で使用する部品，部材，材料の製品規格及び関連する試験・分析・計算・仕様等

の方法規格の制定・改正時に，建築物の部位別性能に関連する記述方法を追加することにより，規格の容易な理解，規

格相互の容易な比較等を実現することを目的とし，補足するもので，規定の一部ではない。 

 

1．適用範囲 

この標準仕様書は，建築で使用する部品，部材，材料の製品規格及び関連する試験・分析・計算・仕様等の方法規格

を定めた規格の作成および改訂にあたって，建築物の部位別性能に関する記述を行う場合に検討すべき内容やその手順，

および，それらの結果の記述方法について規定する。 

 

2．引用規格 

次に掲げる規格類は，この標準仕様書(TS)に引用されることによって，この標準仕様書(TS)の規定の一部を構成する。

これらの引用規格類のうちで，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その後の改正版（追補を含む。）

は適用しない。西暦年の付記がない引用規格類は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS A XXXX：201X  

JIS X XXXX：XXXX 

 

3．用語及び定義 

この標準仕様書(TS)で用いる主な用語及び定義は，JIS Z 8002，JIS Z 8301，JIS A ○○によるほか，次による。（以

下省略） 

 

4．一般事項 

建築関連規格（以下「関連規格」という。）の記述に当たっては，次の事項を満たすよう努力しなければならない。 

現状の関連規格においては，定められている性能項目や試験方法の規定項目の目的が必ずしも明確でない場合が多い。

また，類似の使用方法が想定される規格間で，示されている特性は同じであっても，試験方法が異なるため，ユーザー

が性能比較を行うことが難しいものも少なくない。以下の事項は，このような状況を改善することを目的として記述す
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る。 

a) 製品規格にあっては，品質確保のための特性又は要求事項(以下「特性」という。)を示す目的を，その経緯も含

め解説に示す。 

b) 製品規格にあっては，品質確保のための特性に関連する試験方法を，類似の使用方法が想定される製品群と同一

の試験方法規格に適合するようにするか，又は比較可能な変換値の求め方を示すこととし，これ以外の場合には，

その理由を解説に示す。 

c) 製品規格にあっては，品質確保のための特性が，部位別性能確保のための特性である場合は，その旨を当該規格

の附属書に明示する。 

d) 製品規格にあっては，部位別性能確保のための特性が規格本文に示される場合には，c) の場合も含め，類似の使

用方法が想定される製品群と同一の方法規格に適合するようするか，又は比較可能な変換値の求め方を示すこと

とし，これ以外の場合には，その理由を附属書または解説に明示す。 

e) 方法規格にあっては，制定された目的を，その経緯も含め解説に示す。 

 

5．部位・工法別性能評価項目の作成 

部位・工法別性能評価項目を，次の方法で作成することとする。 

a) 当該製品で使用される，または，当該方法規格で対象とすることが想定される部位および工法を定める。 

b) 部位を想定する場合は，原則として JISAXXXX の表 1 を参照するが，該当する部位が存在しない場合には，新

たに設定する。 

c) 想定された部位・工法において求められる性能の項目（ユーザー要求項目），または対象とする性能項目（ユー

ザー要求項目）を定める。同時に，具体的な要求性能（代用特性），物理的又は化学的性質及びその単位を可能

な限り定める。ユーザー要求項目，具体的な要求性能（代用特性），物理的又は化学的性質及びその単位につい

ては，JISAXXXXの表2，表3を参照する。ただし，該当するものが存在しない場合には，新たに記述する。 

d) 前述 c) に対する性能評価方法が存在する場合には，可能な限り記述する。この場合，性能評価方法が規格又は

法令で規定されたものでない場合であっても，ユーザーにとって有意義と判断されるものにあっては，情報提供

の意味合いから可能な限り記述することが望ましい。 

e) 部位・工法別性能評価項目は，規格毎に記述する。ただし，製品規格において，同様の工法で代替可能な製品等

が他にも存在する場合には，それらの製品群毎に定めることが望ましい。 

 

6．製品特性との照合 

箇条5．で作成した部位別・工法別性能評価項目に関連する特性を規定する。また，ここで示された特性の試験方法

を同時に明確にし，箇条 7．に示す方法によって記述する。ただし，部位別・工法別性能評価項目によっては対応する

特性が存在しない場合や，特性は存在するが試験方法等が存在しない場合が想定される。この場合も，箇条 7．に示す

方法によって，その旨を記述する。 

 

7．記述方法 

7.1 品質確保のための特性の記述 

製品規格における品質確保のための特性及び関連する試験方法等は，当該規格本文に基づく。 

7.2 想定される部位・工法の記述 

5．で定めた部位・工法については，附属書に記述する。ただし，従来より規格本文に規定されている場合を除く。

工法は，原則として具体的に記述するが，一般化されている工法名が存在する場合にはそれを記述(又は明示)する。ま

た工法の記述については，可能な限り現状を反映することとする。 
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7.3 部位・工法別性能評価項目と部位別性能確保のための特性の記述 

製品規格における部位性能確保のための特性については，部位・工法別性能評価項目との対応を，次の方法で附属書

に記述する。方法規格においては，対象となる部位・工法別性能評価項目について，次の a)～c)を参考に，同様に記述

する。 

a) 想定された部位・工法毎に求められる性能の項目（ユーザー要求項目）を示す。ユーザー要求項目を新たに設定

した場合には，その項目は表の最後に記述する。 

b) 前述 a) に対する具体的な要求性能（代用特性）を示し，可能であれば物理的又は化学的性質の単位を記述する。

また，評価方法が明らかな場合には，それも同時に記述する。その際には，規格や法令で規定されている有効な

評価方法が存在する場合のみならず，それ以外のものであっても，情報提供のためにそれらを記述することがで

きる。 

c) 前述 b) に関連する当該規格の特性を規定する。要求性能（代用特性）と特性の関連については，必要に応じて

記述する。 

d) 特性値データの入手の可能性について，可能な限り記述する。その際には，規格や法令で規定されている有効な

試験方法等が存在する場合のみならず，それ以外のものであっても，情報提供のためにそれらを記述することが

できる。入手の可能性については，表１の表示例を参照に記述する。 

e) 表示は表 2 に示す表構成で行う。表 2 は，部位毎または工法毎で表示することを原則とするが，可能であれば，

まとめて記述することができる。  

 

表１ 特性(又は要求事項)データの入手の可能性についての表示例 

項 目 対応状況 

必須項目 「品質確保及び部位別性能確保のための特性値(又は要求事項：以下同様)」が存在し，当該規

格の表示事項の必須項目として規定されている。 
選択項目 「品質確保及び部位別性能確保のための特性値」が存在し，当該規格の表示事項の選択項目と

して規定されている。 
情報提供が容易な

項目 
「部位別性能確保のための特性値」が存在し，かつ，試験方法等（規格，仕様書又は団体規格

として共通化されているものに限る）が存在し，カタログ等で情報が提供または提供可能な項

目。 
情報提供が可能な

項目 
「部位別性能確保のための特性値」が存在し，かつ，試験方法等（規格，仕様書又は団体規格

として共通化されているものに限る）が存在し，場合によっては情報提供が可能な項目。 
情報提供が困難な

項目 
「部位別性能確保のための特性値」が存在し，かつ，試験方法等（規格,仕様書又は団体規格で

共通化されているものの他，未だ規格等には制定されていないが有効な試験方法等が明かな場

合を含む）は存在するが，現段階ではほとんど情報提供が困難な項目。 
部位評価方法が有

る場合 
「部位別性能確保のための特性値」が存在するが，有効な試験方法等は存在しない。（ただし，

部位としての試験方法等の評価方法（法令，規格，仕様書又は団体規格で共通化されているも

のに限る）が存在する。 
部位評価方法が無

い場合 
 

「部位別性能確保のための特性値」が存在するが，有効な試験方法等は存在しない。（また，部

位としての試験方法等の評価方法（法令，規格，仕様書又は団体規格で共通化されているもの

に限る）も存在しない。 
特性値は無いが部

位評価方法は有る

場合 

「部位別性能確保のための特性値」が存在しない。（ただし，部位としての試験方法等の評価方

法（法令，規格，仕様書又は団体規格で共通化されているものに限る）が存在する。 

特性値及び部位評

価方法が無い場合 
「部位別性能確保のための特性値」が存在しない。（また，部位としての試験方法等の評価方法

（法令，規格，仕様書又は団体規格で共通化されているものに限る）も存在しない。） 

対応項目がない場

合 
「部位別性能確保のための特性値」が存在するが，材料(又は製品)の組成として自明の特性値

であるため対応しない。 
その他 上記以外。（欄外に，具体的な対応状況を記述すること。） 

 ※試験方法等：試験・分析・計算・仕様により対象とする特性を明らかにすることが可能な方法 
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表 2  表示の構成 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

ユーザー 

要求項目 

部位のユーザー 

要求項目 

当該工法の 

ユーザー要求項目 

代用特性 

及び評価方法 

製品の特性値 

及び試験方法等 

⑤の対応状況 

 

・JISAXXXXの表2

で示される要求性

能項目に新たに付

け加える場合には，

表の最後に記述す

る。 

○の有無で示す。 

○ の 有 無 は

JISAXXXX の表 2

による。 

●の有無で示す。 

前欄で○が付いて

いるが，本欄で●が

付かない場合は－

とする。 

・該当するものがあ

る場合は記述 

・該当するものがな

い場合は空白 

・該当するものがあ

る場合は記述 

・該当するものがな

い場合は空白 

表１による。 
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４．２ TS原案の解説 

 4.1で示したTS原案では、その趣旨や具体的な事例について示すことができない。そこで、本項で具体的な解

説を示すこととする。 
本項で述べる内容は、来年度以降、4.1に示した案が予定通りTSとして整備される場合には、その解説や附属

書として位置付けることになるが、JISAXXXXの附属書と位置付けられる場合には、社団法人日本建材・住宅設

備産業協会にてガイドラインとして整備することになる可能性が高い。 
 
序文 この参考，本体の規定に関連する事項は，建築で使用する部品，部材，材料の製品規格及び関連する試験・分析・

計算・仕様等の方法規格の制定・改正時に，建築物の部位別性能に関連する記述方法を追加することにより，規格の容

易な理解，規格相互の容易な比較等を実現することを目的とし，補足するもので，規定の一部ではない。 

 
 JIS 規格が本来もつ品質管理等の役割は、非常に重要なものであり、本 TS はこの役割を否定するものではな

い。JIS 規格は元来、適切な品質管理を実施できる認定制度を基本として発展してきたものであるため、必ずし

も建築上想定されるユーザーニーズや建築基準法で最低基準として求められる品質性能に関する事項で構成され

てはいない。 
 本TSでは、これらのJIS規格の経緯を尊重しつつ、業界の発展のため、これからの規格のあり方を構築して

いくための方針を示しており、建築材料の製品規格および建築で使用する部品、部材、材料に関する試験方法等

を定めた方法規格（以下、方法規格）の作成者等を対象としている。 
 最終的な目的は、エンドユーザーおよび設計者、施工者等の中間ユーザーに性能を「わかりやすく」示し、理

解を得ることで、業界全体の効率化を進めることにある。 
このような変化を生み出すことは、製造者側からみてもメリットがあると言える。 

 
〈1．～3．は省略〉 

4．一般事項 

建築関連規格（以下「関連規格」という。）の記述に当たっては，次の事項を満たすよう努力しなければならない。 

現状の関連規格においては，定められている性能項目や試験方法の規定項目の目的が必ずしも明確でない場合が多い。

また，類似の使用方法が想定される規格間で，示されている特性は同じであっても，試験方法が異なるため，ユーザー

が性能比較を行うことが難しいものも少なくない。以下の事項は，このような状況を改善することを目的として記述す

る。 

a) 製品規格にあっては，品質確保のための特性又は要求事項(以下「特性」という。)を示す目的を，その経緯も含め

解説に示す。 

b) 製品規格にあっては，品質確保のための特性に関連する試験方法を，類似の使用方法が想定される製品群と同一の

試験方法規格に適合するようにするか，又は比較可能な変換値の求め方を示すこととし，これ以外の場合には，

その理由を解説に示す。 

c) 製品規格にあっては，品質確保のための特性が，部位別性能確保のための特性である場合は，その旨を当該規格の

附属書に明示する。 

d) 製品規格にあっては，部位別性能確保のための特性が規格本文に示される場合には，c) の場合も含め，類似の使

用方法が想定される製品群と同一の方法規格に適合するようするか，又は比較可能な変換値の求め方を示すこと

とし，これ以外の場合には，その理由を附属書または解説に明示す。 

e) 方法規格にあっては，制定された目的を，その経緯も含め解説に示す。 
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一般事項においては、現状の製品規格において示されている「品質確保のための特性」と、新たに記述される

ことを求める「部位別性能確保のための特性」について、それを示すための試験方法も含め、記述方法を示して

いる。 
 歴史が長い製品においては、主たる使用方法が当初と異なり、従来からの「品質確保のための特性」の確認試

験の当初の目的がごく一部の高齢の関係者しか知り得ないという状況が多々生じていることが本事業の調査でも

明かとなった。また、代替可能な類似の製品間で、同様の代用特性が似通ってはいるが異なる試験方法において

確認されている例が多数存在することも明かとなった。 
今後、ユーザーにとって有用である「部位別性能確保のための特性」を示すことにより、製品規格がよりユー

ザーの目に触れやすくなる可能性が高く、上記のような状況は、ユーザーにとっては理解しがたく、混乱を招く

ことになる。そこで、ここでは、「品質確保のための特性」について、なぜその試験が必要なのか等についての経

緯を解説書に示すことを求めている。また、類似の試験方法ではあるが、同一ではないため比較ができない特性

については、可能な限り試験方法を統一する方向で調整を行い、それでもなお統一が不可能な場合には、変換値

の求め方を示すことを求めている。製品の特性上、どちらも対応できない場合については、その理由を解説書に

明示することを求めている。 
6．以降で、今回新たに製品規格の附属書に記述することを求めている「部位別性能確保のための特性」につ

いては、それが製品規格本文に記述されている「品質確保のための特性」と重複する場合にも、製品規格の附属

書に記述することを求めている。また、「部位別性能確保のための特性」が「品質確保のための特性」とは異なる

場合でも、例外的に製品規格本文に記述されている場合もあるが、どちらにせよ、「部位別性能確保のための特性」

が製品規格の本文に記述される場合には、試験方法を可能な限り統一する方向で調整を行い、それでもなお統一

が不可能な場合には、変換値の求め方を示し、製品の特性上、どちらも対応できない場合については、その理由

を解説書に明示することを求めている。 
方法規格については、試験の目的や対象とする製品範囲等について、その経緯も含め解説書に示すことを求め

ている。 
「品質確保のための特性」と、新たに記述されることを求める「部位別性能確保のための特性」の一般的な係

は、図4.2.1による。 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図4.2.1 製品規格にみる特性の構成 
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5．部位・工法別性能評価項目の作成 

部位・工法別性能評価項目を，次の方法で作成することとする。 

a) 当該製品で使用される，または，当該方法規格で対象とすることが想定される部位および工法を定める。 

b) 部位を想定する場合は，原則として JISAXXXX の表 1を参照するが，該当する部位が存在しない場合には，新た

に設定する。 

c) 想定された部位・工法において求められる性能の項目（ユーザー要求項目），または対象とする性能項目（ユーザ

ー要求項目）を定める。同時に，具体的な要求性能（代用特性），物理的又は化学的性質及びその単位を可能な限

り定める。ユーザー要求項目，具体的な要求性能（代用特性），物理的又は化学的性質及びその単位については，

JISAXXXXの表2，表3を参照する。ただし，該当するものが存在しない場合には，新たに記述する。 

d) 前述 c) に対する性能評価方法が存在する場合には，可能な限り記述する。この場合，性能評価方法が規格又は法

令で規定されたものでない場合であっても，ユーザーにとって有意義と判断されるものにあっては，情報提供の

意味合いから可能な限り記述することが望ましい。 

e) 部位・工法別性能評価項目は，規格毎に記述する。ただし，製品規格において，同様の工法で代替可能な製品等が

他にも存在する場合には，それらの製品群毎に定めることが望ましい。 

 
 
製品の「部位別性能確保のための特性」を明確にする手順の第一が2．である。 

 まずは、想定する部位と部位に対する要求項目、想定する工法と工法に対する要求項目を示し、代用特性、可

能な場合にはその性能評価方法を明確にする。その際、部位および部位に対する要求項目については、JISAXXXX
の表1、2を参照することになるが、該当するものが無い場合は、新たに設定する。また、代用特性についても、

JISAXXXXの表3に事例が示されているので、参考とされたい。 
 性能評価方法については、規格や法令で規定されているもの以外にも、学会等で一定の評価を受け運用されて

いるもの、海外の規格を引用したもの等、様々なものが考えられるが、本 TS の目的は、ユーザーへの情報提供

であるため、これらの性能評価方法も可能な限り記述することを求めている。 
 こういった一連の作業は、製品規格の改訂の手順や参加者を考慮すると、製品規格毎に行うことが前提となる

が、可能であれば、同様の工法で代替可能な製品等がある場合、その製品群毎で行うことが望ましい。 
 
 ここでの手順をより詳細に記述すると以下の様になる。 
①部位を想定する。 
 建材が使用される部位を明確にする。部位は、可能な限り JISAXXXX の表 1 から選択することとする。ただ

し、建材によってはこれらに該当する部位が存在しない場合があるので、その場合には独自に設定する必要があ

る。また、ほとんどの建材が、複数の部位に使われると考えられるので、ここでは複数の部位が選択される。 
②部位のユーザー要求項目を引用する。 
 ①で想定した部位のユーザー要求項目を、JISAXXXXの表2から引用する。 
③工法を想定する。 
 想定した各部位で、建材が使用される工法を想定する。 
設計の過程においては、建築物の構造、用途、規模等の条件が明確になり、様々な要求が明確になった段階で工

法が選択されるという手順が踏まれる。候補となる工法は複数存在することが多いが、ここでいう「工法を想定

する」には、こういった設計条件等が含まれていると言える。 
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④ユーザー要求項目から当該工法において求められる項目を選択する。 
 ②で引用したユーザー要求項目を参考に、当該工法において求められる項目を選択するが、その際の考え方は

以下の通りとする。また、設定したいユーザー要求項目が無い場合には、新たに設定する。 
ユーザー要求項目の選択の考え方としては、工法によって「自明な性能」については、あえて示す意味はない。

①でも述べた通り、工法を選択するという行為は、設計条件、つまり、満たすべき要求項目を選択するという行

為を内包しており、そこで認識されている性能（自明な性能）のうち、次の段階（実施設計や具体的な材料選択）

において性能が左右されないものは、ここで選択する意味はない。言い換えれば、工法が選択された場合に、自

動的にクライテリアがある程度予想される性能は、あえて選択しないということである。 
鉄骨造ALC外壁を例に取ると、「音の反射、吸収、流出入および反響を適切に制御できる」というユーザー要

求項目については、もし非常に高い遮音性能が求められる場合、この工法は選択されないと考えられるため、あ

えて選択する必要はない。また、「光を適切に制御できる」という性能求項目についても、光は全く入ってこない

ことが構法の前提となるので、あえて選択されない。 
 ここでいう自明な性能とは、あくまで工法においての自明な性能であり、材料単位の自明な性能については、

ユーザーから求められれば必要となる。このことについては、後述するが、混同しないよう注意が必要である。 
 
⑤選択したユーザー要求項目に合わせて代用特性、性能値を示す値・物理量及び評価方法を整理する。 
 ④で選択されたユーザー要求項目は、様々な部位、工法に適用できるように平易な文章で求められる状態を示

している。ここから、具体的に実験や計算で性能を確保する際には、どういった性能項目で行うかを決める必要

がある。通常は、当該工法が開発される過程において、様々な検討がなされてきているはずなので、それらを整

理することで十分対応が可能であろう。 
 ただし、ここで示す代用特性等は、あくまで工法によるものであり、材料に係るものではないことに注意頂き

たい。また、必ずしも代用特性や物性値が明らかであるものばかりでないことにも留意願いたい。求められては

いるが知見がないものも当然存在するが、今後、社会情勢によっては必要となる可能性もある。こういった点に

ついても、整理し、認識しておくことが望ましい。 
 また、可能な限り評価方法についての情報も整理しておくことも求められる。 
 
6．製品特性との照合 

箇条5．で作成した部位別・工法別性能評価項目に関連する特性を規定する。また，ここで示された特性の試験方法を

同時に明確にし，箇条7．に示す方法によって記述する。ただし，部位別・工法別性能評価項目によっては対応する特性

が存在しない場合や，特性は存在するが試験方法等が存在しない場合が想定される。この場合も，箇条7．に示す方法に

よって，その旨を記述する。 

 
 工法を想定した部位の代用特性や評価方法の整理までが終了したら、製品特性との関連付けが必要となる。 
ただし、想定される部位・工法の代用特性において、当該製品の特性が性能を担保する役割を果たしていない、

または、役割はあるが、それを確認する試験方法が存在しない場合等が想定される。これらを含めて、記述方法

については、7．に示すことになる。 
 
 ここでの手順は以下の様になる。 
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①工法に対するユーザー要求項目のうち、当該製品が担保している性能について整理する。 
前の手順で作成した工法に対するユーザー要求項目の代用特性のうち、製品選択によって性能が異なるものが

検討対象となる。そのため、当該製品が工法に対するユーザー要求項目およびその代用特性のどの部分に、どの

ような形で担保もしくは関与しているのかを整理する必要がある。 
担保、関与の仕方としては、以下のパターンが存在する。 

・単一の材料で担保される性能 
・複数の材料で担保される性能 
・構成される要素全てで担保される性能 
 理論上、建築物においては「単一の材料で担保される性能」は存在しないとも言えるが、ここでの意味は、実

施設計や材料選択という行為において、各性能を考える際に特に注意を払う必要のある製品であるという程度の

ものである。同一の性能であっても評価方法によって、上の分類は異なることがあり、厳密に実施しようとする

と難しいが、単に当該製品が分担している性能を見逃さないことが目的であるため、ここでの分類を厳密にする

必要はない。 
ただし、ここでの検討において、設計内容および施工の精度などで大きく性能が左右されるものについては、

別途、その部分の注意喚起方法が十分かどうか、検討を行う必要があろう。 
 
②当該製品に要求される特性を明確にする。 
 当該製品に明示されることが要求される特性について整理する。ここの整理では、工法の代用特性から材料の

特性に落とし込みを行う。 
 ここの落し込みには、直接的なものから、間接的なものまで様々存在する。直接的な特性値としては、熱的な

性能に関係する特性値として熱伝導率が挙げられよう。間接的な特性値としては、防火や構造に関係するものと

して密度などが挙げられよう。後者については、組成上ある一定の性能が認められると確認された上で、同一の

組成であれば密度と厚さで特性値がある程度予想できると考えられるような場面もある。 
また、密度という物理量と強度や釘の保持力との関係性が明確な材料がある場合、密度が間接的に部位の強度

や構造的な性能に関係することも考えられる。 
 後者の間接的な特性値については、当該製品がどのような工法にどのような目的で使用されているかによって

も内容が異なる。当該製品の使用方法は、ごく一般的な工法から、工法設計者が大臣認定等の取得した工法まで、

様々なレベルがあり、材料メーカーがそれらの情報をもれなく入手するのは難しい。しかし、例えば、大臣認定

を受けている仕様を参考にするなどで、かなりの部分はカバーが可能であると思われるため、住宅メーカー等に

確認することも有効な情報収集の手段であろう。 
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7．記述方法 

7.1 品質確保のための特性の記述 

製品規格における品質確保のための特性及び関連する試験方法等は，当該規格本文に基づく。 

7.2 想定される部位・工法の記述 

5．で定めた部位・工法については，附属書に記述する。ただし，従来より規格本文に規定されている場合を除く。工

法は，原則として具体的に記述するが，一般化されている工法名が存在する場合にはそれを記述(又は明示)する。また工

法の記述については，可能な限り現状を反映することとする。 

7.3 部位・工法別性能評価項目と部位別性能確保のための特性の記述 

製品規格における部位性能確保のための特性については，部位・工法別性能評価項目との対応を，次の方法で附属書

に記述する。方法規格においては，対象となる部位・工法別性能評価項目について，次の a)～c)を参考に，同様に記述す

る。 

a) 想定された部位・工法毎に求められる性能の項目（ユーザー要求項目）を示す。ユーザー要求項目を新たに設定し

た場合には，その項目は表の最後に記述する。 

b) 前述 a) に対する具体的な要求性能（代用特性）を示し，可能であれば物理的又は化学的性質の単位を記述する。

また，評価方法が明らかな場合には，それも同時に記述する。その際には，規格や法令で規定されている有効な評

価方法が存在する場合のみならず，それ以外のものであっても，情報提供のためにそれらを記述することができる。 

c) 前述 b) に関連する当該規格の特性を規定する。要求性能（代用特性）と特性の関連については，必要に応じて記

述する。 

d) 特性値データの入手の可能性について，可能な限り記述する。その際には，規格や法令で規定されている有効な試

験方法等が存在する場合のみならず，それ以外のものであっても，情報提供のためにそれらを記述することができ

る。入手の可能性については，表１の表示例を参照に記述する。 

e) 表示は表2に示す表構成で行う。表2は，部位毎または工法毎で表示することを原則とするが，可能であれば，ま

とめて記述することができる。  

 

（表1および表2は省略） 

 

 
7．では、「品質確保のための特性」と「部位別性能表示のための特性」の記述方法を述べている。前者は、従

来からの規格内容であるため、4．で示した対応をした上で、従来通りの記述とすることが7.1にて示されている。 
 7.2以降は、6．で行った作業の内容を当該製品の附属書への記述する方法を示している。 
 想定される部位・工法の記述については、JASS 等で一般化されている工法名がある際には、それを使用する

ことが可能であるが、そのような例は少ないと思われ、不用意に工法名を設定することで混乱を招く恐れもある。

そこで、的確に工法を表す具体的な文章で示すことを求めている。また、工法によっては、過去に主流であった

が、現在はほとんど採用されていないというものも存在する。このようなものは、過去の経緯があるため、他の

公的仕様書等では削除されることが少ない。しかし、本 TS の目的がユーザーへの情報提供であることを考える

と、そのような情報もいち早く取り入れ、工法を削除する、または、現状を記述するなどの対応を行うことが望

ましい。 
 7.3 では、当該製品規格の附属書に記載する記述リストについて枠組みを示し、リストの全体像は表２に示し

ている。以下、表２の各欄について解説する。 
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①ユーザー要求項目 
これは、JISAXXXX の表 2 を引用し全てを記述する。新たに設定する場合には、その内容に関わらずリスト

の最後に追記する。これは、他の製品規格との比較等を行う際に、追記されたものが何なのかをすぐに探し出せ

るようにするためである。 
②部位のユーザー要求項目 
これも、JISAXXXX の表 2 をそのまま引用し○を記述する。③において当該工法における要求項目を選択す

るベースとなるので、そのまま引用する。 
③当該工法に要求される性能 
 当該工法に要求される性能について有無を●で示すが、②で○が付いているが当該工法において要求されない

項目もあるため、その場合には－を記す。 
④代用特性および評価方法 
 部位、工法として、要求される性能を示すための代用特性を記述する。また可能であれば、その評価方法も記

述する。ここで示すものは、あくまで部位についてのものであって、当該製品のものでないことに注意が必要。 
⑤製品の特性値及び試験方法等 
 3．で作業を行った結果である製品の特性値およびその試験方法を記述する。前にも述べた通り、想定される

部位・工法の代用特性に対して、当該製品の特性が性能を担保する役割を果たしていない、または、役割はある

がそれを確認する試験方法が存在しない場合が想定されるが、このような場合には、記述せず空欄とする。 
また、部位・工法の代用特性と製品の特性値の間に解説が必要なものがある場合には、それを同様に記述する。 

⑥⑤の対応状況 
 ⑤で示した当該製品の特性値の入手のしやすさについて記述する。その入手のしやすさには様々なレベルがあ

ると考えられるが、表１の凡例を用いて記述する。 
最も簡単なものは、当該製品規格で示されている例であるが、それ以外にも、カタログなどに掲載する等の対

応とするのか、問い合わせがあった場合に答えられるようにしておくといった整理を行う必要が生じるだろう。

また、4．で述べた通り、当該製品規格で示されているとしても、その試験方法が、本当に求められる性能を示

すための試験なのかどうかを再度確認する必要があろう。 
 あまり実例は多くないが、ユーザーから求められているにもかかわらず、専門家であれば当該材料が持つ自明

の性能と判断できるため、規格等で示されていない特性がないかについては、注意する必要がある。例えば、組

成上全くホルムアルデヒドを発散しない建材であっても、ある工法で使用される場合、同時に使用される他の材

料ではそれについての性能が示されていること等から、ユーザーとしては発散しないことの確認を当該製品にも

求めるような場合がある。また、組成として明らかに防水性を持つ材料の場合、防水性能を確認する試験を行っ

てない場合があり、他の代替可能な材料との比較ができないという事態が生じる。これらは、材料の専門家の間

では当たり前のことであろうが、ユーザー側から見た場合、必ずしもわかりやすい記述とはならないため、注意

が必要である。（表１の状況について、それぞれ詳しく解説するか？） 
 以上は、製品規格における記述方法であるが、試験方法や評価方法に関する方法規格についても記述方法を示

している。方法規格は、対象としている工法、材料について示しておく必要がある場合が多いため、それを記述

する。材料や工法を問わずに適用できる評価方法や試験方法が理想ではあるが、現実にはそのようなものは少な

い。したがって、当該評価方法、試験方法が対象とするものを明確にしつつ、その理由をわかりやすく示してお

くことが必要となろう。 
 また類似の評価方法等が存在する場合は、それらの情報についても当該方法規格で記述できれば、ユーザーか

ら見て非常に有効な情報となる。  

－75－



 
 

 
 

４．３ 対象となる製品規格および試験規格のイメージ 

 
 本 TS の対象範囲となるのは、建築で使用する部品、部材、材料の製品規格と、それに関連する試験・分析・

計算・仕様等の方法規格である。前者については、製品か原材料かという区分けで考える必要があろう。この区

分けは、製品規格毎に設定可能であるが、ここでは基本的な考え方を示しておく。例えば、塗料の場合、ある部

品を製品製造者が工場塗装を行うのならば、塗料は原材料となるが、建設現場に持ち込まれ現場塗装が行われる

場合には製品となる。言い換えれば、製品製造者は本規格でいうユーザーではないと考えると、ユーザーが使用

するものを製品と考えることができる。つまり、原材料の場合は、製品製造者と原材料製造者の間で、専門家同

士の契約が成立するため、本規格が対象とするユーザー要求とは異なると考えられる。 
  
 次頁から、対象となりえる製品規格および方法規格の一覧表（表4.3.1）を参考のために示した。これは、財団

法人日本規格協会のWebStorにおいて「土木および建築」に分類されている規格を全てリスト化したものである。

ただし、土工機械は除いている。 
また、この一覧表には、建築基準法の政令、告示、住宅支援機構の軸組仕様書、省エネ法の告示、公共工事標

準仕様書（建築）において引用されている規格について右欄で○を付している。改訂の際には、こういった仕様

書への引用がなされていることを十分留意して頂きたい。 
※表4.3.1は、平成１９年度のFSにおいて作成したものであり、内容は、当時のものであることに留意頂きたい。 
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0
0
2

コ
ン

ク
リ

ー
ト

か
ら

の
コ

ア
の

採
取

方
法

及
び

圧
縮

強
度

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法
〇

〇

J
IS

 A
 1

1
0
8
:2

0
0
6

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
圧

縮
強

度
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法
〇

〇

J
IS

 A
 1

1
0
9
:2

0
0
6

細
骨

材
の

密
度

及
び

吸
水

率
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

1
1
0
:2

0
0
6

粗
骨

材
の

密
度

及
び

吸
水

率
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

1
1
1
:2

0
0
1

細
骨

材
の

表
面

水
率

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
1
2
:2

0
0
3

フ
レ

ッ
シ

ュ
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

洗
い

分
析

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
1
3
:2

0
0
6

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
割

裂
引

張
強

度
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法
J
IS

 A
 1

1
1
3
:2

0
0
6

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
割

裂
引

張
強

度
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
1
4
:2

0
0
2

コ
ン

ク
リ

ー
ト

か
ら

の
角

柱
供

試
体

の
採

取
方

法
及

び
強

度
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
1
5
:2

0
0
5

フ
レ

ッ
シ

ュ
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

試
料

採
取

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
1
6
:2

0
0
5

フ
レ

ッ
シ

ュ
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

単
位

容
積

質
量

試
験

方
法

及
び

空
気

量
の

質
量

に
よ

る
試

験
方

法
（
質

量
方

法
）

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法
〇

〇

J
IS

 A
 1

1
1
8
:1

9
9
7

フ
レ

ッ
シ

ュ
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

空
気

量
の

容
積

に
よ

る
試

験
方

法
（
容

積
方

法
）

〇
〇

J
IS

 A
 1

1
1
9
:2

0
0
5

ミ
キ

サ
で

練
り

混
ぜ

た
コ

ン
ク

リ
ー

ト
中

の
モ

ル
タ

ル
の

差
及

び
粗

骨
材

量
の

差
の

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
2
1
:2

0
0
1

ロ
サ

ン
ゼ

ル
ス

試
験

機
に

よ
る

粗
骨

材
の

す
り

へ
り

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
2
2
:2

0
0
5

硫
酸

ナ
ト

リ
ウ

ム
に

よ
る

骨
材

の
安

定
性

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
2
3
:2

0
0
3

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
ブ

リ
ー

デ
ィ

ン
グ

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
2
5
:2

0
0
1

骨
材

の
含

水
率

試
験

方
法

及
び

含
水

率
に

基
づ

く
表

面
水

率
の

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
2
6
:2

0
0
1

ひ
っ

か
き

硬
さ

に
よ

る
粗

骨
材

中
の

軟
石

量
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
2
7
:2

0
0
1

共
鳴

振
動

に
よ

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

動
弾

性
係

数
，

動
せ

ん
断

弾
性

係
数

及
び

動
ポ

ア
ソ

ン
比

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
2
8
:2

0
0
5

フ
レ

ッ
シ

ュ
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

空
気

量
の

圧
力

に
よ

る
試

験
方

法
－

空
気

室
圧

力
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法
〇

〇

J
IS

 A
 1

1
2
9
-
1
:2

0
0
1

モ
ル

タ
ル

及
び

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
長

さ
変

化
試

験
方

法
　

―
　

第
１

部
：
コ

ン
パ

レ
ー

タ
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
2
9
-
2
:2

0
0
1

モ
ル

タ
ル

及
び

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
長

さ
変

化
試

験
方

法
　

―
　

第
２

部
：
コ

ン
タ

ク
ト

ゲ
ー

ジ
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
2
9
-
3
:2

0
0
1

モ
ル

タ
ル

及
び

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
長

さ
変

化
試

験
方

法
　

―
　

第
３

部
：
ダ

イ
ヤ

ル
ゲ

ー
ジ

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
3
2
:2

0
0
6

コ
ン

ク
リ

ー
ト

強
度

試
験

用
供

試
体

の
作

り
方

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

1
3
4
:2

0
0
6

構
造

用
軽

量
細

骨
材

の
密

度
及

び
吸

水
率

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
3
5
:2

0
0
6

構
造

用
軽

量
粗

骨
材

の
密

度
及

び
吸

水
率

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
3
6
:1

9
9
3

遠
心

力
締

固
め

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
圧

縮
強

度
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
3
7
:2

0
0
5

骨
材

中
に

含
ま

れ
る

粘
土

塊
量

の
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
3
8
:2

0
0
5

試
験

室
に

お
け

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

作
り

方
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
4
1
:2

0
0
1

骨
材

中
の

密
度

１
．

９
５

ｇ
／

ｃ
ｍ

＊
３

の
液

体
に

浮
く
粒

子
の

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
4
2
:2

0
0
1

有
機

不
純

物
を

含
む

細
骨

材
の

モ
ル

タ
ル

の
圧

縮
強

度
に

よ
る

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
4
3
:2

0
0
1

軽
量

粗
骨

材
の

浮
粒

率
の

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
4
4
:2

0
0
1

フ
レ

ッ
シ

ュ
コ

ン
ク

リ
ー

ト
中

の
水

の
塩

化
物

イ
オ

ン
濃

度
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
4
5
:2

0
0
1

骨
材

の
ア

ル
カ

リ
シ

リ
カ

反
応

性
試

験
方

法
（
化

学
法

）
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
4
6
:2

0
0
1

骨
材

の
ア

ル
カ

リ
シ

リ
カ

反
応

性
試

験
方

法
（
モ

ル
タ

ル
バ

ー
法

）
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

－77－



表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
2
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 A
 1

1
4
7
:2

0
0
1

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
凝

結
時

間
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
4
8
:2

0
0
1

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
凍

結
融

解
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
4
9
:2

0
0
1

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
静

弾
性

係
数

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
5
0
:2

0
0
1

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
ス

ラ
ン

プ
フ

ロ
ー

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
5
1
:2

0
0
2

拘
束

さ
れ

た
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

乾
燥

収
縮

ひ
び

割
れ

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
5
2
:2

0
0
2

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
中

性
化

深
さ

の
測

定
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
5
3
:2

0
0
3

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
促

進
中

性
化

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
5
4
:2

0
0
3

硬
化

コ
ン

ク
リ

ー
ト

中
に

含
ま

れ
る

塩
化

物
イ

オ
ン

の
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
5
5
:2

0
0
3

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
反

発
度

の
測

定
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
5
6
:2

0
0
6

フ
レ

ッ
シ

ュ
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

温
度

測
定

方
法

J
IS

 A
 1

1
6
1
:1

9
9
4

気
泡

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
か

さ
比

重
，

含
水

率
，

吸
水

率
及

び
圧

縮
強

度
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
6
2
:1

9
7
3

気
ほ

う
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

長
さ

変
化

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

1
7
1
:2

0
0
0

ポ
リ

マ
ー

セ
メ

ン
ト

モ
ル

タ
ル

の
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
8
1
:2

0
0
5

レ
ジ

ン
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
9
1
:2

0
0
4

コ
ン

ク
リ

ー
ト

補
強

用
連

続
繊

維
シ

ー
ト

の
引

張
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
9
2
:2

0
0
5

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
連

続
繊

維
補

強
材

の
引

張
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

1
9
3
:2

0
0
5

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
連

続
繊

維
補

強
材

の
耐

ア
ル

カ
リ

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

2
0
1
:2

0
0
0

土
質

試
験

の
た

め
の

乱
し

た
土

の
試

料
調

製
方

法

J
IS

 A
 1

2
0
2
:1

9
9
9

土
粒

子
の

密
度

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

2
0
3
:1

9
9
9

土
の

含
水

比
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

2
0
4
:2

0
0
0

土
の

粒
度

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

2
0
5
:1

9
9
9

土
の

液
性

限
界

・
塑

性
限

界
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

2
0
9
:2

0
0
0

土
の

収
縮

定
数

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

2
1
0
:1

9
9
9

突
固

め
に

よ
る

土
の

締
固

め
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

2
1
1
:1

9
9
8

Ｃ
Ｂ

Ｒ
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

2
1
4
:2

0
0
1

砂
置

換
法

に
よ

る
土

の
密

度
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

2
1
5
:2

0
0
1

道
路

の
平

板
載

荷
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

2
1
6
:1

9
9
8

土
の

一
軸

圧
縮

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

2
1
7
:2

0
0
0

土
の

段
階

載
荷

に
よ

る
圧

密
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

2
1
8
:1

9
9
8

土
の

透
水

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

2
1
9
:2

0
0
1

標
準

貫
入

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

2
2
0
:2

0
0
1

オ
ラ

ン
ダ

式
二

重
管

コ
ー

ン
貫

入
試

験
方

法
J
IS

 A
 1

2
2
0
:2

0
0
1

オ
ラ

ン
ダ

式
二

重
管

コ
ー

ン
貫

入
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

2
2
1
:2

0
0
2

ス
ウ

ェ
ー

デ
ン

式
サ

ウ
ン

デ
ィ

ン
グ

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

2
2
2
:2

0
0
1

現
場

Ｃ
Ｂ

Ｒ
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

2
2
3
:2

0
0
0

土
の

細
粒

分
含

有
率

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

2
2
4
:2

0
0
0

砂
の

最
小

密
度

・
最

大
密

度
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

2
2
5
:2

0
0
0

土
の

湿
潤

密
度

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

2
2
6
:2

0
0
0

土
の

強
熱

減
量

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

2
2
7
:2

0
0
0

土
の

定
ひ

ず
み

速
度

載
荷

に
よ

る
圧

密
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

2
2
8
:2

0
0
0

締
固

め
た

土
の

コ
ー

ン
指

数
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

3
0
1
:1

9
9
4

建
築

物
の

木
造

部
分

の
防

火
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
防

火
・
耐

火
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

3
0
2
:1

9
9
4

建
築

物
の

不
燃

構
造

部
分

の
防

火
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
防

火
・
耐

火
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

3
0
4
:1

9
9
4

建
築

構
造

部
分

の
耐

火
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
防

火
・
耐

火
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

3
0
6
:1

9
8
3

減
光

法
に

よ
る

煙
濃

度
の

測
定

方
法

J
IS

 A
 1

3
1
1
:1

9
9
4

建
築

用
防

火
戸

の
防

火
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
防

火
・
耐

火
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

3
1
3
:2

0
0
3

防
火

シ
ャ

ッ
タ

ー
の

検
査

標
準

試
験

・
測

定
-
防

火
・
耐

火
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

3
1
4
:1

9
9
2

防
火

ダ
ン

パ
ー

の
防

煙
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
防

火
・
耐

火
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

3
2
1
:1

9
9
4

建
築

物
の

内
装

材
料

及
び

工
法

の
難

燃
性

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
防

火
・
耐

火
試

験
方

法
〇

〇

J
IS

 A
 1

3
2
2
:1

9
6
6

建
築

用
薄

物
材

料
の

難
燃

性
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
防

火
・
耐

火
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

3
2
3
:1

9
9
5

建
築

工
事

用
シ

ー
ト

の
溶

接
及

び
溶

断
火

花
に

対
す

る
難

燃
性

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
防

火
・
耐

火
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

3
2
4
:1

9
9
5

建
築

材
料

の
透

湿
性

測
定

方
法

試
験

・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

3
2
5
:1

9
9
5

建
築

材
料

の
線

膨
張

率
測

定
方

法
試

験
・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
0
0
:1

9
9
8

暖
房

用
自

然
対

流
・
放

射
形

放
熱

器
の

性
能

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

4
0
4
:1

9
9
4

建
築

用
セ

メ
ン

ト
防

水
剤

の
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
セ

メ
ン

ト
及

び
混

和
材

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

4
0
5
:1

9
9
8

音
響

　
―

　
イ

ン
ピ

ー
ダ

ン
ス

管
に

よ
る

吸
音

率
及

び
イ

ン
ピ

ー
ダ

ン
ス

の
測

定
　

―
　

定
在

波
比

法
試

験
・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

J
IS

 A
 1

4
0
6
:1

9
7
4

屋
内

換
気

量
測

定
方

法
（
炭

酸
ガ

ス
法

）
試

験
・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
0
7
:1

9
9
4

床
の

滑
り

試
験

方
法

（
振

子
形

）
試

験
・
測

定
-
そ

の
他

J
IS

 A
 1

4
0
8
:2

0
0
1

建
築

用
ボ

ー
ド

類
の

曲
げ

及
び

衝
撃

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
パ

ネ
ル

・
ボ

ー
ド

類
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
0
9
:1

9
9
8

残
響

室
法

吸
音

率
の

測
定

方
法

試
験

・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

－78－



表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
3
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 A
 1

4
1
2
-
1
:1

9
9
9

熱
絶

縁
材

の
熱

抵
抗

及
び

熱
伝

導
率

の
測

定
方

法
　

―
　

第
１

部
：
保

護
熱

板
法

（
Ｇ

Ｈ
Ｐ

法
）

試
験

・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
1
2
-
2
:1

9
9
9

熱
絶

縁
材

の
熱

抵
抗

及
び

熱
伝

導
率

の
測

定
方

法
　

―
　

第
２

部
：
熱

流
計

法
（
Ｈ

Ｆ
Ｍ

法
）

試
験

・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
1
2
-
3
:1

9
9
9

熱
絶

縁
材

の
熱

抵
抗

及
び

熱
伝

導
率

の
測

定
方

法
　

―
　

第
３

部
：
円

筒
法

試
験

・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
1
4
:1

9
9
4

建
築

用
構

成
材

（
パ

ネ
ル

）
及

び
そ

の
構

造
部

分
の

性
能

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
パ

ネ
ル

・
ボ

ー
ド

類
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

4
1
5
:1

9
9
9

高
分

子
系

建
築

材
料

の
実

験
室

光
源

に
よ

る
暴

露
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
1
6
:2

0
0
0

実
験

室
に

お
け

る
建

築
部

材
の

空
気

音
遮

断
性

能
の

測
定

方
法

試
験

・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

J
IS

 A
 1

4
1
7
:2

0
0
0

建
築

物
の

空
気

音
遮

断
性

能
の

測
定

方
法

試
験

・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

J
IS

 A
 1

4
1
8
-
1
:2

0
0
0

建
築

物
の

床
衝

撃
音

遮
断

性
能

の
測

定
方

法
　

―
　

第
１

部
：
標

準
軽

量
衝

撃
源

に
よ

る
方

法
試

験
・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

J
IS

 A
 1

4
1
8
-
2
:2

0
0
0

建
築

物
の

床
衝

撃
音

遮
断

性
能

の
測

定
方

法
　

―
　

第
２

部
：
標

準
重

量
衝

撃
源

に
よ

る
方

法
試

験
・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

J
IS

 A
 1

4
1
9
-
1
:2

0
0
0

建
築

物
及

び
建

築
部

材
の

遮
音

性
能

の
評

価
方

法
　

―
　

第
１

部
：
空

気
音

遮
断

性
能

試
験

・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

J
IS

 A
 1

4
1
9
-
2
:2

0
0
0

建
築

物
及

び
建

築
部

材
の

遮
音

性
能

の
評

価
方

法
　

―
　

第
２

部
：
床

衝
撃

音
遮

断
性

能
試

験
・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

J
IS

 A
 1

4
2
0
:1

9
9
9

建
築

用
構

成
材

の
断

熱
性

測
定

方
法

　
―

　
校

正
熱

箱
法

及
び

保
護

熱
箱

法
試

験
・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

4
2
2
:1

9
9
3

日
よ

（
除

）
け

の
日

射
遮

へ
い

（
蔽

）
係

数
簡

易
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
2
3
:1

9
8
3

赤
外

線
放

射
温

度
計

に
よ

る
放

射
率

の
簡

易
測

定
方

法

J
IS

 A
 1

4
2
4
-
1
:1

9
9
8

給
水

器
具

発
生

音
の

実
験

室
測

定
方

法
　

―
　

第
１

部
：
試

験
装

置
及

び
測

定
方

法
試

験
・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

J
IS

 A
 1

4
2
4
-
2
:1

9
9
8

給
水

器
具

発
生

音
の

実
験

室
測

定
方

法
　

―
　

第
２

部
：
給

水
栓

及
び

混
合

水
栓

の
取

付
け

方
法

並
び

に
作

動
条

件
試

験
・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

J
IS

 A
 1

4
2
5
:2

0
0
0

太
陽

集
熱

器
の

集
熱

性
能

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

4
2
6
:1

9
9
5

太
陽

蓄
熱

槽
の

蓄
熱

性
能

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

4
3
1
:1

9
9
4

空
気

調
和

・
換

気
設

備
の

風
量

測
定

方
法

J
IS

 A
 1

4
3
2
:1

9
9
5

被
覆

材
付

き
配

管
の

熱
的

性
能

測
定

方
法

J
IS

 A
 1

4
3
5
:1

9
9
1

建
築

用
外

壁
材

料
の

耐
凍

害
性

試
験

方
法

（
凍

結
融

解
法

）
試

験
・
測

定
-
パ

ネ
ル

・
ボ

ー
ド

類
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
3
6
:1

9
9
1

建
築

用
被

膜
状

材
料

の
下

地
不

連
続

部
に

お
け

る
耐

疲
労

性
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
3
6
:1

9
9
1
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

建
築

用
被

膜
状

材
料

の
下

地
不

連
続

部
に

お
け

る
耐

疲
労

性
試

験
方

法
（
追

補
１

）

J
IS

 A
 1

4
3
7
:1

9
9
2

建
築

用
内

装
ボ

ー
ド

類
の

耐
湿

性
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
パ

ネ
ル

・
ボ

ー
ド

類
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
3
8
:1

9
9
2

建
築

用
外

壁
ボ

ー
ド

類
の

耐
水

性
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
パ

ネ
ル

・
ボ

ー
ド

類
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
3
9
:2

0
0
4

建
築

用
シ

ー
リ

ン
グ

材
の

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
シ

ー
リ

ン
グ

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

4
4
0
:1

9
9
7

コ
ン

ク
リ

ー
ト

床
上

の
床

仕
上

げ
構

造
の

軽
量

床
衝

撃
音

レ
ベ

ル
低

減
量

の
実

験
室

測
定

方
法

試
験

・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

J
IS

 A
 1

4
5
0
:2

0
0
3

フ
リ

ー
ア

ク
セ

ス
フ

ロ
ア

構
成

材
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

4
5
1
:1

9
9
4

建
築

材
料

及
び

建
築

構
成

部
分

の
摩

耗
試

験
方

法
（
回

転
円

盤
の

摩
擦

及
び

打
撃

に
よ

る
床

材
料

の
摩

耗
試

験
方

法
）

J
IS

 A
 1

4
5
2
:1

9
7
2

建
築

材
料

及
び

建
築

構
成

部
分

の
摩

耗
試

験
方

法
（
落

砂
法

）

J
IS

 A
 1

4
5
4
:2

0
0
5

高
分

子
系

張
り

床
材

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
そ

の
他

J
IS

 A
 1

4
5
5
:2

0
0
2

床
材

及
び

床
の

帯
電

防
止

性
能

　
―

　
測

定
・
評

価
方

法
試

験
・
測

定
-
そ

の
他

J
IS

 A
 1

4
5
5
:2

0
0
2

床
材

及
び

床
の

帯
電

防
止

性
能

　
―

　
測

定
・
評

価
方

法
試

験
・
測

定
-
そ

の
他

J
IS

 A
 1

4
6
0
:2

0
0
1

建
築

用
ボ

ー
ド

類
の

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

放
散

量
の

試
験

方
法

　
―

　
デ

シ
ケ

ー
タ

ー
法

試
験

・
測

定
-
パ

ネ
ル

・
ボ

ー
ド

類
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
7
0
-
1
:2

0
0
2

調
湿

建
材

の
吸

放
湿

性
試

験
方

法
　

―
　

第
１

部
：
湿

度
応

答
法

　
―

　
湿

度
変

動
に

よ
る

吸
放

湿
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
7
0
-
2
:2

0
0
2

調
湿

建
材

の
吸

放
湿

性
試

験
方

法
　

―
　

第
２

部
：
密

閉
箱

法
　

―
　

密
閉

箱
の

温
度

変
動

に
よ

る
吸

放
湿

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
7
5
:2

0
0
4

建
築

材
料

の
平

衡
含

水
率

測
定

方
法

試
験

・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
7
6
:2

0
0
6

建
築

材
料

の
含

水
率

測
定

方
法

J
IS

 A
 1

4
8
0
:2

0
0
2

建
築

用
断

熱
・
保

温
材

料
及

び
製

品
　

―
　

熱
性

能
宣

言
値

及
び

設
計

値
決

定
の

手
順

試
験

・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

4
8
1
:2

0
0
6

建
材

製
品

中
の

ア
ス

ベ
ス

ト
含

有
率

測
定

方
法

J
IS

 A
 1

4
9
2
:2

0
0
6

出
窓

及
び

天
窓

の
断

熱
性

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

5
1
0
-
2
:2

0
0
1

建
築

用
ド

ア
金

物
の

試
験

方
法

　
―

　
第

２
部

：
ド

ア
用

金
物

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
1
0
-
3
:2

0
0
1

建
築

用
ド

ア
金

物
の

試
験

方
法

　
―

　
第

３
部

：
フ

ロ
ア

ヒ
ン

ジ
，

ド
ア

ク
ロ

ー
ザ

及
び

ヒ
ン

ジ
ク

ロ
ー

ザ
試

験
・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
1
3
:1

9
9
6

建
具

の
性

能
試

験
方

法
通

則
試

験
・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
1
4
:1

9
9
3

建
具

の
結

露
防

止
性

能
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
1
5
:1

9
9
8

建
具

の
耐

風
圧

性
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
1
6
:1

9
9
8

建
具

の
気

密
性

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

5
1
7
:1

9
9
6

建
具

の
水

密
性

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
1
8
:1

9
9
6

ド
ア

セ
ッ

ト
の

砂
袋

に
よ

る
耐

衝
撃

性
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
建

具
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

5
1
9
:1

9
9
6

建
具

の
開

閉
力

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

5
2
0
:1

9
8
8

建
具

の
遮

音
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
2
1
:1

9
9
6

片
開

き
ド

ア
セ

ッ
ト

の
面

内
変

形
追

随
性

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
2
2
:1

9
9
6

建
具

の
戸

先
か

ま
ち

強
さ

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
2
3
:1

9
9
6

ド
ア

セ
ッ

ト
の

ね
じ

り
強

さ
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
2
4
:1

9
9
6

ド
ア

セ
ッ

ト
の

鉛
直

載
荷

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
2
5
:1

9
9
6

ド
ア

セ
ッ

ト
の

開
閉

繰
返

し
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
2
6
:1

9
9
7

ド
ア

用
語

建
具

J
IS

 A
 1

5
2
7
:1

9
9
7

戸
の

平
面

度
の

測
定

方
法

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
2
8
:1

9
9
7

戸
の

寸
法

と
直

角
度

の
測

定
方

法
試

験
・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
2
9
:1

9
9
7

ド
ア

セ
ッ

ト
の

静
的

荷
重

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

－79－



表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
4
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 A
 1

5
3
1
:1

9
9
8

家
具

　
―

　
常

温
液

体
に

対
す

る
表

面
抵

抗
の

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
4
1
-
1
:2

0
0
6

建
築

金
物

―
錠

―
第

１
部

：
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
4
1
-
2
:2

0
0
6

建
築

金
物

―
錠

―
第

２
部

：
実

用
性

能
項

目
に

対
す

る
グ

レ
ー

ド
及

び
表

示
方

法

J
IS

 A
 1

5
5
0
:2

0
0
0

サ
ッ

シ
の

開
閉

繰
り

返
し

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

5
5
1
:1

9
9
5

自
動

ド
ア

開
閉

装
置

の
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 1

6
1
1
:1

9
9
6

木
れ

ん
が

用
接

着
剤

の
接

着
強

さ
及

び
そ

の
接

着
工

法
の

接
着

強
さ

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
接

着
剤

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

6
1
2
:1

9
9
6

壁
・
天

井
ボ

ー
ド

用
接

着
剤

の
接

着
強

さ
及

び
そ

の
接

着
工

法
の

接
着

強
さ

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
接

着
剤

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

7
0
1
:2

0
0
6

遊
戯

施
設

の
検

査
標

準

J
IS

 A
 1

7
1
8
:1

9
9
4

浴
槽

の
性

能
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
浴

槽
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

8
0
1
:1

9
8
9

コ
ン

ク
リ

ー
ト

生
産

工
程

管
理

用
試

験
方

法
（
コ

ン
ク

リ
ー

ト
用

細
骨

材
の

砂
当

量
試

験
方

法
）

J
IS

 A
 1

8
0
2
:1

9
8
9

コ
ン

ク
リ

ー
ト

生
産

工
程

管
理

用
試

験
方

法
（
遠

心
力

に
よ

る
細

骨
材

の
表

面
水

率
試

験
方

法
）

J
IS

 A
 1

8
0
3
:1

9
9
1

コ
ン

ク
リ

ー
ト

生
産

工
程

管
理

用
試

験
方

法
　

―
　

粗
骨

材
の

表
面

水
率

試
験

方
法

J
IS

 A
 1

8
0
4
:2

0
0
1

コ
ン

ク
リ

ー
ト

生
産

工
程

管
理

用
試

験
方

法
　

―
　

骨
材

の
ア

ル
カ

リ
シ

リ
カ

反
応

性
試

験
方

法
（
迅

速
法

）

J
IS

 A
 1

8
0
5
:2

0
0
1

コ
ン

ク
リ

ー
ト

生
産

工
程

管
理

用
試

験
方

法
　

―
　

温
水

養
生

法
に

よ
る

コ
ン

ク
リ

ー
ト

強
度

の
早

期
判

定
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

9
0
1
:2

0
0
3

建
築

材
料

の
揮

発
性

有
機

化
合

物
（
Ｖ

Ｏ
Ｃ

）
，

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

及
び

他
の

カ
ル

ボ
ニ

ル
化

合
物

放
散

測
定

方
法

　
―

　
小

形
チ

ャ
ン

バ
ー

法
試

験
・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

9
0
1
:2

0
0
3
/
E
X
P

L
J
IS

 A
 1

9
0
1
:2

0
0
3
解

説
試

験
・
測

定
-
温

熱
・
空

気
環

境
測

定
及

び
試

験
方

法

J
IS

 A
 1

9
6
0
:2

0
0
5

室
内

空
気

の
サ

ン
プ

リ
ン

グ
方

法
通

則
試

験
・
測

定
-
室

内
空

気
室

の
分

析
方

法
及

び
サ

ン
プ

リ
ン

グ

J
IS

 A
 1

9
6
1
:2

0
0
5

室
内

空
気

中
の

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

の
サ

ン
プ

リ
ン

グ
方

法
試

験
・
測

定
-
室

内
空

気
室

の
分

析
方

法
及

び
サ

ン
プ

リ
ン

グ

J
IS

 A
 1

9
6
2
:2

0
0
5

室
内

空
気

中
の

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

及
び

他
の

カ
ル

ボ
ニ

ル
化

合
物

の
定

量
―

ポ
ン

プ
サ

ン
プ

リ
ン

グ
試

験
・
測

定
-
室

内
空

気
室

の
分

析
方

法
及

び
サ

ン
プ

リ
ン

グ

J
IS

 A
 1

9
6
3
:2

0
0
5

室
内

空
気

中
の

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

の
定

量
―

パ
ッ

シ
ブ

サ
ン

プ
リ

ン
グ

試
験

・
測

定
-
室

内
空

気
室

の
分

析
方

法
及

び
サ

ン
プ

リ
ン

グ

J
IS

 A
 1

9
6
4
:2

0
0
5

室
内

空
気

中
の

揮
発

性
有

機
化

合
物

（
V

O
C

）
の

測
定

方
法

通
則

試
験

・
測

定
-
室

内
空

気
室

の
分

析
方

法
及

び
サ

ン
プ

リ
ン

グ

J
IS

 A
 1

9
6
6
:2

0
0
5

室
内

空
気

中
の

揮
発

性
有

機
化

合
物

（
V

O
C

）
の

吸
着

捕
集

／
加

熱
脱

離
／

キ
ャ

ピ
ラ

リ
ー

ガ
ス

ク
ロ

マ
ト

グ
ラ

フ
法

に
よ

る
サ

ン
プ

リ
ン

グ
及

び
分

析
―

ポ
ン

プ
サ

ン
プ

リ
ン

グ
試

験
・
測

定
-
室

内
空

気
室

の
分

析
方

法
及

び
サ

ン
プ

リ
ン

グ

J
IS

 A
 1

9
6
7
:2

0
0
5

室
内

空
気

中
の

揮
発

性
有

機
化

合
物

（
V

O
C

）
の

吸
着

捕
集

／
加

熱
脱

離
／

キ
ャ

ピ
ラ

リ
ー

ガ
ス

ク
ロ

マ
ト

グ
ラ

フ
法

に
よ

る
サ

ン
プ

リ
ン

グ
及

び
分

析
―

パ
ッ

シ
ブ

サ
ン

プ
リ

ン
グ

試
験

・
測

定
-
室

内
空

気
室

の
分

析
方

法
及

び
サ

ン
プ

リ
ン

グ

J
IS

 A
 1

9
6
8
:2

0
0
5

室
内

空
気

中
の

揮
発

性
有

機
化

合
物

（
V

O
C

）
の

吸
着

捕
集

／
溶

媒
抽

出
／

キ
ャ

ピ
ラ

リ
ー

ガ
ス

ク
ロ

マ
ト

グ
ラ

フ
法

に
よ

る
サ

ン
プ

リ
ン

グ
及

び
分

析
―

ポ
ン

プ
サ

ン
プ

リ
ン

グ
試

験
・
測

定
-
室

内
空

気
室

の
分

析
方

法
及

び
サ

ン
プ

リ
ン

グ

J
IS

 A
 1

9
6
9
:2

0
0
5

室
内

空
気

中
の

揮
発

性
有

機
化

合
物

（
V

O
C

）
の

吸
着

捕
集

／
溶

媒
抽

出
／

キ
ャ

ピ
ラ

リ
ー

ガ
ス

ク
ロ

マ
ト

グ
ラ

フ
法

に
よ

る
サ

ン
プ

リ
ン

グ
及

び
分

析
―

パ
ッ

シ
ブ

サ
ン

プ
リ

ン
グ

試
験

・
測

定
-
室

内
空

気
室

の
分

析
方

法
及

び
サ

ン
プ

リ
ン

グ

J
IS

 A
 2

1
0
1
:2

0
0
3

建
築

構
成

要
素

及
び

建
築

部
位

　
―

　
熱

抵
抗

及
び

熱
貫

流
率

　
―

　
計

算
方

法

J
IS

 A
 2

2
0
1
:2

0
0
3

送
風

機
に

よ
る

住
宅

等
の

気
密

性
能

試
験

方
法

J
IS

 A
 3

3
0
1
:1

9
9
3

木
造

校
舎

の
構

造
設

計
標

準
〇

J
IS

 A
 3

3
0
2
:2

0
0
0

建
築

物
の

用
途

別
に

よ
る

屎
尿

浄
化

槽
の

処
理

対
象

人
員

算
定

基
準

〇
〇

J
IS

 A
 3

3
0
4
:1

9
9
4

組
立

仮
設

建
築

物
の

構
造

設
計

標
準

J
IS

 A
 4

0
0
2
:1

9
8
9

床
排

水
ト

ラ
ッ

プ
設

備

J
IS

 A
 4

0
0
3
:1

9
9
5

温
風

暖
房

機
J
IS

 A
 4

0
0
3
:1

9
9
5

温
風

暖
房

機

J
IS

 A
 4

0
0
4
:1

9
9
8

暖
房

用
自

然
対

流
・
放

射
形

放
熱

器
の

定
義

，
種

類
及

び
要

求
事

項
設

備
○

J
IS

 A
 4

0
0
6
:1

9
9
4

温
水

ボ
イ

ラ
用

シ
ス

タ
ー

ン

J
IS

 A
 4

0
0
7
:1

9
9
5

フ
ァ

ン
コ

ン
ベ

ク
タ

J
IS

 A
 4

0
0
8
:1

9
9
5

フ
ァ

ン
コ

イ
ル

ユ
ニ

ッ
ト

設
備

J
IS

 A
 4

0
0
9
:1

9
9
7

空
気

調
和

及
び

換
気

設
備

用
ダ

ク
ト

の
構

成
部

材
設

備

J
IS

 A
 4

1
0
1
:1

9
9
4

ガ
ラ

ス
繊

維
強

化
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
製

浄
化

槽
構

成
部

品
設

備
○

J
IS

 A
 4

1
1
0
:1

9
8
9

ガ
ラ

ス
繊

維
強

化
ポ

リ
エ

ス
テ

ル
製

一
体

式
水

槽
設

備

J
IS

 A
 4

1
1
1
:1

9
9
7

住
宅

用
太

陽
熱

利
用

温
水

器
設

備
○

J
IS

 A
 4

1
1
2
:1

9
9
5

太
陽

集
熱

器

J
IS

 A
 4

1
1
3
:1

9
9
5

太
陽

蓄
熱

槽

J
IS

 A
 4

2
0
1
:2

0
0
3

建
築

物
等

の
雷

保
護

設
備

〇

J
IS

 A
 4

3
0
1
:1

9
8
3

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

の
か

ご
及

び
昇

降
路

の
寸

法
設

備
〇

J
IS

 A
 4

3
0
2
:2

0
0
6

昇
降

機
の

検
査

標
準

設
備

J
IS

 A
 4

3
0
3
:1

9
9
4

排
煙

設
備

の
検

査
標

準
設

備

J
IS

 A
 4

4
0
1
:2

0
0
5

洗
面

化
粧

ユ
ニ

ッ
ト

類
設

備
○

J
IS

 A
 4

4
1
0
:2

0
0
5

住
宅

用
複

合
サ

ニ
タ

リ
ー

ユ
ニ

ッ
ト

設
備

○

J
IS

 A
 4

4
1
2
:1

9
9
4

住
宅

用
冷

暖
房

ユ
ニ

ッ
ト

J
IS

 A
 4

4
1
2
:1

9
9
4
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

住
宅

用
冷

暖
房

ユ
ニ

ッ
ト

（
追

補
１

)

J
IS

 A
 4

4
1
3
:1

9
9
1

住
宅

用
配

管
ユ

ニ
ッ

ト
設

備

J
IS

 A
 4

4
1
3
:1

9
9
1
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

住
宅

用
配

管
ユ

ニ
ッ

ト
（
追

補
１

）
設

備

J
IS

 A
 4

4
1
4
:2

0
0
5

住
宅

用
収

納
間

仕
切

り
構

成
材

設
備

○

J
IS

 A
 4

4
1
6
:2

0
0
5

住
宅

用
浴

室
ユ

ニ
ッ

ト
設

備
○

J
IS

 A
 4

4
1
7
:2

0
0
5

住
宅

用
便

所
ユ

ニ
ッ

ト
設

備
○

J
IS

 A
 4

4
1
8
:2

0
0
5

住
宅

用
洗

面
所

ユ
ニ

ッ
ト

設
備

○

J
IS

 A
 4

4
1
9
:2

0
0
5

浴
室

用
防

水
パ

ン
設

備
○

J
IS

 A
 4

4
2
0
:2

0
0
5

キ
ッ

チ
ン

設
備

の
構

成
材

設
備

○

J
IS

 A
 4

4
2
1
:1

9
9
1

設
備

ユ
ニ

ッ
ト

用
排

水
器

具
設

備

－80－
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4
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対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
5
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 A
 4

4
2
2
:1

9
9
2

温
水

洗
浄

式
便

座
設

備

J
IS

 A
 4

4
2
3
:2

0
0
3

電
気

便
座

の
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
基

準
達

成
率

の
算

出
方

法
及

び
表

示
方

法
設

備

J
IS

 A
 4

7
0
2
:2

0
0
0

ド
ア

セ
ッ

ト
建

具
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 4

7
0
4
:2

0
0
3

軽
量

シ
ャ

ッ
タ

ー
構

成
部

材
建

具
〇

○

J
IS

 A
 4

7
0
5
:2

0
0
3

重
量

シ
ャ

ッ
タ

ー
構

成
部

材
建

具
〇

J
IS

 A
 4

7
0
6
:2

0
0
0

サ
ッ

シ
建

具
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 4

7
0
9
:2

0
0
4

サ
ッ

シ
用

網
戸

J
IS

 A
 4

7
1
0
:2

0
0
4

建
具

の
断

熱
性

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
建

具
試

験
方

法
〇

J
IS

 A
 4

7
1
3
:2

0
0
4

住
宅

用
雨

戸
〇

○

J
IS

 A
 4

7
1
5
:2

0
0
2

オ
ー

バ
ー

ヘ
ッ

ド
ド

ア
構

成
部

材
建

具
〇

J
IS

 A
 4

7
2
1
:2

0
0
5

自
動

回
転

ド
ア

―
安

全
性

建
具

J
IS

 A
 4

8
0
1
:1

9
9
1

鋼
製

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

製
ベ

ネ
シ

ャ
ン

ブ
ラ

イ
ン

ド
エ

ク
ス

テ
リ

ア
材

・
イ

ン
テ

リ
ア

材
〇

J
IS

 A
 4

8
0
2
:1

9
9
4

カ
ー

テ
ン

レ
ー

ル
（
金

属
製

）
エ

ク
ス

テ
リ

ア
材

・
イ

ン
テ

リ
ア

材
〇

○

J
IS

 A
 5

0
0
1
:1

9
9
5

道
路

用
砕

石
〇

J
IS

 A
 5

0
0
2
:2

0
0
3
 

構
造

用
軽

量
コ

ン
ク

リ
ー

ト
骨

材
骨

材
・
混

和
材

料
〇

○

J
IS

 A
 5

0
0
3
:1

9
9
5

石
材

〇

J
IS

 A
 5

0
0
5
:1

9
9
3

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
砕

石
及

び
砕

砂
骨

材
・
混

和
材

料
〇

○

J
IS

 A
 5

0
0
6
:1

9
9
5

割
ぐ

り
石

J
IS

 A
 5

0
0
7
:1

9
7
7

パ
ー

ラ
イ

ト
骨

材
・
混

和
材

料

J
IS

 A
 5

0
0
8
:1

9
9
5

舗
装

用
石

灰
石

粉

J
IS

 A
 5

0
0
9
:1

9
7
2

バ
ー

ミ
キ

ュ
ラ

イ
ト

J
IS

 A
 5

0
1
1
-
1
:2

0
0
3

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
ス

ラ
グ

骨
材

　
―

　
第

１
部

：
高

炉
ス

ラ
グ

骨
材

骨
材

・
混

和
材

料
〇

○

J
IS

 A
 5

0
1
1
-
2
:2

0
0
3

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
ス

ラ
グ

骨
材

　
―

　
第

２
部

：
フ

ェ
ロ

ニ
ッ

ケ
ル

ス
ラ

グ
骨

材
骨

材
・
混

和
材

料
〇

○

J
IS

 A
 5

0
1
1
-
3
:2

0
0
3

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
ス

ラ
グ

骨
材

　
―

　
第

３
部

：
銅

ス
ラ

グ
骨

材
骨

材
・
混

和
材

料
〇

○

J
IS

 A
 5

0
1
1
-
4
:2

0
0
3

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
ス

ラ
グ

骨
材

　
―

　
第

４
部

：
電

気
炉

酸
化

ス
ラ

グ
骨

材
骨

材
・
混

和
材

料
〇

○

J
IS

 A
 5

0
1
5
:1

9
9
2

道
路

用
鉄

鋼
ス

ラ
グ

〇

J
IS

 A
 5

0
2
1
:2

0
0
5

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
再

生
骨

材
Ｈ

骨
材

・
混

和
材

料
○

J
IS

 A
 5

0
2
3
:2

0
0
6

再
生

骨
材

Ｌ
を

用
い

た
コ

ン
ク

リ
ー

ト
○

J
IS

 A
 5

0
3
1
:2

0
0
6

一
般

廃
棄

物
，

下
水

汚
泥

又
は

そ
れ

ら
の

焼
却

灰
を

溶
融

固
化

し
た

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
溶

融
ス

ラ
グ

骨
材

○

J
IS

 A
 5

0
3
2
:2

0
0
6

一
般

廃
棄

物
，

下
水

汚
泥

又
は

そ
れ

ら
の

焼
却

灰
を

溶
融

固
化

し
た

道
路

用
溶

融
ス

ラ
グ

○

J
IS

 A
 5

1
0
2
:1

9
9
5

天
然

ス
レ

ー
ト

J
IS

 A
 5

1
0
5
:1

9
9
3

住
宅

用
簡

易
水

洗
便

器
J
IS

 A
 5

1
0
5
:1

9
9
3

住
宅

用
簡

易
水

洗
便

器

J
IS

 A
 5

2
0
7
:2

0
0
5

衛
生

陶
器

設
備

○

J
IS

 A
 5

2
0
8
:1

9
9
6

粘
土

が
わ

ら
屋

根
材

料
・
床

材
料

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

2
0
9
:1

9
9
4

陶
磁

器
質

タ
イ

ル
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

2
1
0
:1

9
9
4

建
築

用
セ

ラ
ミ

ッ
ク

メ
ー

ソ
ン

リ
ー

ユ
ニ

ッ
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

・
タ

イ
ル

・
レ

ン
ガ

〇
○

J
IS

 A
 5

2
1
2
:1

9
9
3

ガ
ラ

ス
ブ

ロ
ッ

ク
（
中

空
）

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

・
タ

イ
ル

・
レ

ン
ガ

〇
○

J
IS

 A
 5

3
0
8
:2

0
0
3

レ
デ

ィ
ー

ミ
ク

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・
セ

メ
ン

ト
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

3
1
4
:1

9
9
8

ダ
ク

タ
イ

ル
鋳

鉄
管

モ
ル

タ
ル

ラ
イ

ニ
ン

グ

J
IS

 A
 5

3
5
0
:1

9
9
1

強
化

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

複
合

管
○

J
IS

 A
 5

3
5
0
:1

9
9
1
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

強
化

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

複
合

管
（
追

補
１

）
○

J
IS

 A
 5

3
6
1
:2

0
0
4

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

―
種

類
，

製
品

の
呼

び
方

及
び

表
示

の
通

則

J
IS

 A
 5

3
6
2
:2

0
0
4

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

―
要

求
性

能
と

そ
の

照
査

方
法

J
IS

 A
 5

3
6
3
:2

0
0
4

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

―
性

能
試

験
方

法
通

則

J
IS

 A
 5

3
6
4
:2

0
0
4

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

―
材

料
及

び
製

造
方

法
の

通
則

J
IS

 A
 5

3
6
5
:2

0
0
4

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

―
検

査
方

法
通

則

J
IS

 A
 5

3
7
1
:2

0
0
4

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

無
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

〇
○

J
IS

 A
 5

3
7
2
:2

0
0
4

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

3
7
3
:2

0
0
4

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

プ
レ

ス
ト

レ
ス

ト
コ

ン
ク

リ
ー

ト
製

品
〇

〇
○

J
IS

 A
 5

3
9
0
:2

0
0
1

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

用
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
ス

ペ
ー

サ
○

J
IS

 A
 5

4
0
2
:2

0
0
2

プ
レ

ス
セ

メ
ン

ト
が

わ
ら

屋
根

材
料

・
床

材
料

〇
○

J
IS

 A
 5

4
0
4
:2

0
0
1

木
質

系
セ

メ
ン

ト
板

ボ
ー

ド
〇

〇
〇

〇
○

J
IS

 A
 5

4
0
6
:2

0
0
5

建
築

用
コ

ン
ク

リ
ー

ト
ブ

ロ
ッ

ク
コ

ン
ク

リ
ー

ト
製

品
・
タ

イ
ル

・
レ

ン
ガ

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

4
0
9
:1

9
9
3

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

組
立

塀
構

成
材

○

J
IS

 A
 5

4
1
1
:1

9
9
4

テ
ラ

ゾ
コ

ン
ク

リ
ー

ト
製

品
・
タ

イ
ル

・
レ

ン
ガ

〇
○

J
IS

 A
 5

4
1
2
:1

9
9
5

プ
レ

ス
ト

レ
ス

ト
コ

ン
ク

リ
ー

ト
ダ

ブ
ル

Ｔ
ス

ラ
ブ

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

・
タ

イ
ル

・
レ

ン
ガ

○

J
IS

 A
 5

4
1
4
:1

9
9
3

パ
ル

プ
セ

メ
ン

ト
板

ボ
ー

ド
〇

○

J
IS

 A
 5

4
1
4
:1

9
9
3
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

パ
ル

プ
セ

メ
ン

ト
板

（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 A
 5

4
1
6
:1

9
9
7

軽
量

気
泡

コ
ン

ク
リ

ー
ト

パ
ネ

ル
（
Ａ

Ｌ
Ｃ

パ
ネ

ル
）

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

・
タ

イ
ル

・
レ

ン
ガ

〇
〇

○
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表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
6
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 A
 5

4
2
2
:2

0
0
2

窯
業

系
サ

イ
デ

ィ
ン

グ
ボ

ー
ド

○

J
IS

 A
 5

4
2
3
:2

0
0
4

住
宅

屋
根

用
化

粧
ス

レ
ー

ト
屋

根
材

料
・
床

材
料

〇
○

J
IS

 A
 5

4
2
6
:1

9
9
5

ス
レ

ー
ト

・
木

毛
セ

メ
ン

ト
積

層
板

ボ
ー

ド
○

J
IS

 A
 5

4
3
0
:2

0
0
4

繊
維

強
化

セ
メ

ン
ト

板
ボ

ー
ド

〇
〇

〇
○

J
IS

 A
 5

4
4
0
:2

0
0
3

火
山

性
ガ

ラ
ス

質
複

層
板

（
Ｖ

Ｓ
ボ

ー
ド

）
ボ

ー
ド

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

4
4
1
:2

0
0
3

押
出

成
形

セ
メ

ン
ト

板
（
Ｅ

Ｃ
Ｐ

）
ボ

ー
ド

〇
○

J
IS

 A
 5

4
5
1
:1

9
9
5

ロ
ッ

ク
ウ

ー
ル

シ
ー

ジ
ン

グ
板

ボ
ー

ド

J
IS

 A
 5

5
0
4
:1

9
9
4

ワ
イ

ヤ
ラ

ス
左

官
材

料
・
塗

装
材

〇
〇

J
IS

 A
 5

5
0
5
:1

9
9
5

メ
タ

ル
ラ

ス
左

官
材

料
・
塗

装
材

〇
〇

〇
○

J
IS

 A
 5

5
0
6
:1

9
9
5

下
水

道
用

マ
ン

ホ
ー

ル
ふ

た

J
IS

 A
 5

5
0
8
:2

0
0
5

く
ぎ

接
合

材
・
金

物
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

5
1
3
:2

0
0
2

じ
ゃ

か
ご

○

J
IS

 A
 5

5
2
2
:1

9
7
5

ル
ー

フ
ド

レ
ン

（
ろ

く
屋

根
用

）
屋

根
材

料
・
床

材
料

J
IS

 A
 5

5
2
3
:2

0
0
6

溶
接

用
熱

間
圧

延
鋼

矢
板

ボ
ー

ド
○

J
IS

 A
 5

5
2
4
:1

9
9
4

ラ
ス

シ
ー

ト
（
角

波
亜

鉛
鉄

板
ラ

ス
）

左
官

材
料

・
塗

装
材

〇
〇

J
IS

 A
 5

5
2
5
:2

0
0
4

鋼
管

ぐ
い

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

5
2
6
:2

0
0
5

Ｈ
形

鋼
ぐ

い
〇

○

J
IS

 A
 5

5
2
8
:2

0
0
6

熱
間

圧
延

鋼
矢

板
○

J
IS

 A
 5

5
2
9
:1

9
9
5

発
射

打
込

み
び

ょ
う

接
合

材
・
金

物

J
IS

 A
 5

5
3
0
:2

0
0
4

鋼
管

矢
板

○

J
IS

 A
 5

5
3
1
:1

9
7
8

木
構

造
用

金
物

接
合

材
・
金

物

J
IS

 A
 5

5
3
2
:1

9
9
4

浴
槽

設
備

○

J
IS

 A
 5

5
3
2
:1

9
9
4
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

浴
槽

（
追

補
１

）
○

J
IS

 A
 5

5
3
6
:2

0
0
3

床
仕

上
げ

材
用

接
着

剤
シ

ー
リ

ン
グ

材
・
接

着
材

・
目

地
材

〇
〇

〇
○

J
IS

 A
 5

5
3
7
:2

0
0
3

木
れ

ん
が

用
接

着
剤

シ
ー

リ
ン

グ
材

・
接

着
材

・
目

地
材

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

5
3
8
:2

0
0
3

壁
・
天

井
ボ

ー
ド

用
接

着
剤

シ
ー

リ
ン

グ
材

・
接

着
材

・
目

地
材

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

5
4
0
:2

0
0
3

建
築

用
タ

ー
ン

バ
ッ

ク
ル

接
合

材
・
金

物
〇

〇
○

J
IS

 A
 5

5
4
1
:2

0
0
3

建
築

用
タ

ー
ン

バ
ッ

ク
ル

胴
接

合
材

・
金

物
〇

○

J
IS

 A
 5

5
4
2
:2

0
0
3

建
築

用
タ

ー
ン

バ
ッ

ク
ル

ボ
ル

ト
接

合
材

・
金

物
〇

○

J
IS

 A
 5

5
4
5
:1

9
9
1

サ
ッ

シ
用

金
物

建
具

〇
○

J
IS

 A
 5

5
4
7
:2

0
0
3

発
泡

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

保
温

板
用

接
着

剤
シ

ー
リ

ン
グ

材
・
接

着
材

・
目

地
材

〇
○

J
IS

 A
 5

5
4
8
:2

0
0
3

陶
磁

器
質

タ
イ

ル
用

接
着

剤
シ

ー
リ

ン
グ

材
・
接

着
材

・
目

地
材

〇
〇

○
J
IS

 A
 5

5
4
8
:2

0
0
3

陶
磁

器
質

タ
イ

ル
用

接
着

剤
シ

ー
リ

ン
グ

材
・
接

着
材

・
目

地
材

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

5
4
9
:2

0
0
3

造
作

用
接

着
剤

シ
ー

リ
ン

グ
材

・
接

着
材

・
目

地
材

〇
○

J
IS

 A
 5

5
5
0
:2

0
0
3

床
根

太
用

接
着

剤
シ

ー
リ

ン
グ

材
・
接

着
材

・
目

地
材

〇
○

J
IS

 A
 5

5
5
6
:1

9
9
3

工
業

用
ス

テ
ー

プ
ル

接
合

材
・
金

物

J
IS

 A
 5

5
5
7
:2

0
0
6

外
装

タ
イ

ル
張

り
用

有
機

系
接

着
剤

○

J
IS

 A
 5

7
0
1
:1

9
9
5

ガ
ラ

ス
繊

維
強

化
ポ

リ
エ

ス
テ

ル
波

板
ボ

ー
ド

〇
○

J
IS

 A
 5

7
0
2
:1

9
9
3

硬
質

塩
化

ビ
ニ

ル
波

板
ボ

ー
ド

○

J
IS

 A
 5

7
0
5
:2

0
0
5

ビ
ニ

ル
系

床
材

屋
根

材
料

・
床

材
料

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

7
0
6
:1

9
9
5

硬
質

塩
化

ビ
ニ

ル
雨

ど
い

屋
根

材
料

・
床

材
料

〇
○

J
IS

 A
 5

7
0
6
:1

9
9
5
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

硬
質

塩
化

ビ
ニ

ル
雨

ど
い

（
追

補
１

）
○

J
IS

 A
 5

7
1
2
:1

9
9
4

ガ
ラ

ス
繊

維
強

化
ポ

リ
エ

ス
テ

ル
洗

い
場

付
浴

槽
設

備

J
IS

 A
 5

7
2
1
:1

9
9
5

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

デ
ッ

キ
材

○

J
IS

 A
 5

7
3
1
:2

0
0
2

再
生

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

製
宅

地
内

用
雨

水
ま

す
及

び
ふ

た
設

備
○

J
IS

 A
 5

7
4
1
:2

0
0
6

木
材

・
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
再

生
複

合
材

○

J
IS

 A
 5

7
5
0
:2

0
0
0

建
築

用
発

泡
体

ガ
ス

ケ
ッ

ト
シ

ー
リ

ン
グ

材
・
接

着
材

・
目

地
材

J
IS

 A
 5

7
5
2
:1

9
9
4

金
属

製
建

具
用

ガ
ラ

ス
パ

テ
○

J
IS

 A
 5

7
5
6
:1

9
9
7

建
築

用
ガ

ス
ケ

ッ
ト

シ
ー

リ
ン

グ
材

・
接

着
材

・
目

地
材

〇
○

J
IS

 A
 5

7
5
6
:1

9
9
7
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

建
築

用
ガ

ス
ケ

ッ
ト

（
追

補
１

）
シ

ー
リ

ン
グ

材
・
接

着
材

・
目

地
材

〇
○

J
IS

 A
 5

7
5
8
:2

0
0
4

建
築

用
シ

ー
リ

ン
グ

材
シ

ー
リ

ン
グ

材
・
接

着
材

・
目

地
材

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

7
5
9
:1

9
9
8

建
築

窓
ガ

ラ
ス

用
フ

ィ
ル

ム
断

熱
材

・
吸

音
材

料

J
IS

 A
 5

7
5
9
:1

9
9
8
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

建
築

窓
ガ

ラ
ス

用
フ

ィ
ル

ム
（
追

補
１

）
断

熱
材

・
吸

音
材

料

J
IS

 A
 5

8
0
1
:1

9
7
5

建
築

用
防

火
木

材

J
IS

 A
 5

9
0
1
:2

0
0
4

稲
わ

ら
畳

床
及

び
稲

わ
ら

サ
ン

ド
イ

ッ
チ

畳
床

屋
根

材
料

・
床

材
料

〇
○

J
IS

 A
 5

9
0
2
:2

0
0
4

畳
屋

根
材

料
・
床

材
料

〇

J
IS

 A
 5

9
0
5
:2

0
0
3

繊
維

板
ボ

ー
ド

〇
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

9
0
8
:2

0
0
3

パ
ー

テ
ィ

ク
ル

ボ
ー

ド
ボ

ー
ド

〇
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 5

9
1
4
:2

0
0
4

建
材

畳
床

屋
根

材
料

・
床

材
料

○

J
IS

 A
 6

0
0
5
:2

0
0
5

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

ル
ー

フ
ィ

ン
グ

フ
ェ

ル
ト

ル
ー

フ
リ

ン
グ

材
〇

〇
○

－82－



表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
7
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 A
 6

0
0
8
:2

0
0
2

合
成

高
分

子
系

ル
ー

フ
ィ

ン
グ

シ
ー

ト
ル

ー
フ

リ
ン

グ
材

〇
〇

○

J
IS

 A
 6

0
0
8
:2

0
0
2
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

合
成

高
分

子
系

ル
ー

フ
ィ

ン
グ

シ
ー

ト
（
追

補
１

）
ル

ー
フ

リ
ン

グ
材

〇
○

J
IS

 A
 6

0
1
2
:2

0
0
5

網
状

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

ル
ー

フ
ィ

ン
グ

ル
ー

フ
リ

ン
グ

材
〇

○

J
IS

 A
 6

0
1
3
:2

0
0
5

改
質

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

ル
ー

フ
ィ

ン
グ

シ
ー

ト
ル

ー
フ

リ
ン

グ
材

〇
○

J
IS

 A
 6

0
2
1
:2

0
0
0

建
築

用
塗

膜
防

水
材

ル
ー

フ
リ

ン
グ

材
〇

○

J
IS

 A
 6

0
2
1
:2

0
0
0
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

建
築

用
塗

膜
防

水
材

（
追

補
１

）
ル

ー
フ

リ
ン

グ
材

○

J
IS

 A
 6

0
2
2
:2

0
0
5

ス
ト

レ
ッ

チ
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
ル

ー
フ

ィ
ン

グ
フ

ェ
ル

ト
ル

ー
フ

リ
ン

グ
材

〇
○

J
IS

 A
 6

0
2
3
:2

0
0
5

あ
な

あ
き

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

ル
ー

フ
ィ

ン
グ

フ
ェ

ル
ト

ル
ー

フ
リ

ン
グ

材
〇

○

J
IS

 A
 6

0
2
4
:1

9
9
8

建
築

補
修

用
注

入
エ

ポ
キ

シ
樹

脂
シ

ー
リ

ン
グ

材
・
接

着
材

・
目

地
材

J
IS

 A
 6

1
1
1
:2

0
0
4

透
湿

防
水

シ
ー

ト
〇

〇

J
IS

 A
 6

2
0
1
:1

9
9
9

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
フ

ラ
イ

ア
ッ

シ
ュ

〇

J
IS

 A
 6

2
0
2
:1

9
9
7

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
膨

張
材

J
IS

 A
 6

2
0
3
:2

0
0
0

セ
メ

ン
ト

混
和

用
ポ

リ
マ

ー
デ

ィ
ス

パ
ー

ジ
ョ

ン
及

び
再

乳
化

形
粉

末
樹

脂
〇

J
IS

 A
 6

2
0
4
:2

0
0
6

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
化

学
混

和
剤

骨
材

・
混

和
材

料
〇

○

J
IS

 A
 6

2
0
5
:2

0
0
3
 

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
防

せ
い

剤
○

J
IS

 A
 6

2
0
6
:1

9
9
7

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
高

炉
ス

ラ
グ

微
粉

末
〇

J
IS

 A
 6

2
0
7
:2

0
0
6

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
シ

リ
カ

フ
ュ

ー
ム

○

J
IS

 A
 6

3
0
1
:2

0
0
0

吸
音

材
料

断
熱

材
・
吸

音
材

料
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 6

3
2
1
:2

0
0
0

浮
き

床
用

ロ
ッ

ク
ウ

ー
ル

緩
衝

材
○

J
IS

 A
 6

3
2
2
:1

9
7
9

浮
き

床
用

グ
ラ

ス
ウ

ー
ル

緩
衝

材

J
IS

 A
 6

5
0
1
:1

9
9
4

建
築

用
構

成
材

（
コ

ン
ク

リ
ー

ト
壁

パ
ネ

ル
）

J
IS

 A
 6

5
0
3
:1

9
9
4

建
築

用
構

成
材

（
鉄

鋼
系

壁
パ

ネ
ル

）
○

J
IS

 A
 6

5
0
3
:1

9
9
4
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

建
築

用
構

成
材

（
鉄

鋼
系

壁
パ

ネ
ル

）
（
追

補
１

）
○

J
IS

 A
 6

5
0
4
:1

9
9
4

建
築

用
構

成
材

（
木

質
壁

パ
ネ

ル
）

○

J
IS

 A
 6

5
0
4
:1

9
9
4
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

建
築

用
構

成
材

（
木

質
壁

パ
ネ

ル
）
（
追

補
１

）
○

J
IS

 A
 6

5
0
5
:1

9
9
4

建
築

用
構

成
材

（
コ

ン
ク

リ
ー

ト
床

パ
ネ

ル
）

J
IS

 A
 6

5
0
6
:1

9
9
4

建
築

用
構

成
材

（
木

質
床

パ
ネ

ル
）

J
IS

 A
 6

5
0
7
:1

9
9
4

建
築

用
構

成
材

（
鉄

鋼
系

床
パ

ネ
ル

）

J
IS

 A
 6

5
0
8
:1

9
9
4

建
築

用
構

成
材

（
コ

ン
ク

リ
ー

ト
屋

根
パ

ネ
ル

）

J
IS

 A
 6

5
0
9
:1

9
9
4

建
築

用
構

成
材

（
木

質
屋

根
パ

ネ
ル

）
○

J
IS

 A
 6

5
0
9
:1

9
9
4
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

建
築

用
構

成
材

（
木

質
屋

根
パ

ネ
ル

）
（
追

補
１

）
○

J
IS

 A
 6

5
1
0
:1

9
9
4

建
築

用
構

成
材

（
鉄

鋼
系

屋
根

パ
ネ

ル
）

○
J
IS

 A
 6

5
1
0
:1

9
9
4

建
築

用
構

成
材

（
鉄

鋼
系

屋
根

パ
ネ

ル
）

○

J
IS

 A
 6

5
1
0
:1

9
9
4
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

建
築

用
構

成
材

（
鉄

鋼
系

屋
根

パ
ネ

ル
）
（
追

補
１

）
○

J
IS

 A
 6

5
1
1
:2

0
0
2

空
胴

プ
レ

ス
ト

レ
ス

ト
コ

ン
ク

リ
ー

ト
パ

ネ
ル

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

・
タ

イ
ル

・
レ

ン
ガ

○

J
IS

 A
 6

5
1
2
:1

9
9
2

可
動

間
仕

切
建

具
〇

J
IS

 A
 6

5
1
3
:1

9
9
4

金
属

製
格

子
フ

ェ
ン

ス
及

び
門

扉
エ

ク
ス

テ
リ

ア
材

・
イ

ン
テ

リ
ア

材
○

J
IS

 A
 6

5
1
4
:1

9
9
5

金
属

製
折

板
屋

根
構

成
材

屋
根

材
料

・
床

材
料

〇
○

J
IS

 A
 6

5
1
7
:2

0
0
2

建
築

用
鋼

製
下

地
材

（
壁

・
天

井
）

下
地

材
〇

○

J
IS

 A
 6

5
1
8
:1

9
9
4

ネ
ッ

ト
フ

ェ
ン

ス
構

成
部

材
エ

ク
ス

テ
リ

ア
材

・
イ

ン
テ

リ
ア

材

J
IS

 A
 6

5
1
9
:2

0
0
4

体
育

館
用

鋼
製

床
下

地
構

成
材

下
地

材
○

J
IS

 A
 6

6
0
1
:2

0
0
4

住
宅

用
金

属
製

バ
ル

コ
ニ

ー
構

成
材

及
び

手
す

り
構

成
材

エ
ク

ス
テ

リ
ア

材
・
イ

ン
テ

リ
ア

材
○

J
IS

 A
 6

6
0
2
:1

9
9
6

金
属

製
テ

ラ
ス

用
屋

根
構

成
材

エ
ク

ス
テ

リ
ア

材
・
イ

ン
テ

リ
ア

材
○

J
IS

 A
 6

6
0
3
:1

9
9
6

鋼
製

物
置

エ
ク

ス
テ

リ
ア

材
・
イ

ン
テ

リ
ア

材
○

J
IS

 A
 6

6
0
4
:1

9
9
6

金
属

製
簡

易
車

庫
用

構
成

材
エ

ク
ス

テ
リ

ア
材

・
イ

ン
テ

リ
ア

材
○

J
IS

 A
 6

7
1
1
:2

0
0
4

複
合

金
属

サ
イ

デ
ィ

ン
グ

○

J
IS

 A
 6

9
0
1
:2

0
0
5

せ
っ

こ
う

ボ
ー

ド
製

品
ボ

ー
ド

〇
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 6

9
0
2
:1

9
9
5

左
官

用
消

石
灰

〇
○

J
IS

 A
 6

9
0
2
:1

9
9
5
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

左
官

用
消

石
灰

（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 A
 6

9
0
3
:1

9
9
5

ド
ロ

マ
イ

ト
プ

ラ
ス

タ
ー

○

J
IS

 A
 6

9
0
3
:1

9
9
5
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

ド
ロ

マ
イ

ト
プ

ラ
ス

タ
ー

（
追

補
１

）
○

J
IS

 A
 6

9
0
4
:1

9
9
7

せ
っ

こ
う

プ
ラ

ス
タ

ー
左

官
材

料
・
塗

装
材

〇
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 6

9
0
4
:1

9
9
7
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

せ
っ

こ
う

プ
ラ

ス
タ

ー
（
追

補
１

）
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 6

9
0
9
:2

0
0
3

建
築

用
仕

上
塗

材
左

官
材

料
・
塗

装
材

〇
〇

○

J
IS

 A
 6

9
0
9
:2

0
0
3
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

建
築

用
仕

上
塗

材
（
追

補
１

）
左

官
材

料
・
塗

装
材

〇
〇

○

J
IS

 A
 6

9
1
4
:1

9
9
7

せ
っ

こ
う

ボ
ー

ド
用

目
地

処
理

材
シ

ー
リ

ン
グ

材
・
接

着
材

・
目

地
材

〇
〇

J
IS

 A
 6

9
1
6
:2

0
0
0

建
築

用
下

地
調

整
塗

材
左

官
材

料
・
塗

装
材

〇
〇

○

J
IS

 A
 6

9
1
6
:2

0
0
0
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

建
築

用
下

地
調

整
塗

材
（
追

補
１

）
〇

〇
○

J
IS

 A
 6

9
2
1
:2

0
0
3

壁
紙

エ
ク

ス
テ

リ
ア

材
・
イ

ン
テ

リ
ア

材
〇

〇
○

J
IS

 A
 6

9
2
2
:2

0
0
3

壁
紙

施
工

用
及

び
建

具
用

で
ん

粉
系

接
着

剤
シ

ー
リ

ン
グ

材
・
接

着
材

・
目

地
材

〇
〇

○
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表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
8
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 A
 6

9
3
0
:1

9
9
7

住
宅

用
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
系

防
湿

フ
ィ

ル
ム

ル
ー

フ
リ

ン
グ

材
〇

〇

J
IS

 A
 6

9
3
1
:1

9
9
4

パ
ネ

ル
用

ペ
ー

パ
ー

コ
ア

〇
○

J
IS

 A
 7

2
0
1
:1

9
9
9
 

遠
心

力
コ

ン
ク

リ
ー

ト
く
い

の
施

工
標

準
〇

J
IS

 A
 8

1
0
1
:1

9
9
8
 

建
設

機
械

用
計

器
類

の
振

動
及

び
衝

撃
試

験
方

法

J
IS

 A
 8

1
0
8
:1

9
9
2
 

建
設

機
械

用
稼

働
記

録
計

J
IS

 A
 8

2
0
1
:1

9
9
3
 

シ
ー

ル
ド

掘
進

機
の

仕
様

書
様

式

J
IS

 A
 8

3
0
5
:1

9
8
8
 

建
設

機
械

の
騒

音
の

音
響

パ
ワ

ー
レ

ベ
ル

測
定

方
法

J
IS

 A
 8

3
1
7
-
1
:2

0
0
1
 

音
響

　
―

　
土

工
機

械
の

発
生

す
る

周
囲

騒
音

の
測

定
　

―
　

動
的

試
験

条
件

J
IS

 A
 8

3
1
7
-
2
:2

0
0
1
 

音
響

　
―

　
土

工
機

械
の

発
生

す
る

騒
音

の
運

転
席

に
お

け
る

測
定

　
―

　
動

的
試

験
条

件

J
IS

 A
 8

5
0
1
:1

9
9
4
 

デ
ィ

ー
ゼ

ル
パ

イ
ル

ハ
ン

マ
の

仕
様

書
様

式

J
IS

 A
 8

5
0
2
:1

9
9
4
 

振
動

パ
イ

ル
ハ

ン
マ

の
仕

様
書

様
式

J
IS

 A
 8

5
0
4
:1

9
9
4
 

ア
ー

ス
オ

ー
ガ

の
仕

様
書

様
式

J
IS

 A
 8

5
0
5
:1

9
9
4
 

ア
ー

ス
ド

リ
ル

の
仕

様
書

様
式

J
IS

 A
 8

5
0
6
:1

9
9
4
 

振
動

ロ
ー

ラ
の

仕
様

書
様

式
及

び
性

能
試

験
方

法

J
IS

 A
 8

5
0
7
:2

0
0
2
 

建
設

用
回

転
圧

縮
機

の
仕

様
書

様
式

及
び

性
能

試
験

方
法

J
IS

 A
 8

5
0
8
-
1
:2

0
0
6
 

道
路

工
事

機
械

―
安

全
―

第
１

部
：
一

般
要

求
事

項

J
IS

 A
 8

5
0
8
-
4
:2

0
0
6
 

道
路

工
事

機
械

―
安

全
―

第
４

部
：
締

固
め

機
械

の
要

求
事

項

J
IS

 A
 8

6
0
3
:1

9
9
4
 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

ミ
キ

サ
○

J
IS

 A
 8

6
0
4
:1

9
9
4
 

工
事

用
水

中
ポ

ン
プ

J
IS

 A
 8

6
1
0
:2

0
0
4
 

建
設

用
機

械
及

び
装

置
－

コ
ン

ク
リ

ー
ト

内
部

振
動

機

J
IS

 A
 8

6
1
1
:2

0
0
4
 

建
設

用
機

械
及

び
装

置
－

コ
ン

ク
リ

ー
ト

外
部

振
動

機

J
IS

 A
 8

6
1
2
:2

0
0
6
 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

及
び

モ
ル

タ
ル

の
圧

送
ポ

ン
プ

，
吹

付
機

及
び

ブ
ー

ム
装

置
―

安
全

要
求

事
項

J
IS

 A
 8

6
5
1
:1

9
9
5
 

パ
イ

プ
サ

ポ
ー

ト
施

工
－

仮
設

J
IS

 A
 8

6
5
2
:1

9
9
5
 

金
属

製
型

わ
く
パ

ネ
ル

施
工

－
仮

設
○

J
IS

 A
 8

7
0
1
:1

9
9
4
 

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

フ
ィ

ニ
ッ

シ
ャ

の
仕

様
書

様
式

及
び

性
能

試
験

方
法

J
IS

 A
 8

7
0
4
:1

9
9
4
 

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

プ
ラ

ン
ト

の
仕

様
書

様
式

及
び

性
能

試
験

方
法

J
IS

 A
 8

9
0
2
:1

9
8
8
 

シ
ョ

ベ
ル

及
び

ス
コ

ッ
プ

○

J
IS

 A
 8

9
0
5
:1

9
9
3
 

建
設

機
械

用
搭

載
工

具
の

種
類

及
び

寸
法

J
IS

 A
 8

9
5
1
:1

9
9
5
 

鋼
管

足
場

施
工

-
仮

設

J
IS

 A
 8

9
5
2
:1

9
9
5
 

建
築

工
事

用
シ

ー
ト

施
工

-
仮

設
○

J
IS

 A
 8

9
6
0
:2

0
0
4
 

建
築

工
事

用
垂

直
ネ

ッ
ト

○

J
IS

 A
 8

9
6
1
:2

0
0
6
 

先
行

形
手

す
り

○
J
IS

 A
 8

9
6
1
:2

0
0
6
 

先
行

形
手

す
り

○

J
IS

 A
 8

9
6
2
:2

0
0
6
 

つ
ま

先
板

○

J
IS

 A
 9

0
0
2
:2

0
0
5
 

木
質

材
料

の
加

圧
式

保
存

処
理

方
法

〇

J
IS

 A
 9

1
0
4
:1

9
9
5
 

加
圧

式
ク

レ
オ

ソ
ー

ト
油

防
腐

処
理

ま
く
ら

木
○

J
IS

 A
 9

1
0
8
:1

9
9
7
 

土
台

用
加

圧
式

防
腐

処
理

木
材

処
理

木
材

〇

J
IS

 A
 9

5
0
1
:2

0
0
6
 

保
温

保
冷

工
事

施
工

標
準

施
工

-
標

準
施

工
〇

J
IS

 A
 9

5
0
4
:2

0
0
4
 

人
造

鉱
物

繊
維

保
温

材
断

熱
材

・
吸

音
材

料
〇

〇
〇

〇
○

J
IS

 A
 9

5
1
0
:2

0
0
1
 

無
機

多
孔

質
保

温
材

断
熱

材
・
吸

音
材

料
〇

○

J
IS

 A
 9

5
1
1
:2

0
0
6
R

 
発

泡
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
保

温
材

断
熱

材
・
吸

音
材

料
〇

〇
〇

○

J
IS

 A
 9

5
2
1
:2

0
0
3
 

住
宅

用
人

造
鉱

物
繊

維
断

熱
材

断
熱

材
・
吸

音
材

料
〇

〇
○

J
IS

 A
 9

5
2
3
:2

0
0
3
 

吹
込

み
用

繊
維

質
断

熱
材

断
熱

材
・
吸

音
材

料
〇

〇
○

J
IS

 A
 9

5
2
6
:2

0
0
6
 

建
築

物
断

熱
用

吹
付

け
硬

質
ウ

レ
タ

ン
フ

ォ
ー

ム
断

熱
材

・
吸

音
材

料
〇

〇
○

J
IS

 B
 0

2
0
5
-
4
:2

0
0
1

一
般

用
メ

ー
ト

ル
ね

じ
　

―
　

第
４

部
：
基

準
寸

法
〇

J
IS

 B
 0

2
0
9
-
1
:2

0
0
1

一
般

用
メ

ー
ト

ル
ね

じ
　

―
　

公
差

　
―

　
第

１
部

：
原

則
及

び
基

礎
デ

ー
タ

〇

J
IS

 B
 0

6
5
1
:2

0
0
1

製
品

の
幾

何
特

性
仕

様
（
Ｇ

Ｐ
Ｓ

）
　

―
　

表
面

性
状

：
輪

郭
曲

線
方

式
　

―
　

触
針

式
表

面
粗

さ
測

定
機

の
特

性
〇

J
IS

 B
 0

6
5
9
-
1
:2

0
0
2

製
品

の
幾

何
特

性
仕

様
（
Ｇ

Ｐ
Ｓ

）
　

―
　

表
面

性
状

：
輪

郭
曲

線
方

式
；
測

定
標

準
　

―
　

第
１

部
：
標

準
片

〇

J
IS

 B
 1

0
0
7
:2

0
0
3

タ
ッ

ピ
ン

ね
じ

の
ね

じ
部

〇

J
IS

 B
 1

0
5
1
:2

0
0
0

炭
素

鋼
及

び
合

金
鋼

製
締

結
用

部
品

の
機

械
的

性
質

　
―

　
第

１
部

：
ボ

ル
ト

，
ね

じ
及

び
植

込
み

ボ
ル

ト
〇

J
IS

 B
 1

0
5
4
-
1
:2

0
0
1

耐
食

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

製
締

結
用

部
品

の
機

械
的

性
質

　
―

　
第

１
部

：
ボ

ル
ト

，
ね

じ
及

び
植

込
み

ボ
ル

ト
〇

J
IS

 B
 1

0
5
4
-
2
:2

0
0
1

耐
食

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

製
締

結
用

部
品

の
機

械
的

性
質

　
―

　
第

２
部

：
ナ

ッ
ト

〇

J
IS

 B
 1

0
5
4
-
3
:2

0
0
1

耐
食

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

製
締

結
用

部
品

の
機

械
的

性
質

　
―

　
第

３
部

：
引

張
力

を
受

け
な

い
止

め
ね

じ
及

び
類

似
の

ね
じ

部
品

〇

J
IS

 B
 1

0
5
5
:1

9
9
5

タ
ッ

ピ
ン

ね
じ

　
―

　
機

械
的

性
質

〇

J
IS

 B
 1

0
5
7
:2

0
0
1

非
鉄

金
属

製
ね

じ
部

品
の

機
械

的
性

質
〇

J
IS

 B
 1

0
5
9
:2

0
0
1

タ
ッ

ピ
ン

ね
じ

の
ね

じ
山

を
も

つ
ド

リ
ル

ね
じ

　
―

　
機

械
的

性
質

及
び

性
能

〇

J
IS

 B
 1

0
7
1
:1

9
8
5

ね
じ

部
品

の
精

度
測

定
方

法
〇

J
IS

 B
 1

1
2
5
:2

0
0
3

ド
リ

リ
ン

グ
タ

ッ
ピ

ン
ね

じ
〇

○

J
IS

 B
 1

1
3
5
:1

9
9
5

す
り

わ
り

付
き

木
ね

じ
〇

○

J
IS

 B
 1

1
8
0
:2

0
0
4

六
角

ボ
ル

ト
〇

〇
〇

○
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表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
9
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 B
 1

1
8
1
:2

0
0
4

六
角

ナ
ッ

ト
〇

〇
○

J
IS

 B
 1

1
8
6
:1

9
9
5

摩
擦

接
合

用
高

力
六

角
ボ

ル
ト

・
六

角
ナ

ッ
ト

・
平

座
金

の
セ

ッ
ト

〇
〇

○

J
IS

 B
 1

1
9
8
:1

9
9
5

頭
付

き
ス

タ
ッ

ド
〇

○

J
IS

 B
 1

2
5
6
:1

9
9
8

平
座

金
〇

〇
○

J
IS

 B
 2

0
1
1
:2

0
0
3

青
銅

弁
〇

○

J
IS

 B
 2

0
1
1
:2

0
0
3
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
4

青
銅

弁
（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 B
 2

0
1
1
:2

0
0
3
/
E
X
P

L
J
IS

 B
 2

0
1
1
:2

0
0
3
解

説
〇

○

J
IS

 B
 2

0
3
2
:1

9
9
5

ウ
ェ

ハ
ー

形
ゴ

ム
シ

ー
ト

バ
タ

フ
ラ

イ
弁

〇

J
IS

 B
 2

0
6
1
:2

0
0
6

給
水

栓
〇

○

J
IS

 B
 2

3
0
1
:2

0
0
4

ね
じ

込
み

式
可

鍛
鋳

鉄
製

管
継

手
〇

○

J
IS

 B
 2

3
0
2
:1

9
9
8

ね
じ

込
み

式
鋼

管
製

管
継

手
〇

○

J
IS

 B
 2

3
0
3
:1

9
9
5

ね
じ

込
み

式
排

水
管

継
手

〇
○

J
IS

 B
 2

3
1
1
:1

9
9
7

一
般

配
管

用
鋼

製
突

合
せ

溶
接

式
管

継
手

〇
○

J
IS

 B
 2

3
1
1
:1

9
9
7
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
1

一
般

配
管

用
鋼

製
突

合
せ

溶
接

式
管

継
手

（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 B
 2

3
1
2
:1

9
9
7

配
管

用
鋼

製
突

合
せ

溶
接

式
管

継
手

〇
○

J
IS

 B
 2

3
1
2
:1

9
9
7
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
1

配
管

用
鋼

製
突

合
せ

溶
接

式
管

継
手

（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 B
 2

3
1
3
:1

9
9
7

配
管

用
鋼

板
製

突
合

せ
溶

接
式

管
継

手
〇

○

J
IS

 B
 2

3
1
3
:1

9
9
7
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
1

配
管

用
鋼

板
製

突
合

せ
溶

接
式

管
継

手
（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 B
 2

3
1
6
:1

9
9
7

配
管

用
鋼

製
差

込
み

溶
接

式
管

継
手

〇

J
IS

 B
 7

5
1
2
:2

0
0
5

鋼
製

巻
尺

〇
○

J
IS

 C
 0

3
0
3
:2

0
0
0
 

構
内

電
気

設
備

の
配

線
用

図
記

号
設

計
・
計

画
・
一

般

J
IS

 C
 8

4
3
5
:1

9
9
9

合
成

樹
脂

製
ボ

ッ
ク

ス
及

び
ボ

ッ
ク

ス
カ

バ
ー

〇
○

J
IS

 E
 1

1
0
1
:2

0
0
1

普
通

レ
ー

ル
及

び
分

岐
器

類
用

特
殊

レ
ー

ル
〇

〇
○

J
IS

 E
 1

1
0
1
:2

0
0
1
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

普
通

レ
ー

ル
及

び
分

岐
器

類
用

特
殊

レ
ー

ル
（
追

補
１

）
〇

〇
○

J
IS

 E
 1

1
0
3
:1

9
9
3

軽
レ

ー
ル

〇
〇

○

J
IS

 E
 1

1
0
4
:1

9
9
3

軽
レ

ー
ル

用
継

目
板

〇
○

J
IS

 E
 1

1
0
7
:1

9
9
8

継
目

板
用

及
び

レ
ー

ル
締

結
用

ボ
ル

ト
・
ナ

ッ
ト

〇
○

J
IS

 G
 0

4
0
4
:2

0
0
5

鋼
材

の
一

般
受

渡
し

条
件

〇

J
IS

 G
 0

4
1
7
:1

9
9
9

鉄
及

び
鋼

　
―

　
化

学
成

分
定

量
用

試
料

の
採

取
及

び
調

製
〇

J
IS

 G
 0

5
5
3
:1

9
9
6

鋼
の

マ
ク

ロ
組

織
試

験
方

法
〇

J
IS

 G
 0

5
6
5
:1

9
9
2

鉄
鋼

材
料

の
磁

粉
探

傷
試

験
方

法
及

び
磁

粉
模

様
の

分
類

〇
〇

J
IS

 G
 0

5
6
7
:1

9
9
8

鉄
鋼

材
料

及
び

耐
熱

合
金

の
高

温
引

張
試

験
方

法
〇

J
IS

 G
 0

5
6
7
:1

9
9
8

鉄
鋼

材
料

及
び

耐
熱

合
金

の
高

温
引

張
試

験
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
1
1
:1

9
9
5

鉄
及

び
鋼

　
―

　
炭

素
定

量
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
1
2
:1

9
9
7

鉄
及

び
鋼

　
―

　
け

い
素

定
量

方
法

〇

J
IS

 G
 1

2
1
3
:2

0
0
1

鉄
及

び
鋼

　
―

　
マ

ン
ガ

ン
定

量
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
1
4
:1

9
9
8

鉄
及

び
鋼

　
―

　
り

ん
定

量
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
1
5
:1

9
9
4

鉄
及

び
鋼

　
―

　
硫

黄
定

量
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
1
5
:1

9
9
4
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:1
9
9
9

鉄
及

び
鋼

　
―

　
硫

黄
定

量
方

法
（
追

補
１

）
〇

J
IS

 G
 1

2
1
6
:1

9
9
7

鉄
及

び
鋼

　
―

　
ニ

ッ
ケ

ル
定

量
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
1
7
:2

0
0
5

鉄
及

び
鋼

－
ク

ロ
ム

定
量

方
法

〇

J
IS

 G
 1

2
1
8
:1

9
9
4

鉄
及

び
鋼

　
―

　
モ

リ
ブ

デ
ン

定
量

方
法

〇

J
IS

 G
 1

2
1
8
:1

9
9
4
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:1
9
9
9

鉄
及

び
鋼

　
―

　
モ

リ
ブ

デ
ン

定
量

方
法

（
追

補
１

）
〇

J
IS

 G
 1

2
1
9
:1

9
9
7

鉄
及

び
鋼

　
―

　
銅

定
量

方
法

〇

J
IS

 G
 1

2
2
1
:1

9
9
8

鉄
及

び
鋼

　
―

　
バ

ナ
ジ

ウ
ム

定
量

方
法

〇

J
IS

 G
 1

2
2
3
:1

9
9
7

鉄
及

び
鋼

　
―

　
チ

タ
ン

定
量

方
法

〇

J
IS

 G
 1

2
2
4
:2

0
0
1

鉄
及

び
鋼

　
―

　
ア

ル
ミ

ニ
ウ

ム
定

量
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
2
7
:1

9
9
9

鉄
及

び
鋼

　
―

　
ほ

う
素

定
量

方
法

〇

J
IS

 G
 1

2
2
8
:1

9
9
7

鉄
及

び
鋼

　
―

　
窒

素
定

量
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
3
2
:1

9
8
0

鋼
中

の
ジ

ル
コ

ニ
ウ

ム
定

量
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
3
7
:1

9
9
7

鉄
及

び
鋼

　
―

　
ニ

オ
ブ

定
量

方
法

〇

J
IS

 G
 1

2
5
3
:2

0
0
2

鉄
及

び
鋼

　
―

　
ス

パ
ー

ク
放

電
発

光
分

光
分

析
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
5
6
:1

9
9
7

鉄
及

び
鋼

　
―

　
蛍

光
Ｘ

線
分

析
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
5
7
:1

9
9
4

鉄
及

び
鋼

　
―

　
原

子
吸

光
分

析
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
5
7
:1

9
9
4
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:1
9
9
9

鉄
及

び
鋼

　
―

　
原

子
吸

光
分

析
方

法
（
追

補
１

）
〇

J
IS

 G
 1

2
5
7
:1

9
9
4
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 2

:2
0
0
0

鉄
及

び
鋼

　
―

　
原

子
吸

光
分

析
方

法
（
追

補
２

）
〇

J
IS

 G
 1

2
5
8
:1

9
9
9

鉄
及

び
鋼

　
―

　
誘

導
結

合
プ

ラ
ズ

マ
発

光
分

光
分

析
方

法
〇

J
IS

 G
 1

2
5
8
:1

9
9
9
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
0

鉄
及

び
鋼

　
―

　
誘

導
結

合
プ

ラ
ズ

マ
発

光
分

光
分

析
方

法
（
追

補
１

）
〇

J
IS

 G
 1

2
5
8
:1

9
9
9
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 2

:2
0
0
5

鉄
及

び
鋼

－
誘

導
結

合
プ

ラ
ズ

マ
発

光
分

光
分

析
方

法
（
追

補
２

）
〇

J
IS

 G
 1

3
2
1
:1

9
8
7

金
属

マ
ン

ガ
ン

分
析

方
法

〇

－85－



表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
1
0
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 G
 3

1
0
1
:2

0
0
4
 

一
般

構
造

用
圧

延
鋼

材
鋼

材
〇

〇
○

J
IS

 G
 3

1
0
6
:2

0
0
4
 

溶
接

構
造

用
圧

延
鋼

材
鋼

材
〇

〇
○

J
IS

 G
 3

1
0
9
:1

9
9
4
 

Ｐ
Ｃ

鋼
棒

〇

J
IS

 G
 3

1
1
1
:2

0
0
5

再
生

鋼
材

〇
○

J
IS

 G
 3

1
1
2
:2

0
0
4
 

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
棒

鋼
鋼

材
〇

〇
〇

○

J
IS

 G
 3

1
1
4
:2

0
0
4
 

溶
接

構
造

用
耐

候
性

熱
間

圧
延

鋼
材

〇
〇

○

J
IS

 G
 3

1
1
7
:1

9
8
7
 

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
再

生
棒

鋼
鋼

材
〇

○

J
IS

 G
 3

1
2
5
:2

0
0
4
 

高
耐

候
性

圧
延

鋼
材

〇
○

J
IS

 G
 3

1
3
1
:2

0
0
5

熱
間

圧
延

軟
鋼

板
及

び
鋼

帯
〇

○

J
IS

 G
 3

1
3
6
:2

0
0
5
 

建
築

構
造

用
圧

延
鋼

材
鋼

材
〇

〇
○

J
IS

 G
 3

1
3
7
:1

9
9
4
 

細
径

異
形

Ｐ
Ｃ

鋼
棒

鋼
材

J
IS

 G
 3

1
3
8
:2

0
0
5
 

建
築

構
造

用
圧

延
棒

鋼
〇

〇
○

J
IS

 G
 3

1
4
1
:2

0
0
5

冷
間

圧
延

鋼
板

及
び

鋼
帯

〇
○

J
IS

 G
 3

1
9
1
:2

0
0
2

熱
間

圧
延

棒
鋼

と
バ

ー
イ

ン
コ

イ
ル

の
形

状
，

寸
法

及
び

質
量

並
び

に
そ

の
許

容
差

〇

J
IS

 G
 3

3
0
2
:2

0
0
5
 

溶
融

亜
鉛

め
っ

き
鋼

板
及

び
鋼

帯
鋼

材
〇

〇
〇

○

J
IS

 G
 3

3
1
2
:2

0
0
5
 

塗
装

溶
融

亜
鉛

め
っ

き
鋼

板
及

び
鋼

帯
鋼

材
〇

〇
〇

○

J
IS

 G
 3

3
1
3
:2

0
0
5

電
気

亜
鉛

め
っ

き
鋼

板
及

び
鋼

帯
〇

○

J
IS

 G
 3

3
1
4
:2

0
0
6

溶
融

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

め
っ

き
鋼

板
及

び
鋼

帯
〇

○

J
IS

 G
 3

3
1
8
:2

0
0
5

塗
装

溶
融

亜
鉛

－
５

％
ア

ル
ミ

ニ
ウ

ム
合

金
め

っ
き

鋼
板

及
び

鋼
帯

〇
〇

○

J
IS

 G
 3

3
2
0
:1

9
9
9
 

塗
装

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

板
鋼

材
〇

〇

J
IS

 G
 3

3
2
1
:2

0
0
5
 

溶
融

５
５

％
ア

ル
ミ

ニ
ウ

ム
－

亜
鉛

合
金

め
っ

き
鋼

板
及

び
鋼

帯
〇

〇
〇

○

J
IS

 G
 3

3
2
2
:2

0
0
5
 

塗
装

溶
融

５
５

％
ア

ル
ミ

ニ
ウ

ム
－

亜
鉛

合
金

め
っ

き
鋼

板
及

び
鋼

帯
〇

〇
〇

○

J
IS

 G
 3

3
5
0
:2

0
0
5
 

一
般

構
造

用
軽

量
形

鋼
鋼

材
〇

〇
○

J
IS

 G
 3

3
5
2
:2

0
0
3
 

デ
ッ

キ
プ

レ
ー

ト
鋼

材
〇

J
IS

 G
 3

3
5
3
:1

9
9
0
 

一
般

構
造

用
溶

接
軽

量
Ｈ

形
鋼

鋼
材

〇
〇

J
IS

 G
 3

4
4
4
:2

0
0
6
 

一
般

構
造

用
炭

素
鋼

鋼
管

鋼
材

〇
○

J
IS

 G
 3

4
4
8
:2

0
0
4

一
般

配
管

用
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
管

〇
○

J
IS

 G
 3

4
5
2
:2

0
0
4
 

配
管

用
炭

素
鋼

管
鋼

材
〇

〇
○

J
IS

 G
 3

4
5
4
:2

0
0
5

圧
力

配
管

用
炭

素
鋼

鋼
管

〇
○

J
IS

 G
 3

4
5
9
:2

0
0
4

配
管

用
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
管

〇
○

J
IS

 G
 3

4
6
6
:2

0
0
6
 

一
般

構
造

用
角

形
鋼

管
〇

〇
○

J
IS

 G
 3

4
6
9
:2

0
0
2

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

被
覆

鋼
管

〇
○

J
IS

 G
 3

4
6
9
:2

0
0
2

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

被
覆

鋼
管

〇
○

J
IS

 G
 3

4
7
5
:1

9
9
6
 

建
築

構
造

用
炭

素
鋼

管
〇

〇

J
IS

 G
 3

5
0
5
:2

0
0
4

軟
鋼

線
材

〇
○

J
IS

 G
 3

5
0
7
-
1
:2

0
0
5

冷
間

圧
造

用
炭

素
鋼

－
第

１
部

：
線

材
〇

○

J
IS

 G
 3

5
0
7
-
2
:2

0
0
5

冷
間

圧
造

用
炭

素
鋼

－
第

２
部

：
線

〇
○

J
IS

 G
 3

5
2
5
:2

0
0
6
 

ワ
イ

ヤ
ロ

ー
プ

〇
○

J
IS

 G
 3

5
3
2
:2

0
0
0
 

鉄
線

鋼
材

〇
○

J
IS

 G
 3

5
3
6
:1

9
9
9
 

Ｐ
Ｃ

鋼
線

及
び

Ｐ
Ｃ

鋼
よ

り
線

鋼
材

〇
○

J
IS

 G
 3

5
4
6
:2

0
0
0
 

異
形

線
ロ

ー
プ

〇
○

J
IS

 G
 3

5
4
9
:2

0
0
0
 

構
造

用
ワ

イ
ヤ

ロ
ー

プ
〇

○

J
IS

 G
 3

5
5
1
:2

0
0
5
 

溶
接

金
網

及
び

鉄
筋

格
子

鋼
材

〇
○

J
IS

 G
 4

3
0
5
:2

0
0
5

冷
間

圧
延

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

板
及

び
鋼

帯
〇

〇
○

J
IS

 G
 4

3
2
1
:2

0
0
0

建
築

構
造

用
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
材

〇

J
IS

 G
 5

1
0
1
:1

9
9
1

炭
素

鋼
鋳

鋼
品

〇

J
IS

 G
 5

1
0
2
:1

9
9
1

溶
接

構
造

用
鋳

鋼
品

〇

J
IS

 G
 5

2
0
1
:1

9
9
1

溶
接

構
造

用
遠

心
力

鋳
鋼

管
〇

J
IS

 G
 5

5
0
2
:2

0
0
1

球
状

黒
鉛

鋳
鉄

品
〇

○

J
IS

 G
 5

7
0
5
:2

0
0
0

可
鍛

鋳
鉄

品
〇

J
IS

 H
 0

3
2
1
:1

9
7
3

非
鉄

金
属

材
料

の
検

査
通

則
〇

J
IS

 H
 0

4
0
1
:1

9
9
9

溶
融

亜
鉛

め
っ

き
試

験
方

法
〇

J
IS

 H
 1

3
0
5
:2

0
0
5

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
発

光
分

光
分

析
方

法
〇

J
IS

 H
 1

3
0
6
:1

9
9
9

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
原

子
吸

光
分

析
方

法
〇

J
IS

 H
 1

3
5
2
:1

9
9
7

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

中
の

け
い

素
定

量
方

法
〇

J
IS

 H
 1

3
5
3
:1

9
9
9

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

中
の

鉄
定

量
方

法
〇

J
IS

 H
 1

3
5
4
:1

9
9
9

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

中
の

銅
定

量
方

法
〇

J
IS

 H
 1

3
5
5
:1

9
9
9

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

中
の

マ
ン

ガ
ン

定
量

方
法

〇

J
IS

 H
 1

3
5
6
:1

9
9
9

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

中
の

亜
鉛

定
量

方
法

〇

J
IS

 H
 1

3
5
7
:1

9
9
9

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

中
の

マ
グ

ネ
シ

ウ
ム

定
量

方
法

〇
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表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
1
1
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 H
 1

3
5
8
:1

9
9
8

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

中
の

ク
ロ

ム
定

量
方

法
〇

J
IS

 H
 1

3
5
9
:1

9
9
8

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

中
の

チ
タ

ン
定

量
方

法
〇

J
IS

 H
 1

3
6
2
:1

9
9
4

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

中
の

バ
ナ

ジ
ウ

ム
定

量
方

法
〇

J
IS

 H
 1

3
6
3
:2

0
0
3

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

中
の

ジ
ル

コ
ニ

ウ
ム

定
量

方
法

〇

J
IS

 H
 3

1
0
0
:2

0
0
6

銅
及

び
銅

合
金

の
板

並
び

に
条

〇
○

J
IS

 H
 3

2
5
0
:2

0
0
6

銅
及

び
銅

合
金

の
棒

〇
○

J
IS

 H
 3

3
0
0
:2

0
0
6

銅
及

び
銅

合
金

の
継

目
無

管
〇

○

J
IS

 H
 3

4
0
1
:2

0
0
1

銅
及

び
銅

合
金

の
管

継
手

〇
○

J
IS

 H
 4

0
0
0
:2

0
0
6

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
板

及
び

条
〇

〇
○

J
IS

 H
 4

0
0
1
:2

0
0
6

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
焼

付
け

塗
装

板
及

び
条

〇
○

J
IS

 H
 4

0
4
0
:2

0
0
6

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
棒

及
び

線
〇

○

J
IS

 H
 4

0
8
0
:2

0
0
6

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

継
目

無
管

〇
○

J
IS

 H
 4

1
0
0
:2

0
0
6

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
押

出
形

材
〇

〇
○

J
IS

 H
 4

1
4
0
:1

9
8
8

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

鍛
造

品
〇

○

J
IS

 H
 5

2
0
2
:1

9
9
9

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

鋳
物

〇

J
IS

 H
 8

6
0
1
:1

9
9
9

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
陽

極
酸

化
皮

膜
〇

○

J
IS

 H
 8

6
0
2
:1

9
9
2

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
陽

極
酸

化
塗

装
複

合
皮

膜
〇

○

J
IS

 H
 8

6
0
2
:1

9
9
2
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
陽

極
酸

化
塗

装
複

合
皮

膜
（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 H
 8

6
1
0
:1

9
9
9

電
気

亜
鉛

め
っ

き
〇

J
IS

 H
 8

6
1
0
:1

9
9
9
/
E
X
P

L
J
IS

 H
 8

6
1
0
:1

9
9
9
解

説
〇

J
IS

 H
 8

6
1
7
:1

9
9
9

ニ
ッ

ケ
ル

め
っ

き
及

び
ニ

ッ
ケ

ル
－

ク
ロ

ム
め

っ
き

〇
○

J
IS

 H
 8

6
2
5
:1

9
9
3

電
気

亜
鉛

め
っ

き
及

び
電

気
カ

ド
ミ

ウ
ム

め
っ

き
上

の
ク

ロ
メ

ー
ト

皮
膜

〇

J
IS

 H
 8

6
4
1
:1

9
9
9

溶
融

亜
鉛

め
っ

き
〇

○

J
IS

 H
 8

6
8
0
-
1
:1

9
9
8

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
陽

極
酸

化
皮

膜
厚

さ
試

験
方

法
　

―
　

第
１

部
：
顕

微
鏡

断
面

測
定

法
〇

J
IS

 H
 8

6
8
0
-
2
:1

9
9
8

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
陽

極
酸

化
皮

膜
厚

さ
試

験
方

法
　

―
　

第
２

部
：
渦

電
流

式
測

定
法

〇

J
IS

 H
 8

6
8
0
-
3
:1

9
9
8

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

の
陽

極
酸

化
皮

膜
厚

さ
試

験
方

法
　

―
　

第
３

部
：
ス

プ
リ

ッ
ト

ビ
ー

ム
顕

微
鏡

測
定

法
〇

J
IS

 H
 9

1
2
4
:1

9
9
9

溶
融

亜
鉛

め
っ

き
作

業
指

針
〇

J
IS

 K
 1

5
7
0
:2

0
0
4

木
材

保
存

剤
〇

〇
○

J
IS

 K
 2

2
0
7
:1

9
9
6

石
油

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

〇
○

J
IS

 K
 2

2
0
7
:1

9
9
6
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

石
油

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 K
 2

2
0
8
:2

0
0
0

石
油

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

乳
剤

〇

J
IS

 K
 5

4
3
1
:2

0
0
3

セ
ラ

ッ
ク

ニ
ス

類
（
セ

ラ
ッ

ク
ニ

ス
・
白

ラ
ッ

ク
ニ

ス
）

〇
○

J
IS

 K
 5

4
3
1
:2

0
0
3

セ
ラ

ッ
ク

ニ
ス

類
（
セ

ラ
ッ

ク
ニ

ス
・
白

ラ
ッ

ク
ニ

ス
）

〇
○

J
IS

 K
 5

4
9
2
:2

0
0
3

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

ペ
イ

ン
ト

〇
○

J
IS

 K
 5

5
1
1
:2

0
0
3

油
性

調
合

ペ
イ

ン
ト

〇
○

J
IS

 K
 5

5
1
6
:2

0
0
3

合
成

樹
脂

調
合

ペ
イ

ン
ト

〇
〇

〇
○

J
IS

 K
 5

5
3
1
:2

0
0
3

ニ
ト

ロ
セ

ル
ロ

ー
ス

ラ
ッ

カ
ー

〇
○

J
IS

 K
 5

5
3
3
:2

0
0
3

ラ
ッ

カ
ー

系
シ

ー
ラ

ー
〇

○

J
IS

 K
 5

5
5
1
:2

0
0
2

エ
ポ

キ
シ

樹
脂

塗
料

〇
○

J
IS

 K
 5

5
5
2
:2

0
0
2

ジ
ン

ク
リ

ッ
チ

プ
ラ

イ
マ

ー
〇

○

J
IS

 K
 5

5
5
5
:2

0
0
2

エ
ポ

キ
シ

樹
脂

雲
母

状
酸

化
鉄

塗
料

〇
○

J
IS

 K
 5

5
6
2
:2

0
0
3

フ
タ

ル
酸

樹
脂

ワ
ニ

ス
〇

○

J
IS

 K
 5

5
7
2
:2

0
0
3

フ
タ

ル
酸

樹
脂

エ
ナ

メ
ル

〇
〇

○

J
IS

 K
 5

5
8
1
:2

0
0
3

塩
化

ビ
ニ

ル
樹

脂
ワ

ニ
ス

〇
○

J
IS

 K
 5

5
9
1
:2

0
0
3

油
性

系
下

地
塗

料
〇

〇
○

J
IS

 K
 5

6
2
1
:2

0
0
3

一
般

用
さ

び
止

め
ペ

イ
ン

ト
左

官
材

料
・
塗

装
材

〇
〇

○

J
IS

 K
 5

6
2
1
:2

0
0
3
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
3
R

一
般

用
さ

び
止

め
ペ

イ
ン

ト
(追

補
１

）
左

官
材

料
・
塗

装
材

〇
○

J
IS

 K
 5

6
2
2
:2

0
0
2

鉛
丹

さ
び

止
め

ペ
イ

ン
ト

〇
○

J
IS

 K
 5

6
2
3
:2

0
0
2

亜
酸

化
鉛

さ
び

止
め

ペ
イ

ン
ト

〇
○

J
IS

 K
 5

6
2
4
:2

0
0
2

塩
基

性
ク

ロ
ム

酸
鉛

さ
び

止
め

ペ
イ

ン
ト

〇
○

J
IS

 K
 5

6
2
5
:2

0
0
2

シ
ア

ナ
ミ

ド
鉛

さ
び

止
め

ペ
イ

ン
ト

〇
○

J
IS

 K
 5

6
2
9
:2

0
0
2

鉛
酸

カ
ル

シ
ウ

ム
さ

び
止

め
ペ

イ
ン

ト
〇

○

J
IS

 K
 5

6
3
9
:2

0
0
2

塩
化

ゴ
ム

系
塗

料
〇

○

J
IS

 K
 5

6
4
6
:2

0
0
2

カ
シ

ュ
ー

樹
脂

下
地

塗
料

〇
○

J
IS

 K
 5

6
5
3
:2

0
0
3

ア
ク

リ
ル

樹
脂

ワ
ニ

ス
〇

○

J
IS

 K
 5

6
5
4
:2

0
0
3

ア
ク

リ
ル

樹
脂

エ
ナ

メ
ル

〇
○

J
IS

 K
 5

6
5
6
:2

0
0
3

建
築

用
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
樹

脂
塗

料
〇

○

J
IS

 K
 5

6
5
7
:2

0
0
2

鋼
構

造
物

用
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
樹

脂
塗

料
〇

○

J
IS

 K
 5

6
5
8
:2

0
0
2

建
築

用
ふ

っ
素

樹
脂

塗
料

〇
○

J
IS

 K
 5

6
5
9
:2

0
0
2

鋼
構

造
物

用
ふ

っ
素

樹
脂

塗
料

〇
○
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表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
1
2
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 K
 5

6
6
0
:2

0
0
3

つ
や

有
合

成
樹

脂
エ

マ
ル

シ
ョ

ン
ペ

イ
ン

ト
〇

○

J
IS

 K
 5

6
6
3
:2

0
0
3

合
成

樹
脂

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

ペ
イ

ン
ト

及
び

シ
ー

ラ
ー

〇
〇

○

J
IS

 K
 5

6
6
7
:2

0
0
3

多
彩

模
様

塗
料

〇
〇

○

J
IS

 K
 5

6
6
8
:2

0
0
3

合
成

樹
脂

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

模
様

塗
料

〇
○

J
IS

 K
 5

6
6
9
:2

0
0
3

合
成

樹
脂

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

パ
テ

〇
○

J
IS

 K
 5

6
7
0
:2

0
0
3

ア
ク

リ
ル

樹
脂

系
非

水
分

散
形

塗
料

〇
○

J
IS

 K
 5

6
7
4
:2

0
0
3

鉛
・
ク

ロ
ム

フ
リ

ー
さ

び
止

め
ペ

イ
ン

ト
〇

○

J
IS

 K
 5

9
6
1
:2

0
0
3

家
庭

用
屋

内
木

床
塗

料
〇

○

J
IS

 K
 5

9
6
2
:2

0
0
3

家
庭

用
木

部
金

属
部

塗
料

〇
○

J
IS

 K
 5

9
7
0
:2

0
0
3

建
物

用
床

塗
料

〇
〇

○

J
IS

 K
 6

2
5
1
:2

0
0
4

加
硫

ゴ
ム

及
び

熱
可

塑
性

ゴ
ム

－
引

張
特

性
の

求
め

方
〇

J
IS

 K
 6

2
5
3
:1

9
9
7

加
硫

ゴ
ム

及
び

熱
可

塑
性

ゴ
ム

の
硬

さ
試

験
方

法
〇

J
IS

 K
 6

2
5
7
:2

0
0
3

加
硫

ゴ
ム

及
び

熱
可

塑
性

ゴ
ム

　
―

　
熱

老
化

特
性

の
求

め
方

〇

J
IS

 K
 6

3
5
3
:1

9
9
7

水
道

用
ゴ

ム
〇

○

J
IS

 K
 6

3
5
3
:1

9
9
7
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

水
道

用
ゴ

ム
（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 K
 6

4
0
4
-
5
:1

9
9
9

ゴ
ム

引
布

・
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
引

布
試

験
方

法
　

―
　

第
５

部
：
接

着
試

験
〇

J
IS

 K
 6

4
0
4
-
6
:1

9
9
9

ゴ
ム

引
布

・
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
引

布
試

験
方

法
　

―
　

第
６

部
：
も

み
試

験
〇

J
IS

 K
 6

7
1
9
-
1
:1

9
9
9

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

　
―

　
ポ

リ
カ

ー
ボ

ネ
ー

ト
（
Ｐ

Ｃ
）
成

形
用

材
料

及
び

押
出

用
材

料
　

―
　

第
１

部
：
分

類
の

体
系

及
び

仕
様

作
成

の
た

め
の

基
準

〇

J
IS

 K
 6

7
1
9
-
2
:1

9
9
9

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

　
―

　
ポ

リ
カ

ー
ボ

ネ
ー

ト
（
Ｐ

Ｃ
）
成

形
用

材
料

及
び

押
出

用
材

料
　

―
　

第
２

部
：
試

験
片

の
調

製
及

び
諸

性
質

の
測

定
方

法
〇

J
IS

 K
 6

7
3
5
:1

9
9
9

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

　
―

　
ポ

リ
カ

ー
ボ

ネ
ー

ト
板

　
―

　
タ

イ
プ

，
寸

法
及

び
特

性
〇

○

J
IS

 K
 6

7
3
9
:2

0
0
4

排
水

用
硬

質
塩

化
ビ

ニ
ル

管
継

手
〇

○

J
IS

 K
 6

7
4
1
:2

0
0
4

硬
質

塩
化

ビ
ニ

ル
管

〇
〇

○

J
IS

 K
 6

7
4
2
:2

0
0
4

水
道

用
硬

質
塩

化
ビ

ニ
ル

管
〇

○

J
IS

 K
 6

7
4
3
:2

0
0
4

水
道

用
硬

質
塩

化
ビ

ニ
ル

管
継

手
〇

○

J
IS

 K
 6

7
4
4
:1

9
9
2

ポ
リ

塩
化

ビ
ニ

ル
被

覆
金

属
板

〇
〇

○

J
IS

 K
 6

7
6
2
:2

0
0
4

水
道

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
二

層
管

〇
○

J
IS

 K
 6

7
6
9
:2

0
0
4

架
橋

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

管
〇

○

J
IS

 K
 6

7
7
0
:2

0
0
4

架
橋

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

管
継

手
〇

○

J
IS

 K
 6

7
7
4
:2

0
0
5

ガ
ス

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

〇
○

J
IS

 K
 6

7
7
5
-
1
:2

0
0
5

ガ
ス

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

継
手

－
第

１
部

：
ヒ

ー
ト

フ
ュ

ー
ジ

ョ
ン

継
手

〇
○

J
IS

 K
 6

7
7
5
-
2
:2

0
0
5

ガ
ス

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

継
手

－
第

２
部

：
ス

ピ
ゴ

ッ
ト

継
手

〇
○

J
IS

 K
 6

7
7
5
-
3
:2

0
0
5

ガ
ス

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

継
手

－
第

３
部

：
エ

レ
ク

ト
ロ

フ
ュ

ー
ジ

ョ
ン

継
手

〇
○

J
IS

 K
 6

7
7
5
-
3
:2

0
0
5

ガ
ス

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

継
手

－
第

３
部

：
エ

レ
ク

ト
ロ

フ
ュ

ー
ジ

ョ
ン

継
手

〇
○

J
IS

 K
 6

7
7
7
:2

0
0
4

耐
熱

性
硬

質
塩

化
ビ

ニ
ル

管
継

手
〇

○

J
IS

 K
 6

7
7
8
:2

0
0
4

ポ
リ

ブ
テ

ン
管

〇
○

J
IS

 K
 6

7
7
9
:2

0
0
4

ポ
リ

ブ
テ

ン
管

継
手

〇
○

J
IS

 K
 6

7
8
1
:1

9
9
4

農
業

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
フ

ィ
ル

ム
〇

○

J
IS

 K
 6

7
8
7
:2

0
0
4

水
道

用
架

橋
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

〇
○

J
IS

 K
 6

7
8
8
:2

0
0
4

水
道

用
架

橋
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

継
手

〇
○

J
IS

 K
 6

7
9
2
:2

0
0
4

水
道

用
ポ

リ
ブ

テ
ン

管
〇

○

J
IS

 K
 6

7
9
3
:2

0
0
4

水
道

用
ポ

リ
ブ

テ
ン

管
継

手
〇

○

J
IS

 K
 6

8
0
6
:2

0
0
3

水
性

高
分

子
―

イ
ソ

シ
ア

ネ
ー

ト
系

木
材

接
着

剤
〇

○

J
IS

 K
 6

8
5
9
:1

9
9
4

接
着

剤
の

ク
リ

ー
プ

破
壊

試
験

方
法

〇

J
IS

 K
 6

9
1
1
:1

9
9
5

熱
硬

化
性

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

一
般

試
験

方
法

〇

J
IS

 K
 6

9
1
1
:1

9
9
5
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

熱
硬

化
性

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

一
般

試
験

方
法

（
追

補
１

）
〇

J
IS

 K
 7

1
1
5
:1

9
9
9

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

　
―

　
ク

リ
ー

プ
特

性
の

試
験

方
法

　
―

　
第

１
部

：
引

張
ク

リ
ー

プ
〇

J
IS

 K
 7

1
1
7
-
1
:1

9
9
9

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

　
―

　
液

状
，

乳
濁

状
又

は
分

散
状

の
樹

脂
　

―
　

ブ
ル

ッ
ク

フ
ィ

ー
ル

ド
形

回
転

粘
度

計
に

よ
る

見
掛

け
粘

度
の

測
定

方
法

〇

J
IS

 K
 7

1
1
7
-
2
:1

9
9
9

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

　
―

　
液

状
，

乳
濁

状
又

は
分

散
状

の
樹

脂
　

―
　

回
転

粘
度

計
に

よ
る

定
せ

ん
断

速
度

で
の

粘
度

の
測

定
方

法
〇

J
IS

 K
 7

2
0
4
:1

9
9
9

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

　
―

　
摩

耗
輪

に
よ

る
摩

耗
試

験
方

法
〇

J
IS

 K
 7

2
1
8
:1

9
8
6

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

の
滑

り
摩

耗
試

験
方

法
〇

J
IS

 K
 7

2
2
0
:2

0
0
6

硬
質

発
泡

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

―
圧

縮
特

性
の

求
め

方
〇

J
IS

 L
 1

0
2
3
:1

9
9
2

繊
維

製
床

敷
物

の
性

能
に

関
す

る
試

験
方

法
〇

J
IS

 L
 1

0
9
6
:1

9
9
9

一
般

織
物

試
験

方
法

〇

J
IS

 L
 2

7
0
3
:1

9
9
2

ビ
ニ

ロ
ン

ロ
ー

プ
〇

○

J
IS

 L
 2

7
0
3
:1

9
9
2
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

ビ
ニ

ロ
ン

ロ
ー

プ
（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 L
 2

7
0
4
:1

9
9
2

ナ
イ

ロ
ン

ロ
ー

プ
〇

○

J
IS

 L
 2

7
0
5
:1

9
9
2

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

ロ
ー

プ
〇

○

J
IS

 L
 2

7
0
6
:1

9
9
2

ポ
リ

プ
ロ

ピ
レ

ン
ロ

ー
プ

〇
○

J
IS

 L
 2

7
0
7
:1

9
9
2

ポ
リ

エ
ス

テ
ル

ロ
ー

プ
〇

○

J
IS

 L
 3

1
0
8
:1

9
9
2

畳
へ

り
地

〇

－88－



表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
1
3
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 L
 3

2
0
4
:2

0
0
0

反
毛

フ
ェ

ル
ト

〇

J
IS

 L
 4

4
0
4
:2

0
0
0

織
じ

ゅ
う

た
ん

〇
○

J
IS

 L
 4

4
0
5
:2

0
0
0

タ
フ

テ
ッ

ド
カ

ー
ペ

ッ
ト

〇
○

J
IS

 L
 4

4
0
6
:2

0
0
0

タ
イ

ル
カ

ー
ペ

ッ
ト

〇
○

J
IS

 P
 8

1
1
5
:2

0
0
1

紙
及

び
板

紙
　

―
　

耐
折

強
さ

試
験

方
法

　
―

　
Ｍ

ＩＴ
試

験
機

法
〇

J
IS

 Q
 9

0
0
1
:2

0
0
0

品
質

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

　
―

　
要

求
事

項
〇

J
IS

 R
 1

2
5
0
:2

0
0
0

普
通

れ
ん

が
コ

ン
ク

リ
ー

ト
製

品
・
タ

イ
ル

・
レ

ン
ガ

〇
○

J
IS

 R
 3

1
0
6
:1

9
9
8

板
ガ

ラ
ス

類
の

透
過

率
・
反

射
率

・
放

射
率

・
日

射
熱

取
得

率
の

試
験

方
法

〇

J
IS

 R
 3

1
0
7
:1

9
9
8

板
ガ

ラ
ス

類
の

熱
抵

抗
及

び
建

築
に

お
け

る
熱

貫
流

率
の

算
定

方
法

〇

J
IS

 R
 3

2
0
2
:1

9
9
6
 

フ
ロ

ー
ト

板
ガ

ラ
ス

及
び

磨
き

板
ガ

ラ
ス

ガ
ラ

ス
〇

○

J
IS

 R
 3

2
0
3
:1

9
9
9
 

型
板

ガ
ラ

ス
ガ

ラ
ス

〇
○

J
IS

 R
 3

2
0
4
:1

9
9
4
 

網
入

板
ガ

ラ
ス

及
び

線
入

板
ガ

ラ
ス

ガ
ラ

ス
〇

○

J
IS

 R
 3

2
0
5
:2

0
0
5
 

合
わ

せ
ガ

ラ
ス

ガ
ラ

ス
〇

○

J
IS

 R
 3

2
0
6
:2

0
0
3
 

強
化

ガ
ラ

ス
ガ

ラ
ス

〇
○

J
IS

 R
 3

2
0
8
:1

9
9
8
 

熱
線

吸
収

板
ガ

ラ
ス

ガ
ラ

ス
〇

○

J
IS

 R
 3

2
0
9
:1

9
9
8
 

複
層

ガ
ラ

ス
ガ

ラ
ス

〇
○

J
IS

 R
 3

2
2
1
:2

0
0
2

熱
線

反
射

ガ
ラ

ス
〇

〇
○

J
IS

 R
 3

2
2
2
:2

0
0
3

倍
強

度
ガ

ラ
ス

〇
○

J
IS

 R
 3

3
1
1
:1

9
9
1

セ
ラ

ミ
ッ

ク
フ

ァ
イ

バ
ー

ブ
ラ

ン
ケ

ッ
ト

〇

J
IS

 R
 3

4
1
3
:2

0
0
6

ガ
ラ

ス
糸

〇
○

J
IS

 R
 5

2
0
1
:1

9
9
7
 

セ
メ

ン
ト

の
物

理
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
セ

メ
ン

ト
及

び
混

和
材

試
験

方
法

〇

J
IS

 R
 5

2
0
2
:1

9
9
9

ポ
ル

ト
ラ

ン
ド

セ
メ

ン
ト

の
化

学
分

析
方

法
〇

J
IS

 R
 5

2
0
3
:1

9
9
5

セ
メ

ン
ト

の
水

和
熱

測
定

方
法

（
溶

解
熱

方
法

）
〇

J
IS

 R
 5

2
1
0
:2

0
0
3
 

ポ
ル

ト
ラ

ン
ド

セ
メ

ン
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・
セ

メ
ン

ト
〇

〇
〇

○

J
IS

 R
 5

2
1
1
:2

0
0
3
 

高
炉

セ
メ

ン
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・
セ

メ
ン

ト
〇

○

J
IS

 R
 5

2
1
2
:1

9
9
7
 

シ
リ

カ
セ

メ
ン

ト
コ

ン
ク

リ
ー

ト
・
セ

メ
ン

ト
〇

J
IS

 R
 5

2
1
3
:1

9
9
7
 

フ
ラ

イ
ア

ッ
シ

ュ
セ

メ
ン

ト
コ

ン
ク

リ
ー

ト
・
セ

メ
ン

ト
〇

J
IS

 R
 5

2
1
4
:2

0
0
3
 

エ
コ

セ
メ

ン
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・
セ

メ
ン

ト
○

J
IS

 R
 6

0
0
1
:1

9
9
8

研
削

と
い

し
用

研
磨

材
の

粒
度

〇

J
IS

 R
 6

2
5
1
:2

0
0
6

研
磨

布
〇

○

J
IS

 R
 6

2
5
2
:2

0
0
6

研
磨

紙
〇

○

J
IS

 R
 6

2
5
3
:2

0
0
6

耐
水

研
磨

紙
〇

○
J
IS

 R
 6

2
5
3
:2

0
0
6

耐
水

研
磨

紙
〇

○

J
IS

 R
 9

0
0
1
:2

0
0
6

工
業

用
石

灰
〇

○

J
IS

 S
 1

0
1
0
:1

9
7
8
 

事
務

用
机

の
寸

法
家

具

J
IS

 S
 1

0
1
1
:1

9
9
4
 

事
務

用
い

す
の

寸
法

家
具

J
IS

 S
 1

0
3
1
:2

0
0
4
 

オ
フ

ィ
ス

用
机

・
テ

ー
ブ

ル
家

具
○

J
IS

 S
 1

0
3
2
:2

0
0
4
 

オ
フ

ィ
ス

用
い

す
家

具
○

J
IS

 S
 1

0
3
3
:2

0
0
4
 

オ
フ

ィ
ス

用
収

納
家

具
家

具
○

J
IS

 S
 1

0
6
1
:2

0
0
4
 

家
庭

用
学

習
机

家
具

J
IS

 S
 1

0
6
2
:2

0
0
4
 

家
庭

用
学

習
い

す
家

具

J
IS

 S
 6

0
0
7
:2

0
0
4

黒
板

〇
○

J
IS

 S
 6

0
5
2
:1

9
8
7

ほ
う

ろ
う

白
板

〇

J
IS

 X
 0

2
0
1
:1

9
9
7

７
ビ

ッ
ト

及
び

８
ビ

ッ
ト

の
情

報
交

換
用

符
号

化
文

字
集

合
〇

J
IS

 X
 0

2
0
8
:1

9
9
7

７
ビ

ッ
ト

及
び

８
ビ

ッ
ト

の
２

バ
イ

ト
情

報
交

換
用

符
号

化
漢

字
集

合
〇

J
IS

 X
 0

6
0
5
:1

9
9
7

情
報

交
換

用
デ

ィ
ス

ク
カ

ー
ト

リ
ッ

ジ
の

ボ
リ

ュ
ー

ム
及

び
フ

ァ
イ

ル
構

成
〇

J
IS

 X
 4

0
0
4
:1

9
8
9

日
本

語
文

書
交

換
用

フ
ァ

イ
ル

仕
様

（
二

値
図

形
）

〇

J
IS

 X
 6

2
1
3
:1

9
9
0

１
３

０
ｍ

ｍ
フ

レ
キ

シ
ブ

ル
デ

ィ
ス

ク
カ

ー
ト

リ
ッ

ジ
の

ト
ラ

ッ
ク

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

　
―

　
１

３
２

６
２

磁
束

反
転

／
ｒａ

ｄ
〇

J
IS

 X
 6

2
2
4
:1

9
9
5

９
０

ｍ
ｍ

フ
レ

キ
シ

ブ
ル

デ
ィ

ス
ク

カ
ー

ト
リ

ッ
ジ

の
ト

ラ
ッ

ク
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
　

―
　

１
３

　
２

６
２

磁
束

反
転

／
ｒａ

ｄ
〇

J
IS

 X
 6

2
2
5
:1

9
9
5

９
０

ｍ
ｍ

フ
レ

キ
シ

ブ
ル

デ
ィ

ス
ク

カ
ー

ト
リ

ッ
ジ

の
ト

ラ
ッ

ク
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
　

―
　

１
５

　
９

１
６

磁
束

反
転

／
ｒａ

ｄ
〇

J
IS

 Z
 1

5
4
1
:2

0
0
4

超
強

力
両

面
粘

着
テ

ー
プ

〇
○

J
IS

 Z
 1

7
0
2
:1

9
9
4

包
装

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
フ

ィ
ル

ム
〇

J
IS

 Z
 2

1
0
1
:1

9
9
4
 

木
材

の
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
木

材
試

験
方

法
〇

J
IS

 Z
 2

1
5
0
:1

9
6
6
 

薄
い

材
料

の
防

炎
性

試
験

方
法

（
４

５
°

メ
ッ

ケ
ル

バ
ー

ナ
法

）
試

験
･測

定
-
防

火
・
耐

火
試

験
方

法

J
IS

 Z
 2

2
0
1
:1

9
9
8
 

金
属

材
料

引
張

試
験

片
試

験
・
測

定
-
金

属
試

験
方

法
〇

J
IS

 Z
 2

2
0
4
:1

9
9
6

金
属

材
料

曲
げ

試
験

片
〇

J
IS

 Z
 2

2
4
1
:1

9
9
8
 

金
属

材
料

引
張

試
験

方
法

試
験

・
測

定
-
金

属
試

験
方

法
〇

J
IS

 Z
 2

2
4
2
:2

0
0
5

金
属

材
料

の
シ

ャ
ル

ピ
ー

衝
撃

試
験

方
法

〇

J
IS

 Z
 2

2
4
3
:1

9
9
8

ブ
リ

ネ
ル

硬
さ

試
験

　
―

　
試

験
方

法
〇

J
IS

 Z
 2

2
4
4
:2

0
0
3

ビ
ッ

カ
ー

ス
硬

さ
試

験
　

―
　

試
験

方
法

〇

－89－



表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
1
4
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

J
IS

 Z
 2

2
4
5
:2

0
0
5

ロ
ッ

ク
ウ

ェ
ル

硬
さ

試
験

－
試

験
方

法
〇

J
IS

 Z
 2

2
4
8
:1

9
9
6

金
属

材
料

曲
げ

試
験

方
法

〇

J
IS

 Z
 2

2
7
1
:1

9
9
9

金
属

材
料

の
ク

リ
ー

プ
及

び
ク

リ
ー

プ
破

断
試

験
方

法
〇

J
IS

 Z
 2

2
7
3
:1

9
7
8

金
属

材
料

の
疲

れ
試

験
方

法
通

則
〇

J
IS

 Z
 2

2
7
6
:2

0
0
0

金
属

材
料

の
引

張
リ

ラ
ク

セ
ー

シ
ョ

ン
試

験
方

法
〇

J
IS

 Z
 2

3
4
3
-
1
:2

0
0
1

非
破

壊
試

験
　

―
　

浸
透

探
傷

試
験

　
―

　
第

１
部

：
一

般
通

則
：
浸

透
探

傷
試

験
方

法
及

び
浸

透
指

示
模

様
の

分
類

〇
〇

J
IS

 Z
 2

3
4
4
:1

9
9
3

金
属

材
料

の
パ

ル
ス

反
射

法
に

よ
る

超
音

波
探

傷
試

験
方

法
通

則
〇

J
IS

 Z
 2

3
7
1
:2

0
0
0

塩
水

噴
霧

試
験

方
法

〇

J
IS

 Z
 2

9
1
1
:2

0
0
0
 

か
び

抵
抗

性
試

験
方

法
試

験
・
測

定
-
そ

の
他

J
IS

 Z
 2

9
1
1
:2

0
0
0
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6
 

か
び

抵
抗

性
試

験
方

法
（
追

補
１

）
試

験
・
測

定
-
そ

の
他

J
IS

 Z
 3

0
4
0
:1

9
9
5

溶
接

施
工

方
法

の
確

認
試

験
方

法
〇

J
IS

 Z
 3

0
6
2
:1

9
9
6

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
異

形
棒

鋼
ガ

ス
圧

接
部

の
超

音
波

探
傷

試
験

方
法

及
び

判
定

基
準

〇

J
IS

 Z
 3

1
1
1
:2

0
0
5

溶
着

金
属

の
引

張
及

び
衝

撃
試

験
方

法
〇

J
IS

 Z
 3

1
1
8
:1

9
9
2

鋼
溶

接
部

の
水

素
量

測
定

方
法

〇

J
IS

 Z
 3

1
2
0
:1

9
8
0

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
棒

鋼
ガ

ス
圧

接
継

手
の

検
査

方
法

〇

J
IS

 Z
 3

1
2
1
:1

9
9
3

突
合

せ
溶

接
継

手
の

引
張

試
験

方
法

〇

J
IS

 Z
 3

1
2
8
:1

9
9
6

溶
接

継
手

の
衝

撃
試

験
方

法
〇

J
IS

 Z
 3

1
8
3
:1

9
9
3

炭
素

鋼
及

び
低

合
金

鋼
用

サ
ブ

マ
ー

ジ
ア

ー
ク

溶
着

金
属

の
品

質
区

分
及

び
試

験
方

法
〇

〇

J
IS

 Z
 3

2
0
0
:2

0
0
5

溶
接

材
料

－
寸

法
，

許
容

差
，

製
品

の
状

態
，

表
示

及
び

包
装

〇

J
IS

 Z
 3

2
1
1
:2

0
0
0

軟
鋼

用
被

覆
ア

ー
ク

溶
接

棒
〇

〇
○

J
IS

 Z
 3

2
1
2
:2

0
0
0

高
張

力
鋼

用
被

覆
ア

ー
ク

溶
接

棒
〇

〇
○

J
IS

 Z
 3

2
1
4
:1

9
9
9

耐
候

性
鋼

用
被

覆
ア

ー
ク

溶
接

棒
〇

〇

J
IS

 Z
 3

2
2
1
:2

0
0
3

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

被
覆

ア
ー

ク
溶

接
棒

〇
○

J
IS

 Z
 3

2
3
2
:2

0
0
0

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

及
び

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

溶
加

棒
並

び
に

溶
接

ワ
イ

ヤ
〇

〇
○

J
IS

 Z
 3

2
6
1
:1

9
9
8

銀
ろ

う
〇

○

J
IS

 Z
 3

2
6
3
:2

0
0
2

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

ろ
う

及
び

ブ
レ

ー
ジ

ン
グ

シ
ー

ト
〇

〇
○

J
IS

 Z
 3

2
8
2
:2

0
0
6

は
ん

だ
―

化
学

成
分

及
び

形
状

〇
〇

○

J
IS

 Z
 3

3
1
2
:1

9
9
9

軟
鋼

及
び

高
張

力
鋼

用
マ

グ
溶

接
ソ

リ
ッ

ド
ワ

イ
ヤ

〇
〇

○

J
IS

 Z
 3

3
1
2
:1

9
9
9
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

軟
鋼

及
び

高
張

力
鋼

用
マ

グ
溶

接
ソ

リ
ッ

ド
ワ

イ
ヤ

（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 Z
 3

3
1
3
:1

9
9
9

軟
鋼

，
高

張
力

鋼
及

び
低

温
用

鋼
用

ア
ー

ク
溶

接
フ

ラ
ッ

ク
ス

入
り

ワ
イ

ヤ
〇

〇
○

J
IS

 Z
 3

3
1
3
:1

9
9
9
/
A

M
E
N

D
M

E
N

T
 1

:2
0
0
6

軟
鋼

，
高

張
力

鋼
及

び
低

温
用

鋼
用

ア
ー

ク
溶

接
フ

ラ
ッ

ク
ス

入
り

ワ
イ

ヤ
（
追

補
１

）
〇

○

J
IS

 Z
 3

3
1
5
:1

9
9
9

耐
候

性
鋼

用
炭

酸
ガ

ス
ア

ー
ク

溶
接

ソ
リ

ッ
ド

ワ
イ

ヤ
〇

〇
J
IS

 Z
 3

3
1
5
:1

9
9
9

耐
候

性
鋼

用
炭

酸
ガ

ス
ア

ー
ク

溶
接

ソ
リ

ッ
ド

ワ
イ

ヤ
〇

〇

J
IS

 Z
 3

3
2
0
:1

9
9
9

耐
候

性
鋼

用
炭

酸
ガ

ス
ア

ー
ク

溶
接

フ
ラ

ッ
ク

ス
入

り
ワ

イ
ヤ

〇

J
IS

 Z
 3

3
2
3
:2

0
0
3

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

ア
ー

ク
溶

接
フ

ラ
ッ

ク
ス

入
り

ワ
イ

ヤ
〇

○

J
IS

 Z
 3

3
2
4
:1

9
9
9

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

サ
ブ

マ
ー

ジ
ア

ー
ク

溶
接

ソ
リ

ッ
ド

ワ
イ

ヤ
及

び
フ

ラ
ッ

ク
ス

〇

J
IS

 Z
 3

3
5
1
:1

9
9
9

炭
素

鋼
及

び
低

合
金

鋼
用

サ
ブ

マ
ー

ジ
ア

ー
ク

溶
接

ソ
リ

ッ
ド

ワ
イ

ヤ
〇

J
IS

 Z
 3

3
5
2
:1

9
8
8

炭
素

鋼
及

び
低

合
金

鋼
用

サ
ブ

マ
ー

ジ
ア

ー
ク

溶
接

フ
ラ

ッ
ク

ス
〇

J
IS

 Z
 3

3
5
3
:1

9
9
9

軟
鋼

及
び

高
張

力
鋼

用
エ

レ
ク

ト
ロ

ス
ラ

グ
溶

接
ソ

リ
ッ

ド
ワ

イ
ヤ

並
び

に
フ

ラ
ッ

ク
ス

〇
〇

J
IS

 Z
 3

4
1
0
:1

9
9
9

溶
接

管
理

　
―

　
任

務
及

び
責

任
〇

J
IS

 Z
 3

6
0
4
:2

0
0
2

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

の
イ

ナ
ー

ト
ガ

ス
ア

ー
ク

溶
接

作
業

標
準

〇

J
IS

 Z
 3

6
2
1
:1

9
9
2

ろ
う

付
作

業
標

準
〇

J
IS

 Z
 3

8
0
1
:1

9
9
7

手
溶

接
技

術
検

定
に

お
け

る
試

験
方

法
及

び
判

定
基

準
〇

J
IS

 Z
 3

8
4
1
:1

9
9
7

半
自

動
溶

接
技

術
検

定
に

お
け

る
試

験
方

法
及

び
判

定
基

準
〇

J
IS

 Z
 3

8
8
1
:2

0
0
2

鉄
筋

の
ガ

ス
圧

接
技

術
検

定
に

お
け

る
試

験
方

法
及

び
判

定
基

準
〇

J
IS

 Z
 8

1
1
3
:1

9
9
8

照
明

用
語

〇

J
IS

 Z
 8

7
3
1
:1

9
9
9
 

環
境

騒
音

の
表

示
・
測

定
方

法
試

験
・
測

定
-
遮

音
・
吸

音
測

定
方

法

J
IS

 Z
 8

8
0
1
-
1
:2

0
0
6
 

試
験

用
ふ

る
い

―
第

１
部

：
金

属
製

網
ふ

る
い

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法
○

J
IS

 Z
 8

8
0
1
-
2
:2

0
0
0
 

試
験

用
ふ

る
い

　
―

　
第

２
部

：
金

属
製

板
ふ

る
い

試
験

・
測

定
-
コ

ン
ク

リ
ー

ト
試

験
方

法

T
R

 A
 0

0
0
1
:1

9
9
6

外
壁

用
塗

膜
防

水
材

T
R

 A
 0

0
0
2
:1

9
9
7

建
築

用
床

材
　

―
　

床
の

滑
り

や
す

さ
設

計
指

標

T
R

 A
 0

0
0
3
:2

0
0
0

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

　
―

　
性

能
及

び
推

奨
仕

様
　

―
　

第
２

部
：
く
い

T
R

 A
 0

0
0
4
:2

0
0
0

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

　
―

　
性

能
及

び
推

奨
仕

様
　

―
　

第
４

部
：
擁

壁
類

T
R

 A
 0

0
0
5
:2

0
0
0

プ
レ

キ
ャ

ス
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
品

　
―

　
性

能
及

び
推

奨
仕

様
　

―
　

第
５

部
：
暗

き
ょ

T
R

 A
 0

0
1
3
:2

0
0
1

岩
石

コ
ア

の
Ａ

Ｅ
測

定
方

法
　

―
　

地
圧

測
定

技
術

T
R

 A
 0

0
1
4
:2

0
0
1

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
化

学
混

和
剤

T
R

 A
 0

0
1
5
:2

0
0
2

コ
ン

ク
リ

ー
ト

用
砕

石
粉

T
R

 A
 0

0
1
6
:2

0
0
2

一
般

廃
棄

物
，

下
水

汚
泥

等
の

溶
融

固
化

物
を

用
い

た
コ

ン
ク

リ
ー

ト
用

細
骨

材
（
コ

ン
ク

リ
ー

ト
用

溶
融

ス
ラ

グ
細

骨
材

）
骨

材
・
混

和
材

料

T
R

 A
 0

0
1
7
:2

0
0
2

一
般

廃
棄

物
，

下
水

汚
泥

等
の

溶
融

固
化

物
を

用
い

た
道

路
用

骨
材

（
道

路
用

溶
融

ス
ラ

グ
骨

材
）

T
R

 A
 0

0
1
8
:2

0
0
3

地
質

図
　

―
　

ベ
ク

ト
ル

数
値

地
質

図
の

品
質

要
求

事
項
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表
4
.3

.1
　

対
象

と
な

り
え

る
規

格
一

覧
1
5
/
1
5

J
IS

N
o
.

名
称

J
IS

　
建

築
Ⅰ

、
Ⅱ

建
基

法
公

庫
省

エ
ネ

標
準

仕
様

新
J
IS

表
示

T
S
 A

 0
0
0
6
:2

0
0
4

再
生

骨
材

を
用

い
た

コ
ン

ク
リ

ー
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・
セ

メ
ン

ト

T
S
 A

 0
0
0
7
:2

0
0
4

湿
潤

環
境

に
お

け
る

岩
石

破
壊

じ
ん

（
靭

）
性

試
験

方
法

T
S
 A

 0
0
1
9
:2

0
0
6

地
質

図
―

記
号

，
色

，
模

様
，

用
語

及
び

地
層

・
岩

体
区

分
を

示
す

コ
ー

ド
群

T
S
 A

 0
0
2
0
:2

0
0
4

コ
ン

ク
リ

ー
ト

補
強

用
連

続
繊

維
シ

ー
ト

と
コ

ン
ク

リ
ー

ト
と

の
せ

ん
断

付
着

強
度

試
験

方
法

T
S
 A

 0
0
2
1
:2

0
0
4

コ
ン

ク
リ

ー
ト

補
強

用
連

続
繊

維
シ

ー
ト

と
コ

ン
ク

リ
ー

ト
と

の
接

着
強

度
試

験
方

法

T
S
 A

 0
0
2
2
:2

0
0
4

コ
ン

ク
リ

ー
ト

補
強

用
連

続
繊

維
シ

ー
ト

の
重

ね
継

手
試

験
方

法

T
S
 A

 0
0
2
3
:2

0
0
4

コ
ン

ク
リ

ー
ト

補
強

用
連

続
繊

維
シ

ー
ト

の
耐

久
性

試
験

方
法

T
S
 A

 0
0
2
4
:2

0
0
6

地
質

図
―

土
木

地
質

図
に

用
い

る
記

号
，

色
，

模
様

，
用

語
及

び
地

層
・
岩

体
区

分
の

表
示

と
コ

ー
ド

群
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４．４ 製品規格の附属書の試作成 

 本規格の附属書に基づいて、建築関連の製品規格の附属書を作成した場合に、どのような内容の記述が行われ

るのか試行を行った。これらは、あくまで現段階の参考であり、製品規格によっては、異なる場合も想定される

ことを理解いただきたい。 
 ALCについては、本事業のワーキングで作成した。その後、附属書原案とALCの事例を参考に、住宅用化粧

スレート及び防水材について、メーカーおよび工業会により作成頂いた。 
 
４．４．１ 製品規格の附属書のイメージ１（ALC） 

 

 部位別性能確保に資する材料特性については、以下の通りである。 

①想定される部位・工法 
ALCが使用される部位、工法は以下を想定している。 

部位 工法 本附属書においての略称 

外周壁 ロッキング構法 

横壁構法 

ボルト止め構法 

外壁工法① 

間仕切壁 フットプレート構法 

アンカー筋構法 

ロッキング構法 

ボルト止め構法 

間仕切り壁工法① 

屋根天井 敷設筋構法 屋根工法① 

屋内床天井 

ピロティ床天井 

接地階床版 

敷設筋構法 床工法① 

 ALCの外周壁においては、「スライド構法」も存在するが、現在はほとんど採用されない工法となっているため、

記述していない。  

 

※ALC については、建築学会の建築工事標準仕様書等で各工法が規定されているため、本事例ではその工法名を

使用した。そのため、工法名には「構法」が使用されている。 

このように、工法名が規定されていない材料、工法については、工法の欄に文章で工法の概要を記述すること

が運用上望ましいと考えられる。 

※工法によっては、ALCの「スライド工法」のように、過去には存在したが、現在ではほとんど採用実績がなく、

近い将来消滅すると思われるものがある。このような場合にも、その旨を明記することで、ユーザーに対して

情報提供を行うことが求められる。 

 

②各部位に求められる代用特性と材料の特性の関係 
 ①で示した部位に求められるユーザー要求項目とそれに対応する具体的な代用特性、それらに関連するALCの

特性値を以下に示す。また、その特性値の入手の可能性については、TSXXXXの表1の凡例を用いて現状の対応状

況を示す。（表1は省略） 
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ユ
ー
ザ

ー
要

求
項

目
に
対

す
る
Ａ
Ｌ
Ｃ
対

応
状

況

②
③

②
③

②
③

②
②

②
③

外 周 壁 　 ( 層 全 体 )

外 壁 構 法 ①

間 仕 切 り 壁 　 ( 層 全 体 ， 界

壁 )

間 仕 切 構 法 ①

屋 根 天 井 　 ( 層 全 体 )

屋 根 構 法 ①

屋 内 天 井 面

屋 内 床 天 井 　 ( 界 床 )

接 地 階 床 版

床 構 法 ①

代
用

特
性

（
参

考
情

報
）

試
験

方
法

等
材

料
の

特
性

値
対

応
状

況
凡

例
に

よ
る

1.
1

地
震

に
よ

っ
て

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
●

○
●

○
●

○
○

○
●

外
周

壁
・

間
仕

切
り

壁
：

変
形

追
従

性
能

､
パ

ネ
ル

強
度

､
取

付
け

部
強

度
J
I
S
 
A
 
5
4
1
6
､
J
I
S
 
A
 
1
4
1
4

曲
げ

強
さ

J
I
S
必

須

1.
2

地
震

に
よ

る
変

形
に

よ
っ

て
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

●
○

●
○

●
○

○
○

●
屋

根
・

床
：

パ
ネ

ル
強

度
､
取

付
け

部
強

度
圧

縮
強

度
J
I
S
必

須

1.
3

地
震

力
を

適
切

に
伝

達
す

る
○

-
○

-
○

●
○

●

2.
1

風
に

よ
っ

て
，

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
●

-
○

●
-

パ
ネ

ル
の

曲
げ

強
度

､
取

付
け

部
強

度
J
I
S
 
A
 
5
4
1
6
､
J
I
S
 
A
 
1
4
1
4

曲
げ

強
さ

J
I
S
必

須

2.
2

風
に

よ
る

変
形

に
よ

っ
て

，
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

●
○

●
○

-
○

○
○

-
圧

縮
強

度
J
I
S
必

須

2.
3

風
圧

力
を

適
切

に
伝

達
す

る
○

-
○

-
○

●
○

-

3.
1

雪
に

よ
っ

て
，

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
-

-
○

●
-

パ
ネ

ル
の

曲
げ

強
度

､
取

付
け

部
強

度
J
I
S
 
A
 
5
4
1
6

曲
げ

強
さ

J
I
S
必

須

3.
2

雪
に

よ
る

変
形

に
よ

っ
て

，
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

-
○

-
○

●
○

-
圧

縮
強

度
J
I
S
必

須

3.
3

積
雪

荷
重

を
適

切
に

伝
達

す
る

○
-

○
-

○
●

-

3.
4

積
雪

の
落

下
を

適
切

に
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
で

き
る

-
-

○
-

-

4.
1

常
時

荷
重

に
よ

っ
て

，
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

●
○

●
○

●
○

○
○

●
パ

ネ
ル

曲
げ

強
度

､
取

付
け

部
強

度
J
I
S
 
A
 
5
4
1
6

曲
げ

強
さ

J
I
S
必

須

4.
2

常
時

荷
重

に
よ

る
変

形
に

よ
っ

て
，

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
●

○
●

○
●

○
○

○
●

ク
リ

ー
プ

変
形

量
圧

縮
強

度
J
I
S
必

須

5
局

部
荷

重
5.

1
局

部
荷

重
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
-

○
-

○
●

○
○

○
●

パ
ネ

ル
強

度
､
取

付
け

部
強

度
J
I
S
 
A
 
5
4
1
6

曲
げ

強
さ

圧
縮

強
度

J
I
S
必

須
J
I
S
必

須

6
繰

り
返

し
荷

重
6.

1
繰

り
返

し
荷

重
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
●

○
●

○
●

○
○

○
●

外
周

壁
・

間
仕

切
り

壁
：

変
形

追
従

性
能

､
パ

ネ
ル

強
度

､
取

付
け

部
強

度
屋

根
・

床
：

パ
ネ

ル
強

度
､
取

付
け

部
強

度
J
I
S
 
A
 
5
4
1
6
､
J
I
S
 
A
 
1
4
1
4

曲
げ

強
さ

圧
縮

強
度

J
I
S
必

須
J
I
S
必

須

7
衝

撃
7.

1
人

や
物

体
の

衝
突

等
に

よ
る

衝
撃

に
よ

っ
て

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
●

○
●

○
●

○
○

○
●

衝
撃

荷
重

、
衝

撃
エ

ネ
ル

ギ
ー

耐
衝

撃
荷

重
部

位
評

価
無

8
内

部
応

力
8.

1
温

度
，

湿
気

等
の

影
響

に
よ

っ
て

想
定

以
上

の
内

部
応

力
や

不
具

合
が

発
生

し
な

い
○

●
○

-
○

●
○

○
○

-
パ

ネ
ル

の
熱

膨
張

率
、

乾
燥

収
縮

率
乾

燥
収

縮
率

熱
膨

張
率

J
I
S
必

須
情

報
提

供
可

能

9.
1

雨
水

，
融

雪
水

が
想

定
し

た
層

よ
り

内
側

に
入

ら
な

い
○

●
-

○
●

-
水

密
圧

力
、

室
内

側
へ

の
漏

水
量

、
パ

ネ
ル

の
透

水
性

（
止

水
性

・
吸

水
性

）
※

目
地

部
含

む

（
参

考
）

含
水

率
※

外
壁

は
塗

料
、

目
地

で
の

評
価

が
部

位
の

性
能

を
決

め
る

た
め

。
ま

た
、

屋
根

は
防

水
材

に
よ

る
。

J
I
S
必

須

9.
2

雨
水

，
融

雪
水

を
適

切
に

排
出

で
き

る
-

-
○

●
-

排
水

性
能

※
勾

配
、
樋

等
の
設

計
に
よ
る

材
料

特
性

値
無

9.
3

雨
水

，
融

雪
水

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

-
-

-
-

9.
4

つ
ら

ら
や

巻
き

垂
れ

を
発

生
さ

せ
な

い
-

-
○

-
-

10
.1

水
蒸

気
が

想
定

し
た

層
よ

り
内

側
に

入
ら

な
い

○
●

○
●

○
●

○
○

●
気

密
抵

抗
、
透

湿
抵

抗
　
※

目
地

部
含

む

（
参

考
）

透
湿

抵
抗

※
外

壁
は

塗
料

、
目

地
で

の
評

価
が

部
位

の
性

能
を

決
め

る
た

め
。

ま
た

、
屋

根
は

防
水

材
に

よ
る

。

情
報

提
供

可
能

10
.2

水
蒸

気
の

影
響

で
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
●

○
●

○
●

○
○

○
●

耐
水

性
（

吸
水

に
よ

る
強

度
の

低
下

等
）

部
位

評
価

無

10
.3

室
内

の
湿

度
を

適
切

に
制

御
で

き
る

-
-

-
○

-

11
.1

内
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
●

○
●

○
●

○
○

○
●

部
位

別
の
耐

火
・
準

耐
火

性
能

国
土

交
通

大
臣

認
定

の
防

耐
火

試
験

法
に
よ
る

（
一

部
例

示
仕

様
を
含

む
）
（
参

考
：
JI

S 
A 

13
04

）
耐

火
・
準

耐
火

性
能

部
位

評
価

有

11
.2

内
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

有
害

な
ガ

ス
を

発
生

し
な

い
○

●
○

●
○

●
○

○
○

●
不

燃
性

能
法

定
不

燃
材

不
燃

材
情

報
提

供
容

易

11
.3

内
部

火
災

に
よ

る
煙

，
有

害
ガ

ス
を

排
出

す
る

-
-

●
-

11
.4

内
部

火
災

に
よ

る
煙

を
拡

散
さ

せ
な

い
-

○
●

-
○

○
●

不
燃

性
能

法
定

不
燃

材
不

燃
材

情
報

提
供

容
易

11
.5

内
部

火
災

が
生

じ
た

場
合

に
，

所
要

時
間

内
に

他
の

部
位

や
他

の
建

築
物

へ
の

延
焼

を
防

止
す

る
○

●
●

○
●

●
部

位
別

の
耐

火
・
準

耐
火

性
能

国
土

交
通

大
臣

認
定

の
防

耐
火

試
験

法
に
よ
る

（
一

部
例

示
仕

様
を
含

む
）
（
参

考
：
JI

S 
A 

13
04

）
耐

火
・
準

耐
火

性
能

部
位

評
価

有

12
.1

外
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

延
焼

し
な

い
○

●
-

○
●

-
部

位
別

の
耐

火
・

準
耐

火
性

能
国

土
交

通
大

臣
認

定
の
防

耐
火

試
験

法
に
よ
る

（
一

部
例

示
仕

様
を
含

む
）
（
参

考
：
JI

S 
A 

13
04

）
耐

火
・
準

耐
火

性
能

部
位

評
価

有

12
.2

外
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
●

-
○

●
-

部
位

別
の

耐
火

・
準

耐
火

性
能

国
土

交
通

大
臣

認
定

の
防

耐
火

試
験

法
に
よ
る

（
一

部
例

示
仕

様
を
含

む
）
（
参

考
：
JI

S 
A 

13
04

）
耐

火
・
準

耐
火

性
能

部
位

評
価

有

13
振

動
13

.1
音

，
振

動
を

発
生

さ
せ

な
い

，
ま

た
は

適
切

に
制

御
で

き
る

○
-

○
-

○
-

○
○

○
-

14
.1

音
の

反
射

，
吸

収
，

流
出

入
及

び
反

響
を

適
切

に
制

御
で

き
る

○
●

○
●

○
●

○
○

●
間

仕
切

り
壁

：
界

壁
の
遮

音
性

能
外

周
壁

・
間

仕
切

り
壁

：
透

過
損

失
屋

根
・
床

：
重

量
・
軽

量
床

衝
撃

音
JI

S 
A 

14
16

密
度

透
過

損
失

重
量

・
軽

量
床

衝
撃

音

JI
S必

須
情

報
提

供
可

能
情

報
提

供
可

能

14
.2

外
力

に
よ

る
衝

撃
音

を
適

切
に

制
御

で
き

る
-

-
-

○
-

15
.1

熱
の

流
出

入
を

適
切

に
制

御
で

き
る

○
●

○
-

○
●

○
○

●
熱

貫
流

抵
抗

、
熱

損
失

、
漏

気
量

熱
抵

抗
値

熱
容

量
JI

S必
須

情
報

提
供

可
能

15
.2

室
温

変
動

を
適

切
に

制
御

で
き

る
○

●
○

●
○

●
○

○
●

熱
容

量
熱

容
量

情
報

提
供

可
能

15
.3

熱
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
-

-
-

-

16
.1

生
活

水
，

人
体

か
ら

生
ず

る
水

が
想

定
し

た
層

よ
り

内
側

に
入

ら
な

い
○

-
○

-
-

○
○

-

16
.2

室
内

水
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

-
○

-
-

○
○

-

17
日

射
17

.1
日

射
を

適
切

に
制

御
で

き
る

-
-

-
-

18
紫

外
線

18
.1

紫
外

線
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
-

-
-

-

19
光

19
.1

光
を

適
切

に
制

御
で

き
る

-
-

-
-

20
空

気
20

.1
空

気
，

臭
気

を
適

切
に

制
御

で
き

る
○

●
○

-
○

●
○

○
○

-
気

密
性

能
省

エ
ネ

機
・

評
定

第
1
2
0
号

材
料

特
性

値
無

21
電

磁
波

21
.1

人
工

的
に

発
生

す
る

電
磁

波
の

出
入

り
，

反
射

を
適

切
に

制
御

で
き

る
○

-
○

-
○

-
○

○
-

22
.1

酸
，

ア
ル

カ
リ

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
-

○
-

○
-

○
○

○
-

22
.2

塩
分

，
海

水
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

-
-

○
-

-

22
.3

薬
品

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
-

○
-

○
-

○
○

○
-

22
.4

有
害

な
化

学
物

質
を

出
さ

な
い

○
●

○
●

○
●

○
○

○
●

ホ
ル
ム
ア
ル
デ

ヒ
ド
・
Ｖ
Ｏ
Ｃ
放

散
量

ア
ス
ベ

ス
ト
含

有
量

汚
染

物
質

の
含

有
量

ホ
ル
ム
ア
ル
デ

ヒ
ド
・
Ｖ
Ｏ
Ｃ
放

散
量

ア
ス
ベ

ス
ト
含

有
量

汚
染

物
質

の
含

有
量

対
応

無
対

応
無

対
応

無

23
.1

虫
，

微
生

物
等

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
-

○
-

○
-

○
○

○
-

23
.2

虫
，

微
生

物
等

の
繁

殖
を

防
止

し
，

衛
生

環
境

を
確

保
す

る
-

-
-

○
-

23
.3

虫
，

鳥
，

鼠
等

の
侵

入
を

防
止

し
，

衛
生

環
境

を
確

保
す

る
○

-
○

-
○

-
○

-

24
.1

汚
染

が
所

要
期

間
生

じ
な

い
，

汚
れ

が
つ

き
に

く
い

-
-

-
○

-

24
.2

汚
染

が
除

去
し

や
す

い
-

-
-

○
-

25
.1

摩
耗

し
に

く
い

，
傷

が
付

き
に

く
い

-
-

-
-

25
.2

摩
耗

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
-

-
-

-

26
.1

可
動

部
の

動
き

が
ス

ム
ー

ズ
で

，
快

適
に

操
作

で
き

る
-

-
-

-

26
.2

可
動

部
の

繰
り

返
し

使
用

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
-

-
-

-

26
.3

人
が

衝
突

し
て

も
怪

我
を

し
な

い
-

-
-

-

26
.4

人
が

接
触

し
た

際
痛

く
な

い
，

擦
り

傷
等

を
生

じ
な

い
-

-
-

-

26
.5

人
が

接
触

し
た

際
の

感
触

が
よ

い
-

-
-

-

26
.6

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

弾
力

性
，

剛
性

を
有

す
る

-
-

-
○

○
-

26
.7

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

表
面

の
硬

さ
を

有
す

る
-

-
-

-

26
.8

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

表
面

の
す

べ
り

を
有

す
る

-
-

-
-

26
.9

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

表
面

の
粗

さ
を

有
す

る
-

-
-

-

26
.1

静
電

気
を

帯
び

な
い

-
-

-
-

26
.1

1
感

電
し

な
い

-
-

-
-

26
.1

2
ほ

こ
り

，
塵

埃
を

発
生

し
な

い
，

帯
び

な
い

-
-

-
○

-

26
.1

3
侵

入
犯

に
対

し
て

，
所

要
時

間
内

に
侵

入
さ

せ
な

い
○

●
-

○
-

-
侵

入
時

間
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

26
.1

4
視

線
を

適
切

に
制

御
で

き
る

-
-

-
-

26
.1

5
配

線
，

配
管

，
機

器
類

の
設

置
が

容
易

で
あ

る
○

-
○

●
○

-
○

●
施

工
（
孔

開
け
）
時

間
、
孔

あ
け
の
容

易
性

材
料

特
性

無
部

位
評

価
無

27
.1

部
位

，
部

品
の

点
検

，
清

掃
，

更
新

等
が

容
易

で
あ

る
○

●
○

●
○

●
○

○
○

●
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

27
.2

き
ず

や
へ

こ
み

が
容

易
に

回
復

で
き

る
-

-
-

○
-

材
料

特
性

無
部

位
評

価
無

28
.1

生
産

，
施

工
が

容
易

で
あ

る
○

●
○

●
○

●
○

○
○

●
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

28
.2

他
の

部
位

と
の

取
り

合
い

，
納

ま
り

が
よ

い
○

●
○

●
○

●
○

○
○

●
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

28
.3

解
体

が
容

易
で

あ
る

○
●

○
●

○
●

○
○

○
●

材
料

特
性

無
部

位
評

価
無

29
.1

生
産

時
，

施
工

時
の

環
境

負
荷

が
小

さ
い

○
●

○
●

○
●

○
○

○
●

環
境

負
荷

の
情

報
開

示
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

29
.2

使
用

時
の

環
境

負
荷

が
小

さ
い

○
●

○
●

○
●

○
○

○
●

環
境

負
荷

の
情

報
開

示
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

29
.3

解
体

時
，

廃
棄

時
の

環
境

負
荷

が
小

さ
い

○
●

○
●

○
●

○
○

○
●

環
境

負
荷

の
情

報
開

示
、

安
定

型
産

業
廃

棄
物

材
料

特
性

無
部

位
評

価
無

29
環

境
負

荷

26
人

，
機

器
と

の
関

係

27
維

持
管

理

28
生

産
性

等

25
摩

耗
，

傷
つ

き

①
④

⑤
⑥

16
室

内
水

22
化

学
物

質

23
生

物

24
汚

染

12
外

部
火

災

14
音

15
熱

9
雨

・
雪

10
水

蒸
気

11
内

部
火

災

2
風

荷
重

3
雪

荷
重

4
常

時
の

荷
重

外
周
壁

間
仕
切

屋
根

床

　
　

　
　

　
　

　
　

　
ユ

ー
ザ

ー
要

求
性

能

1
地

震
荷

重
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４．４．２ 製品規格の附属書のイメージ２（住宅屋根用化粧スレート） 

 
 部位別性能確保に資する材料特性については、以下の通りである。 

①想定される部位・工法 
住宅屋根様化粧スレートは、勾配屋根面で使用されるのみで、他の部位で使用されることは想定していない。

下図に納まりの事例を示す。工法名称は化粧スレート屋根とし、層構成の対象は下葺き材までとする。 

 

棟包み

ルーフィング

棟包み心木

屋根スレート

屋根スレート

ルーフィング

ルーフィング

軒先水切り

垂木

合板下地

垂木

合板下地

棟木

断熱材

石膏ボード

 

 

②各部位に求められる代用特性と材料の特性の関係 
 ①で示した部位に求められるユーザー要求項目とそれに対応する具体的な代用特性、それらに関連する住宅屋

根様化粧スレートの特性値を以下に示す。また、その特性値の入手の可能性については、TSXXXXの表1の凡例を

用いて現状の対応状況を示す。（表1は省略） 
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ユ
ー
ザ

ー
要

求
項
目
に
対
す
る
住
宅
屋
根
用
化
粧
ス
レ
ー
ト
の
対
応
状
況

②
③

⑤
⑥

勾 配 屋 根 面

化 粧 ス レ ー ト 屋 根

代
用
特
性

（
参
考
情
報
）

試
験
方
法
等

材
料

の
特

性
値

対
応

状
況

凡
例

に
よ

る
備

考

1.
1

地
震

に
よ

っ
て

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
●

･
屋

根
材

:
J
I
S
 
A
 
5
4
2
3
､
J
I
S
 
A
 
1
4
0
8

曲
げ

破
壊

荷
重

J
I
S
必

須

1.
2

地
震

に
よ

る
変

形
に

よ
っ

て
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

●
･
釘

留
め

：
J
I
S
 
Z
 
2
1
0
1

釘
引

き
抜

き
抵

抗
材

料
特

性
無

部
位

評
価

有

1.
3

地
震

力
を

適
切

に
伝

達
す

る
-

2.
1

風
に

よ
っ

て
，

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
●

耐
風

性
住

宅
屋

根
用

化
粧

ｽ
ﾚ
ｰ
ﾄ
葺

き
/
屋

根
耐

風
性

能
設

計
施

工
ｶ
ﾞ
ｲ
ﾄ
ﾞ
ﾗ
ｲ
ﾝ
/
第

３
節

 
標

準
試

験
繰

り
返

し
引

き
上

げ
加

力
(
Ｎ

/
㎡

)
情

報
提

供
容

易
建

築
確

認
申

請
で

添
付

す
る

耐
風

検
討

書
に

適
用

2.
2

風
に

よ
る

変
形

に
よ

っ
て

，
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

-

2.
3

風
圧

力
を

適
切

に
伝

達
す

る
-

3.
1

雪
に

よ
っ

て
，

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
●

･
屋

根
材

:
J
I
S
 
A
 
5
4
2
3
､
J
I
S
 
A
 
1
4
0
8

曲
げ

破
壊

荷
重

J
I
S
必

須

3.
2

雪
に

よ
る

変
形

に
よ

っ
て

，
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

●
･
釘

留
め

：
J
I
S
 
Z
 
2
1
0
1

釘
引

き
抜

き
抵

抗
材

料
特

性
無

部
位

評
価

有

3.
3

積
雪

荷
重

を
適

切
に

伝
達

す
る

-

3.
4

積
雪

の
落

下
を

適
切

に
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
で

き
る

○
-

雪
止

め
役

物
は

雪
の

状
態

に
よ

り
落

雪
す

る
場

合
が

あ
り

、
ｺ
ﾝ
ﾄ
ﾛ
ｰ
ﾙ
は

で
き

な
い

。

4.
1

常
時

荷
重

に
よ

っ
て

，
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

●
･
屋

根
材

:
J
I
S
 
A
 
5
4
2
3
､
J
I
S
 
A
 
1
4
0
8

曲
げ

破
壊

荷
重

J
I
S
必

須

4.
2

常
時

荷
重

に
よ

る
変

形
に

よ
っ

て
，

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
●

･
釘

留
め

：
J
I
S
 
Z
 
2
1
0
1

釘
引

き
抜

き
抵

抗
材

料
特

性
無

部
位

評
価

有

5
局

部
荷

重
5.
1

局
部

荷
重

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

●
・

材
料

自
体

：
変

形
追

従
性

能
､
材

料
強

度
・

取
り

付
け

：
留

め
付

け
強

度
･
屋

根
材

:
J
I
S
 
A
 
5
4
2
3
､
J
I
S
 
A
 
1
4
0
8

･
釘

留
め

：
J
I
S
 
Z
 
2
1
0
1

・
曲

げ
破

壊
荷

重
・

釘
引

き
抜

き
抵

抗

･
J
I
S
必

須
･
材

料
特

性
無

 
部

位
評

価
有

6
繰

り
返

し
荷

重
6.
1

繰
り

返
し

荷
重

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

-
屋

根
面

で
繰

り
返

し
荷

重
は

想
定

さ
れ

な
い

(
風

や
熱

等
は

別
途

規
定

)

7
衝

撃
7.
1

人
や

物
体

の
衝

突
等

に
よ

る
衝

撃
に

よ
っ

て
破

損
，

脱
落

し
な

い
○

●
衝

撃
荷

重
、

衝
撃

エ
ネ

ル
ギ

ー
J
I
S
 
A
 
5
4
2
3
､
J
I
S
 
A
 
1
4
0
8

耐
衝

撃
性

J
I
S
必

須

8
内

部
応

力
8.
1

温
度

，
湿

気
等

の
影

響
に

よ
っ

て
想

定
以

上
の

内
部

応
力

や
不

具
合

が
発

生
し

な
い

○
●

耐
凍

結
融

解
性

能
吸

水
に

よ
る

変
形

熱
膨

張
率

J
I
S
 
A
 
5
4
2
3
､
J
I
S
 
A
 
1
4
3
5

J
I
S
 
A
 
1
3
2
5

耐
凍

結
融

解
性

吸
水

に
よ

る
反

り
、

吸
水

率
線

膨
張

率

J
I
S
必

須
J
I
S
必

須
情

報
提

供
可

能

9.
1

雨
水

，
融

雪
水

が
想

定
し

た
層

よ
り

内
側

に
入

ら
な

い
○

●
･
水

密
性

(
屋

根
葺

材
)

･
止

水
性

(
下

葺
材

)
･
透

水
性

(
屋

根
材

)

･
J
A
S
S
1
2
/
参

考
資

料
5

･
J
A
S
S
1
2
/
参

考
資

料
6

･
J
I
S
 
A
5
4
2
3

･
水

密
性

/
水

密
区

分
･
止

水
性

の
有

無
･
透

水
性

の
有

無

･
材

料
特

性
無

 
部

位
評

価
有

･
J
I
S
必

須

9.
2

雨
水

，
融

雪
水

を
適

切
に

排
出

で
き

る
○

●
排

水
性

能
※

勾
配

と
流

れ
長

さ
基

準
や

　
役

物
の

設
計

に
よ

る
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

9.
3

雨
水

，
融

雪
水

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

●
吸

水
に

よ
る

変
形

J
I
S
 
A
 
5
4
2
3

吸
水

に
よ

る
反

り
、

吸
水

率
J
I
S
必

須

9.
4

つ
ら

ら
や

巻
き

垂
れ

を
発

生
さ

せ
な

い
○

-

10
.1

水
蒸

気
が

想
定

し
た

層
よ

り
内

側
に

入
ら

な
い

●
気

密
抵

抗
、
透

湿
抵

抗
J
I
S
 
A
 
1
3
2
4

透
湿

抵
抗

値
情

報
提

供
可

能

10
.2

水
蒸

気
の

影
響

で
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
●

吸
水

に
よ

る
変

形
J
I
S
 
A
 
5
4
2
3

吸
水

に
よ

る
反

り
、

吸
水

率
J
I
S
必

須
水

蒸
気

に
対

す
る

評
価

は
無

い

10
.3

室
内

の
湿

度
を

適
切

に
制

御
で

き
る

-

11
.1

内
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

破
損

，
脱

落
し

な
い

-
部

位
別

の
耐

火
性

能
国

土
交

通
大

臣
が

定
め

る
耐

火
性

能
試

験
、

不
燃

性
能

試
験

(
J
I
S
 
A
 
5
4
2
3
,
A
 
1
3
2
1
)

国
土

交
通

大
臣

認
定

の
耐

火
構

造
、

不
燃

材
で

葺
く

情
報

提
供

容
易

屋
根

面
は

内
部

火
災

に
さ

ら
さ

れ
な

い

11
.2

内
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

有
害

な
ガ

ス
を

発
生

し
な

い
-

11
.3

内
部

火
災

に
よ

る
煙

，
有

害
ガ

ス
を

排
出

す
る

-

11
.4

内
部

火
災

に
よ

る
煙

を
拡

散
さ

せ
な

い
-

11
.5

内
部

火
災

が
生

じ
た

場
合

に
，

所
要

時
間

内
に

他
の

部
位

や
他

の
建

築
物

へ
の

延
焼

を
防

止
す

る
-

部
位

別
の
耐

火
性

能
国

土
交

通
大

臣
が

定
め

る
耐

火
性

能
試

験
、

不
燃

性
能

試
験

(
J
I
S
 
A
 
5
4
2
3
,
A
 
1
3
2
1
)

国
土

交
通

大
臣

認
定

の
耐

火
構

造
、

不
燃

材
で

葺
く

情
報

提
供

容
易

12
.1

外
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

延
焼

し
な

い
○

●
不

燃
性

能
情

報
提

供
容

易

12
.2

外
部

火
災

に
よ

っ
て

所
要

時
間

内
に

破
損

，
脱

落
し

な
い

○
●

部
位

別
の

耐
火

性
能

情
報

提
供

容
易

13
振

動
13
.1

音
，

振
動

を
発

生
さ

せ
な

い
，

ま
た

は
適

切
に

制
御

で
き

る
○

-

14
.1

音
の

反
射

，
吸

収
，

流
出

入
及

び
反

響
を

適
切

に
制

御
で

き
る

○
●

遮
音

性
能

屋
根

材
：

J
I
S
 
A
 
1
4
1
6

屋
　

根
：

J
I
S
 
A
 
1
4
1
7
,
1
4
1
9
-
1

透
過

損
失

情
報

提
供

可
能

14
.2

外
力

に
よ

る
衝

撃
音

を
適

切
に

制
御

で
き

る
-

15
.1

熱
の

流
出

入
を

適
切

に
制

御
で

き
る

-
熱

抵
抗

、
熱

伝
導

率
J
I
S
 
A
 
1
4
1
2
-
2

熱
伝

導
率

、
熱

抵
抗

値
情

報
提

供
可

能

15
.2

室
温

変
動

を
適

切
に

制
御

で
き

る
-

比
熱

、
熱

容
量

熱
容

量
情

報
提

供
可

能

15
.3

熱
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

-
ﾙ
ｰ
ﾌ
ｨﾝ

ｸ
ﾞの

耐
熱

性
J
I
S
 
A
 
6
0
0
5
、

J
I
S
 
A
 
6
0
1
3

耐
熱

性
J
I
S
必

須

16
.1

生
活

水
，

人
体

か
ら

生
ず

る
水

が
想

定
し

た
層

よ
り

内
側

に
入

ら
な

い
-

16
.2

室
内

水
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
-

17
日

射
17
.1

日
射

を
適

切
に

制
御

で
き

る
○

●
反

射
、
吸

収
率

各
波

長
の

反
射

、
吸

収
率

材
料

特
性

無
部

位
評

価
無

現
在

、
屋

根
材

の
反

射
･
吸

収
率

の
測

定
方

法
を

研
究

中

18
紫

外
線

18
.1

紫
外

線
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

●
耐

候
性

能
、
耐

久
性

能
J
I
S
 
A
 
5
4
2
3
、

J
I
S
 
A
 
1
4
1
5

耐
候

性
J
I
S
必

須

19
光

19
.1

光
を

適
切

に
制

御
で

き
る

-

20
空

気
20
.1

空
気

，
臭

気
を

適
切

に
制

御
で

き
る

○
-

屋
根

材
に

空
気

の
制

御
は

制
御

さ
れ

な
い

(
天

窓
や

換
気

部
材

で
別

途
制

御
)

21
電

磁
波

21
.1

人
工

的
に

発
生

す
る

電
磁

波
の

出
入

り
，

反
射

を
適

切
に

制
御

で
き

る
○

-
ま

れ
に

電
波

の
反

射
率

の
問

合
せ

有
り

22
.1

酸
，

ア
ル

カ
リ

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
●

耐
酸

性
、

耐
酸

性
雨

耐
ア

ル
カ

リ
性

ﾙ
ｰ
ﾌ
ｨ
ﾝ
ｸ
ﾞ
の

耐
ｱ
ﾙ
ｶ
ﾘ
性

(
対

屋
根

材
の

ｱ
ﾙ
ｶ
ﾘ
成

分
)

J
I
S
 
A
 
6
0
1
3

耐
酸

性
、

中
性

化
深

さ
耐

ア
ル

カ
リ

性
ｱ
ﾙ
ｶ
ﾘ
浸

せ
き

後
の

引
張

強
さ

、
伸

び
率

の
無

処
理

試
験

値
と

の
比

較

材
料

特
性

無
部

位
評

価
無

対
応

無
J
I
S
必

須

社
内

規
定

も
し

く
は

各
社

オ
リ

ジ
ナ

ル
の

試
験

方
法

有
り

22
.2

塩
分

，
海

水
の

影
響

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
○

●
耐

食
性

J
I
S
 
Z
 
2
3
7
1
、

J
I
S
 
K
 
5
6
0
0
-
7
-
1
,
9

耐
食

性
材

料
特

性
無

部
位

評
価

有
社

内
規

定
も

し
く

は
各

社
オ

リ
ジ

ナ
ル

の
試

験
方

法
有

り

22
.3

薬
品

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
-

屋
根

材
に

要
求

さ
れ

な
い

22
.4

有
害

な
化

学
物

質
を

出
さ

な
い

●
ホ
ル
ム
ア
ル
デ

ヒ
ド
・
Ｖ
Ｏ
Ｃ
放

散
量

ア
ス
ベ
ス
ト
含

有
量

汚
染

物
質

の
含

有
量

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

・
Ｖ

Ｏ
Ｃ

放
散

量
ア

ス
ベ

ス
ト

含
有

量
危

険
有

害
性

情
報

提
供

容
易

情
報

提
供

容
易

情
報

提
供

容
易

Ｍ
Ｓ

Ｄ
Ｓ

シ
ー

ト
な

ど
で

対
応

23
.1

虫
，

微
生

物
等

の
影

響
に

よ
っ

て
所

要
の

性
能

が
劣

化
し

な
い

○
●

耐
久

性
耐

久
性

材
料

特
性

無
部

位
評

価
無

経
年

品
物

性
試

験
な

ど
で

総
合

的
に

評
価

23
.2

虫
，

微
生

物
等

の
繁

殖
を

防
止

し
，

衛
生

環
境

を
確

保
す

る
-

23
.3

虫
，

鳥
，

鼠
等

の
侵

入
を

防
止

し
，

衛
生

環
境

を
確

保
す

る
○

●
防

虫
、

侵
入

防
止

役
物

や
納

り
の

設
計

に
よ

る
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

24
.1

汚
染

が
所

要
期

間
生

じ
な

い
，

汚
れ

が
つ

き
に

く
い

●
防

汚
性

、
汚

れ
分

解
性

能
親

水
性

、
帯

電
性

材
料

特
性

無

24
.2

汚
染

が
除

去
し

や
す

い
●

部
位

評
価

無

25
.1

摩
耗

し
に

く
い

，
傷

が
付

き
に

く
い

●
耐

摩
耗

性
J
I
S
 
A
 
5
4
2
3

耐
摩

耗
性

J
I
S
必

須

25
.2

摩
耗

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
●

26
.1

可
動

部
の

動
き

が
ス

ム
ー

ズ
で

，
快

適
に

操
作

で
き

る
-

26
.2

可
動

部
の

繰
り

返
し

使
用

に
よ

っ
て

所
要

の
性

能
が

劣
化

し
な

い
-

26
.3

人
が

衝
突

し
て

も
怪

我
を

し
な

い
-

26
.4

人
が

接
触

し
た

際
痛

く
な

い
，

擦
り

傷
等

を
生

じ
な

い
-

26
.5

人
が

接
触

し
た

際
の

感
触

が
よ

い
-

26
.6

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

弾
力

性
，

剛
性

を
有

す
る

-

26
.7

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

表
面

の
硬

さ
を

有
す

る
-

26
.8

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

表
面

の
す

べ
り

を
有

す
る

-

26
.9

人
，

機
器

の
動

作
時

に
適

切
な

表
面

の
粗

さ
を

有
す

る
-

26
.1

静
電

気
を

帯
び

な
い

-

26
.1
1

感
電

し
な

い
-

26
.1
2

ほ
こ

り
，

塵
埃

を
発

生
し

な
い

，
帯

び
な

い
-

26
.1
3

侵
入

犯
に

対
し

て
，

所
要

時
間

内
に

侵
入

さ
せ

な
い

-

26
.1
4

視
線

を
適

切
に

制
御

で
き

る
-

26
.1
5

配
線

，
配

管
，

機
器

類
の

設
置

が
容

易
で

あ
る

-

27
.1

部
位

，
部

品
の

点
検

，
清

掃
，

更
新

等
が

容
易

で
あ

る
○

●
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

27
.2

き
ず

や
へ

こ
み

が
容

易
に

回
復

で
き

る
○

●
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

28
.1

生
産

，
施

工
が

容
易

で
あ

る
○

●
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

28
.2

他
の

部
位

と
の

取
り

合
い

，
納

ま
り

が
よ

い
○

●
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

28
.3

解
体

が
容

易
で

あ
る

○
●

材
料

特
性

無
部

位
評

価
無

29
.1

生
産

時
，

施
工

時
の

環
境

負
荷

が
小

さ
い

○
●

環
境

負
荷

の
情

報
開

示
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

29
.2

使
用

時
の

環
境

負
荷

が
小

さ
い

○
●

環
境

負
荷

の
情

報
開

示
材

料
特

性
無

部
位

評
価

無

29
.3

解
体

時
，

廃
棄

時
の

環
境

負
荷

が
小

さ
い

○
●

環
境

負
荷

の
情

報
開

示
、

安
定

型
産

業
廃

棄
物

材
料

特
性

無
部

位
評

価
無

外
部

火
災

地
震

に
よ

る
屋

根
材

の
挙

動
･
変

形
は

解
明

さ
れ

て
お

ら
ず

(
解

明
は

非
常

に
困

難
)
、

単
純

な
曲

げ
破

壊
荷

重
や

釘
の

保
持

力
な

ど
で

評
価

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
。

⇒
耐

風
性

能
を

満
足

し
て

い
れ

ば
十

分
な

耐
震

性
能

を
有

す
る

の
は

自
明

。

・
材

料
自

体
：

変
形

追
従

性
能

､
材

料
強

度
・

取
り

付
け

：
留

め
付

け
強

度

国
土

交
通

大
臣

が
定

め
る

耐
火

性
能

試
験

、
不

燃
性

能
試

験
(
J
I
S
 
A
 
5
4
2
3
,
A
 
1
3
2
1
)

国
土

交
通

大
臣

認
定

の
不

燃
材

、
耐

火
構

造
、

不
燃

材
で

葺
く

・
材

料
自

体
：

変
形

追
従

性
能

､
材

料
強

度
・

取
り

付
け

：
留

め
付

け
強

度

勾
配

屋
根

で
は

巻
き

垂
れ

落
雪

等
に

よ
る

破
損

が
主

で
、

そ
れ

に
対

す
る

特
性

値
が

無
い

⇒
各

ﾒ
ｰ
ｶ
ｰ
の

ﾉ
ｳ
ﾊ
ｳ
で

施
工

不
可

地
域

を
　

設
定

し
対

応
し

て
い

る
。

・
材

料
自

体
：

変
形

追
従

性
能

､
材

料
強

度
・

取
り

付
け

：
留

め
付

け
強

度
※

屋
根

材
上

に
部

材
を

設
置

す
る

こ
と

は
　

原
則

不
可

＝
要

求
性

能
除

外
※

必
要

な
ら

ば
、

納
り

を
考

慮
し

下
地

、
　

垂
木

も
含

め
た

屋
根

面
の

評
価

が
必

要

熱

①

　
　
　
　
　
　
　
　
　
ユ
ー
ザ
ー

要
求

性
能

1
地

震
荷

重

2
風

荷
重

3
雪

荷
重

4 28

常
時

の
荷

重

9
雨

・
雪

10
水

蒸
気

化
学

物
質

11
内

部
火

災

12

摩
耗

，
傷

つ
き

14
音

15 29
環

境
負

荷

26
人

，
機

器
と

の
関

係

27
維

持
管

理

23

生
産

性
等

25

④

16
室

内
水

22

生
物

24
汚

染
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４．４．３ 製品規格の附属書のイメージ３（メンブレン防水） 

 
 部位別性能確保に資する材料特性については、以下の通りである。メンブレン防水には、シート防水、アスフ

ァルト防水、ＦＲＰ防水などがあるが、それらをまとめて、製品群として整理した事例となる。 

 

①想定される部位・工法 
メンブレン防水が使用される部位、工法は以下を想定している。 

部位 工法 本附属書においての略称 

歩行屋根面 露出防水 露出防水 

露出防水で外断熱工法で断熱層施工

されているもの 

露出断熱防水 

防水層の上に保護層が施工されてい

るもの 

保護防水 

防水層の上に保護層が施工されてお

り、かつ外断熱工法で断熱層が施工さ

れているもの 

保護断熱防水 

 「歩行屋根面」には非歩行の陸屋根も含まれる。対象となるのは、防水層より上の層となる。 

 

②各部位に求められる代用特性と材料の特性の関係 
 ①で示した部位に求められるユーザー要求項目とそれに対応する具体的な代用特性、それらに関連する防水材

の特性値を以下に示す。また、その特性値の入手の可能性については、TSXXXXの表1の凡例を用いて現状の対応

状況を示す。（表1は省略） 
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ユ
ー
ザ
ー
要
求
項
目
に
対
す
る
防
水
材
対
応
状
況

②
⑤

⑥
歩 行 屋 根 面

露 出 防 水

露 出 断 熱 防 水

保 護 防 水

保 護 断 熱 防 水

代
用

特
性

（
参

考
情

報
）

試
験

方
法

等
材

料
の

特
性

値
対

応
状

況
凡

例
に

よ
る

1.
1

地
震
に
よ
っ
て
破
損
，
脱
落
し
な
い

○
-

-
-

-

1.
2

地
震
に
よ
る
変
形
に
よ
っ
て
破
損
，
脱
落
し
な
い

○
●

●
●

●
下
地
追
従
性

J
A
S
S
8
 
T
-
5
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
性
能
評
価
試
験

方
法
3
.
3
疲
労
試
験
に
よ
る

J
A
S
S
8
 
T
-
6
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
耐
久
性
能
評
価

試
験
方
法
（
熱
劣
化
後
の
疲
労
試
験
）
に
よ
る

ク
ラ
ッ
ク
の
動
き
に
対
す
る
防
水
層
の
抵
抗

性
情
報
提
供
可
能

1.
3

地
震
力
を
適
切
に
伝
達
す
る

-
-

-
-

2.
1

風
に
よ
っ
て
，
破
損
，
脱
落
し
な
い

○
●

●
●

●

2.
2

風
に
よ
る
変
形
に
よ
っ
て
，
破
損
，
脱
落
し
な
い

○
●

●
●

●

2.
3

風
圧
力
を
適
切
に
伝
達
す
る

-
-

-
-

3.
1

雪
に
よ
っ
て
，
破
損
，
脱
落
し
な
い

○
●

●
●

●
部
位
評
価
無

3.
2

雪
に
よ
る
変
形
に
よ
っ
て
，
破
損
，
脱
落
し
な
い

○
●

●
●

●

3.
3

積
雪
荷
重
を
適
切
に
伝
達
す
る

-
-

-
-

3.
4

積
雪
の
落
下
を
適
切
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
る

○
-

-
-

-

4.
1

常
時
荷
重
に
よ
っ
て
，
破
損
，
脱
落
し
な
い

○
-

-
●

●

4.
2

常
時
荷
重
に
よ
る
変
形
に
よ
っ
て
，
破
損
，
脱
落
し
な
い

○
-

-
●

●

5
局
部
荷
重

5.
1

局
部
荷
重
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

○
●

●
●

●
へ
こ
み
抵
抗
性

J
A
S
S
8
 
T
-
5
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
性
能
評
価
試
験

方
法
3
.
1
へ
こ
み
試
験
に
よ
る

J
A
S
S
8
 
T
-
6
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
耐
久
性
能
評
価

試
験
方
法
（
熱
劣
化
・
水
分
劣
化
後
の
へ
こ
み

試
験
）
に
よ
る

防
水
層
に
局
部
荷
重
が
作
用
す
る
場
合
の
へ

こ
み
抵
抗
性

情
報
提
供
容
易

6
繰

り
返

し
荷
重

6.
1

繰
り
返
し
荷
重
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

○
●

●
●

●
繰
り
返
し
疲
労

J
A
S
S
8
 
T
-
5
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
性
能
評
価
試
験

方
法
3
.
3
疲
労
試
験
に
よ
る

J
A
S
S
8
 
T
-
6
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
耐
久
性
能
評
価

試
験
方
法
（
熱
劣
化
後
の
疲
労
試
験
）
に
よ
る

疲
労
性

情
報
提
供
容
易

7
衝
撃

7.
1

人
や
物
体
の
衝
突
等
に
よ
る
衝
撃
に
よ
っ
て
破
損
，
脱
落
し
な
い

○
●

●
●

●
耐
衝
撃
性

J
A
S
S
8
 
T
-
5
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
性
能
評
価
試
験

方
法
3
.
2
耐
衝
撃
試
験
に
よ
る

J
A
S
S
8
 
T
-
6
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
耐
久
性
能
評
価

試
験
方

法
（
熱
劣
化
後
の
耐
衝
撃
試
験
）
に
よ

る

防
水
層
の
衝
撃
に
対
す
る
抵
抗
性

情
報
提
供
容
易

8
内
部
応
力

8.
1

温
度

，
湿

気
等

の
影

響
に

よ
っ

て
想

定
以

上
の

内
部

応
力

や
不

具
合

が
発

生
し

な
い

○
●

●
●

●
線
膨
張
係
数
、
寸
法
安
定
性

J
I
S
：
加
熱
伸
縮
性
状
、
寸
法
安
定
性

熱
に
よ
る
防
水
層
の
伸
縮
量

J
I
S
必
須

9.
1

雨
水
，
融
雪
水
が
想
定
し
た
層
よ
り
内
側
に
入
ら
な
い

○
●

●
●

●
水
密
性

J
A
S
S
8
 
T
-
5
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
性
能
評
価
試
験

方
法
2
.
水
密
試
験
に
よ
る

防
水
層
の
水
密
性

情
報
提
供
容
易

9.
2

雨
水
，
融
雪
水
を
適
切
に
排
出
で
き
る

○
●

●
●

●
排
水
能
力

H
A
S
S
 
2
0
6
給
排
水
衛
生
設
計
規
準

排
水
能
力

情
報
提
供
容
易

9.
3

雨
水
，
融
雪
水
の
影
響
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

○
●

●
●

●
耐
水
性

J
A
S
S
8
 
T
-
6
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
耐
久
性
能
評
価

試
験
方
法
（
水
分
劣
化
後
の
各
種
試
験
）
に
よ

る J
I
S
：
水
・
ア
ル
カ
リ
浸
漬
後
の
引
張
性
能
・
寸

法
安
定
性
試
験

防
水
層
の
下
地
か
ら
の
水
分
・
ア
ル
カ
リ
に

対
す
る
抵
抗
性

情
報
提
供
容
易

9.
4

つ
ら
ら
や
巻
き
垂
れ
を
発
生
さ
せ
な
い

○
-

-
-

-

10
.1

水
蒸
気
が
想
定
し
た
層
よ
り
内
側
に
入
ら
な
い

-
-

-
-

10
.2

水
蒸
気
の
影
響
で
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

○
-

●
-

●
吸
湿
性
、
吸
水
性

J
I
S
 
A
 
9
5
1
1
：
吸
水
量

断
熱
材
の
吸
水
性

J
I
S
必
須

10
.3

室
内
の
湿
度
を
適
切
に
制
御
で
き
る

-
-

-
-

11
.1

内
部
火
災
に
よ
っ
て
所
要
時
間
内
に
破
損
，
脱
落
し
な
い

-
-

-
-

11
.2

内
部
火
災
に
よ
っ
て
所
要
時
間
内
に
有
害
な
ガ
ス
を
発
生
し
な
い

-
-

-
-

11
.3

内
部
火
災
に
よ
る
煙
，
有
害
ガ
ス
を
排
出
す
る

-
-

-
-

11
.4

内
部
火
災
に
よ
る
煙
を
拡
散
さ
せ
な
い

-
-

-
-

11
.5

内
部

火
災

が
生

じ
た

場
合

に
，

所
要

時
間

内
に

他
の

部
位

や
他

の
建

築
物

へ
の

延
焼
を
防
止
す
る

-
-

-
-

12
.1

外
部
火
災
に
よ
っ
て
所
要
時
間
内
に
延
焼
し
な
い

○
●

●
-

-

12
.2

外
部
火
災
に
よ
っ
て
所
要
時
間
内
に
破
損
，
脱
落
し
な
い

○
●

●
-

-

13
振
動

13
.1

音
，
振
動
を
発
生
さ
せ
な
い
，
ま
た
は
適
切
に
制
御
で
き
る

○
-

-
-

-

14
.1

音
の
反
射
，
吸
収
，
流
出
入
及
び
反
響
を
適
切
に
制
御
で
き
る

○
-

-
-

-

14
.2

外
力
に
よ
る
衝
撃
音
を
適
切
に
制
御
で
き
る

○
●

●
●

●
衝
撃
音

材
料
特
性
無

部
位
評
価
無

15
.1

熱
の
流
出
入
を
適
切
に
制
御
で
き
る

-
-

-
-

15
.2

室
温
変
動
を
適
切
に
制
御
で
き
る

-
-

-
-

15
.3

熱
の
影
響
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

○
●

●
●

●
耐
熱
性

J
A
S
S
8
 
T
-
6
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
耐
久
性
能
評
価

試
験
方
法
（
熱
劣
化
後
の
各
種
試
験
）
に
よ
る

J
I
S
：
加
熱
処
理
後
の
引
張
性
能
・
寸
法
安
定
性

試
験
等

日
射
に
よ
る
熱
に
対
す
る
抵
抗
性

JI
S
必
須

16
.1

生
活
水
，
人
体
か
ら
生
ず
る
水
が
想
定
し
た
層
よ
り
内
側
に
入
ら
な
い

-
-

-
-

16
.2

室
内
水
の
影
響
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

-
-

-
-

17
日
射

17
.1

日
射
を
適
切
に
制
御
で
き
る

○
-

-
-

-

18
紫
外
線

18
.1

紫
外
線
の
影
響
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

○
●

●
-

-
耐
紫
外
線

J
A
S
S
8
 
T
-
6
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
耐
久
性
能
評
価

試
験
方
法
（
紫
外
線
劣
化
後
の
各
種
試
験
）
に

よ
る

J
I
S
：
促
進
暴
露
処
理
後
の
引
張
性
能
等

日
射
に
よ
る
紫
外
線
に
対
す
る
抵
抗
性

情
報
提
供
容
易

19
光

19
.1

光
を
適
切
に
制
御
で
き
る

-
-

-
-

20
空
気

20
.1

空
気
，
臭
気
を
適
切
に
制
御
で
き
る

○
-

-
-

-

21
電
磁
波

21
.1

人
工
的
に
発
生
す
る
電
磁
波
の
出
入
り
，
反
射
を
適
切
に
制
御
で
き
る

○
-

-
-

-

22
.1

酸
，
ア
ル
カ
リ
の
影
響
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

○
●

●
●

●
耐
酸
性
、
耐
ア
ル
カ
リ
性

J
I
S
：
耐
酸
性
、
耐
ｱ
ﾙ
ｶ
ﾘ
性
試
験
他

酸
、
ア
ル
カ
リ
に
対
す
る
抵
抗
性

J
I
S
必
須

22
.2

塩
分
，
海
水
の
影
響
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

○
●

●
●

●
耐
塩
水
性

塩
水
（
海
水
）
に
対
す
る
抵
抗
性

情
報
提
供
可
能

22
.3

薬
品
の
影
響
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

○
●

●
●

●
耐
薬
品
性

各
種
薬
品
に
対
す
る
抵
抗
性

情
報
提
供
可
能

22
.4

有
害
な
化
学
物
質
を
出
さ
な
い

●
●

●
●

ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド
・
Ｖ
Ｏ
Ｃ
放
散
量

ア
ス
ベ
ス
ト
含
有
量

汚
染
物
質
の
含
有
量

ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド
・
Ｖ
Ｏ
Ｃ
放
散
量

ア
ス
ベ
ス
ト
含
有
量

危
険
有
害
性

そ
の
他

23
.1

虫
，
微
生
物
等
の
影
響
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

○
●

●
●

●
耐
微
生
物
性

材
料
特
性
無

部
位
評
価
無

23
.2

虫
，
微
生
物
等
の
繁
殖
を
防
止
し
，
衛
生
環
境
を
確
保
す
る

-
-

-
-

23
.3

虫
，
鳥
，
鼠
等
の
侵
入
を
防
止
し
，
衛
生
環
境
を
確
保
す
る

○
-

-
-

-

24
.1

汚
染
が
所
要
期
間
生
じ
な
い
，
汚
れ
が
つ
き
に
く
い

○
-

-
-

-

24
.2

汚
染
が
除
去
し
や
す
い

○
-

-
-

-

25
.1

摩
耗
し
に
く
い
，
傷
が
付
き
に
く
い

○
●

●
●

●

25
.2

摩
耗
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

○
●

●
●

●

26
.1

可
動
部
の
動
き
が
ス
ム
ー
ズ
で
，
快
適
に
操
作
で
き
る

-
-

-
-

26
.2

可
動
部
の
繰
り
返
し
使
用
に
よ
っ
て
所
要
の
性
能
が
劣
化
し
な
い

-
-

-
-

26
.3

人
が
衝
突
し
て
も
怪
我
を
し
な
い

○
-

-
-

-

26
.4

人
が
接
触
し
た
際
痛
く
な
い
，
擦
り
傷
等
を
生
じ
な
い

○
-

-
-

-

26
.5

人
が
接
触
し
た
際
の
感
触
が
よ
い

-
-

-
-

26
.6

人
，
機
器
の
動
作
時
に
適
切
な
弾
力
性
，
剛
性
を
有
す
る

○
-

-
-

-

26
.7

人
，
機
器
の
動
作
時
に
適
切
な
表
面
の
硬
さ
を
有
す
る

○
-

-
-

-

26
.8

人
，
機
器
の
動
作
時
に
適
切
な
表
面
の
す
べ
り
を
有
す
る

○
-

-
-

-

26
.9

人
，
機
器
の
動
作
時
に
適
切
な
表
面
の
粗
さ
を
有
す
る

○
-

-
-

-

26
.1

静
電
気
を
帯
び
な
い

○
-

-
-

-

26
.1
1

感
電
し
な
い

-
-

-
-

26
.1
2

ほ
こ
り
，
塵
埃
を
発
生
し
な
い
，
帯
び
な
い

○
-

-
-

-

26
.1
3

侵
入
犯
に
対
し
て
，
所
要
時
間
内
に
侵
入
さ
せ
な
い

-
-

-
-

26
.1
4

視
線
を
適
切
に
制
御
で
き
る

-
-

-
-

26
.1
5

配
線
，
配
管
，
機
器
類
の
設
置
が
容
易
で
あ
る

-
-

-
-

27
.1

部
位
，
部
品
の
点
検
，
清
掃
，
更
新
等
が
容
易
で
あ
る

○
●

●
●

●
材
料
特
性
無

部
位
評
価
無

27
.2

き
ず
や
へ
こ
み
が
容
易
に
回
復
で
き
る

○
●

●
●

●
材
料
特
性
無

部
位
評
価
無

28
.1

生
産
，
施
工
が
容
易
で
あ
る

○
●

●
●

●
材
料
特
性
無

部
位
評
価
無

28
.2

他
の
部
位
と
の
取
り
合
い
，
納
ま
り
が
よ
い

○
●

●
●

●
材
料
特
性
無

部
位
評
価
無

28
.3

解
体
が
容
易
で
あ
る

○
●

●
●

●
材
料
特
性
無

部
位
評
価
無

29
.1

生
産
時
，
施
工
時
の
環
境
負
荷
が
小
さ
い

○
●

●
●

●
環
境
負
荷
の
情
報
開
示

材
料
特
性
無

部
位
評
価
無

29
.2

使
用
時
の
環
境
負
荷
が
小
さ
い

○
●

●
●

●
環
境
負
荷
の
情
報
開
示

材
料
特
性
無

部
位
評
価
無

29
.3

解
体
時
，
廃
棄
時
の
環
境
負
荷
が
小
さ
い

○
●

●
●

●
環
境
負
荷
の
情
報
開
示
、
安
定
型
産
業
廃
棄
物

材
料
特
性
無

部
位
評
価
無

防
火
性
能
（
建
築
基
準
法
）

28
生
産
性
等

熱 生
物

24
汚
染

化
学
物
質

12
外
部
火
災

耐
圧
縮
性

耐
摩
耗
性
、
硬
度

材
料
特
性
無

部
位
評
価
無

情
報
提
供
可
能

屋
根
葺
き
材
の
飛
び
火
性
能

耐
圧
縮
性

J
I
S
 
A
 
6
0
1
3

建
築
基
準
法
第
６
３
条
の
認
定
に
係
わ
る
性
能

評
価

J
I
S
必
須

耐
へ
こ
み
性

16
室
内
水

29
環
境
負
荷

26
人

，
機

器
と
の
関
係

27
維
持
管
理

22154
常

時
の

荷
重

9
雨
・
雪

14
音

11
内
部
火
災

接
着
強
度
、
固
定
強
度

建
築
基
準
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
設
計
風
圧

力
に
対
し
、
防
水
層
が
破
損
・
脱
落
し
な
い

も
の
と
す
る
。

情
報
提
供
容
易

（
露
出
の
場

合
）

対
応
無
（
保
護

の
場
合
）

25
摩

耗
，

傷
つ
き

2310
水
蒸
気

2
風
荷
重

③
①

④

3
雪
荷
重

耐
風
性
（
Ｎ
／
㎡
）

J
A
S
S
8
 
T
-
5
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
性
能
評
価
試
験

方
法
3
.
7
耐
風
試
験
に
よ
る

J
A
S
S
8
 
T
-
6
0
1
ﾒ
ﾝ
ﾌ
ﾞ
ﾚ
ﾝ
防
水
層
の
耐
久
性
能
評
価

試
験
方
法
（
熱
劣
化
・
水
分
劣
化
後
の
耐
風
試

験
）
に
よ
る

　
　

　
　

　
　

　
　

　
ユ

ー
ザ

ー
要

求
性

能

1
地
震
荷
重
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第５章 部位別性能評価方法 

 

５．１ 部位別性能評価法の課題等 

５．１．１ 本調査の目的 

部位別性能評価を実現する上で必要となる JIS の枠組の概念図について昨年度報告書から抜粋

して，図 5.1-1 に示す。最終ユーザーの要求する建築部位の性能が，設計者と施工業者によって

設計に反映され，建材が有する性能による選択が行われることを可能とするためには，部位別性

能評価法が必要となる。しかしながら，多様な建材によって構成される部位の性能についての評

価法は，一朝一夕にできるものではない。例えば熱的性能や音，断熱性能，耐震性能といった性

能項目について，それぞれの評価方法があるものの，部位が限定されたり，評価する性能が限ら

れればの話しであって，建築に要求される多くの性能について，具体的な試験方法等が定まって

いるわけではない。よって，本研究の主テーマである部位別性能を考える上で重要なことは，評

価手法のあり方を示すことであって，それによって少しでも既存の JIS における性能評価の考え

方が統一されてくれば良いと考えられる。そこで本章では，部位別性能を評価する上での現状の

JIS における課題を抽出し，今後のあり方を検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.1-1 部位別性能評価を実現する上で必要となる JIS の枠組の概念図 
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利用される試験値であっても現状においては課題を抱えている。その代表例としてあげられるの

が試験方法の統一化である。例えば，同じ用途や環境で使われるものは，受ける外力は同じであ

るはずなのに，建材製品が違うと試験方法が異なってしまうことがあれば，別々の試験で得られ

た試験特性値をどう比較して良いかわからず，いたずらに設計者を混乱させてしまう。

 内装壁を例にとって，建材種類と要求性能の関係における評価手法の有無をみたものが図 5.1-2
である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

図 5.1-2 建材種類および性能別にみた評価手法 
 
 図 5.1-2 を横方向にみれば，材料ごとにどのような性能に対して評価手法が存在するかがわか

り，縦方向にみれば，性能ごとにどの材料がこれを規定しているのかがわかる。内装壁を例にと

っただけでも，これらマトリックスを埋めるだけの評価方法を作成することやその方法を統一し

ていくことが難しいことを物語っている。ただし，本委員会で提案するべきものは，縦方向にみ

た場合，すなわちある要求性能があったときに，用い方が同じであれば，評価手法も同一である

べきとすることである。 
一方，評価の手法が同じであっても具体的な試験方法や判定方法が異なる場合もあり，具体的

には，耐衝撃性を例にとってこれを説明する。 
 図 5.1-3 に，JIS に規定される耐衝撃性試験と建材種類の関係を示す。耐衝撃性の評価について

は，木質系，樹脂系，せっこう系およびセメント系と素材が異なる建材であっても，錘の落下試

験という方法自体は統一されている。しかしながら，個別の試験方法をみると錘の重さや落下高

さが異なったり，試験値の判断基準が異なったりしている。 
 そこで，図 5.1-4 に，耐衝撃性試験の JIS における錘の質量と落下高さの関係を示す。これら

の関係は，かなりばらついており，仮に素材が異なる建材で同じように用いようとした場合に，

どのようにその判定値を比較すれば良いかで設計者は悩むことになるであろう。また，判定基準

についてみると，塗膜や表層に用いられる建材であれば，“はく離や割れがないこと”といった判

断基準となり，基材として用いられる建材であれば，“ひび割れ，へこみ，破壊”などがないこと

となっており，用い方が異なる場合であれば，判定基準や求める性能値が異なっても良いと考え

られが，同じ用い方をするのであれば，判定基準も統一されるべきであろう。
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－101－



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.1-3 耐衝撃性試験の JIS と建材種類の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.1-4 耐衝撃性試験の JIS における錘の質量と落下高さの関係 
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 また，このような例は他にもあり，その例として凍結融解性試験について図 5.1-5 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.1-5 耐凍結融解性試験の JIS と建材の関係 

 
 凍結融解作用による劣化は，窯業系建材であればその多くが懸念されるものであり，試験方法

としては，凍結融解作用を模擬した促進試験による点は，ほぼ統一されている。しかしながら，

試験方法の細部，すなわち繰り返しサイクルの温度や時間，ならびに判断基準に必要な何サイク

ルまでを繰り返すかについては，必ずしも統一されていない。確かに，素材が異なったり，形状

が異なることで試験結果に差が出てしまう場合もあるため一概にはいえないが，やはり用い方が

同じであるのであれば，受ける劣化の種類や大きさは同じはずで，その観点からできる限り試験

条件なども統一されることが望ましいといえる。 
 
 
(2) シミュレーション手法の活用 
複数の製品が組み合わさってできる部位では，製品の組み合わせ方は多様である。部位別性能

評価を行う上で，この多様な組み合わせを全て試験によって求めることは不合理であり，性能評

価に対する理論的裏付けがなされたり，シミュレーション手法が開発されているものについては，

計算によってその性能を評価することが合理的となる場合もある。 
 その代表例として，窓における熱性能の評価手法の現状を図 5.1-6 に示す。窓は，サッシとガ

ラスが組み合わさってできる部位であるが，建築の熱性能を考える上では重要な要素である。ま

た，サッシの種類とガラスの種類も多様化しており，その組み合わせは無数に存在する。このよ

うななか，熱性能の理論的検討やシミュレーション手法の開発が行われてきたが，現状の JIS に

は，計算法がない。計算法 JIS があれば，全ての組み合わせを試験する必要もなる，設計者にと

っても有用なツールとなり得ると考えられる。 
 なお，本委員会ではこの点を考慮して，窓の熱性能に関する計算規格の骨子作りに注力するこ

ととし，その概要を 5.2 以降で示す。 
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図 5.1-6 窓における熱性能の評価手法の現状 
 

試験規格 計算規格 シミュレーション 備考

断熱

窓全体

ISO 12567-1

ISO 12567-2 (天窓・出窓)

ISO 10077-1

ISO 15099

WIS(CEN)

WINDOW(U.S)

FRAME plus(Canada)

複層ガラス周辺部分の取扱
い方法の違いにより、計算規

格が2種類ある

JIS A 4710

JIS A 1492(天窓・出窓)
WindEye 日本には計算法の規格なし

ガラス
ISO 10292

OPTICS (U.S)

VISION (Canada) 断熱試験規格が無い

JIS R 3107 WindEye

フレーム
EN 12412-2 ISO 10077-2

THERM  (U.S)

FRAME  (CANADA)

TB2D/BEM フレームの評価法なし

遮熱

窓全体
ISO 15099

断熱と同じ

JIS A 1422(日除けSC)※１） JSTM K 1601

ガラス
ISO 9050 (分光測定） ISO 15099 ガラスの評価は中央部だけ

を対象にしているJIS R 3106(分光測定）

フレーム
ISO 15099

試験規格 計算規格 シミュレーション 備考

断熱

窓全体

ISO 12567-1

ISO 12567-2 (天窓・出窓)

ISO 10077-1

ISO 15099

WIS(CEN)

WINDOW(U.S)

FRAME plus(Canada)

複層ガラス周辺部分の取扱
い方法の違いにより、計算規

格が2種類ある

JIS A 4710

JIS A 1492(天窓・出窓)
WindEye 日本には計算法の規格なし

ガラス
ISO 10292

OPTICS (U.S)

VISION (Canada) 断熱試験規格が無い

JIS R 3107 WindEye

フレーム
EN 12412-2 ISO 10077-2

THERM  (U.S)

FRAME  (CANADA)

TB2D/BEM フレームの評価法なし

遮熱

窓全体
ISO 15099

断熱と同じ

JIS A 1422(日除けSC)※１） JSTM K 1601

ガラス
ISO 9050 (分光測定） ISO 15099 ガラスの評価は中央部だけ

を対象にしているJIS R 3106(分光測定）

フレーム
ISO 15099

※1） JIS A 1422：日よ（除）けの日射遮へい（蔽）係数簡易試験方法

※現場測定 ISO 9869 Thermal insulation – Building elements – In-situ measurement of thermal resistance and 
thermal transmittance （熱流計法、熱画像法、熱板法、壁内断面温度測定）

サッシ協会資料
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５．２ シミュレーションによる方法 

５．２．１ 外壁とサッシ間の熱移動量（熱流）の計算と測定 

５．２．１．１ はじめに 

昨年、アルミフレームおいて外壁（外張断熱工法）とサッシ間の熱移動量を計算により算出した。

また、同時に測定も行い、計算結果と測定値との比較を行った。その結果、熱流方向については測定

と計算で概ね一致することが確認できたが、熱流の大きさには相違が見られた。 
相違が見られた要因として、以下の７項目が挙げられた。 

 
① 試験と計算における室内外の熱伝達率の相違 
② 試験における局所熱伝達率のバラつき 
③ 試験と計算における材料物性（熱伝導率）の相違 
④ 熱流計等の試験機器の配線による影響 
⑤ 熱流計の設置による影響 
⑥ 試験の精度（熱流計の浮き、剥れ等） 
⑦ 試験の測定箇所と計算の算出箇所の相違 

 
（平成 20 年度 報告書 1）参照） 

 
 
今回の計算では、上記の中で②及び③について再考の余地があると考えられたので再検討を行い、

精度のよい計算を実施するし、測定と計算の整合性を再度比較する。 
また、測定についてもアルミフレーム以外の材質の測定に加え、充填断熱工法についても測定を実

施したので、結果をまとめると同時に計算結果と試験結果の比較を行う。 
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５．２．１．２ 計算方法 

Ψb及びΨbtの計算方法については、昨年と同様とした。 
 
 
５．２．１．３ 計算対象及び条件 

５．２．１．３．１ 計算対象 

計算対象を表 5.2.1.3.1 に示す。 
計算対象は、フレームの種類をアルミ、アルミ樹脂複合、アルミ熱遮断、樹脂の４種類とし、窓の

種類は FIX 窓に限定した。 
ガラスの仕様については、昨年度の結果からガラスの影響はほぼないことが確認されたので、

FL3+A12+FL3 のみとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．２．１．３．２ 環境条件 

環境条件を表 5.2.1.3.2 に示す。 
環境条件についても昨年と同様としたが、室内側において隅角部の表面熱伝達率を５〔W/㎡･K〕

とした。これは、ISO/DIS 10077-22）の Annex B に記載されている条件を用いており、局所的な熱

伝達率のバラつきを考慮したものである（図 5.2.1.3.2 参照）。計算においてどの範囲を隅角部として

いるかの詳細は、５．２．１．３．４の計算モデルの概要にて記載する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アルミ
アルミ

樹脂複合
アルミ
熱遮断

樹脂

WxH (m)伝熱開口寸法  1.690 ｘ 1.370

フレーム種類

ガラス種類 FL3+A12+FL3
窓の種類 FIX窓

表 5.2.1.3.1 計算対象 

表 5.2.1.3.2 環境条件 

W/(㎡･K)
W/(㎡･K)

室内側温度 ℃
室外側温度 ℃

日射量 W/㎡
室内側温度 ℃
室外側温度 ℃

日射量 W/㎡
夏季条件

25
30
0

0
0

冬季条件

室外側表面熱伝達率 25
20

室内側表面熱伝達率 7.69（隅角部：5）
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図 5.2.1.3.2 ISO/DIS 10077-2 の表面熱伝達率条件 
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５．２．１．３．３ 材料の物性値及び躯体断面の構成 

用いた各材料の物性値（熱伝導率）を表 5.2.1.3.3.1、ペアガラス空気層の熱伝導率を表 5.2.1.3.3.2
に示す。 
躯体に使用した材料については、実際に使用した材料の熱伝導率を測定した材料もあるので、熱伝

導率を測定した材料については測定値を用いて計算を行った。なお、熱伝導率の測定は、英弘精機（株）

製の HC-074 を使用した。 
また、躯体断面の構成を図 5.2.1.3.3.1（充填断熱工法）、図 5.2.1.3.3.2（外張断熱工法）に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空気層の熱伝導率
（W/m･K）

冬季 0.0682
夏季 0.0796

ガラスの種類

FL3+A12+FL3

表 5.2.1.3.3.3 ペアガラス空気層の熱伝導率 

表 5.2.1.3.3.1 各材料の材料物性値 

カタログ値 測定結果
熱伝導率
（W/m･K）

熱伝導率
（W/m･K）

ＭＤＦ（中密度繊維板） 0.17 0.11
木材（２種） 0.15 0.11
サイディング 0.21

スタイロフォーム 0.04 0.035
石膏ボード 0.22 0.17
アルミ 160.00

樹脂（PVC） 0.17
スチール 50.00
軟質ビニル 0.14

EPDM 0.25
ポリサルファイド 0.40
ガラススペーサ 26.74

ポリスチレンフォーム 0.03
グラスウール 0.04

材料
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５．２．１．３．４ 計算モデルの概要 

計算モデルの概要を図 5.2.1.3.4 各モデルの境界条件は、緑線を断熱境界とし、断熱境界を境に右

側を室内側（赤線）、左側を室外側（青線）としているのは昨年と変わらないが、室内側の一部の紫

線が室内側隅角部条件の境界条件としている。 
計算モデルのモデル化範囲は、各断面について、躯体は昨年度と同様に試験体全体とした計測箱外

法としたが、ガラス部は ISO/DIS 10077-2 の Annex C に記載されている 190mm 以上と言う条件に

従い、キリの良い数字として 200mm とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

：室外境界 ：室内境界 ：室内境界 
 （隅角部） 

：断熱境界 

例）アルミフレーム（下部） 

モデル A 
 (窓+躯体モデル) 

モデル B 
 (窓モデル) 

モデル C 
 (躯体モデル) 

図 5.2.1.3.4 計算モデルの概要 
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５．２．１．４ 計算結果 

５．２．１．４.１ 各条件の計算結果 

Ψb及びΨbt の計算結果を表 5.2.1.4.1～表 5.2.1.4.4、Ψbの結果をグラフにしたものを図 5.2.1.4.1
～図 5.2.1.4.4 に示す。なお、Ψbtの算出には測定サイズと同様（W：1.69m、H：1.37m）で算出し

た。 
アルミフレームは、他のフレーム材質に比べ各部位でΨb の変動範囲が大きく、またΨb の値自体

も大きい。全体的な傾向として、冬季と夏季で数値は若干違うが各部位の関係からなる傾向は似てい

る一方で、外張断熱と充填断熱の躯体構造の違いで傾向が異なるケースもある。しかし、全ての条件

での変動範囲は、小さい値の範囲と言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(W/㎡)
上部 下部 縦部 上部 下部 縦部

ＱＡ (W/m) -23.034 -23.102 -22.085 5.978 5.964 5.722
ＱＢ (W/m) -18.031 -17.627 -17.554 4.707 4.606 4.588
ＱＣ (W/m) -4.346 -3.819 -3.476 1.097 0.971 0.879
ＬＱＢ (W/m) -0.657 -1.657 -1.055 0.175 0.388 0.255
Ψｂ (W/m･K) 0.033 0.083 0.053 0.035 0.078 0.051
Ψｂｔ (W/m･K)
ＱＡ (W/m) -24.138 -24.215 -21.898 6.244 6.309 5.666
ＱＢ (W/m) -18.035 -17.631 -17.555 4.708 4.606 4.589
ＱＣ (W/m) -5.004 -5.062 -3.139 1.257 1.269 0.793
ＬＱＢ (W/m) -1.099 -1.522 -1.203 0.279 0.433 0.284
Ψｂ (W/m･K) 0.055 0.076 0.060 0.056 0.087 0.057
Ψｂｔ (W/m･K)

室外側温度
日射強度

部位

フレーム材質
ガラス
季節

室内側温度

充
填
断
熱
工
法

外
張
断
熱
工
法 0.0650.063

冬季

0

(℃)
20
0

0.056

25
30

夏季
FL3+A12+FL3
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表 5.2.1.4.1.1 アルミフレーム計算結果 
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図 5.2.1.4.1.1 アルミフレーム計算結果 

－112－



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(W/㎡)
上部 下部 縦部 上部 下部 縦部

ＱＡ (W/m) -19.432 -18.434 -18.279 5.093 4.822 4.780
ＱＢ (W/m) -14.344 -13.453 -14.019 3.800 3.574 3.724
ＱＣ (W/m) -4.047 -3.752 -3.428 1.021 0.954 0.866
ＬＱＢ (W/m) -1.042 -1.230 -0.832 0.272 0.294 0.190
Ψｂ (W/m･K) 0.052 0.061 0.042 0.054 0.059 0.038
Ψｂｔ (W/m･K)
ＱＡ (W/m) -20.550 -19.507 -18.218 5.376 5.099 4.751
ＱＢ (W/m) -14.341 -13.453 -14.019 3.800 3.574 3.724
ＱＣ (W/m) -5.009 -5.016 -3.125 1.258 1.258 0.789
ＬＱＢ (W/m) -1.200 -1.038 -1.074 0.319 0.267 0.238
Ψｂ (W/m･K) 0.060 0.052 0.054 0.064 0.053 0.048
Ψｂｔ (W/m･K)

外
張
断
熱
工
法

室外側温度
日射強度

部位

充
填
断
熱
工
法

フレーム材質
ガラス
季節

室内側温度

0.0540.055
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0

(℃)
20
0
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25
30

夏季
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表 5.2.1.4.1.2 アルミ樹脂複合フレーム計算結果 
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図 5.2.1.4.1.2 アルミ樹脂複合フレーム計算結果 
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(W/㎡)
上部 下部 縦部 上部 下部 縦部

ＱＡ (W/m) -20.409 -19.747 -19.323 5.307 5.137 5.029
ＱＢ (W/m) -15.468 -14.707 -15.089 4.054 3.869 3.968
ＱＣ (W/m) -4.270 -4.183 -3.620 1.088 1.066 0.909
ＬＱＢ (W/m) -0.671 -0.857 -0.615 0.165 0.201 0.151
Ψｂ (W/m･K) 0.034 0.043 0.031 0.033 0.040 0.030
Ψｂｔ (W/m･K)
ＱＡ (W/m) -20.936 -20.273 -19.284 5.436 5.268 4.998
ＱＢ (W/m) -15.470 -14.705 -15.090 4.055 3.869 3.969
ＱＣ (W/m) -5.036 -4.516 -3.087 1.265 1.147 0.794
ＬＱＢ (W/m) -0.430 -1.051 -1.108 0.116 0.252 0.235
Ψｂ (W/m･K) 0.021 0.053 0.055 0.023 0.050 0.047
Ψｂｔ (W/m･K)
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熱
工
法

室外側温度
日射強度
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法
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0
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25
30
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0
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表 5.2.1.4.1.3 アルミ熱遮断フレーム計算結果 
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図 5.2.1.4.1.3 アルミ熱遮断フレーム計算結果 
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(W/㎡)
上部 下部 縦部 上部 下部 縦部

ＱＡ (W/m) -17.616 -17.535 -17.000 4.621 4.601 4.470
ＱＢ (W/m) -13.051 -12.847 -13.035 3.472 3.434 3.470
ＱＣ (W/m) -4.038 -3.794 -3.075 1.018 0.966 0.769
ＬＱＢ (W/m) -0.527 -0.894 -0.890 0.131 0.201 0.231
Ψｂ (W/m･K) 0.026 0.045 0.045 0.026 0.040 0.046
Ψｂｔ (W/m･K)
ＱＡ (W/m) -18.624 -18.659 -16.691 4.870 4.894 4.391
ＱＢ (W/m) -13.051 -12.847 -13.035 3.472 3.434 3.470
ＱＣ (W/m) -4.984 -5.073 -2.905 1.251 1.273 0.732
ＬＱＢ (W/m) -0.588 -0.740 -0.752 0.148 0.187 0.188
Ψｂ (W/m･K) 0.029 0.037 0.038 0.030 0.037 0.038
Ψｂｔ (W/m･K)

外
張
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熱
工
法
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0
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25
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0
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表 5.2.1.4.1.4 樹脂フレーム計算結果 
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図 5.2.1.4.1.4 樹脂フレーム計算結果 
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５．２．１．４.２ フレーム熱貫流率ＵfとΨbの相関 

５．２．１．４.１より算出されたΨb の結果を一つにまとめたグラフにすると、図 5.2.1.4.2.1.1
のようなグラフになり、フレームの熱貫流率Ｕfとの相関が見られるか否かの確認を行った。 

確認を行った結果を図 4.2.1.2 に示す。 
アルミの部位毎でのΨb及びＵfのバラつきが大きいこともあり、ＵfとΨbの相関を確認することは

出来なかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.2.1.4.2.2 Ｕf―Ψbグラフ 
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図 5.2.1.4.2.1 Ψb算出結果まとめ 
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  Ｕft    ：開口部一窓当りのフレームの平均熱貫流率〔W/㎡･K〕 

   ａ  ：部位のフレーム分担〔㎡〕 
    Ａ  ：開口部一窓当りのフレームの面積〔㎡〕 

５．２．１．４.３ 一窓当りのフレーム熱貫流率ＵftとΨbtの相関 

５．２．１．４.２では、フレームの熱貫流率Ｕf とΨb との相関が見られなかったが、今度は一窓

当りのフレーム熱貫流率Ｕft とΨbtの相関について確認を行う。 
Ｕft は、開口部一窓当りのフレームの平均熱貫流率であり、各部位のＵfの値に各部位が分担する面

積を乗じ、それらを足し合わせることで開口部一窓当りのフレームの全通過熱流量を算出し、算出さ

れた通過熱流量を開口部一窓当りのフレームの面積で除することで求められるものである。 
Ｕft の計算式は（１）式のようになる。 

 
・・・（１） 

  
 
 
 
 
なお、Ｕf とΨb が部位毎で異なるため、Ｕft とΨbt は試験体サイズの開口寸法で変動する。ここで

は、新寸法体系標準規格 3）に則ったＦＩＸ窓の標準的な寸法範囲でのＵft とΨbt の相関を確認する。 
確認を行った結果を図 5.2.1.4.3.1 に示す。 
結果を見ると、Ｕft とΨbt に相関を確認することは出来なかった。しかし、Ψbt の値はＵft の値に

関わらず、またどのフレーム材質においても 0.05〔W/m･K〕の付近にあることが確認できる。 
また、Ψbtの値は、冬季条件と夏季条件の違いによる影響もほとんど見られないことも同時に確認

できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.2.1.4.3.1 Ｕft―Ψbtグラフ 
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５．２．１．５ 計算結果のまとめ 

外壁とサッシ間の熱移動量（熱流）について、計算を行った。結果を以下にまとめる 
 

①アルミフレームは、他のフレーム材質に比べ各部位でΨbの変動範囲が大きく、またΨbの値自

体も大きい。 
②全体的な傾向として、冬季と夏季で数値は若干違うが各部位の関係からなる傾向は似ている。 
③外張断熱と充填断熱の躯体構造の違いで傾向が異なるケースもある。 
④全ての条件での変動範囲は、小さい値の範囲と言える。 
⑤アルミの部位毎でのΨb 及びＵf のバラつきが大きいこともあり、Ｕf とΨb の相関を確認するこ

とは出来なかった。 
⑥ＵftとΨbt についての相関を確認することは出来なかった。 
⑦Ψbtの値はＵft の値に関わらず、またどのフレーム材質においても 0.05〔W/m･K〕の付近にあ

ることが確認できた。 
⑧Ψbt の値は、冬季条件と夏季条件の違いによる影響もほとんど見られないことも同時に確認で

きた。 
 
 
 
 
 
参考文献 

1) （社）日本建材・住宅設備産業協会：建材の部位別性能評価法に関する標準化成果報告書,2009.3 
2) ISO 10077-2:2003，Thermal performance of windows, doors and shutters - Calculation of 

thermal transmittance -- Part 2:Numerical method for frames 
3) 住宅サッシ新寸法体系標準規格 平成 14 年 7 月改訂 （財） 日本サッシ協会（2002） 
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５．２．１．６ 試験体及び測定の概要 

５．２．１．６．１ 試験体の概要 

昨年の報告書 1）に引き続き測定を行った。 
躯体構造、窓の仕様及び測定環境条件を表 5.2.1.6.1-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a) 躯体構造 

窓フレーム部と躯体の間の熱移動量を確認するため、本年は、充填断熱工法及び外張断熱工法

の試験体木枠を製作し測定を行った。本来存在しない試験体木枠端部を囲む木材の影響を小さ

くするために断熱材（スタイロフォーム 50 [mm]）を貼付けた。 
b) フレーム部材質、窓種およびサイズ 

フレーム部材質は、アルミ、アルミ熱遮断、アルミ樹脂複合、樹脂の 4 種類で確認し、窓種は、

最も形状が簡易で本研究の評価が行いやすい Fix 窓（嵌め殺し窓）を選択した。 
伝熱開口寸法は、過去の研究でデータを多く取得しており比較が可能な標準試験体サイズ  

W×H = 1.690 [m]×1.370 [m]とした。 
c) ガラス仕様 

ガラス性能の違いによるフレーム部への影響を確認するため、普通複層ガラスと低放射複層ガ

ラス（アルミ：高断熱タイプ、樹脂：遮熱タイプ）を用いた。 
d) 夏季及び冬季の室内外の温度設定と日射強度 

季節（内外温度差）による熱移動量の違いを確認するため、夏季及び冬季の温度条件で測定し

た。[ISO 15099:2003]2) [JIS R 3106:1998]3)に共通で次の条件が定められていたため、この温

度とした。 
・Tin= 20 [℃]、Tout= 0 [℃] …冬条件 

・Tin= 25 [℃]、Tout= 30 [℃] …夏条件 

日射の有無による違いを確認するため、日射を与えた条件の測定を行った。日射量の条件は、

夏季、冬季条件共にアルミは Is = 300,450 [W/㎡]、アルミ以外は Is = 300 [W/㎡]で確認した。 
各窓フレーム別の試験体断面図を図 5.2.1.6.1-1 から 5.2.1.6.1-8 に示す。 

表5.2.1.6.1-1 躯体及び窓の仕様と環境条件 

アルミ
アルミ
熱遮断

アルミ
樹脂複合

樹脂

FL3+A12+FL3
FL3+A12+LowE3

LowE4+A12+FL4

ｍ

W/(㎡･K)

W/(㎡･K)

室内側温度 ℃

室外側温度 ℃

日射量 W/㎡ 0,300,450

日射入射角度 °

室内側温度 ℃

室外側温度 ℃

日射量 W/㎡ 0,300,450

日射入射角度 °

フレーム種類

室内側表面熱伝達率

ガラス種類

25

7.69

FL3+A12+FL3

Fix窓

30

開閉機種

夏季
条件

0

20

0

0

 1.690 ｘ 1.370

0,300

0,300

躯体構造の種類

断熱材の種類

充填断熱工法　、　外張断熱工法

グラスウール16K：100mm　、　スタイロフォーム:50mm

冬季
条件

伝熱開口寸法（WxH）

室外側表面熱伝達率

25
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５．２．１．６．２ 試験体の測定箇所と測定内容 

(1) 窓フレーム周りの熱流計 
窓フレーム周りに貼り付けた熱流計の配置図を図 5.2.1.6.2-1 及び 5.2.1.6.2-2 に示す。 
図 5.2.1.6.2-1 より、窓フレームと躯体の接触部は上部、下部、縦部共に 
・外壁見切りシール部、バッカー部 
・釘打ちフィン部 
・枠室内側見込み部 
・室内側見付け立ち上がり部 
・木額縁固定のためのアングル部 
であるが、外壁見切りシール部・バッカー及び木額縁固定のためのアングル部は測定が困難なた

め、この部分の熱流は測定してない。 
よって 
①釘打ちフィン部、②枠室内側見込み部、③室内側見付け立ち上がり部に熱流計を貼った。 
①～③の幅寸法を確認し、①の幅は、四周 25 [mm]、②の幅は、四周 27 [mm]、③の幅は、アン

グル部の厚さ 3 [mm]を除いた上枠部 27 [mm]、下枠部 37 [mm]、縦枠部 17 [mm]とした。 
熱流計 1 枚の長さは 150 [mm]のため、図 5.2.1.6.2-2 のように幅方向 11 枚、高さ方向 9 枚の四週

合計 40 枚、三面合計 120 枚貼った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.2.1.6.2-1 窓フレーム周りの熱流計貼付場所断面図 

上枠部 

縦枠部 

下枠部 
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(2) 躯体側の熱流計 
躯体側に貼り付けた熱流計の配置図を図 5.2.1.6.2-3～-5 に示す。 
窓単体の熱貫流率を測定する場合、試験体全体の熱流量から躯体を通過した熱流量を差し引くた

めに通常、室内側壁面に熱流計を貼り付けている。 
しかし本測定では、上記の測定だけでなく、どの部位（断熱材部、躯体木材部等）からどれだけ

熱流が発生したかも確認するため、図 1.1.2-3～-5 に示すように窓まわりの熱流を詳細に測定する

試みから幅 100[mm]の窓台部は室外側 50 [mm]と室内側 50 [mm]を分けて測定を行った。 
また上下見付け面は、窓枠フレームの影響が大きい木額縁付近は幅 100 [mm]の熱流計で測定し、

縦見付け面においても、105 [mm]の柱材とその他断熱材部の熱流量のバランスを確認するため、

幅 200 [mm]の熱流計を柱材側 100 [mm]と断熱材側 100 [mm]に分けて測定を行った。 
その他上下端の 310 [mm] 角の熱流計に関しては、それぞれ 1 本につないで熱流量を測定した。 

図 5.2.1.6.2-2 窓フレーム周りの熱流計配置図 
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図 5.2.1.6.2-5 躯体側（室内面）熱流計配置図 
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５．２．１．７ 測定結果及び考察 

各条件にて測定した結果を表 5.2.1.7-1 から 5.2.1.7-10 に示す。 
表 5.2.1.7-1 から 5.2.1.7-10 について、各表中の白抜き部は、各部位及び部位が固定される窓台

部分の熱流方向及び熱流（線熱貫流率）を示す。 
熱流方向は、室外側から室内側へ流入した場合は正の符号、室内側から室外側へ流出した場合

は負の符号となっている。 
この値を基に各部の線熱貫流率Ψb及びフレーム周長全体の線熱貫流率Ψbtを算出した。 
本来、線熱貫流率Ψb及びΨbt は正の値であるが、ここでは熱流方向の確認を行うため、上記の

方向性を示す正負の符号を用いた。 
窓全体の熱貫流率と日射熱取得率については、通常測定しない躯体内部の熱流を測定している

ことから各部の影響をみるために、開口部熱流に各部の熱流量を加算した値も各表に掲載した。 
表 5.2.1.7-1 から 5.2.1.7-10 より、窓全体の日射熱取得率については、既報 1)より、夏季及び冬

季でほぼ同一の値を示すはずであるが、既報 2)同様、全ての条件おいて冬季条件に比べ夏季条件

の方が大きい値となっていた。 
窓全体の熱貫流率については、既報 1)より、窓の大半を占めるガラスの中空気層等価熱伝導率

が夏季条件のときに大きくなることから、窓全体の熱貫流率も大きくなるが、本測定では、充填

断熱工法納まりでは全て冬季条件の方が大きくなり、外張断熱工法納まりではフレーム種類がア

ルミ及びアルミ樹脂複合タイプは、夏季・冬季が同程度の値となり、アルミ熱遮断は夏季の方が

大きくなり、PVC では冬季の方が大きな値を示していた。 
この原因は、測定装置の特性で夏季条件の方が、表面熱伝達抵抗値が高くなる傾向があり、こ

の影響で充填断熱工法納まりについては、今回のような結果になったと考えられる。 
外張断熱工法納まりについては、原因が推測できなかった。 
本研究の目的である、窓と躯体の間の熱移動量について測定結果を確認した。 
表 5.2.1.7-1、-2、-6、-7 より、普通複層ガラスでも LowE 複層ガラスでも熱流方向及び熱流量

はほぼ同一の値を示していた。これは両断熱工法納まり条件で一致していることから、ガラスの

違いによる窓と躯体の間の熱移動量の影響はないものと考えられる。 
各部熱流計①釘打ちフィン部、②枠室内側見込み部、③室内側見付け立ち上がり部の熱流量を

比べると、全ての条件において大部分が①の釘打ちフィン部からの熱流である傾向だった。 
日射無し条件の各フレーム部Ψb及び窓全体Ψbt 一覧を表 5.2.1.7-11 に示す。 
冬季及び夏季の熱移動方向は全て合っていることが確認できた。これにより、測定方法のミス

はないことが確認できた。 
Ψbt の大小関係は、アルミ＜PVC＜アルミ樹脂複合≒アルミ熱遮断の傾向となった。 
左右の縦枠だけを比較すると全体的に左縦枠からの熱流が多い傾向であった。 
元々熱移動量が微少な部分であることと熱流計を両面テープで形材と貼付けていたため、測定

値の安定性は難しい。本測定は左右対称の Fix 窓を用いたため、左右縦枠は本来同程度の値を示

すはずであるが、測定値に安定性がない。 
ＰＶＣフレームの場合、熱流計②である枠見込み方向が他のフレーム種類と異なりホロー形状

をしていた点から全ての面の熱流計が形材にしっかり貼れていた。フレームと木材の熱伝導率は

ほぼ同じであることから室内から室外への熱流は熱流計を横切る形で測定できたと考えられる。 

アルミフレームの場合、アルミという材質が圧倒的に木材の熱伝導率より大きいためアルミの
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材料の中を通過する（面内熱流）熱量が圧倒的に大きい。この面内熱流は、熱流計と平行な熱流

であるため、熱流計を横切らずこの出力は小さくなったと考えられる。 

アルミ熱遮断、アルミ樹脂複合フレームの場合、面内熱流方向に熱伝導率の小さい断熱材が存

在する。熱流計②が熱橋となり熱流計と平行移動した分、③の釘打ちフィン部から多く移動した

と考えられる。 
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表 5.2.1.7-11 Ψb及びΨbt一覧（日射無し条件） 

上枠 下枠 右縦枠 左縦枠
Ψｂ -0.004 -0.005 -0.008 -0.012
Ψｂｔ
Ψｂ 0.008 0.010 0.013 0.015
Ψｂｔ
Ψｂ -0.004 -0.005 -0.007 -0.012
Ψｂｔ
Ψｂ 0.008 0.009 0.012 0.017
Ψｂｔ
Ψｂ -0.028 -0.030 -0.008 -0.022
Ψｂｔ
Ψｂ 0.030 0.041 0.017 0.031
Ψｂｔ
Ψｂ -0.020 -0.018 -0.016 -0.026
Ψｂｔ
Ψｂ 0.020 0.025 0.028 0.035
Ψｂｔ
Ψｂ -0.021 -0.016 -0.009 -0.016
Ψｂｔ
Ψｂ 0.021 0.023 0.023 0.033
Ψｂｔ
Ψｂ -0.014 -0.005 -0.017 -0.019
Ψｂｔ
Ψｂ 0.017 0.012 0.019 0.023
Ψｂｔ
Ψｂ -0.014 -0.006 -0.018 -0.021
Ψｂｔ
Ψｂ 0.017 0.011 0.021 0.023
Ψｂｔ
Ψｂ -0.024 -0.028 -0.010 -0.023
Ψｂｔ
Ψｂ 0.032 0.040 0.031 0.048
Ψｂｔ
Ψｂ -0.017 -0.009 -0.017 -0.020
Ψｂｔ
Ψｂ 0.079 0.016 0.018 0.028
Ψｂｔ
Ψｂ -0.025 -0.015 -0.016 -0.014
Ψｂｔ
Ψｂ 0.030 0.024 0.030 0.032
Ψｂｔ

-0.007

-0.006

0.011

0.030

普通複層

LowE複層

アルミ

普通複層

冬季

夏季

冬季

夏季

0.011

ガラス種類 夏季or冬季

PVC
遮熱LowE

複層

冬季

アルミ熱遮断

アルミ樹脂複合 普通複層
冬季

夏季

-0.016

夏季
0.025

線熱貫流率（各部：Ψb,全体：Ψbt）[W/(m･K)]

-0.020

0.026

冬季
-0.023

夏季

-0.014

夏季
0.017

LowE複層
冬季

-0.014

夏季
0.017

アルミ熱遮断 普通複層
冬季

-0.022

夏季
0.038

アルミ

普通複層
冬季

普通複層
冬季

-0.015

夏季
0.037

遮熱LowE
複層

冬季
-0.018

夏季
0.029

充
填

断
熱

工
法

納
ま

り
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外
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断
熱

工
法

納
ま
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PVC

アルミ樹脂複合

フレーム種類
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５．２．１．８ 計算結果と測定結果の比較 

計算結果と測定結果を比較した表を表 5.2.1.4 に示す。 
昨年の傾向と同様に、アルミフレームについては測定値が計算値を大きく下回る傾向となり、測定

値は計算値の 5～30％程度の値となった。また、アルミ樹脂複合フレームについてもアルミフレーム

程ではないが同様の傾向となった。一方で、アルミ熱遮断フレームと樹脂フレームでは測定値が若干

下回る傾向にあるものの、測定値と計算値は同程度であり、部位によっては上回る部位もある。 

表 5.2.1.5 計算値と測定値の比較 

上枠 下枠 右縦枠 左縦枠
測定値 0.004 0.005 0.008 0.012 0.007
計算値 0.033 0.083 0.053 0.053 0.056

測定値/計算値 0.12 0.06 0.14 0.22 0.12
測定値 0.008 0.010 0.013 0.015 0.011
計算値 0.035 0.078 0.051 0.051 0.054

測定値/計算値 0.22 0.12 0.25 0.29 0.20
測定値 0.028 0.030 0.008 0.022 0.023
計算値 0.034 0.043 0.031 0.031 0.035

測定値/計算値 0.84 0.70 0.25 0.71 0.65
測定値 0.030 0.041 0.017 0.031 0.030
計算値 0.033 0.040 0.030 0.030 0.034

測定値/計算値 0.91 1.01 0.57 1.01 0.89
測定値 0.020 0.018 0.016 0.026 0.020
計算値 0.052 0.061 0.042 0.042 0.050

測定値/計算値 0.39 0.30 0.38 0.62 0.40
測定値 0.020 0.025 0.028 0.035 0.026
計算値 0.054 0.059 0.038 0.038 0.048

測定値/計算値 0.36 0.43 0.73 0.92 0.55
測定値 0.021 0.016 0.009 0.016 0.016
計算値 0.026 0.045 0.045 0.045 0.040

測定値/計算値 0.80 0.36 0.20 0.36 0.40
測定値 0.021 0.023 0.023 0.033 0.025
計算値 0.026 0.040 0.046 0.046 0.039

測定値/計算値 0.81 0.58 0.49 0.72 0.64
測定値 0.014 0.005 0.017 0.019 0.014
計算値 0.055 0.076 0.060 0.060 0.063

測定値/計算値 0.26 0.07 0.29 0.32 0.21
測定値 0.017 0.012 0.019 0.023 0.017
計算値 0.056 0.087 0.057 0.057 0.065

測定値/計算値 0.30 0.14 0.33 0.41 0.27
測定値 0.024 0.028 0.010 0.023 0.022
計算値 0.021 0.053 0.055 0.055 0.045

測定値/計算値 1.11 0.53 0.18 0.42 0.48
測定値 0.032 0.040 0.031 0.048 0.038
計算値 0.023 0.050 0.047 0.047 0.041

測定値/計算値 1.38 0.80 0.67 1.02 0.91
測定値 0.017 0.009 0.017 0.020 0.015
計算値 0.060 0.052 0.054 0.054 0.055

測定値/計算値 0.28 0.16 0.31 0.38 0.28
測定値 0.079 0.016 0.018 0.028 0.037
計算値 0.064 0.053 0.048 0.048 0.054

測定値/計算値 1.24 0.30 0.38 0.59 0.68
測定値 0.025 0.015 0.016 0.014 0.018
計算値 0.029 0.037 0.038 0.038 0.035

測定値/計算値 0.86 0.40 0.42 0.36 0.51
測定値 0.030 0.024 0.030 0.032 0.029
計算値 0.030 0.037 0.038 0.038 0.035

測定値/計算値 1.01 0.63 0.80 0.86 0.81

：右縦枠と同値

アルミ

アルミ熱遮断

アルミ樹脂複合

樹脂

充
填

断
熱

工
法

納
ま
り

線熱貫流率[W/(m･K)]

Ψbt

冬季

夏季

夏季or冬季 Ψbフレーム種類躯体構造

アルミ

冬季

夏季

冬季

夏季

冬季

夏季

冬季

夏季

樹脂

外
張

断
熱

工
法
納

ま
り

冬季

夏季

アルミ熱遮断

アルミ樹脂複合

冬季

夏季

冬季

夏季
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５．２．１．９ まとめ 

 
測定値と計算値で比較をして見たが、測定値と試験値であまり整合性は見られない。その理由の一

つとして、微少な熱流を測定しようとしていることが挙げられる。熱流が微少であるため、測定で拾

う僅かな値のぶれ（ノイズ）が計算値と測定値で比較したときの比率として大きな相違として現れて

いる可能性がある。事実、左右の縦断面はどの条件でもほぼ同条件となるにも関わらず、測定値では

左右の差が 2 倍以上も出ている条件も多く見受けられる。測定の誤差や不確かさということを考慮し

ても、この差は異常と思われる。 
以上のことを考えると、この窓と躯体の熱流を測定することは容易ではないことが推察される。測

定結果と計算結果の整合性を確認するには、より単純化したもので結果を比較し、それらを付き合せ

て行くことが望ましいと思われる。 
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５.２.２窓の熱性能計算方法の JIS 化の検討 

５．２．２．１ JIS 化の必要性 

室内の温熱環境は、窓の断熱性能と遮熱性能に大きく影響される。これは建物外皮の中で開口

部が熱的に弱い部位であることと、ガラスが光を透過し日射熱が直接室内に侵入することによる。

窓の熱性能は断熱性能を表す熱貫流率，遮熱性能を表す日射熱取得率，および防露性能を表す表

面温度指標で評価される。「住宅の省エネルギー基準」１）では建物で使用される総体としての開

口部の熱貫流率と窓の日射侵入率を規定している。また仕様規定として「建具とガラスの組合せ」

を定めている。これらの基準に適合する窓製品または窓仕様を決定するために窓の熱性能に対す

る定量的な評価が求められている。 
窓の断熱性能の評価方法には熱箱を用いる試験法と数値計算による計算法がある。海外では計

算法による評価も普及しているが、日本では窓の熱性能の評価方法は、試験法（JIS A 4710：建具

の断熱性試験方法 2），およびJIS A 1492出窓及び天窓の断熱性試験方法 3)）しか認められていない。

このためメーカは窓製品毎に試験を行い、断熱性能(熱貫流率)を評価し公表値としている。しか

し、多種多様な窓に対してすべて試験で対応することは困難であり、コスト的にも膨大な経費注１）

が負担となっている。 

窓の熱性能は窓のサイズによって変化する。これは、窓面積に占めるフレームの比率が窓のサ

イズによって変化するからである。しかし異なるサイズ毎に測定試験を行うことは非現実的であ

る。このため、窓製品の断熱性能の評価においては標準体寸法を定めて、そのサイズでの断熱試

験値を代表値として用いている。 

一方、窓の遮熱性能の評価方法は ISO 15099:2003 Thermal performance of windows, doors 
and shading devices -- Detailed calculations6)で計算方法が規定されているのみで、測定法は ISO，

JIS ともに規格化されていない。 

窓の熱性能評価の方法を表 5.2.2.1 に示す。窓全体の断熱性能の計算法が JIS 規格にないこと、

遮熱性能に関しては、JIS では測定法も計算法も定められていないことがわかる。住宅における

冷房需要は今後増加することが予測されており、窓の遮熱性能を高めることはエネルギー消費量

の増加を抑制するためにも喫緊の課題となっている。そのような状況にあるにも関わらず、窓の

遮熱性能を評価する方法が定められていないことは大きな問題と言える。 

 

表 5.2.2.1 窓の熱性能評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ISO JIS ISO JIS

ISO　12567-1 JIS A 4710 ISO　10077-1

ISO　12567-2(天窓・出窓) JIS A 1492(天窓・出窓) ISO　15099

ISO　10291

ISO　10293

ISO 10077-2

ISO 15099

なし

ISO 15099 なし

なし

なし

対象 熱性能

なし

なし

ISO 9050(分光測定) JIS R 3106(分光測定) ISO 15099 なし

断熱性能 ISO 10292 JIS R 3107

窓全体

フレーム

遮熱性能

断熱性能

遮熱性能

なし

なし

ガラス

試験法 計算法

断熱性能

遮熱性能 なし なし ISO　15099 なし
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国際的には開口部の断熱性能、遮熱性能の計算による評価方法が普及しつつある。表 5.2.2.1

に示すように、計算方法に関しては、窓全体，グレージング，フレームのそれぞれについて断熱

性能・遮熱性能の ISO 規格が整理されており評価手法が体系化されている。また規格の策定と並

行して規格に準拠した性能評価プログラムの開発が進められており、現在 Window5.27)や WIS8)などの

熱性能評価プログラムが無償で公開されている。Window5.2 は LBNL(Lawrence Berkeley 
National Laboratory：http://windows.lbl.gov/software/window/window.html)から公開されてい

る評価ツールで、以下の項目を計算できる。 

  ・ 窓の熱貫流率(Ｕ値)，表面結露指標(CR 値)，日射熱取得率(SHGC)，可視光透過率 

  ・ フレーム，補強材およびガラスエッジ部のＵ値 

 ・ グレージングのＵ値，日射熱取得率，日射遮蔽係数，可視光透過率 

 ・ グレージングの光学特性（透過率，反射率，日射の吸収率など） 

Window5.2は ISO 15099に準拠しており、公的な評価ツールとして位置づけられている。また、

ISO 10077 対応版(WINDOW 6.2 Research Version)も公開されており、計算法による評価環境作

りが精力的に行われていることがわかる。参考資料として中国における状況を注２に示す。 
 日本では計算法の JIS 規格は整理されていないが、計算法による評価方法については体系的に

研究 9～12)が進められており、窓の熱性能の評価プログラムも公開 13)されている。これらの研究に

よれば、計算法と測定法による窓の熱性能の差は最大でも 10%程度であり、計算法が試験法と同

等の評価精度を有することがわかっている。計算による評価は測定法よりもコスト的にも時間的

にも有利であり、新製品の開発や海外への展開において大きな利点がある。このため計算法 JIS
の早急な規格化が求められている。 

 

５．２．２．２  問題点と課題 

 前述のように窓の熱性能計算法の JIS 化は喫緊の課題であるが、先行する ISO 規格を日本の窓

製品に適用するには幾つか問題点と課題がある。 

 
(a) 表面熱伝達条件の設定値 

現在、ガラスについては ISO 1029214)を JIS 化した JIS R 3107（板ガラス類の熱抵抗及び建築

における熱貫流率の算定方法）15）に準じている。一方、窓及び窓フレームについては、ISO 1256716)

を基本として作成された JIS A 4710(建具の断熱性能試験方法)2)に準じている。表 5.2.2.2 に示

すように規格によって表面熱伝達率が異なるため、計算法で用いる値の設定が課題となる。 

 
 
 
 

表 5.2.2.2 規格による表面熱伝達率の違い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

規格 室外側表面熱伝達率 

[W/(K ㎡)] 
室内側表面熱伝達率 

 [W/(K ㎡)] 
JIS R 3107:1998 20.401 8.620 
ISO 10292:1994 23.0 8.0 

ISO 10077-1:2006 25.0 (1/0.04) 7.69 (1/0.13) 
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(b)複層ガラスの中空層ガスの種類 

日本では空気が主流で、アルゴンが寒冷地の一部で採用される程度である。一方、ISO には空

気、アルゴンのほかにクリプトン、SF6、キセノンなどの記述があるが、キセノン（高価）、SF6

（温室効果ガス）は使用されていないようである。このため附属書 C の表 C.2 の修正が必要とな

る。 
 

(c) 窓の種類について 

日本では「引違い窓」が圧倒的に多いが海外では少なく、「上げ下げ窓」、「開き窓」、「滑り出し

窓」、「倒し窓」が多い。日本は欧米と窓事情が大きく異なっており、欧州の窓を想定して作成さ

れた ISO10077 の計算法をそのまま日本の引違い窓等に適用すると試験法との差が大きくなるこ

とがわかっている。JIS 化においては日本の窓製品に適用することを前提に若干の修正が必要と

なる。 

引違い窓：召し合せ框と上枠・下枠との取り合い部分の計算方法 

二重窓：ISO は内窓と外窓の熱抵抗を合成する考え方であるが、これまでの研究により、各

フレーム部、ガラス部毎に内窓と外窓を合成し、個々の断熱性能を面積加重平均する

手法の方が精度が高いことが分かっている。 

出 窓：ISO の計算法には出窓は含まれていない。JIS にどのように盛り込むか課題となる。 

シャッター、雨戸など：附属書に記載するか検討が必要である。 

このほか日本には独特の窓の納まりがあり、解析モデルの境界条件を納まりも考慮して設定する必

要がある。たとえばサッシ枠の仕口部の扱い（ISO では規定されていない）など。 

 

(d) ガラスの厚み 

 日本では 3mm と 5mm が多いが、海外では 4mm が主流である。日本と海外では標準的なガラ

スの厚みが異なるので附属書資料の修正が必要である。具体的には、ISO 10077-1 付属書の表に

記載されているガラス厚みは 4mm 厚のものを組み合わせたものであるが、日本の住宅用では，

3mm 厚，5mm 厚のものを組み合わせたものが使用される。また空気層圧は 6mm，12mm が一

般的である。このため、3+A6+3，3+A12+3、5+A6+5，5+A12+5 などを追記する必要がある。 

 

(e)遮熱性能の計算方法 

 窓の遮熱性能は試験方法の規格がないため、窓製品としての性能はこれまで評価されてこなか

った。しかし建物の遮熱性能が冷房時の消費エネルギーと関係するのは自明のことであり、評価

基準の策定が求められている。窓の遮熱性能の計算法は ISO 15099 で規定されているが、この規

格は計算方法の理論整理を主眼としており、実際の窓製品を評価するにはさらに詳細を詰める必

要がある。また ISO 15099 は ISO 10077 と計算体系が異なるため、JIS 化に際しては断熱性能の

計算法 JIS との整合性を図る必要がある。 
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注２ 日本の大手サッシメーカ（A 社）の中国情報と ISO の重要性 

 

１．A 社の中国建材内需売り上げ状況について 

【Ａ社の中国グループの全体伸び率（前年比）】 

 2006 年（113） 2007 年（127） 2008 年（130） 2009 年推（107） 
 売上の伸び率は大きく、日本の建材メーカも中国市場での売り込みに力を入れている。 

 

２．内需事業における商品性能確認方法 

 建築基準法及び GB（中国規格）により規定されており、特に断熱性能は地域（省・市レベル）

で基準が異なり、決定権は自治体建設委員会が有している。いずれにせよ共通なのは、受注物件

毎に決められた試験体を地域指定の検査機関に持ち込み確認申請時の基準に合致するか実地試験

を受ける事が義務付けられている。この試験はライセンスを持ったファブリケーター（組み立て

業者）が申請することとなり、授権ライセンス（基準）に合致した物件（内容）か否かもチェッ

クされる。ライセンスには施工面積・階高・地域等の条件があり１～３級までランクがある。故

に、シューコー、ALUK、VEKA、LG、等 A 社の競合の海外メーカも同じ条件下にあり、ファブ

リケーターとの関係を重視しなければならない根拠となっている。日本のメーカも同検査機関で

公的試験を受けなければカタログに性能記載は出来ないが、この検査機関が「くせ者」で社内試

験数値より必ず上の（良い）数値が出る。試験方法はＧＢで定められているが、ローカルメーカ

救済の意味合いが色濃く出ていると考えてよい。 

建設部（及び外郭機関）はこの事実を十分承知しており、日本のメーカに対し大学等と共同で

シュミレーションソフト開発及び試験設備の研究を盛んに持ちかけてきている。又、GB改訂に際

し欧米各社は盛んなロビー活動（対政府・党）を行っており、自国の経産省・国交省レベルの高

官まで巻き込んで自国に有利な基準設定になるよう活動している。（特にドイツ・カナダ・イタリ

ア・イギリスなど）。  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本の製品をアジア地域（特に中国）で売り込んでいくためには、日本の優れた

製品を適正に評価する ISO が必要であり、既存の窓の ISO においては、日本製品

にとっての不具合箇所を修正すべきである。また、本取組みは、官民一体で進め

るべきである。 
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５．２．２．３ JIS 骨子案について 

   窓の熱性能に関する規格の骨子を以下に示す。 
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第６章 ワークショップ開催の報告 
 
６．１ 趣旨と概要 
 ワークショップは本年度２回開催し、各回とも、以下のような構成で実施をした。 
①本プロジェクトで進めている規格の記述に関する規格・附属書（案）について説明し、各

工業会からのご意見を頂く。 
②各団体において、ISO との整合性を取るべく活動が行われている状況について、ご報告頂

く。 
現在進めている規格・附属書（案）の作成は、広く建築関連規格に影響を及ぼすので、各

協会の皆様に内容を理解頂き、ご協力頂く必要がある。また、建築業界における国際標準化

の活動は、非常に幅広く、それらを俯瞰して捉えることは非常に困難である。また、本プロ

ジェクトの主体である建産協は、建材メーカーの団体であるため、材料関連の ISO 以外の、

建築物の性能に関連する ISO についての具体的な情報を得る機会が少ない。 
 このようなことから、本プロジェクトに参加している委員の他、建産協会員において、共

通の認識を醸成することを目的として、ワークショップを開催することとした。 
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６．２ 第１回ワークショップ 
 
６．２．１ 実施日時と参加者 
日 時：平成 21 年 10 月 23 日（金）17：00～19：30 
会 場：建産協 A／B 会議室 
参加者：48 名（敬称略） 

清家剛（東京大学大学院）、兼松学（東京理科大学）、 
藤本哲夫（財団法人 建材試験センター）、西野加奈子（建築・住宅国際機構）、 
櫻井誠二（断熱保温規格協議会）、秋元孝之（芝浦工業大学）、小山明男（明治大学）、 
名取発（東洋大学）、春原浩樹（経済産業省）、黒崎一昭（国土交通省）、 
長谷川直司、古賀純子（独立行政法人建築研究所）、海野敦（住宅金融支援機構）、 
春川真一、若木和雄（財団法人建材試験センター）、 
坪内信朗（日本ビソー株式会社）、 
富田育男（社団法人日本建材・住宅設備産業協会）、木原幹夫（板硝子協会）、 
松本實、伊藤威宏（社団法人日本サッシ協会）、森田育男（日本窯業外装材協会）、 
林宏治、宮谷賢治（社団法人石膏ボード工業会）、 
五十嵐重雄（全国陶器瓦工業組合連合会）、鵜澤孝夫（硝子繊維協会）、 
塩出有三（ALC 協会）、栗田紀之（建築環境ワークス協同組合）、 
平野陽子（株式会社ドット・コーポレーション）、 
乾俊輔、堀越裕太郎、喜美候部直子（経済産業省）、 
高木真由（株式会社ドット・コーポレーション）、 
菊池謙、上野雅之（太平洋セメント株式会社）、 
奥野高典、松岡修（旭ファイバーグラス株式会）、清久恭（日本窯業外装材協会）、 
関塚利夫（クボタ松下電工外装株式会社）、武藤日出夫（日本エクステリア工業会）、 
植竹徹（文化シャッター株式会社）、山下洋一（一般社団法人日本壁装協会）、 
堀正人（日本インシュレーション株式会社）、木村仁（ホクシン株式会社）、 
木村太門（TOTO 株式会社）、秋元次郎（TOTO マテリア株式会社）、 
伊熊敏郎、小林祥一郎、佐伯秀雄（社団法人日本建材・住宅設備産業協会） 

 
 
６．２．２ 次第 
主催者挨拶（建産協 専務理事 富田 育男） 
発表（座長：東京大学 清家 剛） 
（１）今年度の事業概要について （企画調整委員会委員長：東京大学 清家 剛） 
（２）各分科会の中間報告 

１）規格分科会（WG1） （主査：東京理科大学 兼松 学） 
２）方針検討分科会（WG2） （主査：東京大学 清家 剛） 
３）意見交換会（1） 
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（３）ISO 活動について  ISO/TC163（建築環境に於ける熱的性能とエネルギー使用） 
１） SC1（試験及び計測方法） 

（（財）建材試験センター 環境 G 統括リーダー 藤本 哲夫） 
２） SC2（計算方法） （建築・住宅国際機構 事務局長 西野 加奈子） 
３） SC3（建築材料）（ 断熱・保温規格協議会 常務理事 櫻井 誠二） 
４） 意見交換会（2） 

 
 
６．２．３ 講演概要 
注）枠囲みの内部は、パワーポイント資料からの引用 
 
（１）今年度の事業概要について （企画調整委員会委員長：東京大学 清家 剛） 
 前半は、委員会の活動のアウトプットの具体的な内容・方向性を紹介させていただき、ご

意見を伺いたい。本日、直接ご意見を頂きたいというわけではなく、後々、ワーキング等を

開催するので、その中で意見交換を行いながら、レベルを上げていきたい。そのための説明

をこの場でさせていただきたいというのが、前半の趣旨である。後半は、昨年度ワークショ

ップを開催して、私自身も ISO 関係の規格の状況や、実際に動いているもの、それにかかわ

る苦労話などが、ずいぶん一つ一つのものによって違うことを少しでも理解できたので、今

回もぜひそれを延長してやっていきたい。 
 委員会の活動は今年度で終了するが、建産協はこのような他の建材の ISO を知る委員会を

続けた方が良いのではないかと漠然と思っている。他のやり方を聞くと、自分たちの材料・

工法・製品規格と、似たところと違うところがずいぶんわかってくる。ISO はこれからとい

うところにも参考になると思うので、後半は続けていただきたい企画と思っている。本日も、

皆さんで勉強していきたいと考えているので、よろしくお願い申し上げる。 
 
 まず、今年度の事業の解説を最初にさせていただく。2 年間続けてきた部位別性能評価法

の標準化に関する研究だが、昨年度まで壁・開口部、床、屋根・天井という分科会があった。

今年度の成果をまとめるに当たって 3 つの分科会を立ち上げ、分科会で話を進めている。そ

れに対して、まだ一度も開催していないが、壁・開口部、床、屋根・天井のそれぞれのご意

見を、本日以降に設定する分科会で伺いたいという流れである。こちらが規格内容のまとめ

の方向を出している。初年度からの 3 つの分科会はそのまま継続しており、中身について詳

細をご検討いただく。そのような位置付けで今年度は進めている。 
 今年度進めるに当たって開催している 3 つの WG は、WG1 が規格分科会となっている。当

初より計画している ISO への具体的な部位別性能評価方法に関する成果として、ISO にどう

いう提案ができるか、あるいはそれを日本側としてどのような規格として持っていくのかを

検討して、実際の規格案を練り上げるのが、この WG1 である。 
 WG2 は方針検討分科会となっている。ISO に向かって提案するという部位別性能評価の規

格全体とは別に、日本の製品 JIS の在り方は WG1 の提案に対してどうあるべきか、それぞれ
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の製品 JIS がこう変わっていくと良いのではないかという流れや仕組みを提案しようという

ものである。そのようなことを提案しようということは、一昨年、昨年と継続して議論して

きた。今回それを提案してみようというところである。この部分が、今回一番、ご意見や反

応を聞きたい部分である。発表の後にご意見をいただければと思う。 
 このような規格全体の話や、日本のそれぞれの製品 JIS の話があって、WG3 がある。それ

ぞれの性能について、例えば熱的性能や音、断熱性能、耐震性能といった性能項目について、

それぞれの評価方法があるということは、これまでも解説してきたところである。評価方法

がどのようにオーソライズされるべきかを、部位別の評価方法と絡めて考え、一つの成果と

するのが WG3 である。具体的には昨年度実験を実施したこともあり、今年度は熱の関係で活

動している。その評価方法についての在り方を例示してまとめる。これまでの継続であり、

熱に関する ISO、JIS の整理をしながら知見をまとめる。本日は紹介しないが、今年度のまと

めの中に一つの例示として、熱関係のものが入ってくるとご理解いただきたい。 
 本日は、全体に係る WG1 と、皆さんのご意見を伺いたい WG2 の活動について、具体的に

紹介するので、発表の後、積極的なご意見、ざっくばらんなご意見をいただきたい。 
 
 
（２）各分科会の中間報告 
１） 規格分科会（WG1） （主査：東京理科大学 兼松 学） 
 WG1 では、具体の JIS 規格や ISO の原案となり得る規格の作成を仰せつかっている。関連

事項は、以前からこの委員会で議論の対象としてきた、JIS A0030 の部位別ユーザー要求性能

項目となる。実際にそれを改訂するかという議論は残しているが、それに対応する形、ある

いはその改訂、あるいはそれに何かを付加して、これまでの委員会で行ってきた活動がどの

ように反映できるかを検討して、とりあえず一つの原案をつくった次第である。内容はまだ

曖昧な部分や、WG の中で審議を尽くせていない部分もあるが、まずは第一案としてご意見

をいただければと思う。 
 タイトルは、「建築物の部位別性能記述方法」と考えている。JIS A0030 では単に部位別の

性能を定義し、その代用特性や評価指標を示していた。今回提案するものに関しては、記述

方法ということで、部位別の性能をいかに記述するかを提案する。序文と書いてある部分も、

これが原案の序文というよりは、JIS の提案内容の概要を示した。 
 

序文 
本規格は，建築物の部位の性能を記述しようとする主体【発注者，設計者，生産者など】が，

想定する部位に対して考慮すべきユーザー要求性能を選択し，【考慮した性能に対し】想定す

る設計法【設計コード】との関係の中で評価を行う手順とその記述方法を定めたものである。 

 ポイントは、主体である。記述しようとする主体が誰かが一番重要である。イメージは発

注者、設計者、生産者である。ユーザーから部材を供給する個別の材料メーカーまでだが、

発注者、設計者が対象となっていることを想定している。部位の性能を評価する者が想定す

る部位に対して要求される性能、ユーザーの要求として想定している性能を選択して、その
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性能に対して、評価方法や評価結果を記述することが、この JIS のターゲットになっている。 
 

特に，部位別ユーザー要求項目を示すとともに，その代用特性を例示した。 

 部位別ユーザー要求項目とは、JIS A0030 の内容を改めて部位にかみ砕いて更新したもので

ある。これは、3 年間の活動をまとめたもので、現在は例示するところまで踏み込めないか

と考えている。 
 

部位の性能には構成要素単体で評価される性能，組み合わされて評価される性能，部位全体

で評価される性能が想定され，また，評価方法や評価する対象範囲は，設計法や主体によっ

て異なることが考えられる。したがって，どのような方法でどのような性能を評価したかを

記述するひな型を示した。 

 どのような方法でどのような性能を評価したかを記述することを念頭に置き、記述の方法

を示すことが、この規格の内容になっている。 
 

1 適用範囲 
この規格は，建築の部位の性能を記述する方法を定めるものである。 
ここでは，空間として評価する必要がある性能の記述方法は含まないものとする。 

 2 行目は、規格として正確かは詰められていないが、部位ではなく空間として評価する必

要がある性能の記述方法は含まないことを考えている。引用規格などは、これから詳細に検

討する。通常の JIS のフォーマットに従って、用語及び定義が続く。 
 

4 建築物の部位別性能の記述手順 
本規格に定める，建築物の部位別性能の記述は以下の手順による。 
a） 対象とする部位の決定 
b） 対象とするユーザー要求性能項目の決定 
c） 性能の評価方法の決定（評価対象，評価手法） 
d） 評価 
e） 結果の記述 

 記述手順が、骨子となる。まず、対象とする部位を決定し、部位に要求される性能項目を

決定する。続いて、要求性能項目をどのような評価方法で評価するかを決める。同時に、評

価対象と評価手法を含む。実際に評価し、記述する。記述までをこの規格の対象とする。 
 

5 対象とする部位の決定 
性能を記述しようとする部位の対象範囲を明確にする。 
一般的な建築物における主要な部位の例，層全体を表す部位および表面を表す部位の例を表

1 に示す。【部位の対象範囲の考え方を○○に示す。隅角部などを含む部位も対象範囲とする

ことができることを解説する必要がある】 
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表 1－層全体を表す部位および表面を表す部位の例（後述） 
図 1－主要な建築部位（後述） 

 一般的な対象がどこであるかを明確にする。一般的な建築物における主要な部位の例を、

後の方にまとめて示す。文章の構成がわかりやすいよう、表等は最後にまとめている。 
 図には、ISO6241 で建築構成材のサブシステムとして定義されているものが示されている。

壁、床、天井がどう定義されるかについては、各部の事情もあると思うが、WG の中では、

第 1 案としてここに示す名称と構成で定義した。ISO6241 の中では、区画とエンベロープで

定義していて、ここに示している部位は ISO6241 の中では全体のごく一部に当たる。参考表

の中では、太字で表している部分だけになり、この部位を対象としている。この部位の中で

自分が想定する部分、対象範囲をまず明確にするのが最初の内容である。それを名称で、部

位の例として表を例示したのが、一つ前の表になる。層全体を表す部位と表面を表す部位に

分けて記述している。 
 

6 対象とするユーザー要求性能項目の決定 
6.1 一般 
対象とする部位のユーザー要求性能項目を定める。 
部位の主要なユーザー要求性能および表 1 で例示した主要な部位のユーザー要求性能は，表

2 および以下による。 
 
表 2－建築部位に求められるユーザー要求性能項目（各部位 WG で精査いただく方針）（後述） 

 表 2 が、この委員会で議論してきた部位別のユーザー要求性能を、一覧表にまとめたもの

である。外壁面に要求される性能に、例として○を付けている。チェックリスト的な用い方

をする。評価しようとする部位に対して、どのような性能について考慮しなければいけない

かをチェックする。実際には、全部を評価しなければいけないわけではない。どこの○を評

価すべきかについては、規格を使う主体の選択項目になっている。FS からかなり長い間検討

してきているが、○の付け方等についてはさらに細かく審議していく予定である。 
 続いて、各用語についての説明が入る。 
 

7 対応する性能の評価方法の決定 
箇条 6 で定めたそれぞれのユーザー要求性能項目に対して，性能評価の対象範囲および評価

方法【JIS，その他オーソライズされた方法，解析・計算など。設計法・みなし仕様なども考

えうる】を決定する。 
個別の性能には，①部位全体で評価する性能，②構成要素の組み合わせにより代用的に評価

する性能，③構成要素単体により代用的に評価する性能等がある。 
性能評価手法には，①性能評価試験による，②解析・計算等により検証する，③みなし仕様

によるなどがある。 
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①，②に関して，性能評価に用いる代用特性を表 3 に，対応する記述方法の例を表 4 に示す。 
 
表 3－代用特性の例（性能確保項目）（後述） 
表 4－部位別性能評価方法と結果の表示例（後述） 

 先ほどの○の例示の中から、この性能について評価しようと決めたものに対して、どのよ

うに評価するかを決める。評価方法が全て JIS であれば良いが、清家先生の WG の中で、評

価方法がいかにあるべきか、いかに導いていくべきかについて議論されている。いろいろな

手法があるが、解析、計算なども含めて評価方法として選択しても良い。 
 表 3 は、性能評価項目の代用特性の例である。3 年間の委員会で調査、審議してきた内容

を踏まえたものであるが、各ユーザー要求性能に対してどのような代用特性で評価すべきか

を、あくまで例示したものである。全ての性能に対して、必ずしも代用特性が示されるとは

限らないし、これが必須の類のものではない。全部で 20 数項目あるが、現時点ではここまで

を考えている。 
 表 4 は、最終的に JIS を使って評価した人が何を提示するか、どのような評価をするかの

例示である。例として検証が十分でない部分もある。本来は具体的な評価部位が決まってい

て、その部位の構法、材料、仕様が確定している状態での性能評価方法を例示すべきだが、

相容れないものも入っている。例えば、自分がどこを評価するかをここから選択して、それ

に対してどのような評価方法で、どのようなものを評価したかを隣に書いていく。評価対象

は、材料単体である場合もあるだろうし、組み合わせである場合もあるだろう。仕上げ材料

等がわかりやすい。部分の評価方法を決めて、それに対する評価結果を示す。ここでは合否

と書いてあるが、議論が残っているので、このような形で示している。このような記述方法

を提案したい。場合によっては、見なし仕様的にごく自明な性能として担保されるものもあ

るだろうし、計算で求める場合もあるだろう。ユーザー自身が好きな性能に○×をつけて、

このような方法で評価したとはっきりすることが重要である。それに付随して、一般事項、

建築物の部位の対象範囲、部位の構成仕様等が示されている。ユーザー性能項目に関する事

項として、性能に対しての評価が示されるというようなものを考えている。 
 骨子としては、ユーザー要求性能の部位の例を示して、それに対する評価すべき性能を示

し、その中から必要な性能を選んで評価方法を示す。何をどこで評価したかを示すところま

でがこの JIS の範囲と考えている。 
 これは原案の概要なので、この波及効果については WG2 で議論していただきたい。 
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２） 方針検討分科会（WG2） （主査：東京大学 清家 剛） 
 WG2 では、部位別性能評価方法や記述方法が一つの JIS や ISO として提案されるのであれ

ば、現行の製品 JIS、材料 JIS がどのように部位別性能評価、設計に各項目がつながっていく

のか、道筋を JIS のレベルで考える。 

建材 JIS の構成 

 

 上図で、現状の JIS は色々な性能項目、評価方法、試験方法が記述されている。性能評価

で求めようとしているものは、もう少しずれている。それぞれの JIS を思い浮かべていただ
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ければ、ぴたっと一致しているものは少なく、大概のものは少しずれているのではないか。 
 現状ある JIS の試験方法は、品質確保に資する材料特性を調べて、JIS 製品であることを保

証している。設計者には直接関係がなくても、毎年作る製品の品質をきちんと確認し、工場

で定期的に審査する項目がある。設計者には間接的には役に立つが、設計情報としては要ら

ないものが含まれている。一部、工場で行っている性能確保、品質確保のための試験で、直

接、設計者への情報につながっているものもある。例えば、強度的なものがある。面材であ

れば等分布荷重を試験し、これだけの性能をもったものが安定して作られているという情報

があれば、工場内での品質確保にも使われ、一方で建築物に使われる時の設計情報としても

扱われる。建材の JIS の現状は、これまでとなっている。 
 一方で、その製品がある部位に使われることが決まると求められる性能が、部位別性能評

価で決まる性能項目になる。それらが完全に一致していることはなく、はみ出ている部分が

ある。評価方法は設計者にとっては必要な情報だが、JIS で性能を確保することとは別に、カ

タログに示す場合がある。業界がきちんとしていれば、あるいは業界が小さければ、あるい

は業界が決め事を作ることが上手ければ、同じ方法で同じように提示しているはずである。

しかし、時々、試験方法が違うとか、本当に値がそうなのかよくわからないことがある。設

計者から見たときに、JIS でオーソライズされた方法でないために、不安定な情報となる。設

計者は求めたいが、表示していないこともある。部位別性能評価に対して、品質確保には関

係ないが、必要な情報もある。こういったものも含めて、新しい建材 JIS が定められている

と、部位別性能評価に対する情報提供がしっかりする。部位別性能評価を提案する中で、個

別の JIS もこのように変わっていくと良いのではないかということを提案していきたい。急

に変わるとは思っていないが、これが本当に有効であれば、こう変えていくことで建材も使

われやすくなる。 
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 大きな位置付けとしては、上図がある。JIS の中の TS（Technical Specification）で提示して

おいて、各 JIS がこれを手本に建材 JIS の作成方法を見習えないかという提案をしようとして

いる。大元は WG1 の成果としての部位別性能の評価方法があり、それを前提にこのように個

別の JIS を書かないかと考えていく。品質確保のための評価方法だけを示していたが、それ

以外に部位別性能評価に関わる項目を、JIS の中で定義していってはどうか。中身そのものは、

付属書という位置付けになるのではないか。というのも、JIS は品質確保のために作成するの

で、関係ないものが JIS 本体に入ってくるのが正しいのかわからない。実際には、製品の品

質確保に無関係だが、表示したいがために JIS の本文に入ってきている性能の評価方法もあ

る。例えば、断熱材の VOC 検査などは、きちんと検査して業界全体で表示しようと合意して

おり、品質確保ではなく部位別性能の評価に資する情報になる。明確に付属書という形での

書き方を提案しようとしている。書き方を提案すると、それぞれの JIS がどう使われるかと

いう部位別性能方法があり、どういう工法を選択したか、使われ方が決まらないと、それぞ

れの建材 JIS でどう対応してよいかわからないということが何度も議論に出てきている。ま

ずは、あるボードについて、取り付け方法はビスで固定するというある工法を決めて、それ

ぞれの付属書で書く方法、あるいは層間変位が追従できるような外壁の取り付け方法を想定

した場合、求める建材の性能評価方法が異なる。使用方法、工法毎に附属書が出てくるので

はないかと考えている。あるいは、おおよそ使える部位や、確保できる性能が決まっている

ので、ある工法を想定しなくても、それぞれの建材の JIS が部位別性能評価に必要な性能項

目について、附属書が書けるというパターンもあるだろう。具体的な建材を思い浮かべなが

ら考える必要があるが、大きな部位別性能評価方法に対して、それぞれの製品 JIS の中で、

附属書で部位別性能評価に対応したような性能の表示方法を考えていってはどうか。プロジ

ェクト全体の提案に合わせて、日本の建材 JIS が向かうべき方法として提案しようと思って

いる。 
 
 次に、附属書の内容を見ていく。性能項目が左側にあり、その試験方法や表示方法がある。

「我々の建材は品質確保には関係ないが、こういう形で表示しよう」「我々の建材は品質確保

には関係ないが、もともと確認できているから、こういう形で表示しよう」あるいは「我々

の建材は表示できないから要らない」というようなことをそれぞれ決める。一つの JIS の中

で、A 社、B 社、C 社が同じ方法で同じ値を示すことになる。それを JIS の附属書として緩く

決めてしまってはどうか。プロジェクトで追求している、設計者やエンドユーザーが使いや

すい JIS としての性能表示、性能評価項目が充実してくるのではないか。それぞれの項目毎

に対応状況があるだろうが、それも事情として書いてしまった方が良いのではないか。 
 

対応状況の凡例 
A）材料の特性値が「品質確保及び部位別性能表示項目」に該当または間接的に関係し、本

JIS にて表示が必須となっている。 
B）材料の特性値が「品質確保及び部位別性能表示項目」に該当または間接的に関係し、本

JIS にて表示が選択となっている。 
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C）材料の特性値が「部位別性能表示項目」に間接的に関係し、かつ、共通の試験・計測方

法が存在し、カタログ等で情報提供を行っている。 
D）材料の特性値が「部位別性能表示項目」に間接的に関係し、かつ、共通の試験・計測方

法が存在し、場合によっては情報提供が可能。 
E）材料の特性値が「部位別性能表示項目」に間接的に関係し、かつ、共通の試験・計測方法

は存在するが、現段階ではほとんど情報提供ができない。 
F）材料の特性値が「部位別性能表示項目」に間接的に関係するが、共通の試験・計測方法は

存在しない。（ただし、部位としての共通の試験・計測方法、評価方法が存在する。） 
G）材料の特性値が「部位別性能表示項目」に間接的に関係するが、共通の試験・計測方法

は存在しない。（また、部位としての共通の試験・計測方法、評価方法も存在しない。） 
H）材料の特性値が「部位別性能表示項目」に関係しない。 
I）「部位別性能表示項目」に該当または間接的に関係するが、材料の組成として自明の特性

値であるため対応しない。 
J）その他 

 建材毎に、性能がどう表示できるか、どんな試験方法があるか、どんな評価方法があるか、

現在の事情まで入れて、業界の事情を正しく反映し、ISO や JIS の事情も反映して情報提供し

てはどうかと考えている。まだ、ある方法を想定して一案を附属書として作っているが、う

まくいくかどうか、ケーススタディが必要である。今回の WG1 の成果の中で、各 JIS にどう

反映するかの道筋までは提案したい。皆さんと議論した後、本当に実行するかどうかも含め

て投げかけ、最終報告書に載せることを考える。その後の活動についても、一緒に議論して

いきたい。 
 
 
３）意見交換会（1） 
（質問）対応状況の凡例について、「間接的に関係」とあるが、どういう意味か。 
（回答）基本的には、材料の特性値が直接設計に使われるものが少ないのではないか。ある

試験を行ったもので、評価方法が確定していれば、特性値として使えるので、この

方が JIS は使いやすいだろうという配慮で入れている。 
（回答）補足すると例えば、火災に関連して、一つの仕様で材料の組み合わせを換えて大臣

認定を取りたい場合、抜き差しできる材料について、密度で代替して計算できるの

であれば、密度を示せば耐火的に評価できる。この工法で使うのだったら、密度で

評価できるという部位があったとすると、密度は耐火性能には直接関係ないが、間

接的に関係ある。そのようなものをイメージしている。 
（回答）部位が一つのものでできるのではなく、複合的なものが多いというイメージである。 
（意見）「間接的」という表現が入っていると、どこかに「直接的」という表現がないと違和

感がある。 
（回答）その辺りはまだ詰めきれていなく、書きかけの文章となっている。本日は、文案と

いうレベルでは出せないので、附属書のイメージだけにしている。また、詰めてい
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きたい。 
（意見）委員会のご意見で良く出るのは、地震、風、火などの話は、建築基準法などの強制

法規と連動しているので、それとの関係があって初めてメリットが出るだろうとい

う点である。この委員会の範囲では、JIS がそのような計算や評価に載るためにこう

いう性能を評価しておきましょう、というところに留めて縁を切るスタンスにいる。

それ以上踏み込むと、基準法などとの関係が複雑になるので、JIS 側で表示できるの

はこの性能で、それらをトータルに示すのは基準法と考えている。 
（意見）私の発表内容は、どちらかというと国内向けのものである。WG1 の成果を作ること

によって、国内の JIS がどう変わるべきか、議論するための提案となっている。WG1
の成果は、対象となる ISO が動きかけているので、その投げかけに日本の一つの案

として提案しようということで、ISO 提案につながっていく予定である。壁・開口部、

屋根・天井、床の分科会をこの後開催していくので、そこでご意見をいただければ

と思う。教科書的な提案には意義を唱えにくいと思うが、こういうことをする時、

具体的にどんなハードルがあるのかを、最終成果に盛り込みたい。ハードルもきち

んと把握して、次の具体の活動につながるようにしたいので、ぜひ活発なご議論を

いただきたい。 
 
 
（３）ISO 活動について  ISO/TC163（建築環境に於ける熱的性能とエネルギー使用） 
１） SC1（試験及び計測方法） 

（（財）建材試験センター 環境 G 統括リーダー 藤本 哲夫） 
 TC163 には SC が 3 つあるが、そのうちの SC1：試験方法ということで、活動の状態をご説

明する。SC1 の実施体制は、事務局がドイツ、chairman はドイツの Kasper 氏、Secretary は

DIN の Gonzalez 氏である。参加国は、日本を含めて P メンバーが 22 カ国、O メンバーが 16
カ国となっている。こちらの Scope は、建物の断熱／気密性、断熱材料等の熱湿気物性の測

定方法の開発となっている。現在活動しているWGは 6つで、それに加えて 2つのAd hoc group
がある。SC1 で発行済の ISO は 16 規格、継続も含めて審議中が 22 規格となっている。 
 
SC1 傘下 WG の活動概況 
・WG7：吹込み断熱材の沈下量の測定 
 エージング、経年変化ということで、古くは発泡プラスチック系断熱材の経時変化等から、

現在は吹込み用断熱材の沈下量の測定などを対象として、審議が行われている。ドイツの方

が、Convener をされている。 
・WG8：含水率及び透湿特性 
 特に湿気関係の試験方法に関して審議を行っている。Convener は名古屋工業大学の水谷先

生である。 
・WG10：建築物の気密性 
 東北大学の吉野先生が Convener を務めている。国内の SC1 の委員長は吉野先生である。 

－231－



 
 

・WG14 窓及びドアの熱箱測定法 
 スイスの Frank 氏が Convener である。 
・WG15：建物及び工業断熱の熱画像 
 Convener はカナダの Piggin 氏だが、実態はあまり活動していない。 
・WG16：熱抵抗及び熱貫流率の現場測定法 
 東大の加藤先生を Convener とし、熱抵抗及び熱感流率の現場測定法を ISO に提案した。当

初は、Ad hoc group から始まったが、前回の国際会議で WG に昇格した。 
・Ad hoc group ISO8301 熱流計法 
 熱伝導率の測定方法の一つである。熱流計法は 20 年近く前にできたかなり古い規格であり、

現在見直し作業中。デンマークの Hoyer 氏が Convener を務めている。 
・Test methods CEN/TC88 
 主に、外断熱工法に関する検討を行っている CEN があり、SC1 と協力して検討を行ってい

る。 
 
TC163/SC1 所管の ISO リスト 
ISO 6781:1983 Thermal insulation - Qualitative detection of thermal irregularities in building 

envelopes - Infrared method（建物の外壁における熱的不規則性の定性的検知－赤外線法） 
ISO 8301:1991 Thermal insulation - Determination of steady-state thermal resistance and related 

properties - Heat flow meter apparatus（定常状態における熱抵抗及び関連性能の測定－熱流

計法（HFM 法） ） 
⇔JIS A 1412-2：熱絶縁材の熱抵抗及び熱伝導率の測定方法－第 2 部：熱流計法（HFM 法） 

ISO 8302:1991 Thermal insulation - Determination of steady-state thermal resistance and related 
properties - Guarded hot plate apparatus（定常状態における熱抵抗及び関連性能の測定－保

護熱板法） 
⇔JIS A 1412-1：熱絶縁材の熱抵抗及び熱伝導率の測定方法－第 1 部：保護熱板法（GHP
法） 

ISO 8497:1994 Thermal insulation - Determination of steady-state thermal transmission properties of 
thermal insulation for circular pipes（定常状態における熱移動性の測定方法－保温筒装置） 
 ⇔JIS A 1412-3：熱絶縁材の熱抵抗及び熱伝導率の測定方法－第 3 部：円筒法 

ISO 8990: Thermal insulation - Determination of steady-state thermal transmission properties - 
Calibrated and guarded hot box（定常状態における熱貫流特性の測定－校正熱箱法及び保護

熱箱法（CHB 法及び GHB 法） 
⇔JIS A 1420：建築用構成材の断熱性測定方法－校正熱箱法及び保護熱箱法  

ISO 9869: Thermal insulation - Building elements - In-situ measurement of thermal resistance and 
thermal transmittance （建築要素の熱抵抗及び熱貫流率の現場測定法） 

ISO 9972:2006 Thermal performance of buildings - Determination of air permeability of buildings - 
Fan pressurization method（建築物の気密性測定－送風機加圧法） 
 ⇔JIS A 2201:送風機による住宅等の気密性能試験方法 
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ISO 12569:2000 Thermal performance of buildings - Determination of air change in buildings - Tracer 
gas dilution method（建築物の換気量測定－トレーサーガス希釈法） 
⇒JIS A 1406：屋内換気量測定方法（炭酸ガス法） 

ISO 12570:2000 Hygrothermal performance of building materials and products - Determination of 
moisture content by drying at elevated temperature（加熱乾燥による含水率の測定） 
⇔JIS A 1476:建築材料の含水率測定方法 

ISO 12571:2000 Hygrothermal performance of building materials and products - Determination of 
hygroscopic sorption properties（吸放湿特性の測定） 
⇔JIS A 1475:建築材料の平衡含水率測定方法 

ISO 12572:2001 Hygrothermal performance of building materials and products - Determination of 
water vapour transmission properties（水蒸気透過特性の測定） 
⇒JIS A 1324:建築材料の透湿性測定方法 

ISO 15148:2002 Hygrothermal performance of building materials and products - Determination of 
water absorption coefficient by partial immersion（部分浸せきによる吸水係数の測定） 

ISO 10051:1996 Thermal insulation - Moisture effects on heat transfer - Determination of thermal 
transmissivity of a moist material 
（熱移動及ぼす水分の影響－湿潤材料の熱貫流特性の測定） 

ISO 11561:1999 Ageing of thermal insulation materials – Determination 
of the long-term change in thermal resistance of closed-cell plastics （accelerated laboratory test 
methods）（独立気泡プラスチックの熱抵抗の長期変化試験（実験室促進試験法）） 

ISO 12567-1:2000 Thermal performance of windows and doors - Determination of thermal 
transmittance by hot box method - Part 1: Complete windows and doors（熱箱法による熱貫流

率の測定－第 1 部：窓及びドア） 
⇔JIS A 4710：建具の断熱性試験方法 

ISO 12567-2:2005 Thermal performance of windows and doors - Determination of thermal 
transmittance by hot box method - Part 2: Roof windows and other projecting windows 
（熱箱法による熱貫流率の決定－第 2 部：天窓及び出窓） 
⇔JIS A 1492：出窓及び天窓の断熱性試験方法 

ISO 21129：2007 Hygrothermal performance of building materials and products - Determination of 
water-vapour transmission properties- Box method（水蒸気透過特性の測定－Box 法） 
⇒JIS A 1324:建築材料の透湿性測定方法 

ISO 24353：Hygrothermal performance of building materials and products - Determination of 
moisture adsorption/desorption properties in response to humidity variation（吸放湿性試験方法

－湿度応答法） 
⇒JIS A 1470-1：調湿建材の吸放湿性試験方法－第 1 部：湿度応答法－湿度変動による吸

放湿試験方法 
ISO 29465：Thermal insulating products for building applications - Determination of length and width

（長さ及び幅の測定方法） 
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ISO 29466：Thermal insulating products for building applications - Determination of thickness（厚さ

の測定方法） 
ISO 29467：Thermal insulating products for building applications - Determination of squareness（直

角の測定方法） 
ISO 29468：Thermal insulating products for building applications - Determination of flatness（平面

性の測定方法） 
ISO 29469：Thermal insulating products for building applications - Determination of compression 

behaviour（圧縮挙動の測定方法） 
ISO 29470：Thermal insulating products for building applications - Determination of the apparent 

density （見掛け密度の測定方法） 
ISO 29471：Thermal insulating products for building applications - Determination of dimensional 

stability under constant normal laboratory conditions （23 degrees C/50 degrees relative 
humidity）（一定条件下での寸法安定性） 

ISO 29472：Thermal insulating products for building applications - Determination of dimensional 
stability under specify temperature and humidity conditions（特殊条件下での寸法安定性） 

ISO 29764：Thermal insulating products for building applications - Determination of deformation 
under specify compressive load and temperature conditions（特殊荷重下での変形） 

ISO 29765：Thermal insulating products for building applications - Determination of tensile strength 
perpendicular to faces（面に対して直角な引張り強度） 

ISO 29766：Thermal insulating products for building applications - Determination of tensile strength 
parallel to faces（面に対して平行な引張り強度） 

ISO 29767：Thermal insulating products for building applications - Determination of short term water 
absorption by partial immersion（部分浸水による短期間吸収） 

ISO 29768：Thermal insulating products for building applications - Determination of linear 
dimensions of test specimens（試験体の直線寸法） 

ISO 29769：Thermal insulating products for building applications - Determination of behaviour under 
point load（点載荷での挙動） 

ISO 29770：Thermal insulating products for building applications - Determination of thickness for 
floating floor insulating products（浮床断熱材の厚さ） 

ISO 29771：Thermal insulating products for building applications - Determination of organic content
（酸素含有量） 

ISO/DIS 29803：Thermal insulation products for building applications - Determination of the 
resistance to impact of external thermal insulation composite systems （ETICS）  
（外断熱複合システムの熱抵抗） 

ISO/DIS 29804：Thermal insulation products for building applications - Determination of the tensile 
bond strength of the adhesive and of the base coat to the thermal insulation material  
（断熱材に対する接着剤及び下地皮膜の接着強度） 

ISO/DIS 29805：Thermal insulation products for building applications - Determination of the 
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mechanical properties of glass fiber meshes 
（ガラスファイバーメッシュの機械的性質） 

 
WG7 の活動概況 
 エージングの検討を行っている。吹込み用断熱材の ISO は、一度否決されて、また復活し、

現在審議を重ねている。その後、年数回の WG を経て、FDIS 投票を行う。 
 
WG8 の活動概況 
 現在、JIS A1324 には、ボックス法とカップ法の 2 種類がある。ボックス法は ISO21129 に

あり、カップ法は既存の ISO12572 に対応しているので、特に提案していない。 
 JIS A1470-1 は日本が提案して ISO になった。JIS A1470-2 も同時に ISO に提案したが、こ

ちらは否決された。これは、採用される条件に「5 カ国以上の P メンバーの参画」が該当し

なかった。 
 
WG10 の活動概況 
 ISO9972 は見直しの時期に当たり、日本から修正案を出すべく作業中である。 
 
WG16 の活動概況 
 Ad hoc group から WG に昇格したが、5 カ国以上の P メンバーの参画が得られず、否決され

た。今年、チューリッヒで国際会議があり、日本から企画案を再度説明し、もう一度検討し

直して再度提案したいということで、現在ドラフト作成中である。 
 
今度の予定 
2010 年 6 月 7 日、韓国・ソウルにて TC163 の国際会議が開催される予定 
 
 
２）SC2（計算方法） （建築・住宅国際機構 事務局長 西野 加奈子） 
建築・住宅国際機構とは 
設立の目的：建築・住宅分野における技術・制度・基準・規格等の国際的調和及び諸外国と

の交流等国際的活動を推進することにより、我が国の建築・住宅分野の発展に寄与すること

（要綱第 2 条） 
1985 年 4 月：建築・住宅関係国際交流協議会発足 二国間国際会議（政府間）支援 
1991 年 11 月：建築・住宅関係国際交流協議会拡大 国際建築基準等研究部会他活動開始 
1992 年 4 月：日本建築学会より ISO を引き継ぐ 
1998 年 5 月：建築・住宅国際機構に名称変更 
会長：村上周三（独立行政法人建築研究所理事長） 
組織：国際基準等研究部会（ISO 国内連絡委員会－ISO 各委員会、IEA 建築関連協議会、建築

基準委員会）他 
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建築・住宅国際機構が担当する ISO 

TC10/SC8（建築製図） 
TC21/SC11（排煙設備） 
TC59（ビルディングコンストラクション） 

SC3（機能・使用者要求並びに建物の性能） 
SC14（デザインライフ） 
SC15（住宅の性能評価） 
SC16（アクセシビリティ） 
SC17（サステナビリティ） 

TC92（火災安全） 
TC98（構造物の設計の基本） 
TC163（建築環境における熱的性能とエネルギー使用） 

SC2（計算方法） 
TC205（建築環境設計） 
TC219（床敷物） 

 担当 ISO はかなり幅広く、あまり業界がないところを担当している。TC10/SC8、TC59、
TC92、TC98 は建築学会から引き継いだ。その後に増えたのが、TC21/SC11 である。TC21 の

全体は消防だが、排煙設備のところだけが建築基準法と関係あるということで、当機構の担

当となっている。TC163/SC2 も、元々は違うところから分けられてきた。 
 
TC163/SC2（計算方法） 
 現在、TC163/SC2 には WG が 4 つあり、WG9（伝熱計算）、WG11（開口部のエネルギー計

算）、WG12（夏季における建築物の非定常状態の熱移動計算）、WG13（表面湿度と内部結露）

である。TC163/WG3（Energy performance buildings）と、TC163/WG4（Energy performance of 
buildings using holistic approach）は、TC163 に直轄している WG である。TC163/WG4 は、TC163
と TC205 のジョイント WG になる。 
 
WG9（伝熱計算） 

・検討中の規格案 
ISO CD 10077-2（窓、扉及びシャッターの熱性能－熱貫流率の計算－第 2 部：枠の数値的手

法）：2009 年 11 月締切 DIS 投票開始 
・発行済みの規格 
ISO 6946 :2007 （建築部位及び建築要素 - 熱抵抗及び熱貫流率 - 計算方法） 
ISO 10211:2007 （建築物に於ける熱橋 - 熱流及び表面温度 - 詳細計算） 
ISO 10456:2007 （建築材料及び製品 - 温湿度特性 - 設計値一覧表及び熱性能の宣言値及び

設計値決定の手順） 
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ISO 13370:2007 （建物の熱性能 - 地盤を通じた熱移動 - 計算法）  
ISO 13786:2007 （建築部位の熱的性能 - 動的熱特性 - 計算法）  
ISO 13789:2007 （建築物の熱的性能 – 貫流係数及び換気熱係数 - 計算法） 
ISO 14683:2007 （建築物に於ける熱橋 - 線熱貫流率 - 簡易法及びデフォルト値）  
ISO 15099:2003（窓、扉及び日除け装置の熱性能－詳細計算） 

 古い規格の改定や新規作成が多く、どれも比較的新しい規格になっている。というのも、

ウイーン協定などヨーロッパとの関係が背景にある。 
 
WG11（開口部のエネルギー計算） 

・検討中の規格案 
ISO/DIS 18292 （開口部のエネルギー性能 – 計算手順）： 2009 年 8 月 DIS 投票締切 
・発行済みの規格 
なし 

 
WG12（夏季における建築物の非定常状態の熱移動計算） 

・宇田川先生（工学院大学）が Convener 
・検討中の規格案 
ISO 13791（建築物の熱的性能－冷房しない部屋の夏季室内温度－一般的基準と確認手順） 
ISO 13792（建築物の熱的性能－冷房しない室部屋の夏季室内温度－簡易計算法）DIS 投票開

始（2009 年 10 月予定） 
・発行済みの規格 
なし 

 ISO 13791 と ISO 13792 は、一度 DIS 投票までかかったのだが、ヨーロッパ中心で作ってい

るので、夏季に冷房を使うことが想定されていない。日本はそれでは困るということで、DIS
段階でかなりコメントを出した結果、日本で担当することとなり、現在作成中である。 
 
WG13（表面湿度と内部結露） 

・検討中の規格案 
ISO 15758:2004（建築設備及び産業用装置の温湿度特性－水蒸気拡散の計算－冷水管の断熱） 

EN14114 と並行見直しを CEN/TC89（建物と建物要素の熱的性能）に相談し、合意が得

られれば、今後 SC2/WG13 において審議の予定 
・発行済みの規格 
ISO 13788:2001（建築部位及び建築要素の温湿度性能－限界内部表面湿度と内部結露を避ける

ための内部表面温度－計算法） 

 検討中のものは、今後やるかどうかというところである。これも、ヨーロッパとの関係で

作られた規格で、今後見直すとなれば CEN/TC89 と相談して一緒に検討することになる。 
 

－237－



 
 

SC2 全体としての発行済みの規格 

ISO TR 9165:1988（建築材料及び製品の実用的熱特性） 
ISO 15927-1:2003（建築物の温湿度性能－気象データの計算と提示－パート 1:気象要素の月平

均値） 
ISO 15927-2:2009 （建物の温湿度性能 - 気象データの計算と提示 – 第 2 部: 冷房負荷設計の

為の時間データ） 
ISO 15927-3:2009（建物の温湿度性能 - 気象データの計算と提示 – 第 3 部: 風と降雨の時間

データによる鉛直面浸入降雨指標の計算） 
ISO 15927-4:2005（建築物の温湿度性能－気象データの計算と提示－第 4 部:冷暖房による年

間エネルギーの評価に用いるデータ） 
ISO 15927-6:2007 （建物の温湿度性能 - 気象データの計算と提示 – 第 6 部:累積温度差（デ

クリーディ）） 
ISO 23993 :2008   （建築設備及び産業用装置のための断熱製品 - 熱伝導率の設計値の決定） 
ISO 13787:2003  （建築設備及び産業用装置のための断熱材－熱伝導率宣言値の決定） 
ISO 12241:2008  （建築設備及び産業用装置のための断熱 – 計算法） 
ISO 15758:2004  （建築設備及び産業用装置の温湿度特性－水蒸気拡散の計算－冷水管の断

熱） 

 
EU における環境施策 
 EPBD（建築物のエネルギー性能に関する欧州議会と理事会の指令）が出されている。この

制定の背景は、①化石燃料の消費は CO2排出増につながり、京都議定書の遵守には、エネル

ギー効率の向上が欠かせない、②EU の民生用エネルギー消費は 40％以上であり、高い比率

を占めている、ということである。 

・建築物のエネルギー性能指令 EPBD：2002/92/EU 
エネルギー合理的使用・環境影響の低減のため、以下のような措置を講ずることを各国

に要求 
（1）共通の枠組みに基づいた建築エネルギー性能の計算方法を国・地域レベルで適用 
（2）新築建築物・大規模な模様替えをする既存建築物について、エネルギー性能の最低

基準を適用 
（3）建築物のエネルギー証明書（建設・売買の時に所有者が入手可能なようにする、大

規模建築における提示等） 
（4）ボイラー・空調システムの定期検査 

 
EPBD と欧州規格（EN）との関係 
 これらを達成するために、4 つの要素を決めて、システムとして CEN に 5 つの TC を立ち

上げて規格を作ることとなった。 

・EPBD が要求する 4 つの要素 
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（1）建築物のエネルギー性能の計算方法 
（2）エネルギー性能の基準値 
（3）エネルギー性能の証明書 
（4）ボイラー、空調機等の検査方法 

・EPBD をサポートする 5 つの TC（システムとして） 
CEN/TC89 建物と建物要素の熱的性能 
CEN/TC156 建築換気 
CEN/TC169 照明 
CEN/TC228 建築の暖房システム 
CEN/TC247 建物の自動化、制御、ビル管理 

・EPBD をサポートする TC（製品規格として） 
CEN/TC88 断熱材 
CEN/TC57/109 セントラルヒーティング・ボイラー 
CEN/TC62 ガス燃焼ヒーター 
CEN/TC110 熱交換器システム 
CEN/TC113 ヒートポンプ 
CEN/TC129 建築用ガラス  など 

 製品規格としても取り組まなければいけないということで、システム的な計算方法や試験

方法に加えて、実際の断熱材などの規格も作成しなければいけないという状況になっている。 
 
CEN 規格の基本スキーム CEN TR15615 

 

 EPBD は、エネルギー性能の基準、エネルギー性能の証明、建築設備の検査を求めている

ので、それに対応するよう、エネルギー性能の表示方法や建物のエネルギー証明を規定する

－239－



 
 

ような規格を作り、表示なりをするための手順をその下の段階で決めている。これだけでは

できないので、手順の下の段階で、エネルギー必要量や気象データ、室内条件などを整備し

ている。設備は、単純に暖房、空調、換気などの規格を作り、定期検査するということにな

っている。このような仕組みを基本スキームとして持っている。 
 
UK の場合 
 イギリスではエネルギーの Regulation を決めて、それに基づいてシート見本を作り、計算

方法などを CEN で決めている。 
 
EU の動きを受けた ISO/TC163 の対応 
 2007 年 4 月ヘルシンキ会議において、CEN で作成される（された）規格類を ISO 化する議

案が提出された。CEN の規格が ISO 化されるのは、日本にとっては困るが、反対票を投じた

ところで効果が薄い。また、CO2 を削減するためという名目があるので、明確な反対理由が

なく、承認された。 
 これは、TC163 の業務範囲を大きく逸脱するため、業務範囲の拡張が提案され、承認され

た。新築建物だけでなく既存建物を追加し、建物だけではなく建築設備を含めて一体として

省エネ性を評価するという話になった。 
 
ISO/TC163 の動きを受けた ISO/TC205（建築環境設計）の対応 
 2007 年 11 月カイロ会議において、TC163 の業務範囲の拡張は、TC205 の業務範囲と重複

するとの理由から、TC163 の業務範囲拡張に反対する決議が採択される。ISO/TMB へ上げら

れた。 
 
TC205 建築環境設計 
 TC205 の業務範囲は、以下のようになっている。 

WG 1 （室内環境：総則） 
WG 2 （省エネルギービルの設計） 
WG 3 （ビル制御システムの設計） 
WG 4 （室内環境：室内空気質） 
WG 5 （室内環境：熱環境） 
WG 6 （室内環境：音響環境） 
WG 7 （室内環境：視環境） 
WG 8 （室内環境：床暖房） 
WG 9 （暖房及び冷房システム） 

 
ISO/TC163 と ISO205 その後 
 TMB では、TC163 と TC205 の両者でよく話し合うように促され、2009 年 6 月にスイス・

ジュネーブにて第 1 回合同 WG 開催した。中央事務局（ISO/CS）が会議開催案内を配信し、
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議事録を作成した。ジョイント WG の名称は「Energy performance of buildings using holistic 
approach」である。Convener は Dick van Dijk 氏（TC163,オランダ）と Essam Khalil 氏（TC205,
エジプト）の 2 名とし、事務局は TC163 側のオランダが務めている。来週 2 回目のジョイン

ト WG がアメリカで開催され、続いて第 3 回が 11 月に TC205 において京都で開催される。

かなり中身を詰めていかなければならない段階になっている。それによって、TC163 で作業

するのか、TC205 で作業するのか、あるいは新しい TC を作るというような話になる可能性

もある。 
 
EU の動向（補足） 
 その他、CPD:Construction Products Directive 89/106/EEC（建設製品指令）に関する動きもあ

る。建設製品指令となっているが、実際は建築物・建造物に組み込まれた段階で性能を発揮

することが基本原則なので、以下の 6 つの Essential Requirement（ER）を決めて、これに対し

て規格を作っている。かなり精力的に働き、ほとんどの規格は既にできている。 

・CPD における基本的要件 ERs 
ER1：物理的抵抗性及び安定性 
ER2：火災時の安全性 
ER3：衛生、健康及び環境 
ER4：日常安全性 
ER5：騒音に対する保護 
ER6：エネルギーの経済性及び保温 

 実施は CE マークを貼った製品がかなり出回っている。ラベルに書くべき事項が、それぞ

れの製品や使われる部位によって決まっている。 
 
CPD（Directives）から CPR（Regulation）へ 
 CPD はかなり古く、時代と共に諸事情から変更が必要になり、Regulation にしようという

動きがある。基本的要件（ERs）の 6 つが、Basic Works Requirements（BWR）という名称に

なり、「天然資源の持続可能な使用」が追加されることとなった。 

BWR1：物理的抵抗性及び安定性 
BWR2：火災時の安全性 
BWR3：衛生、健康及び環境 
BWR4：日常安全性 
BWR5：騒音に対する保護 
BWR6：エネルギーの経済性及び保温 
BWR7：天然資源の持続可能な使用 

 早くて 1 年以内に、CPD から CPR になる。Directives の場合、任意なので義務付けしてい

ない国もあったが、Regulation になると各国が必ずやらなければならないことになる。今まで

以上に、EU は CEN で CE マークを貼った製品を数多く作成し、たくさん流通させることが

必要になる。そうなると日本の企業も、CE マークを取らなければ、欧州で販売できない状況
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になる。EPBD にも改正の動きがある。 
 部位別性能の関係では、ISO59/SC3 で規格の改定作業が始まった。これに対して、意見を

取りまとめているので、関係者のご意見を伺いたい。 
 
 
３）SC3（建築材料） （断熱・保温規格協議会 常務理事 櫻井 誠二） 
 SC3 の国内事務局は断熱・保温規格協議会であり、委員長はお茶の水女子大学の田中先生

である。 
 
ISO/TC163/SC3 の活動内容 
Scope: standardization of specifications for thermal insulation materials, products, components, 

constructions, systems and their performance（断熱材料，製品，組合せ，施工，システム及

びその性能の標準化） 

 Scope は 2007 年にかなり拡大された。それまでは材料と製品に絞っていたが、断熱材料を

組み合わせたもの、施工関連、断熱材を使ったシステム、性能標準化など、非常に拡大され

ている。議長国はカナダで、Chairman は Shirtliffe 氏、Secretary は Dalgleish 氏である。SC3
の P メンバーは 19 ケ国、O メンバーは 16 ケ国で、大多数の主要国は入っている。 
 
ISO/TC163/SC3 の活動内容の WG 

TC 163/SC 3/WG 1 Mineral wool insulation for roofs（屋根用鉱物繊維断熱材） 
TC 163/SC 3/WG 2 Mineral wool loose fill insulation（小屋裏吹き込み用鉱物繊維断熱材） 
TC 163/SC 3/WG 4 Thermal insulation for foundation walls（基礎用外断熱材） 
TC 163/SC 3/WG 5 Cellulose fibre loose fill insulation（小屋裏吹き込み用セルロースファイバ

ー断熱材） 
TC 163/SC 3/WG 6 General rules for conformity, control and certification（製品の適合性管理） 
（ここまで Convener：カナダ） 
TC 163/SC 3/WG 7 Thermal insulation products for building equipment and industrial installations 
（建築用及び工業用断熱製品） 
Convener：英国 

 
制定した規格 

ISO-8142: 1990 Thermal insulation – Bonded preformed man-made mineral fibre pipe sections – 
Specification（断熱材―鉱物繊維製円筒成形品―仕様） 

ISO-8144-1: 1995 Thermal insulation – Mineral wool mats for ventilated roof spaces – Part 1: 
Specification for applications with restricted ventilation（断熱材―換気ある小屋裏用鉱物繊維

マット―第１部：換気が制限された場合の仕様） 
ISO-8144-2: 1995 Thermal insulation – Mineral wool mats for ventilated roof spaces – Part 2: 
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Specification for horizontal applications with unrestricted ventilation（断熱材―換気ある小屋裏

用鉱物繊維マット－第 2 部：換気が制限されない場合の仕様） 
ISO-8145: 1994 Thermal insulation – Mineral wool board for overdeck insulation of roofs - 

Specification（断熱材―屋根の断熱用鉱物繊維ボード―仕様） 
ISO-9076-2: 2008 Thermal insulation – Mineral wool loose-fill for horizontal applications in 

ventilated roof spaces – Part 2 Principal responsibilities of installers（断熱材―換気ある小屋裏

の平面部施工用鉱物繊維吹き込み断熱材―第 2 部：施工者責任） 
ISO-12574-2: 2008 Thermal insulation – Cellulose-fibre loose-fill for horizontal applications in 

ventilated roof spaces – Part 2：Principal responsibilities of installers（断熱材―換気ある小屋

裏の平面部施工用セルローズ繊維吹き込み断熱材―第 2 部：施工者責任） 
ISO-12575-2: 2007 Thermal insulation products– Exterior insulating systems for foundations － 

Part 2 ： Principal responsibilities of installers（断熱製品―基礎用外断熱システム―第 2 部：

施工者責任） 
ISO-12576-1: 2001 Thermal insulation –  Insulating materials and products for buildings－

Conformity control systems－Part1：Factory-made products（断熱材―建築用断熱材料及び製

品―適合性管理システム―第 1 部：工場製品） 
ISO-12576-2: 2008 Thermal insulation products–Conformity control systems－Part 2： In-site 

products（断熱製品―適合性管理システム―第 2 部：現場施工品） 

 
審議中の案件 
ISO/DIS-8143 Thermal insulation products for building equipment and industrial applications – 

Calcium silicate products – Current status 40.60（建築設備及び工業施設用断熱製品－けい酸

カルシウム製品）ステージ：40.60 
ISO/FDIS-9076-1.2 Thermal insulation – Mineral wool loose-fill for horizontal applications in 

ventilated roof spaces – Part 1 Material specification and test methods – Current status 40.99（断

熱材－換気ある小屋裏の平面部施工用鉱物繊維吹き込み断熱材―第 1 部：材料仕様と試

験方法）ステージ：40.99 
ISO/DIS-12574-1 Thermal insulation – Cellulose-fibre loose-fill for horizontal applications in 

ventilated roof spaces – Part 1 Material specification – Current status 40.60（断熱材－換気あ

る小屋裏の平面部施工用セルローズ繊維吹き込み断熱材―第 1 部：材料仕様）ステージ：

40.60 
ISO/DIS-12574-3 Thermal insulation – Cellulose-fibre loose-fill for horizontal applications in 

ventilated roof spaces – Part 3 Test methods – Current status 40.60（断熱材－換気ある小屋裏

の平面部施工用セルローズ繊維吹き込み断熱材―第 3 部：試験方法）ステージ：４０.60 
ISO/FDIS-12575-1 Thermal insulation – Exterior insulating systems for foundations – Part 1: 

Specification – Current status 50.60（断熱材―基礎用外断熱システム―第 1 部：仕様）ステ

ージ：50.60 
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今後の計画 
・New work item としての検討規格 

High temperature ceramic fiber blanket thermal insulation （高温用セラミックファイバーブラン

ケット断熱材） 
EN-13499:2003 Thermal insulation products for buildings－ External thermal insulation composite 

systems （ETICS） based on expanded polystyrene－ Specification （建築用断熱製品－発

泡ポリスチレンを用いる外断熱複合システム－仕様） 
EN-13500:2003 Thermal insulation products for buildings－ External thermal insulation composite 

systems （ETICS） based on mineral wool－ Specification（建築用断熱製品－鉱物繊維を

用いる外断熱複合システム－仕様） 
・見直し規格 
ISO-8142: 1990 Thermal insulation – Bonded preformed man-made mineral fibre pipe sections – 

Specification（断熱材―鉱物繊維製円筒成形品―仕様） 
ISO-9251:1987 Thermal insulation －  Heat transfer conditions and properties of materials – 

Vocabulary（断熱－熱移動条件及び材料の特質－用語） 

 SC3 の活動はあまり活発でない。一つには議長国の問題がある。また、一般的に断熱材自

体の輸出入が少ないため、各国独自の規格でも不都合ないことが大きく影響している。EN 規

格は積極的に動いており、材料関係で約 300 の EN 規格が存在する。EN 規格が ISO 化される

ことを懸念している。 
 
 
４） 意見交換会（2） 
（意見）EN でこれほど多くの断熱材に関連する規格があることに驚いている。 
（意見）EN 規格のうち、Thermal Insulation Product に関連するものは 3000 あまり。試験方法

なども含まれているので、このうち約 1/10 が材料と見ている。 
（質問）日本では研究者がかなり多いと思うが、欧州各国にこれだけの規格の専門家はいな

いと思われるので、人的にどう対応しているのか。 
（回答）大体、メーカーの方が出席される。大学の先生が出席するは日本だけではないか。 
（質問）製品規格の場合、メーカー中心になるは理解できるが、試験方法や評価方法の規格

について、メーカー主導の場合と、日本のように研究まで行っているのは、状況が

食い違っていないのか。 
（回答）状況は食い違っている部分がある。例えば、現場測定に関して日本から提案して否

決されてしまったが、これは考え方が全く異なるためである。ドイツ等は改修時の

断熱化が義務化されており、規格化する必要がないという考え方である。日本の提

案は、研究的な部分もかなり含まれている。欧州は、メーカーにとってメリットが

あるという観点で見ているように感じる。 
（意見）SC3 で施工方法に踏み込んでいるところが、JIS と違って興味深い。 
（意見）一般的には、材料メーカーが材料を提供し、施工は取り付けの専門業者が行う。日
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本では、各工事会社が責任施工をしている。それをオーソライズしているのが

ISO9000 である。JIS にはそのような考え方はなじまないとされているようだ。一つ

の JIS の中に、施工者責任や監理まで言及している規格も出てきているので、少しず

つ変わっていく可能性もある。 
（質問）関連する JIS、ISO で施工責任が入っているものはあるのか。例えばサッシの規格で

は、窓として取り付いた時の性能を製品規格として決めているが、施工によって担

保されている部分は、ISO の中ではどのように考えられているのか。 
（回答）組立工場完成品である。 
（質問）工場で組み立てて全く同じ製品ができた時にこの性能、ということか。それは、JIS

に親しんできた者には、製品規格として素直に受け入れられる。日本では、断熱材

の施工を大工が行っており、メーカーは施工責任まで負っていない。欧州ではどう

か。 
（回答）材料メーカー、販売店、施工店は完全に分かれている。欧州では、それぞれに規格

を守る者がいるから良いが、日本の場合は分かれてしまうと非常に困る。 
（意見）生産体制が違うところで、製品規格だけではなく施工まで ISO で決めるべきか、疑

問である。日本のやり方は違うと否決されがちということもある。 
（意見）断熱材は、材料よりも施工の方が性能への影響が大きいためだろう。 
（質問）欧州ではセルロースの断熱材について厳しい品質（カビ、においなど）を求められ

ているが、日本では問題視されていないのはなぜか。 
（意見）日本は防かび処理をしている。日本のメーカーは、原料となる古紙にもにおいを持

っているようなものは使わないという。においに関する感覚が日本人と違う。そも

そも、天井に施工している製品がなぜ室内までにおって、問題視されているかわか

らない。規格案を作る人がかなり少人数で、その人の関心が反映されやすいのかも

しれない。 
（質問）日本の方が湿気などの問題があるはずだが、欧州の方が湿気やにおいに過敏な規格

が多いのはなぜか。 
（回答）たしかに、カビの問題は欧州で注目されている。日本も本当はカビくささを感じて

いるが、そこまで注目されてこなかった。個人的な考えだが、においについては、

日本と欧州で違いがあるという印象はない。 
（質問）日本では防カビ対策をしているという話があったが、欧州でもセルロースファイバ

ーにおける薬品の割合が 20％と聞いている。日本だけ状況が違うのか。 
（回答）この辺りはメーカーが発表する必要がないところなので、あまり追求できない。処

理はしていると思うが、規格では定められていない。欧州でも防カビ処理をしてい

る可能性はある。 
（意見）日本は、オーソライズした方や団体で対応しているのに対して、欧州で規格作成に

出てくる人は極めて個人ベースである。 
（質問）開口部のエネルギー計算についての、ISO はどのような状況なのか。 
（回答）ISO は 2 種類あり、それも踏まえて進めることになっている。 
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（質問）かなり多くの規格があるが、赤坂先生や吉野先生は全体像を理解できるのか。 
（回答）全部洗い出しをして、分担して理解している。EN 規格が多いので、そちらも見てい

る。 
（意見）熱関係は情報が揃っているが、製品も多く、規格が多い。非常に活発な印象を受け

た。EN 規格が乗り込んできたら大変なことになりそうな状態だと感じる。今後も、

CO2削減の際に必ず出てくるテーマである。その対応がしっかりしていると感じる部

分と、あまりそうでもない部分があるようで、規格を作成して国際的に合意するの

はやはり難しいと感じた。 
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６．３ 第 2 回ワークショップ 
 
６．３．１ 実施日時と参加者 
日 時：平成 22 年 2 月 2 日（火）17：00～20：00 
会 場：浜町区民館 5 階 7 号室 
参加者：56 名（敬称略） 

菅原進一（東京理科大学）、清家剛（東京大学大学院）、兼松学（東京理科大学）、 
小山明男（明治大学）、野口貴文（東京大学大学院）、涌田良一（日本繊維板工業会）、 
巽公男（インテリアフロア工業会）、横山裕（東京工業大学）、名取発（東洋大学）、 
永田明寛（首都大学東京）、小野正、春原浩樹（経済産業省）、 
黒崎一昭（国土交通省）、槌本敬大（国土交通省国土技術政策総合研究所）、 
海野敦（住宅金融支援機構）、坪内信朗（日本ビソー株式会社）、 
牧有二、荒木宏昌（板硝子協会）、松本實（社団法人日本サッシ協会）、 
森田育男、永野龍博（日本窯業外装材協会）、林宏治（社団法人石膏ボード工業会）、 
山口輝光（日本鋼製下地材工業会）、吉岡孝治（合成高分子ルーフィング工業会）、 
滝口武志（NPO 法人日本健康住宅協会）、栗田紀之（建築環境ワークス協同組合）、 
平野陽子（株式会社ドット・コーポレーション）、 
乾俊輔、喜美候部直子（経済産業省）、森実（NPO 法人住宅外装テクニカルセンター）、 
高木真由（株式会社ドット・コーポレーション）、 
上野雅之（太平洋セメント株式会社）、 
山田聡、長澤和善、金澤光明、難波三男、岡崎拓司、木原裕美、清久恭、北野公一、

沖昌和、米倉利光（日本窯業外装材協会）、井上雅雄（住環境測定協会）、 
武藤日出夫（日本エクステリア工業会）、堀正人（日本インシュレーション株式会社）、 
滝川充朗（大建工業株式会社）、西川卓郎（ホクシン株式会社）、 
木村太門（TOTO 株式会社）、江原正也（エバー株式会社）、 
吉田公三（株式会社日本屋根経済新聞社）、木室真（ニチハマテックス株式会社）、 
富田育男、田中啓介、伊熊敏郎、小林祥一郎、佐伯秀雄（社団法人日本建材・住宅

設備産業協会） 
 
 
６．３．２ 次第 
主催者挨拶 （建産協 専務理事 富田 育男） 
発表 （座長：東京大学 清家 剛） 
（１）今年度の事業概要について （企画調整委員会委員長：東京大学 清家 剛） 
（２）各分科会の中間報告 

１）規格分科会（WG1） （主査：東京理科大学 兼松 学） 
２）方針検討分科会（WG2） （主査：東京大学 清家 剛） 
３）評価法分科会（WG3） （主査：明治大学 小山 明男） 
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４）意見交換会（1） 
（３）ISO 活動について 

１）ISO/TC71（コンクリート、鉄筋コンクリート及びプレストレスコンクリート） 
東京大学大学院 工学系研究科 建築学専攻 准教授 野口 貴文 

２）ISO/TC89（木質系パネル） 日本繊維板工業会 専務理事 涌田 良一 
３）ISO/TC219（床敷物） インテリアフロア工業会 技術委員長 巽 公男 
４）意見交換会（2） 

（４）講評 （本委員会委員長：東京理科大学 菅原 進一） 
 
 
６．３．３ 講演概要 
注）枠囲みの内部は、パワーポイント資料からの引用 
 
（２）今年度の事業概要について （企画調整委員会委員長：東京大学 清家 剛） 
 このワークショップは、建材の部位別評価方法の標準化事業の一環として開催している。

前半はその発表がメインとなり、後半は ISO 活動をご紹介いただく。今回で 4 回目になるが、

毎回後半は様々な ISO の取り組みをご紹介いただき、大変勉強になっている。これまであま

り情報交換や横のつながりの場がなかったと聞いているので、後半の情報交換会は何らかの

形で継続していただきたい。業界団体の ISO に関する取り組み、あるいは JIS に関する考え

方などの情報を共有し、検討していきたい。 
 まず、今年度の事業概要についてご説明する。資料 1 は平成 21 年度の事業実績と今後の予

定であり、本委員会が 3 月開催予定となっている。本委員会の下に企画調整委員会があり、

その下に WG が 6 つ動いている。WG1 は兼松先生に主査をお願いしている規格分科会で、こ

れまで検討していた性能評価に関する規格を規格案として仕上げようというものである。私

が主査を務める WG2 は方針検討分科会で、昨年度までは ISO への提案を受けて国内向けに

JIS のあり方として情報提供する共通の枠組みをつくってはどうかと、ガイドラインの作成を

提唱していた。前回のワークショップの時は、それを少し変えて Technical Specification（技術

的仕様書）という形で規格化することを検討した。その後少し方針が変わり、今回のワーク

ショップでは前回と少し違う形で提案するが、WG1 の規格案を受けて国内向けに JIS のあり

方を提案していく WG である。WG3 はそれぞれの製品規格のあり方に対して、その評価方法

の位置づけを検討している。今年度は熱に関することを詳細に検討した。 
 全体としては、WG1 と WG2 が一つの規格案の内容を検討しており、WG3 は評価方法のあ

り方を検討している。さらに、窓に関する熱的性能を詳細に検討し、ひとまとめの成果とし

ている。 
 今年度は WG1～3 で検討した内容を中心に動いているが、初年度から続いている壁・開口

部、床、屋根・天井の部位別分科会も同時に開催しており、それが WG4～6 である。WG4～
6 の開催日がみな 12 月になっているが、WG1～3 で見えてきた内容をそれぞれの業界団体に

見ていただき、ご意見をいただいた。それを踏まえて今回のワークショップに臨んでいる。
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内容について忌憚ないご意見をいただきたい。 
 
 
（２）各分科会の中間報告 
１）規格分科会（WG1） （主査：東京理科大学 兼松 学） 
 作成中の規格案の内容についてご説明する。WG1 は、昨年度までは「建築物の部位別の性

能評価方法」というタイトルで 2 年間活動してきた。その過程で、規格案を徐々に整理しつ

つあるが、部位別性能評価方法をフィックスして取り上げることができるか、また部位別に

要求性能を羅列的に並べることにどのような波及効果があるのかという意見が出てきた。そ

れらを踏まえて、性能をどうやって記述するのか、具体の性能の記述方法はここで全てを定

義するわけにはいかないが一歩踏み込んで記述方法としてエッセンスを規格化できないか、

ということでタイトルを変更したという経緯がある。 
 本規格の主旨は下記のとおりである。 

建築物の部位の性能を記述しようとする主体（発注者，設計者，生産者など）が，想定する

部位に対して考慮すべきユーザー要求性能を選択し，評価する手順とその記述方法を定めた

ものである。 

 以前とあまり変わりなく、あくまで部位の性能を評価する主体（発注者や設計者を想定）

が要求性能を評価するための手順を示している。プロセスを規定する規格になっており、性

能評価自体を定義する規格にはなっていない。 
 

4 建築物の部位の性能記述方法 
本規格に定める，建築物の部位の性能の記述方法は以下の手順による。 
a）対象とする部位の決定 
b）記述するユーザー要求性能項目の決定 
c）性能の評価方法の決定（評価対象，評価手法） 
d）評価 
e）結果の記述 

5 対象とする部位の決定 
性能を記述しようとする部位の対象範囲および全ての材料構成を決定する。 
一般的な建築物における，層全体を構成する部位及び表層を構成する部位を表 1 および図 1
に示す。 
【解説】本規格を用いるユーザーは、まず評価対象となる部位を具体的に示す必要がある。

ただし、層全体を構成する部位及び表層を構成する部位に該当しない部位、例えば階段や手

すりなどや、複数の部位の境界を含むような部位、例えば隅角部などについても、その他の

部位として定義することが可能であるとした。（図を示して解説する） 
ただし、層全体には、部位全体から見て層状でないもの、例えば間柱や胴縁なども含まれる。 

 極めてシンプルな内容になっており、壁や開口部という部分を取り出し、その範囲内の材

料をすべて選んで評価する。逆に言えば、評価する部分をきちんと定義する。基本的には本
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規格案に示す代表的な部位から選択するが、それ以外の部位を選んでも良いとしている。 
 本規格案では、層全体を構成する部位と、表層を構成する部位の大きく二つに分けて性能

を規定する形を取った。ISO の中では、サブシステムという形で部位に類するものを定義し

ている。これと比較すると、本規格案で定めている部位は限定的という特徴がある。その他

の部位がかなりあるという認識はあるが、それらはその他の部位として定義しても良いと言

える形を取っている。 
 

3.2 ユーザー要求性能 
個別の建築物の目的・用途に応じて、建築物あるいはその部分などに確保することが要求さ

れる性能。 
【解説】ユーザー要求性能は、個別の建築物の目的・用途に応じて、いわゆるユーザー（住

み手・使用者など）が求める性能および水準が異なる。本規格では、ユーザー要求性能をこ

の規格を用いる主体（発注者，設計者，生産者など）が選択して記述することが可能である

が、ここでいうユーザー要求性能は、単にこれら主体の要求のみならず、建築物に関わる住

まい手や使用者、その建築に関わる者などの観点から、個別の建築に本質的に要求される性

能であると考える。 

 部会の中でも、「ユーザー要求性能」という用語から想像するものが少しずつ違った。その

ため、ここで改めて定義する。ユーザーとしては、発注者、設計者、生産者を想定している

が、それ以外にも建築に関わる人々を想定している。 
 

3.3 代用特性 
 ユーザー要求性能項目の評価に用いられる評価対象の特性または物性。 
【解説】代用特性とは、ユーザー要求性能を評価するのに用いられる特性または物性である。

ユーザー要求性能の直接的評価は、ユーザーの価値判断を伴うものであり、本質的には直接

的に評価することは困難である。このようなユーザー要求性能を評価するのには、代用的に

さまざまな物性や指標が用いられ、これら物性や指標を代用特性と定義した。これら物性や

指標は設計法や評価法により定められ、試験や計算に基づき測定・算定することが可能であ

る。 
（例：ユーザー要求性能 → 紫外線の影響によって所要の性能が劣化しないなど、代用特

性 → キセノンランプによる耐侯性試験によるサイクル数） 

 代用特性になって初めて指標や設計値として用いることができるという認識で、本規格案

を作成している。ユーザー要求性能は広い意味での性能を指していて、代用特性はそれを評

価するための設計値や指標ということになる。 
 

6 ユーザー要求性能項目の決定 
箇条 5 で決定した対象範囲とする部位に対して、要求されるユーザー要求性能項目を定める。 
ここで、箇条 5 で決定した部位が、表 1 に掲げる部位（「その他」を除く）に該当する場合は、
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表 2 に○で示されたユーザー要求性能項目を評価対象とするか否かを決定する。【表で凡例を

示す】 
箇条 5 で決定した部位が、表 1 に掲げる「その他」の部位に該当する場合、表 2 に掲げる全

てのユーザー要求性能項目について評価対象とするか否かを決定する。このとき、関連する

部位のユーザー要求性能項目を参考として良い。 

 本規格案の表 2 は、最初に定義した部位毎にどのような性能を評価すればよいか、関連が

深いかについて●印を打っている。使う側に選択を任せているのが特徴である。 
 

7 対応する性能の評価方法の決定 
箇条 6 で決定したそれぞれのユーザー要求性能項目に対して，評価の対象とする材料及び範

囲、並びに評価の方法を決定する。 
評価の対象とする材料及び範囲は、（イ）部位全体，（ロ）部位に含まれる構成要素の組み合

わせ，（ハ）構成要素単体のいずれかとする。 
性能評価の方法は，（1）性能評価試験による方法、または（2）解析・計算等により評価・検

証する方法による他，（3）みなし仕様による方法による。ただし，対象範囲および材料構成

によりその性能を満たすことが自明の場合は（4）自明としてよい。また、評価に際しては、

評価項目ごとに代用特性を定め、評価基準、具体の試験方法、解析に用いる手法や変数など、

評価仕様を評価項目ごとに定める。（1）および（2）による場合の、性能評価に用いる代用特

性を表 3 に示す。 
【解説】性能評価方法としては、JIS，その他オーソライズされた方法，基規準に示される設

計法や，解析・計算などが考えられる。また、みなし仕様により性能を満たしているものと

する手法もありうる。みなし仕様は、本来は性能評価方法とは言えないが、オーソライズさ

れた仕様（JASS や国交省営繕仕様）によることで性能を担保していること（担保したとした

こと）を記述することを認める。 

 これが本規格案の肝になる部分である。 
 

9 結果の記述 
箇条 8 で得られた結果を，以下の内容について記述する。 
a）一般事項 

個別の評価に関する一般事項（例：評価者，日時，場所，天候，温・湿度，機器・仕様等）。 
b）評価する部位の対象範囲及び全ての構成材料 
c）ユーザー要求性能項目に関する事項 

ユーザー要求性能項目ごとに，以下の項目について記述する。 
1）対象としたユーザー要求性能項目 
2）評価の対象とする材料及び範囲（単体，組み合わせ，全体） 
3）評価方法（試験方法（JIS などによる），解析・計算，みなし仕様等） 
4）評価仕様及び結果（合否，性能値，等級等） 
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5）関連事項 
部位の性能（b）及び c））の記述例を解説表 4 に示す。 

 一連の流れを改めて示すことで、個別の材料と部位の位置関係が改めて明確になるケース

もある。個別の材料がどこを担保しているかが明確になればより良いという意図でこのよう

な規格を提案している。 
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２）方針検討分科会（WG2） （主査：東京大学 清家 剛） 
 本 WG で作成しているもののタイトルは「建築物の部位の性能記述方法による解説的な規

格作成の手順」としている。先ほどご紹介した規格案に対して、これを附属書として提案し

てはどうかと考えている。現在の建築関連規格の問題点としては、設計者が必要とする性能

が示されていないことや、同じ性能を規定するのに違う試験方法を使っている可能性がある

こと等が挙げられる。せっかくの JIS の特性値が設計につながらず、品質確保だけに留まる

のはもったいない。実際の運用で共通のプラットフォームに基づいて性能を表示しているの

であれば、規格に盛り込む方法はないのかということで本附属書を提案している。附属書と

しては数ページのシンプルなつくりになっているので、具体的な解説は建産協でガイドライ

ン的なものをきちんと発行していく形を考えている。 
 昨年度の報告書ではガイドラインに、前回のワークショップではガイドラインを含めた形

で TS にしてはどうかとしていたが、TS は 3 年間でなくなる可能性があり、現段階では WG1
で作成している規格本体の附属書という形で提案している。 
 

序文 
この参考，本体の規定に関連する事項は，建築で使用する部品，部材，材料の製品規格及び

関連する試験・分析・計算・仕様等の方法規格の制定・改正時に，建築物の部位別性能に関

連する記述方法を追加することにより，規格の容易な理解，規格相互の容易な比較等を実現

することを目的とし，補足するもので，規定の一部ではない。 

 原材料に近い物は不向きかもしれないが、ユーザーは同じ試験方法で、性能値を出して欲

しいと思っているものもある。建材毎の事情があるので、各製品規格の附属書に参考レベル

で記述することをご検討いただくことになる。各規格を作成・改定する時には委員としてユ

ーザーが入るので、そのあり方を議論するきっかけになるだろう。 
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1．一般事項 
製品規格：従来の品質確保のための製品特性 

1）製品特性を示す目的を，その経緯も含め解説に示す。 
2）製品特性の比較が可能となるように，類似の製品においては試験方法の統一や変換値

の明示を努力する。 
製品規格：部位別性能確保のための製品特性 

1）製品特性を当該規格の附属書に明示する。 
2）製品特性の比較が可能となるように，類似の製品においては試験方法の統一や変換値

の明示を努力する。 
方法規格：制定された目的を，その経緯も含め解説に示す。 

 ここで新たに提案するのは、部位別性能確保のための製品特性である。ただし、従来から

JIS 本文に記述されている品質確保のための評価方法がなかなか統一されない場合があり、こ

の状況への対応も示している。建材毎の事情で評価方法が異なることがあるが、性能オリエ

ンティッドで横並びに統一できないかということを、各製品規格で議論していただきたい。

そのきっかけをここで示す。 
 

製品規格：製品特性の関係 

 

 製品規格の本文にある試験方法は元々品質確保のためのものであり、JIS を守る側にとって

は重要な規格だが、一方で設計者、施工者がある建材に対して知りたい情報をそこから得る

ことは難しい。このような情報を横並びで示すことができる方が良いのではないかと考えて

いる。これを、それぞれの附属書の中に記述するのはどうか。品質確保には関係ないが、そ

の建材を使うと発揮できる性能値が、各規格の附属書として評価方法、試験方法とともに表

示されることを考えている。 
 

各規格の附属書の記載内容 
1. 想定される，または，対象となる部位，工法 
2. 1 に対応するユーザー要求項目（選択・追記） 
3. 部位に要求される性能（引用） 
4. 当該工法に要求される性能（選択） 
5. 代用特性およびその評価方法（選択・追記） 
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6. 5 に関わる製品特性およびその試験方法等（記述） 
7. 6 に関わるデータの入手可能性・対応状況（記述） 
※方法規格については 1～5 について記載 

1. 想定される部位・工法 
①当該製品で使用される，または，当該方法規格で対象とすることが想定される部位および

工法を定め，記述する。 
②部位の想定においては，原則として本文の表を参照するが，該当する部位が存在しない場

合には，新たに設定する。 
③工法は，原則として具体的に記述するが，一般化されている工法名が存在する場合にはそ

れを記述（又は明示）する。 
④工法の記述については，可能な限り現状を反映することとする。 

 想定される部位・工法が一つに限定されているものは容易だが、いろいろな構法がある場

合は表示等に工夫が必要となる。 
 

2. 1 に対応するユーザー要求項目 
1 に対応するユーザー要求項目を本文の表より選択する。 
 
3. 部位に要求される性能 
想定した部位に要求される性能を本文の表より引用する。 
 
4. 当該工法に要求される性能 
①当該工法に要求される性能を，3 を参照に選択・追記する。 
②追記の際は，表の最後に記述する。 

 ユーザー要求項目は、WG1 で作成中の規格案の表 2 から選択する。WG1 の成果である本

文も、さらにこれによって使い方が拡大できる。 
 

5. 代用特性およびその評価方法 
①当該工法おける 4 に対する代用特性とその評価方法などを可能な限り記述する。 
②その際，本文の表を参考にできる。 
 
6. 5 に関わる製品特性およびその試験方法等 
①5 に関わる製品特性と試験方法等を可能な限り記述する。 
②代用特性と製品特性の関係に解説が必要な場合は，それも附属書または解説に記述する。 

 
 製品規格で性能値を表示すると、強制法規との関係はどうなるのかについて議論になるこ

とがあるが、構法を想定するときに強制法規との関係は成立する。製品規格のあり方として

は、これは性能を表示するものであり、強制法規との関係は別に判断が入るというスタンス

を取ることを考えている。 
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３）評価法分科会（WG3） （主査：明治大学 小山 明男） 
 建物、部位、構法部位、材料というヒエラルキーの中で、それぞれの要求性能を定めよう

というのが、この委員会の大きな成果である。要求性能は複数あるが、一方で性能を担保す

るためには必ず評価方法や評価基準がなければならないということで、今年度からこの WG3
を立ち上げている。 
 評価方法や基準は、強制法規として明確化されているものもあるが、多様な要求性能をす

べて強制法規で定めているわけではなく、設計者が既存の JIS の試験方法で得られた特性値

を元に性能設計する枠組もある。部位別のユーザー要求項目の JIS が存在し、部位の性能が

示されても、設計のためには構法を決める必要がある。構法が決まると、その構法によって

限定されてくる自明な性能もあり、また構成要素の一つの材料で部位全体の性能が担保され

るもの、あるいは複数、全ての材料で担保される性能もある。要求性能をいかに担保するか

についても、設計法、計算法、試験方法が多様に出てきてしまう。 
 このような状況を考えると、製品規格の理想的なあり方は、要求される性能とそれに関連

するパラメータがしっかり書かれており、設計者が使えるものになっていることである。さ

らに、代替可能な他の材料と共通の試験方法であることが望ましい。 
 評価方法をどのように取り込むかについては、この委員会では次のように考えている。部

位の要求性能を満たすために、代用特性値をまず決める。例えば、地震により変形・脱落し

ないという性能であれば、変形追従性になるが、それを測れる試験方法はあるかということ

である。この手順については、WG1 で作成している JIS にて示している。 
 要求性能を実現するとき、難しい面がたくさんある。内面壁や天井仕上げ材料を例に、材

料と性能の関係をみると、材料も性能項目もたくさんあることがわかる。現在の製品規格で

は材料の品質確保の観点から、試験方法や評価方法が規格化されている。これらはそれぞれ

の製品規格でしっかりやればよいが、一方で建築としての性能という観点では、材料共通の

評価手法になっているか、評価手法は材料が変わっても同じか等が問われる。次表のように

整理すると、それぞれどのような要求性能があり、どのような試験を行っているかの全体像

が見えてくるが、本当に同じように評価できるようになっているかが重要である。適用する

部位が同じでも建材は多様にある。しかし、評価方法は統一されていて欲しいということが

設計者側から出てくる話だろう。 

－259－



 
 

 
 
 考えられる課題は 2 つある。一つは、試験方法の統一化の検討である。同一用途なのに試

験方法が異なると、設計者にとっては結果の判断が難しく、混乱を生じる。そのため、既存

の製品規格の中に入っている性能や品質を規定している試験方法や基準が、どのような中身

かをしっかり把握して考えていかなければならない。もう一つは試験に寄らない方法の検討、

つまり計算方法である。複数の建材で構成されている全ての部位・要素について試験を行え

ば信頼性があり、設計に役立たせることができるのかもしれないが、部位を構成する性能や

材料がたくさんある場合、全てに試験を課すのが正しいのかどうかは難しい点である。 
 ここ最近、様々な分野において解析的な検討や理論的な検討によるシミュレーションが可

能になっている背景もあり、この 2 つの課題について検討した。 
 
 試験方法の統一化について具体的に見るため、まず耐衝撃性を取りあげる。この場合、評

価手法の基本的内容は共通の要素でできている。おもりの落下による評価手法で言えば、材

料が木質系であれ、樹脂系であれ、せっこう系であれ、セメント系であれ、おもりの落下に

よって評価することは共通化されている。しかし、試験方法を細かくみると少しずつ異なる

部分がある。どのような重さの物をどのような高さから落とすかに注目すると、2 種類に分

けられる。塗膜や化粧層の剥離・割れを結果として見る建材もあれば、一方で基材のひび割

れや破壊を評価する建材もある。これらは、表層と基盤で使い方が違うため、試験方法が異

なってもよい。ただし、表層に使う建材の中で違うとなると、設計者にはわかりにくい。 
 セメント系の材料試験でよくある凍結融解についても、同じようなことが言える。気中と

水中のいずれかで凍結または融解するか、あるいはサイクルの時間や回数が、必ずしも統一

されていない場合がある。設計者からの要望としては、同じように使うのであれば試験方法

も同じであって欲しい。それに対して、JIS としてどう応えていくかが課題であろう。 
 試験方法の統一化に関しては、回答をそれほど用意していない。というのは、現状の製品
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規格が非常に多く、いきなり試験方法を統一するのはかなり難しい。そこで、せめて試験方

法や評価方法の成り立ち、定めた経緯を JIS に明記することによって、多少なりとも設計者

の理解を促すことはできるのではないかと考える。 
 
 二つ目の課題については、窓の熱性能に絞って検討した。窓はガラスとサッシ、フレーム

が組み合わさっているが、2 種類の組み合わせであっても、それぞれが 100 種類あれば、100
×100＝10,000 という組み合わせになってしまい、それを全て試験によるというのは製造メー

カーに対して負担が多すぎる。となると、シミュレーションで試験を代替できないかという

発想が出てくる。社会的な要望としても、熱性能は重要性が増してきている。しかし、試験

規格は ISO と JIS の両方にあるが、シミュレーションによる計算規格は ISO にしかない。こ

のような状況を受けて、本 WG では窓の熱性能の計算方法の JIS 化を検討した。今年度は骨

子を作成したが、ISO の翻訳版をたたき台として、日本特有の事情を考慮して盛り込んでい

くことで、来年度以降につなげていこうと考えている。次年度以降に JIS 原案作成委員会を

別組織として立ち上げて、計算方法との整合性も含めて検討していくこととしている。 
 
 
４）意見交換会（1） 
（意見・質問）意見と質問と 2 点ある。1 点目は、WG1 の資料に「代用特性」の定義が出て

くるが、代用特性がユーザー要求性能の文章化されたもののすぐ下にくると、座り

が悪いのではないか。例えば、表 3（資料 2、P9）に「11.5 内部火災が生じた場合に、

所要時間内に他の部位や他の建築物への延焼を防止する」とあり、これを「防火性」

と言っているが、防火性は特性と言えるのか。これは、具体に調べる内容を示して

いるだけで、ユーザー要求性能の端を発しただけではないか。その次の「不燃性」「難

燃性」が代用特性ではないか。つまり、燃えないとか燃えにくいということが防火

性を担保している。言葉で記述している性能を、代用特性として測定できるものに

置き換えたとき、単位がついてくるものだと考える。用語の整理をしていただく必

要があると感じる。 
また、同じ表 3 の中で「5.1 局部荷重によって所要の性能が劣化しない」とあるが、

所要の性能とは何かがはっきりしない。むしろ、はっきりと「局部荷重で破損しな

い」と言った方が良いのではないか。用語の整理をすると概念的にわかりやすくな

る。 
2 点目は、性能確保と施工の関係についてである。部位の性能を規定するとき、構成

材料そのものが部位の性能を決定している場合はそのまま評価できるが、構成材料

が組み合わさった状態で部位の性能を担保する場合、施工という行為が入る。行為

が加わった後の性能の担保は、この規格の中で扱われるのか。 
（回答）用語の整理については、ご指摘の通り、まだ乱雑な部分もある。資料 2 の後半に各

ユーザー性能の言葉の定義が並んでいるが、これはあくまで参考資料として付けて

おり、本文からは外した経緯がある。というのは、各性能が必要十分であるか、あ
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るいは具体の個別の内容が表記として正しいかというところまで委員会として詰め

切れていない。今後、個々の項目の専門家からご意見をいただくことになるだろう。

FS も含めて要求性能の項目を詰めてきたが、なかなか合意に至らず個別の項目まで

詰め切れなかったのが実状である。いただいたご意見を吟味して、もう少し検討し

たい。 
2 点目の施工性については、当初からいくつかご意見があったが、まだそこまで手が

入っていない状態である。例えば、窓枠の熱的性能の件では、施工性に左右される

のでどう評価するかという議論が出た時期があったが、明確な定義に至らなかった。

いろいろなご意見をいただきながら修正していきたいと考えている。全体像として

ご覧頂き、ディテールをこれから詰めるということで見ていただきたい。 
（回答）2 点目について補足するが、委員会立ち上げ当初から施工性に関する話は出ていた。

施工性は学会等で出している仕様書や、各メーカー、業界団体の施工マニュアルで

担保されるべきものであり、JIS という製品規格に施工性を含むのは難しいのではな

いかということで、現在は含めていない。 
（回答）2 点目についてさらに補足する。あくまで製品規格にできること、製品規格から設

計、施工に資するところに限って議論してきている。重ね合わせたものから先の性

能は、設計者や施工者が見ていくことになるが、それに資する情報は JIS 側、つまり

建材側で用意する。あくまで JIS 側からの提案であることを徹底している。 
（意見）2 点目については、ほぼ想像していたとおりで理解した。1 点目については、「性能」

や「特性」という言葉がいろいろ出てくるので、定義をきちんとしなければいけな

い。代用特性は単位をもって表されるものではないかと思うので、そのような観点

でお願いしたい。 
（回答）おっしゃるとおり、単位をもっていて、設計のターゲットとなる、あるいはコント

ロールできる指標という認識を持っている。 
（意見）外壁と軒が出合う部分や、笠木部分など、複合的な部位に材料側からも目がいくよ

うな構成になると良い。このような複合的な部位は必ずあるが、そこがどのような

性能を持つべきか、また評価方法についてもありそうでない。 
（回答）それは、どちらかというと本体を引用しつつ附属書の中で記述するかどうか判断す

るところだろう。建材の品質確保の延長で示すことのできる性能値は、単体の材料

に限っている。それが使われ方によって複合する時は、建材の範囲を超えて設計側、

施工側に踏み込むところなので、製品規格には書きにくい面もある。製品規格の議

論の中で、附属書に記述できるものがあれば記述していければ良いだろう。そうい

う意味では、附属書の書き方で説明している工法を想定する議論の延長上にある。

もっともなご指摘だが、それを含み始めると JIS の範囲を超えているので難しい。た

だし、これが解決できないと事故が減らないということもよくわかる。 
（回答）おそらく、クレームが多い部分だからしっかりしたいということだろうが、クレー

ムの原因は建材メーカー側が想定していないような取り合いをしてしまうために起

こることが大半である。そうであれば、例えば「壁と軒のぶつかる部分は、このよ
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うな仕様なら担保できる」というような書き方もあり得るだろう。 
（意見）それぞれの業界からご意見をいただいた上で最終とりまとめを行いたい。 
 
 
（３）ISO 活動について 
１）ISO/TC71（コンクリート、鉄筋コンクリート及びプレストレスコンクリート） 

東京大学大学院 工学系研究科 建築学専攻 准教授 野口 貴文 
建設材料としてのコンクリート 
 TC71 ではコンクリートを扱っている。コンクリートの年間生産量は 60 億トンで、1 人あ

たり 1 トンとなり、他の材料と一桁か二桁違うほど大きい。市場も、生産量に比例する形で

アジア（特に中国とインド）が最近伸びている。アジアの生産量と市場規模が今後 20 年で 2
倍にはなろう。 
 土木構造物ではコンクリートがメインの材料であり、寿命も建築物より長いので、土木構

造物の方が資本のストックとしては多い。コンクリートは、社会資本ストックの 80％（物量）

を占めているため、重要な位置付けを占めていた。日本では、コンクリートの生産量はピー

クの 4 割程度まで落ち込んでいる。 
 業界が最も気にかけているのは CO2の排出であり、地球上で毎年排出される CO2（16 億ト

ン）の約 8％がコンクリートの生産に由来する。このうちの半分はセメント生産による。 
 
ISO/TC71 の構成 

SC1：Test methods for concrete（コンクリートの試験方法） 
SC3：Concrete production and execution of concrete structures 

（コンクリートの製造及びコンクリート構造物の施工） 
SC4：Performance requirements for structural concrete（コンクリート構造物の要求性能） 
SC5：Simplified design standard for concrete structures （コンクリート構造物の簡易設計基準） 
SC6：Non-traditional reinforcing materials for concrete structures  

（コンクリート構造物の新補強材料） 
SC7：Maintenance and repair of concrete structures 

（コンクリート構造物の維持管理・補修） 
SC8：Environmental management for concrete and concrete structures 

（コンクリート及びコンクリート構造物の環境マネージメント） 

 SC2 はなく、7 つの SC で構成されている。SC6～8 は近年立ち上げられた SC であり、鉄筋

以外の新材料に対して標準化を図ろうとしている。 
 SC8 は、2008 年 3 月にロサンゼルスで立ち上げ、まだ 2 年経過していない。SC8 の設立に

あたっては、環境の規格として ISO14000 シリーズという全製品を扱う規格があり、かつ TC59
で建築物の環境の規格ができつつある中で、なぜコンクリートでも必要なのか、かなり議論

があった。TMB（Technical Management Board）での議論を経てようやく設立した。 
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ISO/TC71 の幹事国 

Plenary 幹事国：米国、P メンバー：35、O メンバー54 
SC1 幹事国：イスラエル、P：21、O：24 
SC3 幹事国：ノルウェー、P：20、O：29 
SC4 幹事国：米国、1995 年、P：20、O：15 
SC5 幹事国：コロンビア、1996 年、P：17、O：20 
SC6 幹事国：日本、 2000 年、P：14、O：11 

Chair：町田篤彦（埼玉大）、Secretary：金久保利之（筑波大） 
SC7 幹事国：韓国、 2004 年、P：15、O：9 

Chair：上田多門（北大）（2010 年に幹事から委員長に） 
SC8 幹事国：日本、 2007 年、P：11、O：6 

Chair：堺孝司（香川大）、Secretary：野口貴文（東大） 

 
TC71 総会の開催 

第 5 回 1987 年 ウィーン（オーストリア） 
第 6 回 1995 年 サンフランシスコ（米国） 
第 7 回 1998 年 ボゴタ（コロンビア） 
第 8 回 2000 年 東京（日本） 
第 9 回 2001 年 オスロ（ノルウェー） 
第 10 回 2002 年 ダンディー（英国） 
第 11 回 2003 年 シドニー（オーストラリア） 
第 12 回 2004 年 イスタンブール（トルコ） 
第 13 回 2005 年 ソウル（韓国） 
第 14 回 2007 年 サルバドール（ブラジル） 
第 15 回 2008 年 ロサンゼルス（米国） 
第 16 回 2009 年 カイロ（エジプト） 
第 17 回 2010 年 カルタヘナ（コロンビア） 

 第 5 回（1987 年）から第 6 回（1995 年）まで 6 年間の空白がある。このとき、ヨーロッパ

で EN 規格が盛んに作られ、TC71 は休止してしまった。その後再開する際に、アメリカが

Plenaryの監事を引き受けた。SC4は再開時に新しく設けられた要求性能に関する SCであり、

時代の流れは性能を決める方向へ動いていった。 
 一般的な総会のスケジュールでは、先に各 SC の会議が行われ、最後に総会が開かれる。 
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規格の構成 

コンクリート構造物の設計

コンクリート構造物の施工

コンクリート コンクリートの試験方法

構成材料 構成材料の試験方法

コンクリート構造物の性能評価

コンクリート構造物の要求性能

コンクリート構造物の補修設計

コンクリート構造物の補修施工  
 設計は SC2 が取り扱っていたが、現在は存在していない。 
 
各 SC に関する規格 
 SC1 はコンクリートの試験方法に関する規格である。 
 SC3 は製造・施工に関する規格である。既に決まったものとして、コンクリートの製造方

法の規格があり、施工や使用材料としての水も規格として成立した。現在は、グラウトの施

工方法や、耐久性向上を目指した設計方法の規格化を目指している。 
 SC4 は要求性能に関する規格である。規格はすでに成立しており、コンクリート構造物に

どのような要求性能を求めるのかを文章で表現している。この規格に合致するナショナルス

タンダートをみなしで認証している点が特徴的である。日本建築学会の鉄筋コンクリートや

プレストレストコンクリートの構造計算基準などが登録されている。したがって、これらは

ISO を満足したナショナルスタンダードである。ISO 19338 の要求性能には、構造安全性、使

用性（たわみ、振動）、耐久性、耐火性、疲労の限界値があり、それぞれの項目について国内

規格できちんと定量的に設計できることについて、SC4 で認証作業を行って登録している。 
 SC5 は発展途上国向けの簡易設計基準に関する規格である。簡易建築物にも使おうという

提案がなされるので、日本は反対することが多く、廃案に至るものが多い。 
 SC6 は新補強材料に関する規格で、FRP を使った建築物の設計方法や試験方法を規格化し

ている。 
 SC7 は維持管理に関する規格であり、間もなく CD が作られる予定である。最近の ISO の

規格の作り方にならって、一般原則を作り、評価方法、評価の後にどのように補修していく

かの設計方法と施工方法を定めている。耐震関係では日本が実用的な方法を持っているので、

プロジェクトリーダーを務めている。この背景には、ICCMC（International Committee on 
Concrete Model Code for Asia）の活動がある。これは 1994 年に日本コンクリート工学協会を

ベースにして、アジアにおけるモデルコードを作るために設立された。当時は EN 規格が盛

んに作られていたが、アジアは文化や気候が違うのでアジア独自に作ろうということで設立

し、現在も活動している。アジアのネットワークができ、まだどの国にも維持管理に関する
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規格はなかったので、SC7 を設立した経緯がある。経済産業省もアジアを重要視し、バック

アップしている。 
 SC8 は環境に関する規格ということで、Part1 は日本がプロジェクトリーダーを務め、Part2
以降は他の国にも順次任せて行っている。 
 
日本コンクリート工学協会の対応 

ISO/TC71 対応国内委員会 
 委員長：上田多門（北大）、副委員長：勅使河原正臣（名大）、幹事：杉山隆文（北大） 
WG1：SC1（試験方法）＆SC3（製造・施工）対応 
 主査：堺孝司（香川大）、幹事：野口貴文（東大） 
WG2: SC4（要求性能）＆SC5（簡易設計）対応 
 主査：横田弘（北大）、幹事：楠浩一（横国大） 
WG3: SC6（新補強材料）対応 
 主査：町田篤彦（埼玉大）、幹事：金久保利之（筑波大） 
WG4: SC7（維持管理・補修）対応 
 主査：武若耕司（鹿児島大）、幹事：兼松学（東理大） 
WG5: SC8（環境マネージメント）対応 
 主査：堺孝司（香川大）、幹事：野口貴文（東大） 

 
JISC 土木技術専門委員会での位置づけ 
 JISC の中でも TC71 は重点 TC として位置づけられて、援助をいただいている。 
 
 
２）ISO/TC89（木質系パネル） 日本繊維板工業会 専務理事 涌田 良一 
TC89 の構成 
 TC89（木質パネル）は SC1～3 で構成されている。SC1 は繊維板で、インシュレーション

ボード、ハードボード、MDF が該当する。SC2 はパーティクルボードで、OSB も含まれる。

SC3 は合板である。日本繊維板工業会は SC1、2 を担当しており、SC3 は（独）農林水産消費

安全技術センターが担当である。 
 Plenaryはドイツで、SC1 と SC2 はオーストラリア、SC3 はフランスが議長国となっている。 
 
TC89 の国内体制 
 事務局は（社）日本建材･住宅設備産業協会であり、日本繊維板工業会が協力して TC89 国

内審議委員会をつくり、（独）森林総合研究所の渋沢氏が委員長を務めている。 
 生産量・輸入量は、SC1～3 まで合わせると約 1,000 万 m3である。そのうち、繊維板と PB
が 3 割、合板が 7 割という構成である。合板は 700 万 m3のうち 6 割が輸入、繊維板は 6～7
割が国内生産である。 
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国際的な活動の経緯 
 日本では WTO/TBT 協定に基づいて、国内規格を ISO 規格と整合化させることを決定して

いた。これは、ISO 規格が決まれば日本の規格が決まることを意味しており、ISO 規格がどう

なっているのかを気にかけていた。しかし、ヨーロッパでは EN 規格が DIS などに昇格する

ということで、ほとんど取り組んでいなかった。このため、1999 年のボルドーでの総会では、

今まで取り組んでいなかったのに突然 EN 規格が出てくるのは承知しないと議論に非常に対

立した。この時、ヨーロッパとアジア・オセアニアが対立し、それまでドイツが持っていた

SC1、SC2 の幹事国・議長ポストをオーストラリアに変更した。このことから 2000 年にオー

ストラリアで開催された SC の会議を、ヨーロッパがボイコットするなどの事態にも発展した。 
 1996 年に APEC の基準適合性分科会において、規格の整合化を推進する分野の一つとして

建築分野が取り挙げられた。特に、1997 年にオーストラリア、ニュージーランドから木質ボ

ードについて PASC（アジア太平洋標準会議）の支援の基に活動していく旨の提案があり、日

本としても規格整合化について国際提案を行うこととなった。こうした背景から、国家プロ

ジェクトとして位置付けられた。 
 日本、オーストラリア、ニュージーランドとの 3 か国で協力して APEC 圏の気候、風土等

を考慮に入れた規格の国際提案を行うための協力体制をスタートさせた。その結果、JANS
規格として 23 の試験項目と品質基準の規格を完成させ提案した。オーストラリア、ニュージ

ーランドでは、JANS 規格を国家規格に採用している。 
 その後、2002 年のオタワ会議において収拾の方向が模索され、欧州規格原案は CD に差し

戻され再審の形が採られた。これにより、欧州規格と JANS 規格を基に ISO 規格の検討が本

格化した。 
 
JIS 試験方法の ISO 化実現 
 試験方法は各国で大差ないが、日本としては次の 2 点についてはどうしても ISO 化させな

ければ後に大きな問題となることから、全力を挙げて取り組み、ISO 化に成功した。 
①ホルムアルデヒド放散量試験（デシケーター法）  ISO/12460-4 
②湿潤曲げ試験  ISO/20585 
 
 
TC89 総会の日本での開催 
 TC89 は試験方法（Test Method）と品質基準（Requirement）の 2 本立てである。試験方法は

全て完成し、現在は品質基準に取り組んでいる。 
 2008 年 9 月には、初めて日本（さいたま）で総会を開催した。さいたま会議より品質基準

の最終検討段階に入り、繊維板、パーティクルボードについて DIS となり、意見の集約中で

ある。繊維板の中でも湿式繊維板については、日本が規格原案を提案し、それを基に審議が

行われ同様に DIS 段階となっている。次回の中国（上海）会議でこれら DIS は FDIS に進む

と予想される。 
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他国の協力体制の必要性 
 JANS 規格を TC89 に積極的に提案する上でも、アジア太平洋地域諸国との充分な連携が必

要であった。アジア太平洋地域の国際標準化における発言力、影響力をより高めるために、

当該諸国が国際規格標準化活動に共通の認識を持ち、同一歩調で国際規格開発に積極的に参

画していく重要性について認識の向上を図った。このためフォーラムや研修会を開催し、協

力態勢づくりに努力した。 
 TC89 会議において、アジア太平洋諸国のメンバーが積極的に参画し、発言することが大き

な力となっている。 
 
 
３）ISO/TC219（床仕上げ材） インテリアフロア工業会 技術委員長 巽 公男 
TC219 の構成 
 TC219 は 2000 年 6 月設立された比較的新しい TC である。設立に先立ち CEN/TC134（床仕

上げ材）で先行して規格作りが進められており、それに倣う形で準備が進められた。議長国

はオランダで、SC を設けずに、先行する CEN/TC134 と同様に 3 つの製品分類に基づく WG
に分かれて活動が進められている。現在、P メンバーは 23 か国、O メンバーは 14 か国であ

る。 
 
WG の構成 
 WG は 3 つに分かれており、WG1 が繊維系床材、WG2 が高分子系床材、WG3 がラミネー

ト系床材である。WG1 の繊維系床材とはカーペットやタイルカーペットで、主査はベルギー

である。これは先行した TC38/SC12（繊維/繊維製床用織物）から移行してきた。WG2 の高分

子系床材はビニル系床材、ゴム系床材、リノニウムなどで、主査はアメリカである。これは、

TC59/SC3/WG7（床仕上げ材の試験方法と性能）にて進められており、WD12054 で試験方法

をまとめていたが、その後中断していたものが復活した。WG3 のラミネート系床材は木質材

料をベースにプラスチックを組み合わせているもので、日本ではなじみがないが、欧米では

一般的である。日本のような湿度の高い環境では吸放湿によって反りなどが生じるため、日

本では現在ほとんど生産されていない。主査はスウェーデンである。 
 WG1 と WG3 の主査は、CEN の WG の主査も兼ねており、ISO の活動でありながら，先行

する CEN の影響を大きく受けざるを得ない状況になっている。 
 国内では、WG1 は繊維評価技術協議会で、WG2 と WG3 に対して、東京工業大学の横山先

生を委員長とする委員会で対応している。 
 
WG 間での共通化 
 WG 間では、①WG 間で共通化が図れる規格は統一化する、②試験装置レベルでも共通化

を図る、③共通化の可能性のある項目については TG を設置して WG 間の調整を図る、とい

うルールが存在する。 
 現在、WG1～3 に共通で審議中の規格案としては、「ISO/FDIS 4918 キャスターチェア試験」
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「ISO/FDIS 10874 用途別分類」「ISO/DIS 10580 VOC の放散速度測定法」がある。さらに、

TG で検討中の規格案として、「音響特性」と「サステナビリティ」がある。 
 WG1、2 に共通ですでに規格になっているのが、「ISO 24341 シートの長さ、幅、直線性

の測定」「ISO 24342 タイルの寸法、辺の直線性、直角度の測定」の 2 つである。 
 WG1、3 に共通ですでに規格になっているのが、「ISO 24339 乾湿繰り返し後の寸法変化

と安定性の測定」であり、審議中の規格案が「ISO/CD 6356 静電気性向の評価方法」「ISO/CD 
10965 電気抵抗の測定」の 2 つである。 
 WG2、3 に共通の規格は「残留凹み試験」である。もともとは Part1 だけだったが、これは

CEN の規格そのままで、日本でよく行う試験方法と全く異なり試験時間も長いため、日本で

の評価は難しい。JIS 規格はもともとアメリカの規格に基づいているので、アメリカの協力の

下、Part2、3 として別規格を検討中である。 
 
各 WG の所管規格および審議中規格案 
 WG1 は TC38/SC12 から移行してきたため、古い規格もある。41 規格を所管しているが、

移行後に作成されたのは 7 規格である。現在、6 規格案が審議中となっている。 
 WG2 は 9 規格を所管しているが、いずれも試験方法の規格である。審議中の 8 規格案は、

主に床材の仕様規格を作ろうとしている。 
 WG3 は 6 規格を所管しており、これも試験方法に関するものである。1 規格案が審議中で

仕様規格である。 
 
IFA（インテリアフロア工業会）の ISO 活動 
 以前は IIBH（建築・住宅国際機構）から情報収集を行っていたが、2005 年上海会議から IFA
が主に WG2 に参加している。半年に 1 回のペースで、活発に会議が行われている。2007 年

東京会議以降、意見を聞き入れてもらえるように変わってきた。 
 
ISO 規格と JIS 規格の整合化 
 IFA は高分子系床材の工業会である。「JIS A5705 ビニル系床材」と「JIS A1454 高分子系張

り床材試験方法」の 2 つの ISO 規格がある。これらは 2010 年改正予定であり、既に委員会で

改正原案を作成して、日本規格協会にて審議している。 
 JIS A5705 については、床材の仕様案が出てきているが、まだ ISO 規格にはなっていない。

仕様の細部は JIS の規格と異なるので、今後検討が必要である。今回はビニル系床材の種類

について整合化を図った。 
 JIS A1454 については、ISO 規格化されたものはできるだけ整合化を図ったが、防炎試験な

ど、どうしても整合化できないものが一部にある。 
 
今後の予定 
 2010 年 3 月 22・23 日にアムステルダムで開催され、2011 年 3 月には東京を打診されてい

る。 
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 WG2 では、床材の試験方法についてはほぼ ISO 規格化が終わり、床材の仕様が主な検討事

項となってきている。日本の床材にとって、厳しい数字の規格も出てきているので、将来の

JIS との整合性を考慮しながら、議論を進めていきたいと考えている。 
 
 
４）意見交換会（2） 
（意見）TC219（床仕上げ材）では、研究的な議論よりも政治的な動きが大きい。日本から

は研究者が出席しているが、欧米は交渉のプロが一貫して出席することが多い。人

間同士の交渉なので親しくなって認められると、発言力が増してくるのはどこの世

界も同じだろう。 
床材は文化や考え方の違いが非常に大きく、例えば住宅では靴を脱ぐか・はくかが

異なるため、そもそも床材に求められる柔らかさや耐久性が違ってくる。建築物そ

のものに対する耐久性への考え方や、下地の施工方法も異なる。欧米では床材と接

着剤は別々のメーカーが供給しており、これは床材の問題、これは施工の問題とい

うふうに分けて考えているが、日本では床材メーカーが接着剤を販売していてそれ

ぞれの床材に適した接着剤が用いられているので、施工を包含した上で床材が問題

ないのかという考え方をする。そのため、国際化する意味があるのかを感じつつ、

戦略上で苦労している。 
TC71（コンクリート）や TC89（木質系パネル）は、対ヨーロッパとしてアジアやオ

セアニアをうまく味方にしている点に感心した。TC219 では日本だけ独走しており、

なかなかそのような戦略が取れていない。文化や地域性の問題もあるかと思うが、

そのような協力態勢を作るこつを教えていただきたい。 
（意見）TC71（コンクリート）では経済産業省の協力もいただき、アジアのネットワークを

つくる努力をしてきた。最初は、ヨーロッパに対して日本が考えていることをいか

に取り込んでもらうかを意図してネットワークをつくっていたが、いざ投票段階に

なると、日本は反対投票をしているにもかかわらず、アジア諸国は賛成投票をして

しまうことがある。それでは困るので、アジアから規格を作るように、幹事国を引

き受けないといけない。少なくとも WG のコンビナーになって自ら規格を立ち上げ

なければ、提出された規格に反対しようというネットワークを組んでいたとしても

なかなか難しい。自分たちが作っているという意識が重要で、合理的な規格や意見

についてはヨーロッパ側も真摯に受けとめてくれるので、ISO 活動では積極的なリー

ダーシップを自ら取ると思い通りの進行ができる。幹事になれば調整役もしなけれ

ばならないので、リーダーシップを取りつつ、ヨーロッパの内情を汲んで規格をま

とめる交渉術が重要になってくる。 
（意見）TC89（木質系パネル）にはアメリカやカナダも入っているが、ISO とは違う体系で

やっているので、ISO の会議は熱心でない感じを受ける。ISO に参加して試験方法を

扱っていると、温度的な問題で非常に困る。ヨーロッパでは、材料の試験となると

凍結融解試験や、－20℃の温度設定などが頻繁に出てくる。しかし、東南アジアな

－270－



 
 

どでは 30℃になることも多いので、だいぶ状況が異なる。幸い、非常に古い材料で

規格もかなり以前からあるので、色々なものが固まっている。また、東南アジア、

アジア、オセアニアは日本に輸出する立場なので、日本からの情報には寛容なとこ

ろがある。まとまって会議をすることによって、様々な問題点を指摘しながら、仲

間に加えていくのが重要であろう。JANS 規格を作る際は、重点 ISO として指定され、

1997 年から 3 年間にわたって日本規格協会から補助金をいただいて取り組み、アジ

アにおいてイニシアティブを発揮した。できるだけ日本規格協会などに協力を仰ぎ、

日本で会議を開催することが重要ではないか。 
（質問）TC89（木質系パネル）ではサステナビリティに関する議論はあるのか。 
（回答）木材そのものがカーボンをストックしている材料であるため、ISO や JIS ではあまり

そのような議論は起こっていない。 
（質問）塩化ビニルのリサイクルがヨーロッパでは話題になっているが、具体的なリサイク

ルや仕様の議論はあるのか。 
（回答）サステナビリティが何を指すのか、いろいろな議論があり、まだ全く見えていない。 
 
 
 
（４）講評 （本委員会委員長：東京理科大学 菅原 進一） 
 今回のプロジェクトは、進め方が一番重要なポイントであり、調整委員会をはじめ、分科

会などで良い方向を見つけられているという印象を受ける。素材の品質管理の問題と、それ

を空間にどう応用していくかというテーマは、古くて新しい。 
 例として、建築家の隈研吾氏が挙げられる。彼は、デビューのころからかなり素材のこと

を考えている建築家だと感じていたが、今まさにそのような道を歩んでいる。以前は、建築

というと評論家も建築家自身も様式論や形態論の中で語っており、ほとんど材料という記述

がなかった。しかし、彼は「こういう材料に共感する」「こういう空間を活かすためにはこう

いう材料が欲しい」ということを考え、彼自身が材料メーカーに働きかけ、職人と一緒にも

のづくりに携わって、建材を建物に使用している。 
 今回のプロジェクトでは、材料メーカーが率先して標準化や、系統的な考え方ができる下

地を作っている。今回の期限で終わりではなく、後に続く提案をするようなまとめ方になる

だろう。そのような発想があると、材料メーカーのカタログの作り方も変わると思うので、

今後が楽しみである。 
 先だって、JIS の建築部会では天井材の JIS が提案された。その中で、天井が落ちるか落ち

ないかは設計の問題で、材料には直接的に関係がないので、下地の試験方法などを詳細に決

めることに何の意味があるのかという意見が出てきた。このような点では、今回の成果を引

き受けながら JIS を作る可能性を感じる。現在は品質管理に重点をおいてまとめざるを得な

いが、これからは空間との接触でどう材料が活きてくるかを考えていける。 
 また、このプロジェクトの成果を利用するのは、最終的にはユーザーや資金を出す人であ

ろう。資金を出す人が、どのように納得して購入するかが重要である。財務やマネージメン
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ト的なことは表に出ていないが、将来はそれも含めて考える必要がある。意見交換会（1）で、

施工にはまだ踏み込めないという話が出たが、日本では書類上と現場の実際の施工に食い違

いが見られることが多い。今後はそのような問題点も踏まえて、品質を担保する方法を考え

る必要がある。 
 ISO に関連したグローバル化については、日本が新しい物を考えて出さなければ、何のた

めに ISO に参加しているのかわからない。規格を提出しつつ、人とのふれあいをつくるのが

国際化の中では重要である。ある時、外国人がグローバル化について、「日本人は大変幸せだ

ったが、今は不幸ですね」と言った。日本は終戦時に極貧だったが、特需が起こり、国内だ

けでも十分に食べていける資金を得て、国外のことをあまり考えなくて良かった。ヨーロッ

パでは戦争が絶えず、国外に出なければ生活できないという状況であり、国外で稼ぐしかな

かったので、意識せずともグローバル化したということである。グローバル化を考える際は、

外国に直接出かけて商品が売れるのか考える必要があるので、それを支援できるようなまと

めを望む。 
 今後ぜひご意見を委員会に寄せていただきたい。全体が生まれ変わる良いきっかけになる

と思うので、諸官庁のご支援の中、国民運動として取り組んでいくことが重要である。 
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参考資料 1 第１回ワークショップ配布資料 
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参考資料 2 第２回ワークショップ配布資料 
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ＴＣ８９（木質パネル）ＩＳＯ化の活動状況 

 
１．木質パネルの位置づけ 
 ＳＣ１ 繊維板 

ＴＣ８９（木質パネル）    ＳＣ２ パーティクルボード 

                   ＳＣ３ 合 板 

（※ ＳＣ３ 合板は農水省,(独)農林水産消費安全技術センター） 

 
２．国 内 体 制 

事務局 ： (社)日本建材･住宅設備産業協会 

協力体制： 日本繊維板工業会     

       ： ＴＣ８９国内審議委員会 

 

３．取り組み経過 

   我が国はＷＴＯ／ＴＢＴ協定に基づいて、国内規格をＩＳ０規格と整合化させることを決

定していた。このことは、ＩＳＯ規格が決まれば日本の規格が決まることを意味している。

また、ウィーン協定を使えば欧州規格がほぼそのままＩＳＯ規格になる可能性がある。 

1996 年ＡＰＥＣの基準適合性分科会において、規格の整合化を推進する分野の一つとして

建築分野が取り上げられた。とくに 1997 年にオーストラリア、ニュージーランドから木質ボ

ードについてＰＡＳＣの（アジア太平洋標準会議）支援の基に活動していく旨の提案があり、

日本としても規格整合化について国際提案を行うこととなった。こうした背景から、国家プ

ロジェクトとして位置づけられた。 

   日本、オーストラリア、ニュージーランドとの三ヶ国で協力してＡＰＥＣ圏の気候、風土

等を考慮に入れた規格の国際提案を行うための協力体制をスタートさせた。結果として、三

ヶ国の頭文字をとってＪＡＮＳ規格として２３の試験項目と品質基準の規格を完成させ提案

した。 

これをオーストラリア、ニュージーランドは国家規格に採用した。 

 それまでの欧州主導の規格開発体制に一石を投ずることとなり、それまでドイツが持って

いたＳＣ１,ＳＣ２の幹事国・議長ポストをオーストラリアに変更した。このことは 2000 年

にオーストラリアで開催されたＳＣの会議を欧州がボイコットするなどの事態も出た。 

 2002 年のオタワ会議において収拾の方向が模索され、欧州規格原案はＣＤに差し戻され再

審の形がとられた。これにより、欧州規格とＪＡＮＳ規格を基にＩＳＯ規格の検討が本格化

した。 

 

４．ＪＩＳ試験方法のＩＳＯ化実現 

 試験方法は各国それほど大差のないところであるが、日本としては次の２点についてはど

うしてもＩＳＯ化させないと後の整合化で大きな問題となることから、全力を挙げて取り組

み、ＩＳＯ化することに成功した。 

 （１）ホルムアルデヒド放散量試験（デシケーター法） ＩＳＯ／１２４６０－４ 

 （２）湿潤曲げ試験 ＩＳＯ／２０５８５ 
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５．ＴＣ８９総会の日本での開催 

   2008 年 9 月には、初めて日本で開催することが出来た。さらに、2010 年 3月に中国上海で

開催される。 

回数 年 月 開催都市 国名 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

1993 

1999 

2000 

2002 

2003 

2004 

2005 

2007 

2008 

2010 

9 

3 

10 

11 

11 

12 

11 

3 

9 

3 

バンクーバー 

ボルドー 

ポートランド 

オタワ 

パリ 

クアラルンプール 

ハンブルグ 

ベニス 

さいたま 

上海 

カナダ 

フランス 

米国 

カナダ 

フランス 

マレーシア 

ドイツ 

イタリア 

日本 

中国 

 

６．品質基準について検討中 

   さいたま会議より品質基準の最終検討段階に入り、繊維板、パーティクルボードについて

ＤＩＳとなり、意見の集約中である。繊維板の中でも湿式繊維板については、日本が規格原

案を提案し、それを基に審議が行われ同様にＤＩＳ段階となっている。次回の中国（上海）

会議でこれらＤＩＳはＦＤＩＳに進むと予想される。 

 

７．他国の協力体制の必要性 

    1999 年 ： アジア太平洋フォーラムの開催（シンガポール） 

    2000 年 ： アジア太平洋地域標準化体制整備研修会（日本） 

    2006 年 ： アジア太平洋フォーラムの開催（日本） 

 

   日本、オーストラリア、ニュージーランドとの三ヶ国で開発したＪＡＮＳ規格をＴＣ８９

に積極的に提案する上でも、アジア太平洋地域諸国との充分な連携が必要であった。 

   アジア太平洋地域の国際標準化における発言力、影響力をより高めるために、当該諸国が

国際規格標準化活動に共通の認識を持ち、同一歩調で国際規格開発に積極的に参画していく

重要性について認識の向上を図った。このためフォーラムや研修会を開催し、仲間作りに努

力した。 

   ＴＣ８９会議において、アジア太平洋諸国のメンバーが積極的に参画し、発言することが

大きな力となっている。 

 

 

以上 
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